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様式２－２－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人海洋研究開発機構 
評価対象中長期目標

期間 
中長期目標期間実績評価 第 3期中期目標期間 
中長期目標期間 平成 26～30 年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 文部科学大臣 
 法人所管部局 研究開発局 担当課、責任者 海洋地球課、福井俊英 
 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、横井理夫 
 
３．評価の実施に関する事項 
 

平成 30 年度及び第 3期中期目標期間における業務実績の評価に当たっては、文部科学省国立研究開発法人審議会海洋研究開発機構部会（以下「部会」という。）を 3回開催し、以下の手続等を実施した。 

 

令和元年 6月 25 日 部会（第 17 回）を開催し、今年度の部会における業務実績評価等の進め方について審議するとともに、国立研究開発法人海洋研究開発機構（以下「機構」という。）による自己評価結果

（全体概要及び経営管理部門）について、理事長及び担当理事からヒアリングを実施し、委員からの意見を聴取した。 

令和元年 7月 5日  部会（第 18 回）を開催し、機構による自己評価結果（研究部門及び開発・運用部門）について、担当理事からのヒアリングを実施するとともに、委員からの意見を聴取した。 

令和元年 7月 30 日 部会（第 19 回）を開催し、主務大臣の評価書（案）に対し、委員から科学的知見等に基づく助言を受けた。 
 

令和元年 8月 6日  文部科学省国立研究開発法人審議会（第 15 回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に基づく助言を受けた。 
 
 
 
４．その他評価に関する重要事項 
 

○ 経営管理に関わる評価項目の大括り化 

平成 29 年度の業務実績等の評価に当たっては、前年開催の部会で、類似業務についての評価項目の大括り化や簡素化等を指摘されたことを踏まえ（※）、経営管理系の評価項目（Ⅱ.業務運営の効率化に関す

る事項、Ⅲ.財務内容の改善に関する事項、Ⅳ.その他の事項）を中期目標の項目に沿って大括り化することとした。 

これにより、経営管理系の評価項目については、主務大臣による法人評価では、法人の内部統制やガバナンスの状況、研究開発成果の最大化に向けたマネジメント上の特筆すべき取組や看過しがたい業務運

営上の課題など、重要事項に焦点を絞ってレビュー・点検することとし、研究開発成果の最大化に向けた効率的な組織・業務運営がなされるよう留意した。 

 
（※）部会指摘事項より抜粋 

○ 現在は、毎年度、短期間で大量の評価項目について法人評価を実施している。限られた時間の中で実効性ある評価を行うには、類似業務についての評価項目の大括り化や項目自体の簡素化など評価項目を精査するとともに、膨大な評価に関する資

料や作業の簡略化、効率化が望まれる。このことは、法人が本来の研究開発業務等に費やす時間をしっかりと確保し、研究開発成果の最大化に向けて効果的に業務運営を行っていくためにも必要である。 
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 様式２－２－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 総合評定 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ａ （参考：見込評価） 

Ａ 
評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 
２．法人全体に対する評価 
 

○ 第 3期中期目標期間において、機構は、海洋立国日本における中核的な研究機関として、国家的・社会的ニーズを踏まえた研究開発を実施し、海洋・地球環境変動研究開発、海域地震発生帯研究開発をは

じめ、各研究開発領域で世界的にも注目される優れた研究成果を創出してきた。また、得られたデータや知見を、国や地方公共団体のみならず、地球規模課題に対する国内外の政策決定プロセスにも提供

し、防災・減災対策等へ貢献しているほか、産業界への技術移転なども進展させており、目標及び計画を上回る顕著な成果を上げていると評価できる。具体的には、 
① 海洋・地球環境変動研究開発においては、広範な領域に及ぶ種々の研究課題で国際的に評価の高い成果を継続的に発表しており、特に中期目標期間の後半には、東アジアの石炭起源によるメタン排出量

が過大評価されていることの指摘や、東南アジア域における CO2収支に対する森林伐採・植生の影響度の把握など、国際的な環境政策・施策に影響を及ぼす顕著な成果を上げた。また、これらの成果に基づ

く科学的知見の重要性が認められ、国際機関や国際枠組みの専門委員、議長等の要職や気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6次評価報告書（AR6）のリードオーサー、レビュー・エディター等へ機構

の役職員が選出されるなど、機構及び我が国の国際的プレゼンスの向上へも貢献している。 
 ② 海域地震発生帯研究開発においては、平成 27 年度には世界最大規模の詳細かつ最高精度の地震・津波観測監視システム（DONET）の構築を完了した。また、同システムに接続・設置した孔内観測装置で

リアルタイムに観測したデータの解析によって、地震発生帯浅部では「ゆっくり滑り」が繰り返し発生していることを解明するなど、海溝型地震発生メカニズムの理解につながる顕著な成果を上げてき

た。DONET のデータは気象庁の緊急地震速報、津波警報に活用されるのみならず、ここで得られたデータや科学的知見の一部は、地震調査研究推進本部地震調査委員会や気象庁「南海トラフ沿いの地震に

関する評価検討会」へも提供され、国としての防災行政に大きく貢献している。さらに、DONET で検知するデータを基に開発した津波浸水時予測システムを和歌山県、三重県、香川県等の地方自治体へ提

供し、これら自治体の防災・減災対策へも貢献している。 

 ③ 海底資源研究開発においては、学術的にも重要なコバルトリッチクラスト成因モデルを構築し、同モデルに基づく大規模鉱床の発見に至った。また、深海生態系への影響解析を大幅に迅速化する手法を

提案し、民間調査会社への技術移転も進めている。 
 ④ 海洋生命理工学研究開発においては、未知の深海生物の発見や深海生物からの新規有用物質の発見・抽出など、国際水準に照らしても科学的意義の高い成果を継続的に多数発表しただけでなく、新規の

ウイルス検出技術や高圧下での乳化技術等の産業応用に直結する成果も得られている。 
 
○ ほかにも本中期目標期間には、機構の有する深海探査機等の開発・運用技術を基盤としつつ、国内関係機関のポテンシャルをも結集して Team KUROSHIO を編成し、Shell Ocean Discovery XPRIZE へ挑戦し

好成績（準優勝）を獲得した。かかる活動を通じて、SNS やクラウドファンディングを効果的に活用した新たな広報活動へも取り組み、従来とは異なる業種・規模の企業等との新たな連携・協力関係が構築

されたことは、単なる共同研究や技術開発にとどまらない有意義な成果であったと評価できる。また、当中期目標期間における成果の普及・広報活動についても、ゲーム業界との協働などユニークで斬新な

手法をはじめ、取組の多様性、新規性の観点で高く評価できる実績が顕著であった。 

 

○ 一方、本中期目標期間においては、論文・特許等の成果指標に係る誤集計事案、データの公開・利用に係る手続漏れ事案、個人情報の誤送信事案など、組織の信頼性に関わる重大なインシデントが判明し

た。これに対して、機構では、内部統制委員会の下に「組織における共通的問題改善ワーキンググループ（WG）」を設置し、個々の事案の直接的な原因のみならず、組織に共通する問題やリスクの検証を行

い、組織・システム・制度等の見直しを含む組織業務運営の抜本的改革に着手した。今後は、これらの改善措置・再発防止策が奏功し、適正かつ効果的な組織業務運営がなされるよう内部統制を更に強化し

ていくことを求めるとともに、再発防止策が機能し適切に業務改善が図られているのかを適時に点検し、更なる業務改善に反映していくという PDCA サイクルを自ら確立し、組織内部にしっかりと根付かせて

いくことを期待する。また、一般管理費の削減目標が達成できなかった点についても、今後、執行管理を一層強化し、経費の削減・抑制が適切に行われるよう求める。 
 
 これらを総合的に勘案すると、組織運営管理上（組織マネジメント上）の問題については、自ら WG を設置して根本原因の解明と抜本的改革に取り組み始めていること、また、国立研究開発法人の主要業務で

ある研究開発については、Ａ評定に値する顕著な成果が多く得られていることから、法人全体に対する評価をＡとする。 
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３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
 
○ 機構では、今後ますます膨大な情報・データを観測・収集・分析する研究活動が重要性を増してくる中、それらの情報・データを適切に管理しつつ、機構内外の研究者が積極的に利用可能な状況とするこ

とが研究遂行に当たっての前提条件として求められる。そのためのマネジメント体制をしっかりと構築していくことを求める。 
 
○ 第 3期中期目標期間には、論文・特許等成果指標に係る誤集計事案、データの公開・利用に係る手続漏れ事案、個人情報誤送信事案など、組織マネジメント上の重大な問題が発生した。事案発生の主な原

因はヒューマンエラーやシステムの不備・形骸化等にあることは間違いなく、個別に改善策を講じることはもちろん重要であるが、これにとどめることなく、これら事案の根底にある原因を解明し、実効性

のある再発防止策を講じていくことを強く求める。あわせて、機構自らが PDCA サイクルを確立し、再発防止策の適時の点検とこれを踏まえた更なる業務改善を進めていくことを求める。 
  
 
４．その他事項 
研究開発に関する審議会

の主な意見 
 
〔「研究開発成果の最大化」に向けた法人全体としての評価について〕 

○ 機構が地球規模の環境問題の解決や海洋生物多様性の維持と持続的な利用促進に向けて貢献していくためには、組織及び所属研究者の国際的なプレゼンスの向上が不可欠であ

る。本中期目標期間において、例えば、機構の役職員が国際専門家パネルの委員や IPCC 報告書等の編著者として数多く参画したことは、彼らが単にジャーナル（学術誌）等で名の

知れた研究者というだけでなく、国際的なプログラムや取組を科学的・政策的見地からリードする重要なキーパーソンであることの表れといえ、機構の国際的プレゼンスを向上さ

せている証左であるともいえる。 

また、機構は、誰も到達したことのない深海や海底下の大深度地下環境にアクセス可能で、そこで起こっている特殊な現象を解明することや、希少なサンプルを持ち帰って解析

すること、あるいは膨大なデータを取得することが可能な国内外でも稀有な存在であり、これらのポテンシャルを最大限に発揮し、世界初となる発見を多数生み出してきた。しか

しながら、これらの科学的知見を社会に還元する「アウトカムの創出」に結びつける戦略やスキームの構築は不十分であり、これについては従来から指摘を受けてきた点でもあ

る。当該指摘に対して機構は、中期目標期間の特に後半において、防災・減災に資する社会基盤の構築、地球環境変動に適応するための国際的な枠組みへの参画、海底鉱物資源開

発における民間への技術移転、海洋生命理工学研究分野でのオープンイノベーションの仕組みの構築及び深海バイオリソースの外部提供などに積極的に取り組んできており、研究

成果を社会に還元するスキームが機能するようになったと評価できる。 

○ 機構は、主要業務である研究開発については各分野で顕著な業績を上げており、アウトカムを意識した研究開発も進めてきた。例えば、海域地震発生帯研究開発では、津波浸水

予測システムを地方自治体が活用するための支援を行ったことや、海底資源研究開発では、鉱床成因モデルを構築しただけでなく、そこから導かれる予測に基づいてコバルトリッ

チクラスト鉱床の発見に至ったことなどは優れた業績といえる。さらに、通常業務のみならず、地震・噴火等による突発業務やそのフォローアップ業務も適切に実施している。 

○ 3.11 後の復興への貢献、XPRIZE の準優勝、DONET の運用、海洋域の利用・開発と管理・保全に関する国際的な取組を議論する重要な会議への参加などにより、機構は大きく社会

貢献したと高く評価する。Ｓ評価に近いＡ評価が妥当と考える。 

○ プラスチックごみによる汚染や生態への悪影響などの問題が世界各地で大きく取り上げられており、これらの問題に対する社会の関心は今後ますます高まっていくものと予想さ

れる。機構は、プラスチック汚染問題について早い段階から情報収集し、対策を検討し始めた。今後もより一層力を入れていくことを期待したい。 

○ 世界の頭脳循環拠点として更に発展していくために、優秀な海外研究者の雇用に向けて様々な工夫がなされていることは評価するが、まだ日が浅いため具体的な成果には乏し

く、今後の成果を期待したい。 

 
〔理事長のリーダーシップ・マネジメントなど研究機関としてのマネジメントについて〕 
○ 組織業務運営の抜本的見直しの一環として、役員の所掌を見直して現場責任者に執行権限を移譲し、マイクロマネジメントを防止する体制としたことは、高く評価できる。 

ただ、組織マネジメント上の問題への対策として、個別事案に対する再発防止策を定着させること、根底にある原因（Root Causes）を探してそれに対応することについては、恐ら

く単年度では終了せず、継続して取り組んでいくことが必要であると考えられる。 

○ 論文・特許数等の誤集計事案、データの公開に係る手続漏れ事案、個人情報誤送信事案など、重大なインシデントが頻発し、特に前の二点については長期にわたって不適切な状

況が見過ごされてきたことに深刻さが表れている。事案発生の直接的原因はヒューマンエラーや、ルールとシステムの不備・形骸化などに起因することは間違いないが、より本質

的な問題は、これらの事案が組織の信頼を揺るがしかねないものであったとの認識・危機感やリスクマネジメントに対する責任感が経営側及び現場の双方ともに希薄だったのでは

ないかと見受けられる点にある。早急なルール・仕組みの見直しと改善は必要であるが、問題の根は深く、より本質的な組織の体質改善を中長期にわたって検討し、現場とマネジ

メント双方の目線から意識改革を図っていく取組の継続が必要である。 
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○ 幅広い分野の研究を進め、着実に成果を上げている。ただ、研究部門の自己評価が全て「Ａ」という結果にやや違和感を覚える。互いの専門分野には口出ししづらいのかもしれ

ないが、組織内、仲間内の横並びになっていないか気になる。自己評価の仕組みが機能するような体制作りが必要ではないか。 
○ 組織マネジメント上の問題が発生している中、研究開発課題の成果に対する自己評価が軒並み「Ａ」とされていることについては、評価が甘いのではないかとの危惧を覚える。 
  論文・特許の誤集計など組織の信頼性を揺るがすような重大なインシデントの発生は、一般に、組織の中で目先の成果を追求する場合、すなわち、成果の内容そのものよりも、

何が何でもＡでなければとＡ評定の獲得そのものが自己目的化しているような場合に起こりがちであると考えられるため、機構の組織体質・風土がそのような状況に陥っていない

か適宜点検する必要がある。また、自己評価の過程においても、ＳＡＢＣといった表面的な評定の結果に拘泥するのではなく、「今回はＢだが次はＡやＳにできるよう頑張ろう」と

いうように、オープンに自分たちの成果を議論・評価できるような仕組みの構築が必要ではないか。 
○ 限られた人員及び予算の中で確実に成果を上げるためには、一般的に、リスクの高い課題に挑むことを躊躇しがちになると考えられるが、理事長のリーダーシップの下で機構が

技術的に難しいプレート境界断層の掘削など挑戦的な課題に取り組んでいることを高く評価する。 

○ XPRIZE への挑戦及び準優勝の獲得は、機構の高い技術的なレベルを示すとともに、産学連携の見本となる成果であると高く評価する。通常とは異なり多数の相手との連携が必要

な取組であり、マネジメントの能力の高さも示している。 
 

監事の主な意見 特になし 
 

※  評定区分は以下のとおりとする。 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 
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様式２－２－３ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定総括表 

 
中長期目標（中長期計画） 年度評価 中長期目標 

期間評価 
項目別

調書№ 
備考欄  中長期目標（中長期計画） 年度評価 中長期目標 

期間評価 
項目別

調書№ 
備考欄 

 ２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
２９

年度 
３０

年度 
見込

評価 
期間実

績評価 
  ２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
２９

年度 
３０

年度 
見込

評価 
期間実

績評価 
Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 
 １．国家的・社会的ニーズを

踏まえた戦略的・重点的な研

究開発の推進 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    １．柔軟かつ効率的な組

織の運営 
 

─ 

 

─ 

 

─ 

Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ⅱ－１ 

 

(1)海底資源研究開発 
Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ－１

－(1) 

   (1)内部統制及びガバナ

ンスの強化 Ｂ Ｂ Ｂ 

(2)海洋・地球環境変動研究

開発 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 
Ⅰ－１

－(2) 

   (2)合理的・効率的な資

源配分 Ｂ Ｂ Ｂ 

(3)海域地震発生帯研究開発 

 Ｂ Ａ Ａ Ｓ Ａ Ａ Ａ 
Ⅰ－１

－(3) 

   (3)評価の実施 
Ｂ Ｂ Ｂ 

(4)海洋生命理工学研究開発 
Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｓ Ａ Ａ 

Ⅰ－１

－(4) 

   (4)情報セキュリティ対

策の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 

 (5)①先端的掘削技術を活用

した総合海洋掘削科学の推進 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ－１

－ (5) 

－① 

   (5)情報公開及び個人情

報保護 Ｂ Ｂ Ｂ 

(5)②先端的融合情報科学の 

研究開発 Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ 

Ⅰ－１

－ (5) 

－② 

   (6)業務の安全の確保 
Ｂ Ｂ Ｂ 

(5)③海洋フロンティアを切り

拓く研究基盤の構築 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 

Ⅰ－１

－ (5) 

－③ 

   ２．業務の合理化・効率

化 
 

─ 

 

─ 

 

─ 

 

─ 

 

─ 

 

─ ─ 

 

 

 

２．研究開発基盤の運用・供

用 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─  
   (1)業務の合理化・効率

化 Ｂ Ｂ Ｂ 

Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ 

Ⅱ－２

－(1) 

  (2) 

 

(1)船舶・深海調査システム等 
Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－２

－(1) 

   (2)給与水準の適正化 
Ｂ Ｂ Ｂ 

(2)「地球シミュレータ」 
Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ－２

－(2) 

   (3)事務事業の見直し等 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅱ－２

－(3) 

 

(3)その他施設設備の運用 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－２

－(3) 

   (4)契約の適正化 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 

Ⅱ－２

－(4) 

 

 ３．海洋科学技術関連情報の

提供・利用促進 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─  
  Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 (1)データ及びサンプルの提

供・利用促進 Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 
Ⅰ－３

－(1) 

   予算（人件費の見積り

等を含む。），収支計画

および資金計画 
Ｂ Ｂ Ｂ 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅲ～Ⅵ 

Ⅲ．財務

内容の改

善に関す

る事項に

て評価 
(2)普及広報活動 

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 
Ⅰ－３

－(2) 

   短期借入金の限度額 
─ ─ ─ 
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(3)成果の情報発信 
Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－３

－(3) 

   重要な財産の処分また

は担保の計画 ─ Ｂ ─ 

４．世界の頭脳循環の拠点と

しての国際連携と人材育成の

推進 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

    剰余金の使途 
─ ─ ─ 

 (1)国際連携、プロジェクト

の推進 
Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ－４

－(1) 

  Ⅳ．その他の事項 

 
(2)人材育成と資質の向上 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－４

－(2) 

   施設・設備等に関する計

画 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ─ Ｂ Ｂ Ⅶ－１ 

 

 ５．産学連携によるイノベー

ションの創出と成果の社会還

元の推進 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─  

   
人事に関する計画 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅶ－２ 

 

(1)共同研究及び機関連携に

よる研究協力 
Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 

Ⅰ－５

－(1) 

   中期目標期間を超える

債務負担 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ Ⅶ－３ 

 

(2)研究開発成果の権利化及

び適切な管理 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－５

－(2) 

   
積立金の使途 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ Ⅶ－４ 

 

(3)研究開発成果の実用化及

び事業化 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－５

－(3) 

             

 (4)外部資金による研究の推

進 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 

Ⅰ－５

－(4) 

             

 
※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 
※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 
※３ 評定区分は以下のとおりとする。 
【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 
 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
 
なお、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定量的に測定しがたい場合には、以下の評定とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(1) 海底資源研究開発 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

論文数※ ― 79 47 58 86 91 予算額（千円） 3,549,137 4,332,182 2,744,957 1,999,221 1,721,157 

       決算額（千円） 2,667,565 3,830,799 2,856,155 1,988,281 1,760,051 

       経常費用（千円） 2,442,972 3,219,909 2,604,203 1,944,908 1,635,993 

       経常利益（千円） ▲181 32,238 575 ▲14,918 37,715 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 2,639,961 3,171,809 2,430,715 1,950,173 1,601,892 

        従事人員数 126 132 129 119 112 

※査読無し論文も含む。また、複数の項目に係る論文の場合には双方で加算する                             
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 我が国の周辺海

域には、海底熱水鉱

床、コバルトリッチ

クラスト、レアアー

ス泥、メタンハイド

レート等の海底資

源の存在が確認さ

れているが、これら

の持続的な利活用

に向けて解決すべ

き課題が残されて

いる。 
このため、機構

は、最新の調査・分

析手法を用いた海

洋調査及び室内実

験等を実施し、海底

我が国の領海及び

排他的経済水域内に

存在が確認されてい

る海底資源を利活用

することは、我が国の

成長、ひいては人類の

持続可能な発展のた

めに重要である。機構

は海洋基本計画や海

洋エネルギー・鉱物資

源開発計画（平成 25

年12月24日総合資源

エネルギー調査会答

申）等に掲げる海底資

源の成因解明と時空

分布の把握・予測に資

するため、海底資源形

【大評価軸】 
・実海域調査へ

の活用や環境影

響評価手法の確

立を通じて、海

底資源の持続的

な利活用へ貢献

したか 
 
【中評価軸】 
・研究開発成果

の 科 学 的 意 義

（独創性、革新

性、先導性、発展

性等）が十分に

大きなものであ

るか 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

本課題による成果・取組等について総

合的に勘案した結果、「研究開発成果の

最大化」に向けて顕著な成果の創出や中

期目標に期待されるアウトカム「鉱床候

補地の推定」、「実海域調査への活用」、

「環境影響評価手法の確立」が達成され

た。そして、それを基にした「海底資源

の持続的な利活用」の達成、及び将来的

な道筋がついたことからＡ評定とした。

また、外部有識者による評価推進委員会

からの評価も高いものとなっている。 

以下に、その具体的な成果の例を記載

する。 

 

○資源の形成モデルの構築と成因解明、

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 

・海底資源の成因プロセス解

明では多岐にわたる重要な

科学的新知見を見いだし、

コバルトリッチクラストに

ついては積み重ねられてき

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 

・海底資源の成因プロセス解

明では多岐にわたる重要な

科学的新知見を見いだし、

コバルトリッチクラストに

ついては積み重ねられてき
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資源の形成過程に

係る多様な要素を

定量的に把握し、形

成モデルを構築す

るとともに、成因を

解明する。また、海

底を広域調査する

研究船、有人潜水調

査船、無人探査機等

のプラットフォー

ム及び最先端セン

サ技術を用いた効

率的な調査手法を

確立する。これらの

成果を踏まえ、より

広域の海域におい

て、海底資源の利活

用に必要となる基

礎データ等を収集

することで、科学調

査を加速する。 
さらに、持続的な

海底資源の利活用

を推進する上で不

可欠な環境影響評

価については、新た

な環境影響評価法

の確立に向けた調

査研究を行う。 
これらの研究開発

を進めるにあたっ

ては、他の研究開発

機関や大学、民間企

業等との連携を強

化するとともに、開

発した技術が速や

かに実海域調査に

活用されるよう、民

間企業への技術移

転を進める。 
 

成の過程に関わる多

様な元素、同位体及び

化学種を定量的に把

握する。また、海底資

源を地球における物

質循環の一部として

捉え、固体地球の最外

部である岩石圏、地球

の約 7割を覆う水圏、

大気圏、さらには生物

圏を含む地球表層で

の各圏にまたがる物

質循環を網羅的に解

析した上で、その歴史

を把握し、海底資源と

の関わりについて総

合的に理解を深める。

そのため、従来着目さ

れてこなかった海底

資源生成時の海洋環

境を把握し、海底資源

の形成メカニズムを

明らかにする。併せ

て、機構の持つ多様な

手法を利用した総合

科学的アプローチに

より、資源成因論を基

盤とした効率的調査

システムを構築し、海

底資源の利活用に貢

献する。さらに、環境

の現状や生物群集の

変動等を把握するこ

とにより、海底資源開

発に必要となる環境

影響評価手法の構築

に貢献する。 
 
 
 
 
 

・研究開発成果

が国際的な水準

に照らして十分

大きな意義があ

るものか 
・取組が期待さ

れた時期に効果

的・効率的に実

施されたか 
・実施体制や実

施方策が妥当で

あるか 
・科学調査が加

速されたか 
・民間企業・産業

界において活用

されたか若しく

はそれにつなが

る可能性がある

か 
・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効率的な調査手法の確立等により科

学調査を加速し、基礎データ等を収集 

・熱水鉱床に関し、沖縄トラフ広域での

網羅的探査で把握した多様な熱水活

動と「ちきゅう」による掘削等で得ら

れた定性及び定量の基礎データ・試料

に基づき、鉱体形成を支える大規模な

循環と熱水溜まりを見いだし、海底下

で進行する多様な鉱体形成プロセス

を反映した海底下でのリプレイス既

存地層の交代型成因モデルを構築し

た。 

・クラストの元素濃集と同位体分別は元

素の吸着構造が規制すること、成長速

度が数 mm/百万年と非常に遅いこと、

窒素酸化微生物を一次生産者とした

微生物生態系が存在し、クラストの成

長に関与するらしいことを示し、これ

ら科学的成果から成因モデルを構築

した。レアアース泥においてはアパタ

イトがレアアースの濃集相であるこ

とを究明するなど、濃集モデルを提案

した。さらに、ミクロスケールの「微

小マンガン粒」を発見し、金属元素の

重要な保持媒体であることを示し、そ

の微粒子分離・濃縮の新技術確立、詳

細な形態や鉱物学的特性を明らかに

した。 

・付加体堆積盆における微生物起源ガス

生成メカニズムを解明した。 

 

○民間企業への技術移転の推進 

・熱水鉱床の成因モデルに基づいた効率

的な調査手法を調査パッケージとし

て確立・体系化、民間企業連合体（海

洋調査協会）に移転し、民間主体の実

海域調査ほかで活用された。 

 

○鉱床候補地の推定、実海域調査への活 

用 

・沖縄トラフ熱水鉱床域において、民間

企業連合体（海洋調査協会）により海

た知見を基に高度な成因モ

デルを構築した。さらに、こ

の成因モデルによって有望

海域の推定と絞り込みを行

い、実際に新たな大規模鉱

床の発見に至った。これら

は、目標とするアウトカム

である「鉱床候補地の推定」

や「実海域調査への活用」に

直結する顕著な成果といえ

る。 

・金属資源の探査技術に関し

ては、潜頭性鉱床のリモー

トセンシングをはじめとし

た新たなコンセプトに基づ

く手法の検討を行うととも

に、これらの最新探査技術

の民間への技術移転も着実

に進展させており、高く評

価できる。 

・深海生態系への影響解析を

大幅に迅速化する手法を提

案し技術移転を進めること

で、民間主導による海底鉱

物資源開発の実現に向けて

重要な役割を果たしてき

た。環境影響評価手法の国

際標準化に向けた取組をリ

ードしてきたことは、海底

資源開発における我が国の

国際競争力の向上と海洋環

境保全の推進に貢献するも

のであり高く評価される。 

・これらの成果を全体として

勘案すると、「海底資源の持

続的利活用への貢献」に資

する顕著な進展がみられた

と評価できる。 

 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
・環境へのリスクも懸念され

る大規模な海底資源開発に

た知見を基に高度な成因モ

デルを構築した。さらに、こ

の成因モデルによって有望

海域の推定と絞り込みを行

い、実際に新たな大規模鉱

床の発見に至った。これら

は、目標とするアウトカム

である「鉱床候補地の推定」

や「実海域調査への活用」に

直結する顕著な成果といえ

る。 

・金属資源の探査技術に関し

ては、潜頭性鉱床のリモー

トセンシングをはじめとし

た新たなコンセプトに基づ

く手法の検討を行うととも

に、これらの最新探査技術

の民間への技術移転も着実

に進展させており、高く評

価できる。 

・深海生態系への影響解析を

大幅に迅速化する手法を提

案し技術移転を進めること

で、民間主導による海底鉱

物資源開発の実現に向けて

重要な役割を果たしてき

た。環境影響評価手法の国

際標準化に向けた取組をリ

ードしてきたことは、海底

資源開発における我が国の

国際競争力の向上と海洋環

境保全の推進に貢献するも

のであり高く評価される。 

・これらの成果を全体として

勘案すると、「海底資源の持

続的利活用への貢献」に資

する顕著な進展がみられた

と評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・環境影響評価研究の成果を

一般社会へ普及・周知する
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底着座型装置による掘削で鉱化帯及

び新規鉱床候補地を確認するに至り、

社会実装に到達した。 

・クラストに関し、確立した成因モデル

を基に新たなクラストの広がる海山

（拓洋第 3海山、磐城海山）を提案、

検証した。 

・泥火山や前弧堆積物など、我が国沿岸

の堆積物環境において、深部流体の寄

与等による微生物起源メタンの生成

プロセス及び生成場を特定する各種

分析手法の開発に成功した。その結

果、産業界に対してメタンハイドレー

トを含む炭化水素資源形成プロセス

に係る新規な科学的知見及び有効な

探鉱ツールを提供し、複数の民間企業

との共同研究に発展した。 

・水溶性天然ガス田における地下かん水

を利用した CO2 資源化について、民間

企業との共同研究を展開し、微生物電

気化学的手法による CO2 のメタン転換

リアクターの構築とその有効性を確

認した。 

 

○環境影響評価手法の確立の実現 

・個別技術については、江戸っ子 1号に

おいて開発と国内の JOGMEC や民間企

業調査での使用実績を積み、環境メタ

ゲノムに関して資源開発に関する環

境影響評価手法の手順を確立すると

ともに民間技術普及のためのワーク

ショップを実施した。微生物群集の生

理代謝機能の評価を自動的に行うシ

ステム（MAPLE）に関しては一般ユーザ

に公開する段階に発展させた。 

・これらを総合的に普及周知するために

6 種の英文プロトコルの発行、国際ワ

ークショップの開催と英文レポート

の発行及び国際海底機構（ISA）におけ

る普及・周知活動、国際標準化機構

（ISO）の国際認証を目指せる体制を

整備した。 

対して、機構は、過度の推進

又は規制に偏らない中立な

海洋研究のエキスパート集

団として、海洋環境の保全

と調和のとれた資源開発が

行われるよう、海洋生態系

が変動した場合の復元力の

限界点を明らかにすること

が求められている。そのた

めには、科学的な研究成果

の創出に加えて、社会への

アウトリーチと政策提言を

含めた機構の発信力と牽引

力をより高めていくことが

必要である。 
 
 
 
 
 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・海底資源の具体的な採掘・採

鉱方法の詳細がまだ確定し

ていないため、環境への影

響の予測・評価が現時点で

は困難な面もあるが、採掘・

採鉱技術開発の進捗度に依

存する受け身の環境影響評

価だけでなく、想定される

環境影響の面から、より適

切な採掘・採鉱技術の開発

に貢献する包括的で提案型

のアプローチが求められ

る。 
  

活動が国際的にも評価され

るなど、中立的な海洋研究

の専門家集団として、資源

開発に伴う環境影響を評価

する手法の確立及び社会へ

の成果還元に貢献してきて

いるといえる。次期中長期

目標・計画では、資源開発だ

けでなく、海ごみや海洋汚

染等も含めて人間活動に伴

う海洋全体への環境影響評

価に関する研究に取り組む

こととしているが、科学的

な研究成果の創出のみなら

ず、社会へのアウトリーチ

活動や政策立案過程へのエ

ビデンス提供を進め、引き

続き国内外の政策・施策策

定に貢献していくことを期

待する。 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・海底資源の具体的な採掘・採

鉱方法の詳細がまだ確定し

ていないため、環境への影

響の予測・評価が現時点で

は困難な面もあるが、採掘・

採鉱技術開発の進捗度に依

存する受け身の環境影響評

価だけでなく、想定される

環境影響の面から、より適

切な採掘・採鉱技術の開発

に貢献する包括的で提案型

のアプローチが求められ

る。 
・AUV の複数活用による観測

の自動化が実現しつつある

ことを高く評価する。今後

の海洋開発研究を実施する

上で、船舶が必要不可欠な

作業と AUV の可能性を活か

してより効率よくできる作
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①海底熱水鉱床の成

因解明とそれに基づ

く調査手法の構築 
海底熱水活動の循

環システムや規模等

を把握することによ

り、海底熱水鉱床の成

因、形成プロセス及び

特性の体系的な理解

を進める。また、研究

船や自律型無人探査

機（AUV）・遠隔操作無

人探査機（ROV）等を駆

使し、各種調査技術を

融合させた系統的な

海底熱水調査手法を

平成 27 年度を目途に

構築する。さらに、人

工熱水噴出孔の幅広

い活用による応用研

究を推進する。加え

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度中に広域熱水探査手法を

確立し、論文として公表した。具体的に

は、熱水活動に伴う元素の挙動を明らか

にするための分析・解析技術をほぼ完成

させ、基礎データを取得した。沖縄トラ

フでの網羅的調査を継続しつつ、比較一

般化のためにインド洋でも調査を行い、

有効性と適用限界についての知見を蓄

積した。これにより、新しい熱水域の発

見（4 箇所）とその熱水化学や微生物生

態系の存在様式に関する詳細なレポー

トを作成した。加えて、中部沖縄トラフ

伊平屋伊是名ゾーンで音響による広域

プルーム調査を完遂し、活動頻度情報を

得て、系統的な海底熱水抽出手法を確立

し、査読付き国際誌論文として公表し

た。 

また、自然電位異常を用いた有望域絞

・その結果として英文プロトコルがユネ

スコIOCのデータリポジトリ―に登録

され、ISA のオブザーバーステータス

を得るなど、目に見える成果を得るこ

とができた。 

 

○外部委員会からのコメント 

・当初の目的であるものを全部達成して

おりＡ評価は妥当である。 

・今後更に地球史を通じた本質的なもの

も学問として行ってもらいたい。ま

た、機構でなければできないビッグサ

イエンスを技術開発とともに推進し

てもらいたい。 

 

以上、中期目標や事業計画に照らし、

本項目による成果・取組等について総合

的に勘案した結果、アウトカム「海底資

源の持続的な利活用への貢献」を達成し

たといえる。 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

中期目標期間を通して、地球深部探査

船「ちきゅう」の調査航海及び、マルチ

センサ搭載のAUVによる音響異常を用い

た熱水マッピングと組み合わせた多数

の調査航海を効率的に実施した。それら

によって、多数の熱水活動域の系統的な

調査を行い、基礎データを取得すること

ができた。特に電気・電磁探査法は、AUV2

機の協調航走（及び海底設置電位差計

等）と組み合わせることでの任意の探査

深度を実現できるなど、フレキシブル構

造探査への発展が期待できる画期的な

成果といえる。また、沖縄海域等で実施

業を識別していく必要があ

るが、AUV を活かした海底資

源探査に関して、機構が既

に研究・技術の最先端に立

っていることを高く評価す

る。 
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て、巨大熱水鉱床形成

モデルの構築を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②コバルトリッチク

ラスト・レアアース泥

の成因解明とそれに

基づく高品位な鉱床

発見に貢献する手法

の構築 
地球化学的、地質学

的及び生物化学的な

手法を総合的に利用

し、海水の元素組成の

変化や酸化還元状態

の変化等、過去の海洋

環境の変遷を詳細に

り込み法に基づき、平成 30 年度には民

間企業連合体（海洋調査協会）により、

一貫した調査パッケージとして体系化

し金属硫化物の採取に成功、別途実施

（次世代海洋資源調査技術研究組合及

び機構による航海）の海底着座型装置に

よる掘削で鉱化帯を確認した。 

長期モニタリング装置の運用を継続

し、熱水噴出の時間変動データを獲得し

たとともに、析出物を回収しての解析が

進行中である。また、民間企業との共同

研究契約を締結しての特定金属の回収

試験を開始しており、幅広い応用研究が

活発に推進される状態となっている。 

現在まで得られているタイプの異な

る熱水活動系での形成モデルは共同研

究先の産総研の成果を加えて提案に達

しており、中期目標期間中に一般化へ到

達することができた。 

さらに、成因モニタリング装置にて海

底下過程の再現試料を獲得、計測等の高

度化試験を実施した。 

巨大熱水鉱床形成モデルの構築に関

しては、海底下で進行する多様な鉱体形

成プロセスを反映した成因モデルを構

築し、リフト軸に発達する熱水の周辺地

質構造と併せた地質モデルの確立に近

づいた。 

 

 

 

 

 

 

 

海底資源研究は、物理学、地質学、地

球科学、生物学をはじめとした総合科学

である。これらを動員して、得られた結

果を総合的に解釈して統合モデルを構

築することでより確からしい成因モデ

ルの提示に繋げることができた。結果と

して、以下二点の科学的な知見に加え、

した多様な調査研究によって海底熱水

鉱床の実態を把握し、成因や形成のプロ

セスの理解が大きく進展するとともに、

鉱床賦存の兆候・指標を明らかにし、こ

れらを把握することのできる調査手法

を提案・構築することができた。さらに、

人工熱水噴出孔を活用した硫化鉱物析

出回収や発電システムの構築にも取り

組んだ。加えて、系統的調査のために開

発した電気・電磁探査システムは民間へ

技術移転され、沖縄トラフをモデル海域

として成因モデルから絞り込まれた3海

域において民間企業主体で調査公開を

実施しており、実施する鉱床未確認海域

での調査・発見によりその有用性が実証

された。これらはいずれも国際水準から

見ても科学的意義は十分に大きく、一部

予想を超えた知見が得られた。内容的に

は、「鉱床候補地の推定」及び「実海域調

査への応用」というアウトカムに貢献す

るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

中期目標期間を通して、鉱床の形成年

代の推定、元素濃集プロセスの解明、原
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解析し、コバルトリッ

チクラスト・レアアー

ス泥の成因を把握す

る。そのため、これら

の鉱物資源が形成さ

れた年代を測定する

方法により、海洋環境

を変化させる火成活

動、大陸風化等の要因

を把握し、コバルトリ

ッチクラスト・レアア

ース泥形成の総合的

理解を進める。これら

の関係を把握し、さら

に原子・分子レベルで

の鉱物の形成メカニ

ズムを把握すること

によって、有用元素の

みならず、それらと相

互作用する元素の地

球化学的挙動に関す

る理解を進める。以上

によって把握したこ

れらの鉱物資源の成

因を基に、新たな高品

位鉱床の発見に貢献

する手法を提案する

とともに、レアアース

泥形成モデル及びク

ラスト形成モデルを

実証する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調査手法や実際にモデルの検証と有望

海域の提案に至る結果につながってお

り、予定以上の進捗をなすことができた

といえる。 

a.クラストと周辺の海水のネオジム

(Nd)同位体組成の比較から、クラスト

のレアアースの起源が海水であるこ

とが明らかになった。 

b.遺伝子解析からクラストには窒素を

酸化する微生物を一次生産者とした

微生物生態系が存在し、さらに有機酸

を生産する微生物が発見され、クラス

トの成長に関与している可能性が高

いことが明らかになった。 

レアアース泥について、主成分・微

量元素・同位体組成及び構成鉱物分析

を行った結果、単一層準でも、粒子ご

とに大きな濃度差が存在すること、し

かし Nd 同位体組成は余り変化がない

傾向にあることが分かった。 

クラストの元素濃集と同位体分別は.

元素の吸着構造が規制すること、クラス

トの成長速度が数 mm/百万年と非常に遅

いことが明らかになった。 

ピストンコアを採取し、その分析を行

うことによって、南鳥島周辺のレアアー

ス泥のレアアースの濃集海域を把握し

た。 

コバルトリッチクラスト、レアアース

泥の鉱物形成メカニズム、元素濃集メカ

ニズム、各相の間の相互作用の理解は中

期目標期間中に大きく進んだ。 

拓洋第3海山の化学組成の変化は深海

堆積物の寄与であることを明らかにし

た。さらに、クラストの元素濃集と同位

体分別は.元素の吸着構造が規制するこ

とが明らかになった。 

放射光(Spring-8)を用いた局所のX線

吸収微細構造分析(XAFS)により、レアア

ース泥のアパタイトがレアアースの濃

集相であることを明らかにし、アパタイ

ト中の微量成分の検討から多様な起源

子・分子レベルでの鉱物の形成メカニズ

ムの把握などコバルトリッチクラスト・

レアアース泥の成因や形成プロセスに

ついての理解が大きく進んだ。 

波及効果・今後の展望としては、提案

した成因モデルからのマンガンクラス

ト有望海域の推定手法により、今後も有

望海域が発見されることが期待される。

さらに、微小マンガン粒の発見はマンガ

ン団塊等の鉱物資源形成プロセスや、地

球の元素循環を理解する上で重要であ

り、外洋堆積物及び深海の学術的重要性

を高めるとともに、本研究の分析手法は

自然界における微粒子解析の基礎技術

として幅広い応用展開が期待される。 

以上の成果は、いずれも国際水準から

見ても科学的意義は十分に大きく、一部

予想を超えるものである。内容的には、

「鉱床候補地の推定」及び「実海域調査

への応用」というアウトカムに貢献する

ものである。 
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③海底炭化水素資源

の成因解明と持続的

な炭素・エネルギー循

環に関する研究 
我が国における持

続的な炭素・エネルギ

ー循環システムの構

のアパタイトの寄与を示し、濃集モデル

を提案した。 

酸素に満ちた外洋の深海堆積物から、

ミクロスケールの金属酸化物の塊「微小

マンガン粒」を発見した。微小マンガン

粒は、外洋の好気的堆積物に数兆トンの

マンガン、数十億トンのレアアースを保

持し、金属元素の重要な保持媒体である

ことを示した。また、微小マンガン粒の

地理的空間分布や鉱物組成などから、深

海における形成・沈降モデルを示した。

さらに、堆積物コア試料から特定の微粒

子を分離・濃縮するための新技術を確立

し、微小マンガン粒の詳細な形態や鉱物

学的特性を明らかにした。 

成因モデルから新たな有望海域とし

てプレート年代の古い海山として拓洋

第 3海山、磐城海山を提案し、しんかい

6500 等の潜航調査によってクラストの

広がりを確認、モデルの妥当性とクラス

トの存在の予測手法の適格性を高めた。

この結果は、新たな鉱床発見手法の検証

となる。 

レアース泥の海底下の存在状況の把

握にサブボトムプロファイラーが有効

であることを示した。中期目標期間中の

主にピストンコアラによるサンプリン

グ調査で、高濃度のレアアース泥が南鳥

島南方に存在することを明らかにし、調

査手法の検証も行った。 

コバルトリッチクラスト・レアアース

泥の成因モデルとその調査手法をまと

めた冊子を出版した。 

 

 

 

 

 

我が国における持続的な炭素・エネル

ギー循環システムの構築に貢献するた

め、下北沖や南海トラフなどの堆積盆を

中心に海底炭化水素資源形成に関わる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると
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築に貢献するため、海

底炭化水素資源の成

因や実態を科学的に

理解し、その利活用手

法を提案する。海底深

部における炭素・水・

エネルギー循環シス

テムの実態と動的メ

カニズムを解明する

ため、海底炭化水素環

境の特徴を総合的に

理解するための調査

を行う。また、海底炭

化水素資源の形成過

程に影響を及ぼす微

生物代謝活動の理解

を進めるとともに、メ

タン生成の温度・圧力

条件の特定等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

科学掘削調査研究を実施し、微生物起源

ガスの成因や実態に関する科学的理解

を飛躍的に拡大した。さらに、産業界に

対して、それらの研究成果の科学的価値

や資源工学的な重要性を提示するとと

もに、微生物起源ガスに関する新しい探

鉱・評価手法としてメタンのクランプト

同位体測定を含むシステム科学的なア

プローチを提案した。具体的には以下の

成果が挙げられる。 

熊野第 5 泥火山の山頂から 590m の深

さまでメタンハイドレートが存在し、一

つの山体当たり約 32 億 m3のメタンが存

在することを示した。 

微生物起源ガス鉱床の前駆体となる

流体溜まりは、地震波探査等により可視

化できることを示した。 

さらに、我が国沿岸部に複数存在する

天然ガス田の地下かん水を対象とした

微生物発電及び電気合成プロセスに係

る遺伝子応答メカニズムの詳細を明ら

かにし、CO2 のメタネーションや炭素以

外の副次的な電気合成産物が得られる

可能性を見出したことにより、還元的な

地下かん水を利用した生物電気化学的

なメタン・有用物質の回収法及び CO2 資

源化法を提案し、産業界と共同で小規模

現場実証試験を実施することで、その有

効性や発展性を確認した。 

これらの研究開発成果は、国家的かつ

地球規模の課題である炭素・エネルギー

循環を持続可能なものにするためのイ

ノベーションの源泉として、基礎科学・

応用研究開発の両面において、今後、更

なる研究展開が期待される。 

海底深部における炭素・水・エネルギ

ー循環システムの実態と動的メカニズ

ムを統合的に理解するため、有機物を含

む下北八戸沖や襟裳岬西方沖の前弧堆

積盆環境、日本海上越沖のメタンハイド

レート環境、南海トラフ熊野灘や種子島

沖のメタンハイドレートを含む海底泥

考えている。 

中期目標期間を通して、方法論の開発

から資源量推定に至る複数のテーマに

ついて取り組んだ。特に、日本周辺の前

弧堆積盆、メタンハイドレート、泥火山

群等における深海調査・科学掘削調査を

実施し、地下微生物の代謝活動を明らか

にした。海底下 2.5km にまで微生物が生

息していることも、本プロジェクトによ

り初めて実証的に明らかにされた。特に

長年にわたり謎に包まれてきたメタン

生成の実態を解明するための新しい方

法論の確立を通し、特に海底下における

メタン生成場の特定に寄与した意義は

大きい。成果のいずれについても、国際

水準からして科学的意義は十分に大き

く、一部予想を大きく超えるものが得ら

れた。内容的には、「鉱床候補地の推定」

及び「実海域調査への応用」というアウ

トカムに貢献する。 
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火山群等における深海調査及び科学掘

削調査を実施し、それにより採取された

流体・ガス・堆積物コア試料の詳細かつ

多面的な分析研究を実施した。その結

果、地下微生物の代謝活動が海底下約

2,500 メートル（約 40-60℃）の範囲ま

で広域に存在し、大陸縁辺の海洋堆積物

に含まれる有機物の分解とその末端成

分である天然ガス（メタン）の生産プロ

セスに寄与していることが明らかとな

った。さらに、海洋プレートの沈み込み

等の地質学的な要因により、付加体から

堆積盆内に断層等を通じて深部流体が

供給されることで、局所的に堆積物内の

微生物生態系の活性が活性化され、微生

物起源メタンが生成されるといった地

球生命科学的な炭素循環系が存在する

ことを示した。 

さらに、海底下におけるメタン生成の

実態を解明するため、メタン菌の細胞内

で起きる一連のメタン生成化学反応の

最終段階を触媒する酵素の反応中心を

形成する補酵素 F430という化合物に着目

し、海底堆積物など環境試料中に含まれ

る F430の正確な定量法を確立した。工場

の排水槽より得た汚泥から F430の標品を

作成し､その最適な保存方法を検討し

た。この分析法を様々な試料に応用した

結果、<10–10000 ng/g sed という濃度で

分布していることを明らかにし、その分

析法とともに複数の論文として発表し

た。また、海底下は通常、陸上の田圃に

比べ数桁低いメタン生成能しかもたな

いことと、その生成能が海洋表層におけ

る一次生産量に基本的に制御されてい

ることを明らかにした。海底炭化水素資

源の形成プロセスに関与する微生物活

動として、水素資化性又は酢酸開裂型の

メタン菌や、褐炭成分に含まれるメチル

化合物を利用する従属栄養型の地下微

生物生態系が機能しており、それらは、

たとえ海底下約2,000メートルに位置す
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る約 2000 万年前の堆積物環境であって

も、実験室内のバイオリアクターを用い

ることで人為的に培養・活性化が可能で

あることを示した。さらに、地下圏にお

ける従属栄養型微生物生態系の最終分

解プロセスであるメタン生成反応につ

いて、その生成温度指標を与えるメタン

のクランプト同位体分子の測定と評価

手法を確立した。同分析技術を、下北沖

や南海トラフ熊野灘の泥火山環境等に

適用し、現場環境や他の分析データと非

常に整合的なメタン生成温度推定値を

得たことから、地下圏における炭化水素

生成場を推定する探鉱・成分評価手法と

して有効であることを確認した。さら

に、メタン生成の場を特定するバイオマ

ーカーとしてメタン菌に含まれる F430補

酵素やアミノ酸等の溶存有機物の高感

度検出・定量系を確立し、下北沖や南海

トラフを含む大陸沿岸域でその有効性

を確認した。 

具体的には以下の成果が挙げられる。 

下北沖で「ちきゅう」によって掘削さ

れた堆積物試料中の補酵素 F430濃度を各

種深度で測定し、海底下 70m 付近に極大

があることを明らかにした。 

北太平洋の表層海水試料（POM）につい

ても分析した結果、補酵素 F430を見出し、

表層海水中にメタン菌が生息し、メタン

生成を行っている可能性を示唆した。 

熊野第 5 泥火山のメタンの 90％以上

は、海底下 400-700m の 30℃付近の堆積

物（堆積盆下部）に生息する微生物起源

ガスであることを示した。 

微生物起源メタンは、深部付加体から

供給される低塩分の水が分岐断層を通

じて供給され、深部流体が微生物のメタ

ン生成活性を促進したことを示した。 
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④環境影響評価手法

の構築 
生物群集の変動を

遺伝子レベルから個

体群レベルまで調べ、

高解像度の調査と長

期の環境モニタリン

グから得られる大規

模データとの統合解

析により、生態系の変

動における復元力の

限界点を求め、環境影

響評価の手法の構築

を目指す。このため、

平成 27 年度までに、

調査データを統合し

た生態系ハビタット

マップを作成すると

ともに、環境メタゲノ

ム解析システムを整

備する。さらに、先進

的な調査と高精度な

データ解析による評

価手法を提示し、環境

への影響を低減でき

る海底資源開発の実

現に貢献する。 
 
 

 

中期計画にある『遺伝子レベルから個

体群レベル』までをカバーする研究とし

て、遺伝子レベルの「メタゲノムによる

遺伝子相の解析」及び「MAPLE を用いた

遺伝子マップ及び遺伝子の機能解析」、

個体群レベルの「フローカム解析に伴う

メイオベントス分析」、そして群集レベ

ルでは「高解像度カメラによるハビタッ

トマップの作成」がある。 

いずれの研究も、論文発表が行なわれ

ているほか、普及用の英文冊子として配

布されている。本格実用までにいくつか

の課題を残しているものの所期の目標

を達成した。 

『高解像度の調査』については、「8K カ

メラによるプランクトン観察手法の確

立」及び前述の「高解像度カメラによる

ハビタットマップの作成」が対応した研

究である。 

これらについても、実証段階を経て、

論文等の対外発表を行なっており、手法

の開発を終えている。今後は人工知能技

術の活用など、解析のフェーズでの精度

向上を目指す段階にある。 

『長期の環境モニタリングから得ら

れる大規模データとの統合解析』につい

ては、「江戸っ子 1 号及び海底観測ユニ

ット」の実証試験を継続している段階に

ある。既に入手したデータを用いて、自

然変動の解析が行なわれ、平成 30 年度

に結果が公表された。 

以上のように、生態系の時空間的な変

動を明らかにする手法が確立され、モデ

ルあるいは統計解析を用いた研究の精

度をあげていく段階に入った。 

さらに、民間企業への技術移転として

は、江戸っ子 1号において開発と国内の

JOGMEC や民間企業調査での使用実績を

積み、環境メタゲノムに関して資源開発

に関する環境影響評価手法の手順を確

立するとともに民間技術普及のための

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

海陸を問わず、鉱床開発に当たっては

環境への配慮を欠かすことはできない。

中期目標期間を通して、データベースの

公開、生物の自動分析手法の開発、ISO 認

証やユーザフレンドリーな環境影響評

価技術の確立に取り組んだ。その結果、

英文プロトコルがIOCの海洋技術リポジ

トリに掲載され、ワークショップレポー

トは ISA の出版物として発行された。本

研究の取組が評価され、JASMTEC は我が

国で唯一のISAのオブザーバー資格を得

ることができた。さらに和文手順書は、

一般社団法人海洋調査協会や民間企業

へ周知され、同協会が作成した簡易型環

境アセスパッケージ」の中に組み込まれ

るなどの成果が得られた。民間企業への

技術移転としては、民間企業からの出向

者を迎え、機構の調査航海、手順書やビ

デオマニュアルの作成、技術ワークショ

ップの運営など、実践的取組を経験させ

るとともに、機構側が民間調査航海に参

加し、直接技術指導を実施するなど、双

方向の技術検討を行った。これらによ

り、民間との交流も深まり、移転を促進

する状況が整った。 

これらの成果の一部は国際的に見て

も斬新な取組であり、例えば MAPLE は腸

内細菌の分野での応用も期待されるな

ど生物の自動分析手法などは科学的に

も優れており、一部予想を超える成果が

得られたといえる。内容的には、「環境影

響評価手法の確立」というアウトカムに

貢献するものである。 
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ワークショップを実施した。 

平成 27 年度までに、伊平屋北海丘の

熱水活動域での掘削影響調査のデータ

から、生物分布と環境条件をプロットし

たハビタットマップを作成した。生物群

集の構成と環境条件の関係を分析した。

ベントス群集の分布は、環境データ（底

質の被覆率、バクテリアマット、水温な

ど）から特徴を説明できた。 

微生物群集の生理代謝機能の評価を

自動的に行うシステム（MAPLE）に関して

は一般ユーザに公開する段階に発展さ

せた。 

これらを総合的に普及周知するため

に 6種の英文プロトコルの発行、国際ワ

ークショップの開催と英文レポートの

発行及び国際海底機構（ISA）における普

及・周知活動、ISO の国際認証を目指せ

る体制を整備した。 

その結果として英文プロトコルがユ

ネスコIOCのデータリポジトリ―に登録

され、ISA のオブザーバーステータスを

得るなど、目に見える成果を得ることが

できた。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(2) 海洋・地球環境変動研究開発 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

論文数※ ― 291 208 196 221 227 予算額（千円） 2,400,520 2,796,881 2,817,636 3,429,548 3,253,403 
       決算額（千円） 2,374,802 2,837,074 2,860,520 2,887,244 3,581,856 

       経常費用（千円） 3,017,491 3,199,036 3,190,159 3,176,308 3,154,085 

       経常利益（千円） ▲330 54,219 990 ▲25,198 48,491 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 3,225,796 2,537,521 2,760,209 3,072,172 3,007,375 

        従事人員数 230 222 222 201 144 

※査読無し論文も含む。また、複数の項目に係る論文の場合には双方で加算する。                            
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 地球温暖化や世

界各地で発生して

いる異常気象をは

じめとした地球規

模の環境問題は一

層深刻化しており、

それらへの適応は

人類にとっての喫

緊の課題である。こ

の問題を解決して

いくためには、地球

環境における変動

を正確に把握し、そ

れを基にした信頼

性の高い予測を行

うことが必要であ

る。 

海洋基本計画や「我

が国における地球観

測の実施方針」におい

て示された我が国が

取り組むべき研究開

発課題の解決に資す

るため、これまで機構

が培ってきた技術を

活用し、国際的な観測

研究計画や共同研究

の枠組みにおいて世

界をリードしながら

研究開発を推進する。

これにより、気象・気

候の変動や地球温暖

化等の地球環境変動

に決定的な影響を与

【大評価軸】 
・成果の活用を

通じて、地球規

模環境問題への

適応に貢献した

か 
 
【中評価軸】 
・研究開発成果

の 科 学 的 意 義

（独創性、革新

性、先導性、発展

性等）が十分に

大きなものであ

るか 
・国際的な水準

に照らして十分

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

中期目標や事業計画に照らし、本項目

による成果・取組等について総合的に勘

案した結果、Ａ評価とする。その具体的

理由を以下に述べる。 

 

○我が国の政策等への貢献、議論のリー

ド 

以下の研究成果及び事業等の実施に

より、我が国の政策等への貢献、議論の

リードに大きく貢献したといえる。 

・中緯度域の気候変動にも影響を及ぼす

エルニーニョ等の現象について、大規

模アンサンブルでの過去季節予測実

験により確率論的な予測精度が向上

することを示したほか、5-10 年スケー

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

なお、自己評価ではＳ評定

であるが、今後の課題・指摘事

項に記載のとおり、関係機関・

府省との連携を一層強化しつ

つ研究成果の発信や政策展

開・社会実装を戦略的に進め

ていくことが求められてお

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
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このため、研究船

や観測ブイ等を用

いた高度な観測技

術を最大限に活用

し、海洋が大きな役

割を果たす地球環

境変動を総合的に

観測するとともに、

最先端の予測モデ

ルやシミュレーシ

ョン技術を駆使し、

「地球シミュレー

タ」等を最大限に活

用することにより、

地球規模の環境変

動が我が国に及ぼ

す影響を把握する

ため研究開発を行

い、地球環境問題の

解決に海洋分野か

ら貢献する。特に、

北極海域等、我が国

の気候への影響が

大きいと考えられ

る海域における観

測及び調査研究を

強化する。 
これらを通じて、気

候変動、物質循環、

海洋生態系の変化・

変動に関する新た

な観測データを収

集・蓄積・分析し、

地球環境の変動に

ついて包括的に理

解するとともに、我

が国の気象等への

影響を評価する。ま

た、それらの積極的

な発信を通じて、気

候変動に関する政

府間パネル（IPCC）

える海洋－大気間、海

洋－陸域間、熱帯域－

極域間のエネルギー・

物質の交換について、

観測に基づきそのプ

ロセスや実態の統合

的な理解を進めると

ともに、地球環境変動

を精密に予測するこ

とに資する技術を開

発する。また、地球温

暖化や進行中の海洋

酸性化と生態系への

影響、熱・物質分布の

変化等の地球環境の

変わりゆく実態を正

確に把握して具体的

な事例を科学的に実

証するとともに、気候

変化・変動への適応

策・緩和策の策定に資

する新たな科学的知

見を提示する。特に、

北極海域は海洋酸性

化の進行が顕著であ

り、生態系への影響が

懸念されているほか、

海氷の減少は地球規

模の気候変動に大き

な影響を与えるばか

りでなく、我が国の気

候への影響も懸念さ

れていることから、機

構は当該海域の調査

研究を進める。さら

に、得られた観測デー

タや予測データの公

開を行い、防災・減災

にも資する情報を社

会へ発信する。 
 
 

大きな意義があ

るものか 
・取組が期待さ

れた時期に効果

的・効率的に実

施されたか 
・実施体制や実

施方策が妥当で

あるか 
・国際的な取組

への知見提供が

十分なされたか 
・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ルのエネルギー交換の長期変動の影

響を組み込んだ大気・海洋結合モデル

によってエルニーニョ現象のメカニ

ズム解明、予測精度向上に新たな可能

性を示すなど、将来的に漁業、農業、

防災等の多分野において社会経済活

動への貢献が期待される成果を創出

した。 

・シームレスな環境予測システムの構築

に向け、全球雲解像モデルを用いた予

測計算・大規模数値シミュレーション

を行い、季節内振動の発生やその影響

を受けた台風の発生メカニズム、積乱

雲等の高周波変動の効果の定量化な

どの課題に取り組んだ結果、季節内振

動が潜熱加熱を通して台風の発生を

促進するメカニズムや、高解像度化に

よる台風進路の予測改善の可能性、季

節内振動における高周波変動の効果

などについて、新たな知見を提示し

た。気象予報の高解像度化・長期化の

潮流の中で、台風に関する、発生過程

や進路予測の改善例の提示は、現業予

測の精度向上に資するものと期待さ

れる。また、直接計測の困難な、個々

の積乱雲による輸送効果の提示は、今

後更に研究を重ねることにより、季節

内振動だけでなく気候・気象モデルに

おける積乱雲の効果の扱い（積雲パラ

メタリゼーション）の検証・改善にお

いて広い波及効果をもたらすことが

期待される。 

 

○国際的な取組への貢献、（国際的プレ

ゼンスの向上） 

以下の研究成果及び事業の実施によ

り、国際的な取組への貢献に大きく貢献

したといえる。 

・観測船・漂流フロート（Argo）・係留ブ

イによる観測を国際連携の下に実施。

太平洋における深層循環の弱化、全球

規模の栄養塩分布、北極域における生

り、必ずしも中長期目標上の

アウトカム創出に向けて特に

顕著な成果の創出等が認めら

れるとはいえないため、Ａ評

定とした。 

 
＜評価すべき実績＞ 

・観測機器・技術の開発と適切

な観測体制の構築、様々な

物質循環プロセスの解明、

膨大な観測データと高度な

数値モデル解析の統合など

広範な領域に及ぶ種々の研

究課題において、いずれも

国際的に評価の高い成果を

継続的に発表してきた。特

に、中期目標期間の後半に

は、東アジアの石炭起源に

よるメタン排出量が過大評

価されていることの指摘

や、東南アジア域における

CO2収支に対する森林伐採・

植生の影響度の把握など、

国際的な環境政策・施策に

関わる各種取組に活用され

る成果を創出している。例

えば、これらの成果を基に、

地球規模の排出インベント

リ（EDGAR）における中国の

メタン排出量が下方修正さ

れた。IPCC 評価報告書等で

使用される温室効果ガスの

将来の排出シナリオを決定

するに当たって、EDGAR 等が

参照されることからする

と、同成果は、国内外の環境

政策の議論をリードする顕

著なものといえる。 

・今中期目標期間中に発表さ

れた様々な科学的知見の重

要性が認められ、IPCC 各種

報告書のスコーピングメン

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・観測機器・技術の開発と適切

な観測体制の構築、様々な

物質循環プロセスの解明、

膨大な観測データと高度な

数値モデル解析の統合など

広範な領域に及ぶ種々の研

究課題において、いずれも

国際的に評価の高い成果を

継続的に発表してきた。特

に、Argo 計画において当初

計画以上の観測網の充実を

図ることができ、南大洋深

層への海水の沈み込みの変

化などを明らかにした。さ

らに、国産の深海フロート

を使い、南極底層水の循環

の弱化を明らかにした研究

は、地球規模の海洋循環の

変化の検出やその気候変動

への影響について将来的な

成果の創出の期待が認めら

れる。 

・中期目標期間の後半には、大

気輸送モデルに基づく物質

循環の研究で、東アジアの

石炭起源によるメタン排出

量が過大評価されているこ

との指摘や、東南アジア域

における CO2 収支に対する

森林伐採・植生の影響度の

把握など、国際的な環境政

策・施策に関わる各種取組

に活用される成果を創出し

た。これらの成果は、地球規

模の排出イ ンベン トリ
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や生物多様性及び

生態系サービスに

関する政府間プラ

ッ ト フ ォ ー ム

（IPBES）等の国際

的な取組へ科学的

な知見を提供する

ことにより貢献す

るとともに、ユネス

コ政府間海洋学委

員会（IOC）や地球

観測に関する政府

間会合（GEO）が主

導する国際的なプ

ログラムをリード

し、機構及び我が国

の国際的プレゼン

スの向上を図る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

態系の変化、など重要な科学的知見を

創出し、包括的理解を大きく進めた。

この実績を踏まえ、平成 28 年には、

G7 科学技術大臣会合を機会に、漂流フ

ロート網の拡充を中心とした海洋観

測網の強化を提案し、各国から支持さ

れた。その結果、当初の計画を超える

漂流フロート網の拡充を果たした。特

に生物化学データを取得可能な新フ

ロート観測網の拡充は、国連の World 

Ocean Assessment（WOA）の基礎データ

となる。 

 

○国際的な取組への貢献、（国際的プレ

ゼンスの向上）続き 

・IPCC 海洋・雪氷圏特別報告書のリード

オーサーに 1 名が選出されているほ

か、ユネスコ政府間海洋学委員会

（IOC）の地域機関の WESTPAC の副議

長、WOA 専門家グループメンバー、Argo

ステアリングチーム共同議長など、政

府関連会議、国際科学委員会等の要職

に所属研究者が選出されたことは、研

究活動が地球環境の包括的理解を通

じて、国際的な取組へ知見を提供する

ばかりでなく、国際的な場においてリ

ーダーシップを発揮し、プレゼンスを

高めている証である。また、機構研究

者が議論をリードし、日本政府を通じ

て G7 各国に受け入れられたことは、

地球規模環境問題適応への貢献へ直

結すると考えている。 

 

○陸域観測、衛星観測、数値モデルによ

る研究を通じ、 

-東アジアからの石炭産業起源のメタ

ン放出量の過大評価、中国の年間 CO2

排出量の社会経済統計値における

0.5PgC もの過大評価、「植林による CO2

吸収効果が大きく表れている」とする

解釈の見直し必要性を指摘 

-温暖化に対して林床の寄与が極めて

バー、リードオーサー、レビ

ュー・エディターに選出さ

れた人数が前回に比べて大

幅に増加したことは評価に

値する。また、役職員が国際

機関や国際枠組みの専門委

員、議長等に選出されたこ

とは、政策的な意義におい

ても機構の役職員が重要な

キーパーソンとして認識さ

れていることの表れでもあ

り、機構の国内外でのプレ

ゼンスの向上につながった

ものと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・個々の研究成果を列挙する

だけでなく、成果として得

られた新たな知見が、国内

外の環境政策等にどのよう

な影響をもたらすのか、あ

るいは変更を迫るものなの

かなど、研究成果の政策的・

社会的意義についての説明

も求める。 

・多くの研究成果・新知見が国

際的な取組の中で活用され

（EDGAR）における中国のメ

タン排出量が下方修正され

るなどの波及効果をもたら

した。IPCC 評価報告書等で

使用される温室効果ガスの

将来の排出シナリオを決定

するに当たって、EDGAR 等が

参照されることからする

と、同成果は、国内外の環境

政策の議論をリードする顕

著なものといえる。 

・今中期目標期間中に発表さ

れた様々な科学的知見の重

要性が認められ、IPCC 各種

報告書のスコーピングメン

バー、リードオーサー、レビ

ュー・エディターに選出さ

れた人数が前回に比べて大

幅に増加したことは評価に

値する。また、役職員が国際

機関や国際枠組みの専門委

員、議長等に選出されたこ

とは、政策的な意義におい

ても機構の役職員が重要な

キーパーソンとして認識さ

れていることの表れでもあ

り、機構の国内外でのプレ

ゼンスの向上につながった

ものと評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・個々の研究成果を列挙する

だけでなく、成果として得

られた新たな知見が、国内

外の環境政策等にどのよう

な影響をもたらすのか、あ

るいは変更を迫るものなの

かなど、研究成果の政策的・

社会的意義についての説明

も求める。 

・次期中長期目標における重

点課題「地球環境の状況把
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大きいことを提示(純生態系 CO2 交換

量の 53％、蒸発散量の 73％)  

-アラスカ北方林では温暖化に伴う乾

燥化は土壌 CO2 放出量を抑え CO2 に起

因する温暖化の観点からは負のフィ

ードバックとして作用する一方、北極

ツンドラ域では乾燥化→地温上昇→

気温上昇→蒸発増化→乾燥化という

正のフィードバック機構が存在する

ことを提示。同じ乾燥化であっても温

暖化に与えるプロセスは差あること

を示唆。 

-IPCC AR5 公表時の生態系モデルによ

る推定では、アジア域では植生が CO2

を吸収しているという結果があるに

もかかわらず、大気モデルによる推定

では、CO2を放出しているという矛盾し

た結果となり、課題と認識されていた

が、森林伐採の影響を加えることで一

致する（植生も CO2放出）ことを示し、

この課題を解決。 

など IPCC AR5 の時点での炭素循環の描

像を大きく更新するインパクトの高い

科学的知見を創出し、包括的理解を大き

く進展させた。また、IPCC AR6 のリード

オーサー1 名及びレビュー・エディター

1 名が選出されていることは、単に知見

の提供にとどまらず、国際的取組に貢献

し、プレゼンスを高めている証である。

成果の一部は植林政策の見直し、森林伐

採の影響再評価などの必要性を示唆す

るもので、地球規模の環境問題への適応

策策定へ大きく貢献する。さらに、この

成果が根拠となり IPCC の予測で用いら

れる共通のデータセットEDGARメタン排

出量が下方修正された。これは地球規模

の環境課題適応にむけた貢献である。こ

のように、本成果は研究成果の一部がア

ウトカムにごく近いところまで達して

いると考えている。 

 

また、評価推進委員会においては、以

るほか、重要な国際的専門

家パネルや委員会等の要

職、IPCC特別報告書及びAR6

のスコーピングメンバー等

に機構の役職員が選出され

るなど、国際的なプレゼン

スを着実に高めてきたこと

は評価に値するが、組織と

しての戦略や施策が十分に

機能した結果であるとは必

ずしも認められない。次期

中長期目標・計画の策定に

当たっては、ロードマップ

策定の段階から、個々の研

究課題について政策的な意

義付けを明確にし、関係機

関・府省との連携を図りな

がら、研究成果の発信・政策

展開、さらには社会実装ま

での道筋について、戦略的

かつシステマティックな計

画とスキームを構築してい

くことを求める。 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・「包括的理解を目指した観測

活動」による成果を、整理し

て包括的にわかりやすく提

示することも必要。羅列す

るだけでなく、中期目標期

間にどのような包括的理解

を獲得したかの説明が求め

られる。 

  

握と変動予測のための研究

開発」では、国内外の大学や

公的研究機関、民間企業等

の関係機関との連携・協働

関係を今まで以上に推進す

るための体制を整備するこ

とにより、研究成果の発信・

政策展開、さらには社会実

装までの道筋について、組

織として戦略的かつシステ

マティックに対応していく

ことを目指して、具体的な

中長期計画やロードマップ

を策定した。次期中期目標

期間において、関係機関と

の連携が強化され、効果的

に研究成果の社会への発

信・展開や政策立案への貢

献がなされるよう期待す

る。 

 
 
 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・海洋の生態や環境に重大な

悪影響を与えるプラスチッ

クごみ問題について、先頭

に立って取り組んでいるこ

とを高く評価する。これか

らますます社会的な関心が

高まる課題であり、更に力

を注ぐことを期待したい。 
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下のようなコメントとともに、評価を支

持いただいている。 

・技術開発と研究活動とのバランスを適

切にとりながら進めており、その結果

インパクトの大きな研究成果を創出

している点は高く評価できる。また、

リソースの有効利用によって基盤観

測を維持することを前提に研究を進

めつつ、アルゴフロートのような基盤

の維持・拡充も実現している点は、国

際的なコミュニティにとっても評価

の高い部分である。 

・国際的なプレゼンスの向上について

は、この研究開発の分野から国際的な

コミュニティにおいて活躍する人材

を排出しており、その評価は妥当なも

のである。 

・組織としては、各研究成果が国際的に

認められること、かつ研究者が国際コ

ミュニティ内で優れたパフォーマン

スを示すこと、この点をしっかりサポ

ートすることが重要であり、この観点

においても非常に高く評価できる。 

・本中期目標期間内に開始した栄養塩標

準物質の提供については、IOC におけ

るベストプラクティスとしても紹介

され、さらには分析のトレーニングコ

ースによって全体的な底上げにつな

がる成果を出しており、非常に大きな

成果と評価する。 

・炭素循環像の更新においては、解析し

た結果をさらに高精度させて再評価

した点や、それが IPCC 等の取組にお

いてシナリオの修正に繋がる成果と

なるなど、大きなインパクトを残した

ものと評価する。 

以上、今中期目標期間を通して、中期

目標や事業計画に照らし、本項目による

成果・取組等について総合的に勘案した

結果、アウトカム「地球規模の環境問題

への適応に向けた貢献」を達成したとい

える。 
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①地球環境変動の理

解と予測のための観

測研究 
地球環境変動を統

合的に理解し、それを

精密に予測する技術

を開発するためには、

地球システムの熱循

環、物質循環の主要な

場であり、地球生態系

を構築する基本的環

境要素である海洋の

役割の理解が不可欠

である。そのため、研

究船を始め、漂流ブ

イ、係留ブイ等、機構

が有する高度な観測

技術や４次元データ

同化技術等の先駆的

な技術を最大限に活

用し、太平洋、インド

洋及び南大洋におい

て海洋観測を実施し、

熱帯域から亜熱帯域

の大気と海洋の相互

作用、海洋の循環や海

洋の環境変動及び海

盆スケールでの熱や

物質分布とそれらの

中長期変動について

の理解を進める。 
また、急速に進行す

る北極域の海氷減少

やそれによる環境の

変化を把握し、我が国

を含む中緯度域の気

候に与える影響を評

価する。  
さらに、地球温暖化

や海洋酸性化が植物

プランクトン等の低

 

 

 

 

下記のとおり、中期計画を遂行するこ

とで中期目標は達成され、なおかつ幾つ

かの想定以上の成果も得ることができ

た。 

これまでの観測データを基にして、イ

ンド洋の湧昇やモルジブによる海流の

変調、表層循環の気候場の解析から新た

な循環場の発見、西太平洋の赤道域の降

雨に伴う塩分偏差の黒潮等の輸送など

の海洋表層循環と大気の関連に関する

成果を創出している。また、「みらい」に

導入された世界初の船舶用偏波ドップ

ラーレーダのデータを用いて、台風の温

帯低気圧化過程に関する新たな知見の

提示、定量的品質管理手法の開発、降水

量・雨滴粒径分布・降雨タイプ（雨雪等）

等の推定結果の検証を進めた。 

西太平洋のトライトンブイは、予算等

の事情により削減をせざるを得なかっ

たが、国際的な枠組みである熱帯太平洋

海洋観測システム（TPOS 2020）プロジェ

クトで調整・議論しながら、新たな観測

技術であるウェーブグライダーを導入

し、海洋及び気象センサを搭載し、低コ

ストで効率的な観測を可能とするシス

テムの構築を行い、運用技術を完成させ

る見込みとなった。加えて、セイルドロ

ーンによる同様の試験を行い利用可能

性や問題点を確認した。 

Argo、BGC、Deep フロートによる海洋

監視を着実に進め、南極海での深層水形

成の経年変動をはじめとした海洋の循

環や環境変動及び海盆スケールでの熱

や物質分布の把握に貢献した。四次元デ

ータ同化技術を駆使し、海洋環境再現デ

ータセットを更新公開するとともに、エ

ルニーニョ予測精度を有意に向上させ

る手法を開発するなど、世界的に見ても

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

炭酸塩生物の海洋酸性化応答を定量

的に評価することを目指して開発した

マイクロ X 線 CT 手法（MXCT）を確立さ

せた。X線検出器、X線発生器、サンプル

ホルダー等一つ一つパーツを購入して

組み上げ、世界最大量の炭酸塩を合成す

る生物である微小プランクトン生物測

定用に最適化し、測定のためのソフトウ

ェアの開発、標準物質の作成までベンチ

ャー企業と協働しながら全て自前で作

成した世界に one and only の装置を完

成させた。現場の酸性化に対する骨格密

度の応答を線型的に定式化できること

を確認し、対象とする生物毎に異なる経

験式を用いることで、生物ごとに酸性化

の生物応答を定量的に評価できること

を見出した。来年度以降、4 件の特許申

請を準備している。また、国内外から共

同研究の依頼や依頼分析が増加の一途

を辿っており（現在までに 3000 以上の

分析数）、海洋酸性化研究の拠点の一つ

として世界をリードしつつある。 

国際的な枠組みである TPOS 2020 プロ

ジェクトで調整・議論しつつ、海洋工学

センターと協力し新たな観測技術であ

るウェーブグライダーを導入し、浮体部

に海洋及び気象センサを搭載すること

で、新たな海上気象及び海洋上層観測ツ

ールとして活用し、その運用技術を完熟

させた。その結果、海上気象と海洋上層

の自律的観測が概ね可能となり、TPOS 

2020 で議論されている観測システムの

高度化に向けた事例として国際的に貢
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次生物に与える影響

を理解するため、過去

の海洋環境変化を再

現するとともに、平成

27 年度までに時系列

観測定点を設定し、酸

性化等の環境変化に

対する海洋生態系の

応答についての理解

を進める。 
加えて、中緯度域の

気候に影響を与える

熱帯域気候システム

を理解するため、太平

洋・インド洋熱帯域及

び海大陸において大

気－海洋－陸域観測

を実施し、モンスーン

やマッデン・ジュリア

ン振動、インド洋ダイ

ポールモード現象等、

当該地域特有の短期

気候変動現象が沿岸

域や中緯度域に及ぼ

す影響やそれらと集

中豪雨等の極端な気

象現象との関連を把

握する。 
特に豪雨等の研究

対象については平成

26 年度に最適な観測

地点を設定し、平成 27

年度には本観測を実

現させる。 
これらの地球規模

での観測と併せて、地

球規模の気候変動の

影響を受ける海域の

１つである津軽海峡

を対象海域とし、平成

27 年度を目途に海洋

短波レーダによる表

顕著な成果をあげた。 

Global Ocean Ship-based 

Hydrographic Investigations Program 

（GO-SHIP）の戦略に基づき、「みらい」

による海盆スケールの高精度観測を実

施した。具体的には、MR14-04 航海（太

平洋 47°N、WHP P01 ライン）、MR15-05

航海（インド洋東部、～110°E、WHP I10

ライン）、MR16-09 航海（南太平洋、～

127°W、WHP P14E ライン）で海面から海

底直上までの水温、塩分、栄養塩、溶存

酸素、炭酸系成分等の高精度データを取

得し、品質管理後、データを公開した。

これらの観測を基に、海盆スケールでの

物質分布（水温、塩分、人為起源 CO2、ア

ンモニア、亜硝酸、炭酸カルシウム飽和

度、炭素同位体、放射性セシウム）と中

長期変動を明らかにした。 

観測機能向上の一環として、船舶 CTD

観測でケーブルとCTDの間に接続して使

用するスリップリング・スイベルを製造

業者と共同で改良し、GO-SHIP 観測等の

高頻度 CTD 観測にも耐えられる実用化

（最大使用深度 10,000m）に成功した。 

海水の状態方程式（TEOS-10）で導入さ

れた絶対塩分アノマリー推定式の問題

点を明らかにし、高精度な絶対塩分アノ

マリー推定式を IAPWS で提案した。 

海氷減少に伴って北極海の海洋環境

が変化し、その影響が海洋生態系や水循

環など気候変動に及んでいることを明

らかにするために、「みらい」や砕氷船航

海での現場観測・係留系による時系列観

測・地球シミュレータによる数値実験と

詳細解析などを行ってきた。結果、海氷

減少の影響が顕著に現れる秋季から冬

季の熱輸送や海洋循環場の変化・CO2 吸

収量の変化、秋季ブルームの発生とその

メカニズムの解明などの新たな知見を

公表してきた。また年々変動に関して

も、海洋酸性化が進行している実態や、

北極圏の水循環が強化していることな

献している。最終年度には、セイルドロ

ーンを用いた同様の観測を実施し、事例

を積み上げた。「みらい」に導入された世

界初の舶用偏波ドップラーレーダのデ

ータを用いて、台風の温帯低気圧化過程

に関する新たな知見の提示、定量的品質

管理手法の開発、降水量・雨滴粒径分布・

降雨タイプ（雨雪等）等の推定結果の検

証等を進めた結果、気象庁から発信され

るデータの品質向上にこのデータ解析

結果を考慮することが効果的であると

注目され始めた。 

Argo フロートによる観測研究につい

て、太平洋、インド洋及び南大洋におけ

る観測、品質管理、データ配信を完遂し

た（158 基/5 年）。Deep フロートに関し

ては中期目標期間中、総計 27 基投入し、

深層の海洋環境再現のためのデータ同

化手法も同時に開発するなど、国際観測

網の構築に向け、ノウハウを積みつつ、

国際コミュニティに情報を発信できた。

これらの成果は海洋の中深層に熱や物

質がどれだけ輸送・蓄積されているかの

理解を深め、中・長期気候変動予測の精

度向上に直結する成果であった。データ

統合に関しては、世界でも稀有なシステ

ムをアップデートしながら、海面高度変

動研究や海洋混合学を深化させるプロ

ダクトを作成することに成功した。 

栄養塩（硝酸、亜硝酸、りん酸、シリ

カ）測定の高精度化について、国際海洋

炭素調整計画（IOCCP）と共催で 2 回の

栄養塩国際比較実験を開催し、栄養塩測

定に係る問題点を抽出した。比較実験の

結果を基に、海洋研究科学委員会

（SCOR）、全球海洋観測パートナーシッ

プ（POGO）と共催で栄養塩分析のトレー

ニングワークショップを開催し、発展途

上国での分析精度向上に貢献した。ま

た、平成 27 年から平成 30 年の間、SCOR 

Working Group147 の活動の一環として、

海洋に関する標準物質の供給となる栄
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面流速観測・データ公

開システムを整備し、

津軽暖流の流量と物

質輸送量及びそれら

の変動を把握し、漁業

活動や防災対策とし

て有益な情報を発信

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

どを明らかにしてきた。 

これらの知見に基づき、北極評議会の

作業部会が進める環境アセスメント告

書の執筆者グループに加わり、報告書作

成に貢献した。この報告書は、北極評議

会など北極問題を協議する様々な場所

でその議論の基礎として使用されてい

る。北極に係る政府間の各種会合や国際

的な取組（AMAP 会合・日中韓ハイレベル

会話ほか）に、研究者の立場から代表団

として加わり、国際共同研究活動や成果

の紹介を行った。 

北極海の海氷減少など環境調査のた

めの新たな技術開発を行った。具体的に

は、海氷下調査のためのツールとして、

簡易 AUV（スマートフロート）を開発し、

北極海で海氷下での観測を実施した。さ

らに、ペイロードを拡張した位置計測が

可能な小型 AUV（海中スマートドローン）

の詳細設計を完了して製作に着手し、海

氷下の氷縁以外の場所でもデータに位

置情報を付加するために、あらたな海氷

下電磁波測位手法の研究に着手し、手法

の有効性を示した。また、小型 AUV に搭

載するために、生物・化学センサの小型

化・小電力化に取り組み、試作品による

海中評価を実施した。 

海洋低次生物を対象に、亜寒帯域及び

北極域に時系列観測定点（それぞれ

St.K2 と St.NAP など）を設定し現場デー

タ取得や培養・飼育実験データを蓄積し

てきた。特に海洋酸性化に対する海洋低

次生物の応答を定量的に評価するため、

炭酸塩骨格密度を測定する MXCT 法の確

立を行い、国内外からの分析依頼を受け

ることでコミュニティに貢献してきて

いる。 

酸性化等の環境変化に対する海洋生

態系の応答については、北極海太平洋側

の時系列データと海洋生態系モデルの

連携研究の結果、海氷減少により活発化

した海洋渦や循環によって動物・植物プ

養塩認証標準物質（CRM）の有償配布を行

った。栄養塩 CRM が普及し、データの報

告が増えれば、確度の高い海洋環境変動

の情報が得られると期待できる。「みら

い」での GO-SHIP 観測では、2003 年から

栄養塩CRMに基づいた測定を行ってきて

おり、この測定結果を基に、全球海洋ス

ケールの栄養塩データセットを公表し

た。 

北極海の海氷減少の影響が顕著な太

平洋側北極海において、陸棚域では、海

氷が融解・後退する時期に起きる春季

（氷縁）ブルーム（植物プランクトンの

大増殖）だけでなく秋季にも海氷減少に

よる気象・海洋擾乱の活発化が要因とな

ってブルームを発生させることを明ら

かにした。また北極海及びその周辺海域

における 216 か月分（1997 年 1 月から

2014 年 12 月までの 18 年間）の大気海洋

間二酸化炭素交換量の分布図を作成し、

その吸収量が全海洋の約 10％（1年当た

り 180±130 TgC）であること、海域によ

って海氷減少による増加傾向と海の温

暖化による減少傾向があることなどを

明らかにした。これらの一連の研究はプ

レスリリースされ、各新聞社にて発表さ

れた。 

海氷下における観測については、低コ

ストな海氷下探査機“RAIV”をインハウ

スで開発・製作し、北極海の海氷下に展

開し観測データを得るとともに、プレス

発表も実施した。また、“RAIV”の衛星

通信に関する開発で特許１件が受理さ

れた。「北極海 海氷下観測用小型 AUV の

開発」に対して平成 29 年度水路技術奨

励賞を、電磁波を用いた海氷下の測位手

法 の 開 発 で 国 際 学 会 2017 

International Symposium on Antennas 

and Propagation (ISAP2017)で、The 

First Place of the Best Paper Award

を受賞するなどインパクトのある成果

を出した。また，ペイロードと位置計測
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ランクトンの生息環境が向上している

ことを定量的に示すなど成果をあげた。 

また、動的環境・生理適応モデルに植

物プランクトン細胞内の元素組成比

（C,N,Fe）の動的変化を導入したモデル

を活用し、植物プランクトン群集の成長

速度とサイズの多様性の関係が海洋の

混合頻度によって異なることを見出し

た。 

加えて、深海にまで到達しているプラ

スチック汚染に関する研究などに参画

し、想定していなかった、科学的知見を

獲得すし、社会貢献に資した。 

微生物については温室効果気体生産

に関わる硝化菌群の分布、微生物による

有機物取り込み、炭素固定に関する高解

像度データを取得することで、海洋生態

系の基礎理解の深化に貢献しつつある。 

様々な時間スケールからなる気候シ

ステムを理解するために、現象に対応す

る観測体制を敷いた。モンスーンなど長

期変動を捉えるため、ベトナム、フィリ

ピン、パラオの各国において現地機関の

協力を得て、観測サイトを展開し、長期

にわたり気象観測を実施した。これらの

データは公開され、機構内外の研究者に

広く利用され、論文として成果が公表さ

れている。 

豪雨など局地的な現象をマッデン・ジ

ュリアン振動（MJO）のような大規模変動

との関係で理解するために、平成 29 年

から2年以上にわたる国際プロジェクト

海大陸研究強化年（YMC）の枠組みで沿岸

降水をターゲットとして、2 度にわたる

集中観測を 2015/17 年に実施した。集中

観測はインドネシア・スマトラ島西岸で

行い、MJO や日周期降水など多数の事例

を観測することに成功し、研究成果を論

文として発表するとともに、データを

YMC 拠点機関として管理し、Web を介し

て公開した。さらに平成 30 年度にはフ

ィリピンほかで、モンスーンをターゲッ

が可能な本格的な小型AUVの開発に着手

し，予定より前倒しで機体の製作を行っ

た。 

北極評議会の作業部会が行う環境ア

セスメント報告書の執筆者グループと

して、二つの報告書の執筆に貢献した。

また、米国地球物理学連合(AGU)から

IACE の活動を紹介するビデオの制作オ

ファーがあり、これを作成した。AGU TV 

2018 のひとつとして、AGU 2018 Fall 

meeting 及び You tube で公開された。 

国際プロジェクトYMCを活動のベース

に、沿岸における豪雨など短期間で発生

す る 現 象 に 関 す る 集 中 観 測 を

2015/17/18 年度の 3 回実施した。世界

20 ヶ国・地域から 70 を超える機関が参

加している YMC の拠点機関として、最初

の集中観測を成功させ、かつその予備観

測として実施したキャンペーンデータ

も公開することで、国際プロジェクトの

方向性を明確に示し、他機関の模範とな

っている 

津軽海峡の観測に関して、HF レーダを

順次機能強化も進めながら運用し、海表

面流向流速を準リアルタイムで観測を

行った。地球情報基盤センター地球情報

技術部と協力しながら、津軽海峡東部海

洋レーダデータサイト「MORSETS」として

海表面流向流速観測データを公開した。

さらに海底地形表示機能、沿岸域水温デ

ータ表示機能、人工衛星から得られる海

面水温マップと合成等の機能追加によ

る発信情報の充実を図った。その結果、

MORSETS サイト利用者数は伸び続け、定

置網に捕獲される魚種・漁獲管理に用い

られるなどの利用事例が報告されるな

ど水産業や環境研究、防災対策など地域

社会に直接貢献することができている。 
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トにした集中観測においても成功裏に

データを取得している。解析研究におい

ては、例えば熱帯の沿岸降水が全球の水

収支に影響をもたらすことを定量的に

示すなど、中高緯度への影響を示すこと

もできた。 

以上の海大陸域現地機関との成果創

出を伴う良好な関係を土台にして、“YMC 

Phase-2”との位置付けで、2020 年以降

も継続した協力が確認されており、今後

の発展も期待できる状態になった。 

人工衛星や現地で収集した既存デー

タの解析に基づき、スマトラ島西岸の都

市ベンクルを選定し、現地調査を経て、

最適地点を決定した。平成 27 年度と 29

年度に、陸上サイト・ベンクルと観測船

を用いた沿岸降水に係る観測を実現し

た。また、この一連の活動は国際プロジ

ェクト YMC における基準となり、豪州が

同域で 2019 年に観測航海を実施するこ

とを決定するなど、国際活動をリードし

た。機構の研究実現に加え、他の研究者

へも大きく貢献し、当初計画以上の成果

が期待できることとなった。 

海洋短波レーダによる表面流速観測・

データ公開システムについては平成 27

年度までに整備し、一部欠損があるもの

のほぼ 4 年間にわたり 30 分間隔流況図

を漁業活動や防災に有益な情報として

逐次発信している。また、津軽海峡を通

過する物質輸送量の基本的な解析や長

期的な環境変動を把握するためのデー

タの蓄積を行い、函館、むつ市で開催す

る環境モニター報告会を通して水産業

等に有効な情報として発信してきた。結

果、水産関係者に利用されるとともに、

定置網における水産魚の捕獲管理に用

いられるなどの利用事例を得た。 
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②地球表層における

物質循環研究 
正確な地球環境変

動予測には、大気と海

表面・地表面との間の

水、熱、CO2や他の温室

効果ガス等の交換、陸

域生態系の広域分布

の自然変動や人為的

変動、陸から海への物

質輸送過程及び大気

中の微量物質の時空

間変動等の要因に関

する理解を向上させ、

モデルを高精度化す

る必要がある。 
そのため、衛星観測

と現場観測により、地

球表層における物質

及びエネルギーの循

環並びに陸域生態系

の構造及び機能の変

動を平成 28 年度を目

途に分析し、それらと

海洋、大気や人間圏と

の関係を評価する。 
また、大気組成の時

空間変動を計測し、モ

デルシミュレーショ

ンと連携してそれら

の過程や収支に関す

る理解を平成 28 年度

を目途に向上させ、大

気組成の変動を通じ

た人間圏と気候・生態

系との結びつきを検

証する。 
 
 
 
 
 

 

 

正確な地球環境変動予測へ向け知見

を積み重ねるために、陸域生態系・大気

組成・海洋生態系・リモートセンシング

など、専門分野の異なる研究者が集結し

て、地球表層システムの多圏にまたがる

物質循環の課題に学際的に取り組んだ。

その中で、国際的な役目を果たしつつ、

温暖化や環境変動などの課題解決に資

する科学的知見を提供した。 

アラスカ・シベリア・マレーシア・国

内でのフラックスタワー等において、気

象・温室効果ガスフラックス・植物季節

などの現場観測を行った。MODISやGRACE

などの衛星観測データも併用し、水・熱・

物質の循環や陸域生態系の構造及び機

能の変動を分析した。森林上部と林床を

区別した観測を実現し、植物生育期間に

おいて純生態系 CO2 交換量への林床植物

の寄与が極めて大きいことをアラスカ

内陸部の森林生態系で初めて評価し、分

光反射特性の季節変化とも対応付けた。

植物季節観測から、温暖化による生育期

間の伸展を定量化した。北極ツンドラ域

の夏季温暖化、蒸発散量増加と乾燥化を

明らかにし、近年の水循環加速に対する

永久凍土分布の役割を明らかにした。

南・東シナ海等において陸域からの河川

流入が海洋生態系に及ぼす影響を、エル

ニーニョ南方振動と対応付けて明らか

にした。東南アジア熱帯域における 2000

～2010 年の CO2収支について、生態系モ

デルで土地利用変化を適切に考慮する

ことで、大気の逆計算と整合する結果と

なることを見出した。植生動態モデルに

よって、温暖化により 2100 年には永久

凍土は融解するが、シベリアの北方カラ

マツ林は存続するとした予測結果を提

示した。温暖化の下で起きる森林の変容

が炭素収支変化を介して総合的に人間

圏へもたらすインパクトを評価した。 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

平成26年度からの5年間を振り返り、

インパクトのあった成果としては、中国

からの化石燃料燃焼による CO2 排出が過

大評価されている点を明らかにし、正し

い逆計算から、陸域植生による吸収は伸

びていないことを明らかにするなど、

IPCC の炭素収支像を書き換えた研究、北

極海上での極低濃度の大気中ブラック

カーボンを定量し、数値モデルと複合さ

せてアジア発生源等からの輸送効率を

評価した研究、現場・衛星観測・モデリ

ングを総合し、大気から海洋への人為窒

素沈着の生態系影響を明らかにした研

究、アラスカの森林生態系ではこれまで

見落とされてきた林床や土壌の CO2 収支

に対する役割を定量化した研究を挙げ

たい。これらの成果はいずれも、長年の

研究蓄積の上に成り立った、世界最先端

の結果である。 

論文発表も活発になされた。Nature 

(主著 1 件、共著１件)、Science(共著 1

件)、Nature Communications (共著 2

件)、Scientific Reports (主著 3件)、

Atmospheric Chemistry and Physics 誌

（主著 12 件、共著 35 件）, Remote 

Sensing of Environment 誌（主著 2件、

共著 4 件）など IF>4 のトップジャーナ

ルへの論文出版も多くなされた。これら

の多くは、IPCC AR5 での課題を解決に

導くもので、次期報告書等での活用が期

待される。実際、IPCC AR6 の Lead 

Author, Review Editor を本項目の参画

者から輩出し、活動を開始した。また、

国際プログラムの委員やワークショッ

プの開催などを通じて、世界の先頭に立
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福江島や MAX-DOAS 観測網、「みらい」

等の船舶において、ブラックカーボンや

オゾン等の大気エアロゾル・ガス計測を

実施した。大気に共存する PM2.5 エアロ

ゾルの光撹乱効果で、衛星観測が大気汚

染 NO2 ガス濃度を過小評価している可能

性を指摘し、欧州主導の新世代衛星

TROPOMI の公式検証プログラムでも存在

感を発揮した。BC/CO 比の積算降水量別

の統計解析から、BC の排出量と湿性除去

率とを区別して推定する方法論を確立

した。北極海上での極低 BC 濃度を初め

て定量することに成功し、降水中の含有

量を含め大気輸送モデルを評価した。大

気輸送モデルを用いて OH ラジカル濃度

の南北半球比、中国のメタン・CO2排出量

を順に精密評価し、東アジアでの陸域植

生による CO2 吸収は進んでいないことを

明らかにした。エルニーニョ現象による

自然摂動が CO2 収支に与える影響を衛星

データから定量化し、人間活動による変

動と区別するための知見を得た。人為排

出される温暖化物質の気候影響の見積

もり精度を高め、課題解決を目指して排

出削減を最適に進めるための知見を得

た。西部北太平洋亜熱帯海域にて、アジ

アの人間活動に由来する窒素物質（栄養

塩）が大気を経て海洋に沈着して引き起

こす生態系へのインパクトについて、海

洋渦や台風の影響等と合わせて評価し

た。福島原子力発電所の事故に由来する

放射性物質の海域への影響についても

大気海洋の観測・モデル両面から明らか

にした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

って研究活動を牽引しているメンバー

も多い。 

5 年間で計 21 件行ったプレス発表等

を通じて、多数の新聞報道等がなされ

た。人間活動による大気組成変化や炭素

管理につながる植生変動メカニズムを

扱う性格上、得られた科学的知見は排出

削減の方策に直結する特徴があり、課題

解決へ向けて、取り上げられるケースが

多かった。PM2.5 やオゾンなどの大気汚

染や、SLCP(オゾンやブラックカーボン

などの短寿命気候汚染物質)の抑制戦略

を立てるための国内の行政委員会など

でも知見が採用された。また、北極評議

会へ向け、オブザーバー国である我が国

は、自国からの BC 排出量の国家報告を

提出することが求められてきたが、平成

29 年度に報告値を提出する際には、我々

のトップダウン推計値についても環境

省が参照した。IPCC に関係した専門的な

アウトカムも見られた。例えば、IPCC 報

告書向けモデリングの標準入力となる

排出インベントリにて、我々が提案した

メタンの排出量下方修正が取り込まれ

たことが挙げられる。 

専門を異とする研究者が本項目研究

を推進していく際に、陸・大気・海洋の

物質循環解析に共通して、WMO の GCOS

（Global Climate Observing System）

で示される「必須気候変数(ECVs)」を把

握すること、衛星データの高度な利用も

進めることを共通の旗印としたことも、

国際的な水準に照らして先導的な成果

を生む原動力となった。上述の主な成果

のほとんどに「衛星観測」が有効活用さ

れている点もこの項目研究での特徴で

ある。単なる衛星データ利用にとどまら

ず、新規プロダクトの導出や新たな衛星

観測ミッション提案にも関わっており、

次期においては衛星観測を大きな柱の

一つとする計画である。また、生態系モ

デル研究を観測と合わせて実施できた
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点も、当初の計画を上回る成果を上げる

ことができた要因の一つと考えている。

中期目標期間当初は、個々人の意識レベ

ルとしては、「陸」「大気」「海」のそれぞ

れの研究サブグループに所属するとい

った程度であったものの、徐々に相互理

解が進み、現在では、日常的に横断的な

知見に触れながら、メンバー体制を機動

的に組み、新たな学際テーマに取り組む

といった姿勢が定着した。多様な研究者

が揃い、学際的な研究に取り組める環境

は少なくとも国内では最高レベルであ

り、ユニークな研究を生む源泉となって

いる。 

「一つの北極域」として、陸・大気・

海をつないだ解析が可能な体制となっ

ている点も重要である。海域での成果も

高まる中、陸域の視点からも北極域の物

質循環の包括的な理解に貢献した。つま

り、永久凍土の融解や森林火災の頻発化

などの大きな環境変化が起こりうるこ

とを念頭に、森林生態系自体がもつ構造

や、物質循環における機能について、定

量的理解を前進させた。得られた知見を

基に、次期においては、衛星観測の高度

な活用や、アジア人間圏と高緯度地域の

結びつきなどについても課題としてい

く計画である。 

北極域以外でも、次期につながる新た

な横断研究がスタートしている。降水を

通じた海洋への物質供給と一次生産へ

の影響にも着目し、東インド洋熱帯域に

おいて観測実験を実施した結果、エアロ

ゾルが栄養塩として、又は阻害要因とし

て海洋生態系に直接的に影響を及ぼし

ていることを示唆するデータを取得し

た。平成 30 年度には大気―海洋、人間

圏―海洋、陸−海洋の相互作用の大きい

ベンガル湾での白鳳丸航海を実施し、数

値モデルシミュレーションや過去のデ

ータによる事前研究を踏まえ、南アジア

大陸の強い影響をとらえることに成功
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③観測研究に基づく

地球環境変動予測の

高度化と応用 

長期的な推移を見

せる地球温暖化を背

景として、大気海洋系

独自の変動としての

猛暑や暖冬、さらには

都市規模での豪雨や

竜巻等、短期・局所的

に起こる極端現象の

発生頻度の増加が指

摘されている。このよ

うな現象に対して、社

会に適切なタイミン

グで情報が届く実用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シームレスな環境予測システムの構

築に向け、全球雲解像モデル（NICAM）を

高度化して、集中観測期間を主対象とす

る数値計算を実施し、観測データ等を活

用して検証を行った。計算データを用い

て高解像度化による予測の改善の可能

性や高周波変動と環境場との相互関係

の多様性を提示し、更なる課題点を明確

化した。 

機構で構築してきた地球システムモ

デル（ESM）の評価・検証を行うとともに、

モデルの高度化(例：陸域モデルへの窒

素循環導入、海洋モデルへの鉄・酸素・

した。今後の解析では、海流・大気・河

川を通じた物質輸送を念頭に、衛星観測

データを時空間スケールアップのため

に活用し、輸送拡散パターンの経年変化

解析やエルニーニョ等との関係解析も

進める。 

技術開発も連綿と継続している。ドロ

ーンを用いた計測とセンサ小型化、ハイ

パースペクトルカメラなどの衛星・航空

機用センサや衛星アルゴリズムの開発、

降水中のブラックカーボン等の微量物

質の分析技術開発、同位体測定技術開

発、超高解像度モデル開発、ポスト京プ

ロジェクトとも連携した新たなモデル

開発などが順調に進んだ。次期にはこれ

らの研究開発の新たな芽を基に、「地球

表層と人間圏の相互作用把握」を旗印

に、海洋生態系研究ともより密接に連携

した研究に取り組む計画である。特に、

SDGs 達成の鍵となるような知見創出に

取り組みたい。 

以上の点を総合して、陸―大気―海洋

をまたいだ物質循環に関する世界トッ

プレベルの研究開発を実施し、当初設定

した目標を十二分に達成したと考える。 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

シームレスな環境予測システムの構

築については、世界的にも例の少ない

3.5km の超高解像度全球数値実験によ

り、台風の発生過程についての知見獲得

や進路予測の改善可能性の提示を行っ

た。また Year of Maritime Continent 

（YMC）の集中観測では、全球雲解像モデ

ルNICAMを用いた準実時間予測を行って
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的な予測を行うこと

ができれば、その意義

は極めて大きい。その

ため、シームレスな環

境予測システムの構

築に向け、全球雲解像

モデル（NICAM）を高度

化して数値計算を行

い、洋上観測データ等

を活用した検証を通

じて、予測の信頼性を

向上させる。 

また、地球温暖化に

代表される長期的な

地球環境の変化予測

に係る不確実性低減

と信頼性の向上のた

め、これまでに機構が

構築してきた地球シ

ステムモデル（ESM）を

高度化し、平成 28 年

度までは現在及び将

来の地球環境変動実

験等を中心に実施し、

平成 29 年度以降は古

気候の再現実験等を

中心にシミュレーシ

ョン研究を行うこと

で、100 年以上の長い

時間スケールにおい

て人間活動が地球環

境の変化に与える影

響を評価する。 

さらに、極端な気象

現象や異常気象等を

生み出す要因となる

季節内振動から 10 年

スケールの現象まで

の気候変動予測情報

や海洋環境変動予測

情報を段階的に創出・

応用し、海洋・地球情

リン循環の導入、河川を介した海陸の物

質輸送等)を行った。特に、近年注目を集

めている永久凍土地帯の温暖化応答を

調べるため、地球システムモデルの陸域

要素モデルを用いてモデル間相互比較

プロジェクトに参加、多数の共著論文成

果が生まれた。また、パリ協定以降の趨

勢を意識した各種シミュレーション研

究（1.5/2/3℃気候安定化実験や大気 CO2

濃度長期安定化実験等）を実施した。モ

デルの妥当性評価及び過去の人間活動

が地球環境に与えてきた評価を行うた

め、Last Millennium 実験等をはじめと

する古気候実験を実施した（PY2017 は物

理気候モデルを用いて実施、PY2018 は地

球システムモデルを用いて実施予定）。 

ESM を用いた古気候実験では、

CMIP6/PMIP4 の設定の下、最終氷期極大

期などの実験を通じてESM開発に貢献す

る。将来予測に不確実性の大きなエアロ

ゾルのうち、自然起源のダストエアロゾ

ルの、氷期の気候下での振る舞いについ

て MIROC-ESM を用いて感度実験を行い、

最終氷期に発生したとされる多量のダ

ストの気候場への影響を評価した。その

結果、エアロゾル雲相互作用や積雪汚れ

効果の影響が大きいことが明らかとな

った。特に南極周辺ではエアロゾル雲相

互作用の影響が大きい事を示した。ま

た、積雪汚れ効果が大量のダスト下で適

正にふるまえるのかモデル評価の必要

性を提示した。 

氷床モデルによる古気候実験では従

来の非常に簡単な固体地球モデルから、

国立極地研究所と東京大学大気海洋研

究所の共同開発の下、三次元の固体地球

粘弾性モデルとの結合モデル開発を行

い、地球の粘弾性構造の不確定性が10万

年スケールの氷床変動再現に与える影

響を明らかにする。 

また、氷床と気候モデルを組み合わせ

て現在とは大きく異なる条件下あるい

計算結果を WEB 公開したり、現地視察や

国際招聘事業に参加したほか、当初予定

にはなかったみらい北極航海を対象と

した予測を行ったりなど、観測研究とモ

デル研究が緊密に連携した研究を展開

することができた。さらに、QBO 崩壊現

象や水蒸気量変化についての成果はプ

レスリリースを行い新聞などで広く報

道された。 

地球システムモデル（ESM）の高度化に

関しては、温暖化予測の不確実性が将来

の温暖化緩和コストに大きな影響を与

えることを明らかにした結果について、

気候変動枠組み条約の下で開催された

「科学上及び技術上の助言に関する 補

助機関（SBSTA）」の第 44 回会合におい

て発表の場を与えられるなど、国際政治

の場で成果が活用された。さらに、

MIROC-ESM の成果に基づきながら ESM 開

発の展望を述べた総説論文が “Most 

Popular Paper”として取り上げられる

など、学術的にも評価の高い成果が得ら

れた。北極研究に関しても、北極海の海

氷減少により雲量が増加していること

を明らかにして、見過ごされてきた「北

極増幅」のメカニズムを示すなど、中期

目標期間途中からの開始にも関わらず

顕著な成果を上げた。 

海洋環境変動予測情報の創出と応用

については、2013 年にニンガルーニーニ

ョ・ニーニャを発見したのを皮切りに、

「沿岸ニーニョ・ニーニャ現象」を次々

と発見し、いずれも有力な国際学術誌で

発表された。また、比較的予測スキルの

高い熱帯気候変動モードが遠隔影響効

果を通じて熱帯外の諸現象（インド域の

熱波、寒波、降水量、豪州冬小麦など）

に与える影響を明らかにするなど、現地

報道も含めマスメディアに大きく取り

上げられる成果も多く創出した。 

以上、論文成果が国際的に高く評価さ

れ、研究コミュニティへの貢献や、他に
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報を学際的に展開す

る。 

 
 
 

は過去にあった現在と類似の条件下で

の氷床変動再現実験を行うことで、将来

の氷床変動再現の不確定性を評価する。 

中緯度域において沿岸ニーニョ・ニー

ニャ現象が世界各地に複数存在するこ

とを発見し、その予測可能性も示した。

また海洋の小中規模渦が大規模な海洋

循環に及ぼす影響、海洋中で汚染物質が

海流によって広く拡散する過程、黒潮・

黒潮続流が爆弾低気圧を介して北太平

洋の大気循環と降水量を決めるメカニ

ズム、南インド洋の海流系の実態とそこ

での十年規模変動の存在及び予測可能

性を明らかにした。インド域の熱波、寒

波、降水量変動、豪州冬小麦収量と気候

モードの関連を見出し、予測可能性を明

らかにした。多数メンバーアンサンブル

による気候予測により、エルニーニョ現

象やインド洋ダイポールモード現象の

極端イベントの確率論的予測精度が向

上することを示した。気候予測情報の社

会利用を念頭においた一般企業からの

受託研究を開始した。 

 

類を見ない観測とモデルの密な連携を

通じ学術的に価値の高い成果を上げる

とともに、マスメディアで広く報道され

る、一般市民からの関心も高い科学的知

見の社会への提供も行うことができた。

さらに、国際プロジェクトの運営委員、

国際学術誌の編集委員などにも多くの

人材を輩出している。 

  

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(3) 海域地震発生帯研究開発 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

論文数※ ― 50 33 34 56 64 予算額（千円） 2,962,474 4,067,663 2,732,484 3,177,209 2,485,178 

       決算額（千円） 2,910,201 3,717,397 2,899,331 2,945,692 2,752,206 

       経常費用（千円） 3,740,894 3,357,189 2,977,430 2,662,231 2,603,040 

       経常利益（千円） ▲358 57,394 1,003 ▲20,058 64,991 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 2,704,998 2,269,904 10,987,746 1,772,960 1,770,362 

        従事人員数 249 235 225 160 193 

※査読無し論文も含む。また、複数の項目に係る論文の場合には双方で加算する。                            
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 海溝型巨大地震

や津波は、人類に甚

大な被害をもたら

す脅威であること

から、海溝型地震発

生帯における動的

挙動を総合的に調

査・分析し、海溝型

地震の発生メカニ

ズムや社会・環境に

与える影響を理解

することにより防

災・減災対策を強化

することは、我が国

にとって喫緊の課

題である。 
このため、機構

近年、我が国及び世

界各国では、阪神淡路

大震災(1995 年)、スマ

トラ沖大津波地震

(2004 年)、東日本大震

災(2011 年)のような

地震・津波による災害

が多発している。機構

は地震調査研究推進

本部が策定した「新た

な地震調査研究の推

進について－地震に

関する観測、測量、調

査及び研究の推進に

ついての総合的かつ

基本的な施策－」（平

成24年 9月 6日改訂）

【大評価軸】 
・成果の国や地

方自治体におけ

る 活 用 を 通 じ

て、海溝型巨大

地震に対する防

災・減災対策へ

貢献したか 
 
【中評価軸】 
・研究開発成果

の 科 学 的 意 義

（独創性、革新

性、先導性、発展

性等）が十分に

大きなものであ

るか 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 中期目標や事業計画に照らし、本項目

による成果・取組等について総合的に勘

案した結果、Ａ評価とする。その具体的

理由を以下に述べる。 

 

○海溝型地震の発生メカニズムの理解 

以下の研究成果及び事業の実施のと

おり、高度な観測技術や新規開発技術を

用いて海溝型地震発生メカニズムの理

解にむけて、多くの成果を上げた。 

・平成 28 年に DONET2 が完成し、予定ど

おり防災科学技術研究所への運用移

管を行った。さらに、中期目標期間中

には2点の新たな孔内観測システムを

設置しDONETと接続した。これにより、

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 なお、自己評価ではＳ評定

であるが、今後の課題・指摘事

項に記載のとおり、中期目標

期間を通して、一部の研究課

題でデータの管理・公開に当

たって不適切な事例が認めら

れたことから、「研究成果の最

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
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は、海域におけるリ

アルタイム地震・津

波観測網を整備す

るとともに、研究船

や海底地震計等を

用いた高度な観測

技術等を最大限に

活用し、南海トラフ

や日本海溝等を中

心とした地震発生

帯の精緻な調査観

測研究を実施する。

また、「地球シミュ

レータ」等を用いた

計算技術等により、

海溝型地震の物理

モデルを構築し、プ

レートの沈み込み

帯活動の実態を定

量化するとともに、

より高精度な地震

発生モデルやプレ

ート境界モデルを

確立する。これらの

成果をもとに、地

震・津波に起因する

災害ポテンシャル

等の評価や、我が国

の防災・減災対策の

強化に資する情報

を提供するととも

に、地震・津波が生

態系に及ぼす影響

とその回復過程を

把握する。 
 

及び文部科学省 科学

技術・学術審議会の建

議「災害の軽減に貢献

するための地震火山

観測研究計画の推進

について（平成 25 年

11 月 8 日）」において

示されている役割を

果たすため、独立行政

法人防災科学技術研

究所等の関係する研

究機関と協力し、再来

が危惧されている南

海トラフ巨大地震の

震源域を始めとする

日本列島・西太平洋海

域を中心に、地震・火

山活動の原因につい

ての科学的知見を蓄

積するとともに、精緻

な調査観測研究、先進

的なシミュレーショ

ン研究、モニタリング

研究及び解析研究等

を統合した海域地震

発生帯研究開発を推

進する。 
これにより、海溝周

辺における地震性滑

りの時空間分布等の

新たなデータに基づ

き、従来の地震・津波

発生モデルを再考し、

海溝型巨大地震や津

波発生メカニズムの

理解を進める。また、

主に海域地殻活動や

海底変動に起因する

災害ポテンシャルの

評価とそれに基づく

地域への影響評価を

行う。さらに、地震・

・国際的な水準

に照らして十分

大きな意義があ

るものか 
・取組が期待さ

れた時期に効果

的・効率的に実

施されたか 
・実施体制や実

施方策が妥当で

あるか 
・国や地方自治

体において利活

用されたか若し

くはそれにつな

がる可能性があ

るか 
・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南海トラフ地震発生帯に世界に類を

見ない海底・孔内多項目観測ネットワ

ークを構築した。 

・このシステムを活用することによっ

て、1) 平成 28 年三重県南東沖地震の

震源を高精度に決定して約 70 年ぶり

に発生したプレート境界地震である

こと、発生サイクルの後半の地震であ

るがその余効変動は次の巨大地震を

トリガーしないことを明らかにした、

また 2) 孔内間隙水圧データから、こ

れまでに観測されたことがなかった

地震発生帯浅部でのゆっくりすべり

が非地震時でも繰り返し発生してい

ることを発見した。これらの成果は

Science など有力な国際誌で発表され

た。DONET のデータは気象庁の緊急地

震速報、津波警報に活用されるのみな

らず、DONET・孔内データは地震調査委

員会で活用されるとともに、気象庁

「南海トラフ検討委員会」でプレート

固着状況の現状把握に定常的に活用

されることになった。 

・東北地震後の応力場の変化で巨大なア

ウターライズ地震の発生が危惧され

ている海溝海側の海域では、アウター

ライズ地震断層の規模や分布の把握

を進めた上、地震断層は日本海溝側の

方が千島海溝側よりも大規模に深部

まで到達していることを明らかにし

た。これらの成果は東北沖地震やそれ

に付随して発生が危惧されるアウタ

ーライズ地震の発生メカニズムの理

解に向けて重要であり、著名な国際誌

にて発表したほか、SIP「リジリエント

な防災・減災機能強化：津波遡上予測」

でアウターライズ地震による津波予

測に活用されている。 

 

○地震・津波に起因する災害ポテンシャ

ル等の評価 

以下の研究成果及び事業の実施のと

大化」に向けた取組が必ずし

も適正な業務運営の下でなさ

れたとはいえない面もあるた

め、Ａ評定とした。 

 
＜評価すべき実績＞ 

・平成 27 年度には世界最大規

模かつ最高精度の DONET の

構築を完了し、その後、同シ

ステムに接続された孔内観

測装置でリアルタイムに観

測したデータの解析によっ

て、地震発生帯浅部では「ゆ

っくり滑り」が繰り返し発

生していることを解明する

など、海溝型地震発生メカ

ニズムの理解につながる顕

著な成果を上げてきた。得

られたデータや科学的知見

の一部は、地震調査研究推

進本部地震調査委員会や気

象庁南海トラフ地震評価検

討委員会等へも提供されて

いる。今後、気象庁が南海ト

ラフ地震発生の可能性の高

まりについて発表する際な

どに重要な指標を提示する

ものであり、同発表がなさ

れた場合の影響を考える

と、社会的にも特に顕著な

成果であると評価できる。 

・東北地方太平洋沖地震の震

源域で採取した資料を用い

た岩石実験により、プレー

ト境界断層浅部ではゆっく

り地震と高速地滑りが同じ

断層で起こり得ることを証

明するなど、従来の概念を

覆す新知見を提示した。 

・このほか、津波浸水時予測シ

ステムの地方自治体への提

供、地震・津波による生態系

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・平成 27 年度には世界最大規

模かつ最高精度の DONET の

構築を完了し、その後、同シ

ステムに接続された孔内観

測装置でリアルタイムに観

測したデータの解析によっ

て、地震発生帯浅部では「ゆ

っくり滑り」が繰り返し発

生していることを解明する

など、海溝型地震発生メカ

ニズムの理解につながる顕

著な成果を上げてきた。

DONET のデータは気象庁の

緊急地震速報、津波警報に

活用されるのみならず、得

られたデータや科学的知見

の一部は、地震調査研究推

進本部地震調査委員会や気

象庁南海トラフ沿いの地震

に関する評価検討会等へも

提供されている。今後、気象

庁が南海トラフ地震発生の

可能性の高まりについて発

表する際などに重要な指標

を提示するものであり、同

発表がなされた場合の影響

を考えると、社会的にも特

に顕著な成果であると評価

できる。 

・東北地方太平洋沖地震の震

源域で採取した資料を用い

た岩石実験により、プレー

ト境界断層浅部ではゆっく

り滑りと高速滑りが同じ断

層で起こり得ることを証明

するなど、従来の概念を覆



37 

 

津波が生態系へ及ぼ

す影響とその回復過

程についても評価す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おり、地震津波による災害ポテンシャル

評価に向けて、多くの成果を上げた。 

・2011 年東北沖地震震源域周辺やその

海溝海側の海域で機構が有する深海

探査技術を最大限活用した調査観測

を実施した。一連の調査より、東北沖

地震による50mを超える巨大断層すべ

りは宮城沖に集中し、三陸・福島沖に

は及んでいないことや、東北沖地震と

同規模の地震が過去約 1200 年の間に

3 回発生し、その領域も宮城沖に集中

していることを明らかにした。また、

海底地殻変動データの解析、及び地震

サイクルシミュレーションから東北

沖地震後宮城沖では既にプレート固

着が回復していること、宮城県沖地震

の発生サイクルが短い可能性を指摘

するとともに、余効変動の再現性向上

や沿岸の隆起沈降の推移予測を実現

した。 

・DONET 津波計データを用いて、津波の

伝搬特性を生かして即時的に津波浸

水を予測するシステムを構築し、

DONET2 データも取り込んで広域化を

進めた。さらに、香川県坂出市から高

松市にかけた地域を対象に本システ

ムを構築し、香川大学で試験導入・運

用されている。和歌山県では県が気象

業務許可を取得し本システムを活用

した防災情報発信を実施しており、志

摩半島以南の三重県沿岸にも導入さ

れる。加えて、防災科学技術研究所で

設置したS-netを用いた津波予測シス

テムとして千葉県にも導入された。本

成果は、リアルタイムデータ活用技

術、高精度な津波計算などを基に実用

的なシステムを開発し、自治体等にシ

ステム提要することによって、当初想

定より多くの自治体が自ら津波予測

事業を展開する波及効果を及ぼした。 

 

 

被害と復興に関する研究成

果の地元自治体や漁業関係

者への提供など、社会への

成果の還元や自治体等での

防災・減災対策への貢献が

図られており、高く評価で

きる。 

 

 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・中期目標期間を通して、一部

の研究課題ではデータの管

理・公開に当たっての手続

上の瑕疵が認められた。機

構では、今後ますます膨大

な情報・データを観測・収

集・分析する研究活動が重

要性を増してくる中、情報

の重要性を十分把握して管

理することが前提条件とし

て必要不可欠である。その

ためのマネジメント体制を

しっかりと構築していくこ

とを求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
・南海トラフ沿い地震につい

て、DONET に接続された海底

掘削孔内の観測装置を用い

たリアルタイム・間隙水圧

す新知見を提示した。 

・このほか、津波浸水時予測シ

ステムの地方自治体への提

供、地震・津波による生態系

被害と復興に関する研究成

果の地元自治体や漁業関係

者への提供など、社会への

成果の還元や自治体等での

防災・減災対策への貢献が

図られており、高く評価で

きる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・中期目標期間を通して、一部

の研究課題ではデータの管

理・公開に当たっての手続

上の瑕疵が認められた。機

構では、今後ますます膨大

な情報・データを観測・収

集・分析する研究活動が重

要性を増してくる中、情報

の重要性を十分把握して管

理することが前提条件とし

て必要不可欠である。その

ためのマネジメント体制を

しっかりと構築していくこ

とを求める。 

・機構では、再発防止のための

業務フローの見直しや職員

研修に取り組んでいるが、

機構が取得したデータの管

理・公開に当たっての手続

が適切に行われるよう、引

き続き業務改善や職員研修

等へ注力することを求め

る。 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・南海トラフ沿い地震につい

て、DONET に接続された海底

掘削孔内の観測装置を用い

たリアルタイム・間隙水圧
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○生態系への影響と回復過程の把握 

以下の研究成果及び事業の実施のと

おり、生態系への影響と回復過程の把握

に向けて多くの成果をあげた。 

・詳細な海底地形や底質情報について

は、漁業者の漁場設定、漁具設置場所

の選定、被災地水産研究機関の調査に

活用された。魚礁の設置状況や瓦礫に

よる新たな生物群集形成の様子は、今

後の魚礁設置やメンテナンスに活用

されると期待する。瓦礫分布の変動情

報は、国（水産庁）・自治体・漁業者に

よる瓦礫掃海方策の策定に活用され、

さらに将来方策にも活用されると期

待できる。 

・オールジャパン体制で大学、水産研究

機関、民間など 200 名を超える参画者

によって、東北地方太平洋沖の沿岸か

ら沖合までの海域を対象に、莫大な量

の調査研究データと情報が生み出さ

れている。これらのデータや情報は、

参画する研究機関等での共有だけで

なく、様々な研究などに活用されてい

る。 

 

以上の成果について、評価推進委員会

からは、以下のようなコメントがあっ

た。 

・2011 年東北地方太平洋沖地震（M9 超

巨大地震）に対する研究は、科学的意

義が高く、国際的にみても超一級の研

究であると同時に、地震調査委員会で

の長期評価の重要なデータとして役

立てられている。さらに、数十年内に

その発生が危惧されるアウターライ

ズ地震への取組は、喫緊の課題であり

今後更なる進展を期待したい。 

・南海トラフ巨大地震への取組について

は、DONET・孔内データは地震調査委員

会で活用されるとともに、気象庁「南

海トラフ検討委員会」でプレート固着

状況の現状把握に活用されている。 

モニタリングの完成は、学

術的には海域でのゆっくり

滑りの発見として重要な貢

献である。また、社会的に

は、地震調査委員会や気象

庁南海トラフ地震評価検討

委員会にも提供され活用さ

れている。津波浸水予測シ

ステムの自治体等への提供

は重要なアウトプットであ

る。 

・海溝型地震と津波などの大

規模な災害に関するモデリ

ングを行うために過去の地

質学的な記録が必要であ

る。回収したコアの解析な

どの作業を推進する予定を

評価する。 

・国内で蓄積してきた地震災

害(減災と復興)に関する知

識を海外でも活かせる可能

性があるため、方策を検討

してほしい。 

・継続的に高度な研究成果を

発信し、国や地方自治体へ

得られたデータや知見を提

供して政策・施策の策定に

貢献するのみならず、機構

が構築した即時津波予測シ

ステムの地方自治体等への

社会実装も進んでいること

からすると、中期目標にお

けるアウトカムの達成度に

おいて本来ならばＳ評価に

相当するレベルに至ってい

る。しかし一方で、取り扱っ

ているデータの重要性にも

かかわらず、その管理・公開

に関連した不適切な事例が

中期目標期間を通して看過

されてきたことは重大な問

題である。これは様々な機

モニタリングの完成は、学

術的には海域でのゆっくり

滑りの発見として重要な貢

献である。また、社会的に

は、地震調査委員会や気象

庁南海トラフ沿いの地震に

関する評価検討会にも提供

され活用されている。津波

浸水予測システムの自治体

等への提供は重要なアウト

プットである。 

・海溝型地震と津波などの大

規模な災害に関するモデリ

ングを行うために過去の地

質学的な記録が必要であ

る。回収したコアの解析な

どの作業を推進する予定を

評価する。 

・国内で蓄積してきた地震災

害(減災と復興)に関する知

識を海外でも活かせる可能

性があるため、方策を検討

してほしい。 

・継続的に高度な研究成果を

発信し、国や地方自治体へ

得られたデータや知見を提

供して政策・施策の策定に

貢献するのみならず、機構

が構築した即時津波予測シ

ステムの地方自治体等への

社会実装も進んでいること

からすると、中期目標にお

けるアウトカムの達成度に

おいて本来ならばＳ評価に

相当するレベルに至ってい

る。しかし一方で、取り扱っ

ているデータの重要性にも

かかわらず、その管理・公開

に関連した不適切な事例が

中期目標期間を通して看過

されてきたことは重大な問

題である。これは様々な機
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①プレート境界域の

地震発生帯実態解明

研究 

地震発生帯の地震・

津波像の解明に資す

るため、地殻構造、地

殻活動及び地震発生

履歴等について精緻

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南海トラフや南西諸島、日本海溝や日

本海などの地震発生帯において、概ね予

定どおり調査観測研究を実施した。 

南西諸島南部海溝付近において低周

波微動観測及び地下構造探査によって

・DONET データを活用した津波浸水即時

予測システムを開発し、多くの自治体

及び一部企業で社会実装・運用され、

南海トラフ巨大地震に対する防災・減

災対策に直接的に貢献する顕著な成

果と評価できる。さらに、シミュレー

ションにより、従来考慮されていなか

った西側からの M8 クラス地震の発生

や M7 クラス地震による誘発の可能性

を指摘した研究は、平成 28 年三重県

地震でのシミュレーションと併せて、

今後の南海トラフ地震発生を考える

上で重要な研究である。 

・地震・津波による生態系被害と復興に

関する研究は、瓦礫や生態系や海の安

全性の調査といった地震災害の環境

影響評価研究、及びそれらのデータベ

ース整備・情報発信を通して、巨大地

震後の漁業の復興という、これまでの

機構の地質学、地球物理学など科学領

域を超えた直接的な社会貢献研究で

あり、高く評価できる。 

・今後の機構の発展を考えるうえでは、

世界的な展開が非常に重要になる。そ

のため、これまで以上に海外との研究

交流を促進していくべきである。 

 

 以上、今中期目標期間を通して、中期

目標や事業計画に照らし、本項目による

成果・取組等について総合的に勘案した

結果、アウトカム「海溝型巨大地震に対

する防災・減災対策への貢献（国や自治

体での活用）」を達成したといえる。 

 

 

 

 

 本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

関の有機的な連携により得

られる膨大なデータとその

解析に立脚する地震研究の

分野においてとりわけ深刻

である。研究実施者（研究

者・研究グループ）の責任も

重大であるが、情報・データ

の重要性を十分に把握して

適切に管理・利用するため

の研究マネジメントの体制

が確立していなかった点に

も問題がある。以上のこと

から、中期目標期間の見込

評価では自己評価のＳから

Ａへの引下げが妥当である

と判断する。 

・現在の活動レベルを維持で

きると考えるが、更に発展

させるのは難しいのであろ

う。  

  

関の有機的な連携により得

られる膨大なデータとその

解析に立脚する地震研究の

分野においてとりわけ深刻

である。研究実施者（研究

者・研究グループ）の責任も

重大であるが、情報・データ

の重要性を十分に把握して

適切に管理・利用するため

の研究マネジメントの体制

が確立していなかった点に

も問題がある。以上のこと

から、中期目標期間の見込

評価では自己評価のＳから

Ａへの引下げが妥当である

と判断する。 

・DONET は気象庁の緊急地震

速報や津波警報に活用され

るなど、国民の生命と財産

を守る非常に重要な役割を

担っている。また、海底掘削

孔内装置等も含めたモニタ

リング研究は、海溝型地震

の発生メカニズムの解明や

発生予測においても非常に

重要であり、今後とも安定

した研究体制を維持し、継

続的かつ発展的に成果の創

出を進めることが期待され

る。 
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な調査観測研究を実

施する。 

また、地震・津波観

測 監 視 シ ス テ ム

(DONET) 等の海域地

震・津波観測システム

から得られるデータ

や関係する研究機関

とのデータ相互交換

の枠組みを活用し、地

震発生、地震動及び津

波の予測精度の向上

に資する解析研究を

行う。 

さらに、地震発生帯

における諸現象のシ

ミュレーション研究

等を実施し、海洋科学

掘削で得られた研究

成果との統合を図る

ことにより、巨大地震

発生帯の実態解明に

資する新たな科学的

知見を蓄積する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

南西諸島南部での津波地震、低周波微

動、スロースリップ発生域と地下構造の

関係を明らかにし、南海トラフとは異な

ってプレート間の固着の弱い領域が支

配的に存在することが明らかになった。

この成果は国際的に著名な雑誌に掲載

された。 

南海トラフ域における地下構造をコ

ンパイルして地震発生帯3次元プレート

モデルを構築し、公開するとともに、国

際誌にて成果発表を行った。 

南海トラフや南西諸島での成果は文

部科学省の「南海トラフ広域地震防災研

究プロジェクト」の一環として実施した

ものでありプロジェクト内外で利活用

された。特に地震発生帯 3次元プレート

モデルはプロジェクト内のシミュレー

ション分野への提供に到達する。 

日本海東縁から南東縁では海洋地殻、

厚い海洋地殻、大陸地殻という異なる地

殻構造の領域が分布していることがわ

かり、それらの形成過程を明らかにする

とともに、過去の地震破壊域や地震活動

との関係を明らかにした。こ成果は文部

科学省「日本海地震・津波調査プロジェ

クト」の一環で実施したものでありプロ

ジェクトにて利活用された。特に取得デ

ータから判別した断層分布は国土交通

省の調査検討会報告内容と異なること

がわかり、プロジェクトの運営委員会に

て報告された。 

日本海溝海溝軸近傍における調査観

測研究によって、東北地震において海溝

陸側斜面の変動が大きかった部分とそ

うでない部分の分布が明らかになり、断

層や褶曲構造及び堆積構造の分布に差

異があることがわかった。 

海溝海側アウターライズ域において、

沈み込む海洋地殻及びマントルの変質

を確認するとともに、アウターライズ地

震断層について日本海溝側の方が千島

海溝側よりも深部まで発達しているこ

本項目では高度な観測技術や新規開

発技術を用いて海溝型地震発生メカニ

ズムの理解にむけて、多くの成果を上げ

た。 

 特に、南海トラフでは DONET の構築を

完了し、予定どおり防災科学技術研究所

への運用移管を行った。また、3 点の孔

内観測システムの構築とDONETへの接続

も完成し、世界に先駆けて孔内リアルタ

イム地震・地殻変動観測システムを構築

した。 

これらのシステムで得られたデータ

により、地震発生帯浅部でのスロースリ

ップ、低周波微動、超低周波地震などの

様々な新奇現象の観測に成功したとと

もに、それらの観測からプレート境界浅

部の固着状況の理解を促進した。また、

南海トラフ域における地下構造をコン

パイルして地震発生帯3次元プレートモ

デルを構築し、公開するとともに、国際

誌にて成果発表を行った。 

日本海溝では東北沖地震震源域やア

ウターライズ域で超深海での観測技術

などを用いた大規模観測を進め、東北沖

地震タイプ断層すべりの特徴である海

溝域巨大地震性すべりの時空間分布の

理解を進めるとともに、アウターライズ

地震の断層情報の取りまとめを進めた。 

これらの成果は有力な学術誌に発表

するとともに、地震調査委員会、地震調

査推進本部が進める東北地震後の日本

海溝の現状把握と海溝型地震の長期評

価や、気象庁での南海トラフの現状把

握、などで活用されている。また、アウ

ターライズ断層情報は SIP「リジリエン

トな防災・減災機能強化：津波遡上予測」

での活用が見込まれている。 

これらに加え、南西諸島・日本海東縁・

太平洋域地震発生帯や海洋底での大規

模観測、火山体観測技術の開発、地震発

生帯の物理モデル構築のための室内実

験なども予定どおり進捗した。 
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とがわかった。地下構造探査研究結果に

ついて国際的に著名な論文に発表され

るとともに、深部地震活動の成果につい

て国際誌に掲載された。 

日本海溝における成果は内閣府「日本

海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検

討会」や地震調査委員会にて利活用され

た。また日本海溝海溝軸近傍及びアウタ

ーライズ域の成果は国際深海科学掘削

計画（IODP）の掘削提案に利活用された。 

日本海溝における調査観測研究によ

り、2011 年地震時の海底地形変動を東北

沖全体で明らかにし、宮城沖以外は大き

な変動がないことを示した。また2011年

地震時の浅部断層のすべり量分布を定

量的におこない、すべりモデルを提唱し

た。2011 年と同等の過去の地震の分布と

年代を日本海溝の地層から読み取り、そ

の発生域や繰り返しなど、東北沖で発生

する地震の実態解明を進めた。 

「南海トラフ広域地震防災研究プロ

ジェクト」として実施した調査により、

南西諸島及び南海トラフの海域津波地

震履歴記録の年代分布を把握した。 

海底下浅部構造把握のための電磁気

学的手法を開発し、地震発生海域（日本

海溝アウターライズ）で観測実施した。 

期間中に発生した平成 28 年の熊本地

震や、福島県沖で発生した地震の周辺海

域で、迅速な調査による海底断層の現状

把握を行なった。 

以上調査を通じて得た見識は、地震調

査部会等に報告し、東北地震後の現状評

価や、平成 28 年 11 月 22 日福島沖地震

の評価に活用された。 

房総沖OBS観測データを用いた震源決

定やトモグラフィー解析からフィリピ

ン海プレート上面形状を推定し、上面の

深さがこれまでより数㎞浅いことがわ

かった。 

波浪グライダーによる離島火山観測

システムを開発した。西之島火山での試

以上、項目全体として中期目標達成に

向けて、海溝型地震の理解とその知見の

国等への提供などの取組が順調に進展

しており、多くの成果を上げた。さらに、

その成果は国が進める防災・減災対応で

の活用など多くの重要なアウトカム創

成につながっている。 
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験観測により火山活動による噴気映像

や空振/水中音波をとらえることができ

た。 

孔内観測記録の解析結果から、平成 28

年三重県南東沖地震によるひずみが震

源域から海側への伝播が観測され、地震

発生後のスロー地震の活発化に至る過

程を明らかにした。これは世界的に著名

な論文に出版された。 

南海トラフ地震発生帯の実態把握及

びリアルタイム防災への貢献を目的と

して地震津波観測監視システム（DONET)

の DONET2 フェーズを構築し、完了する

とともに、防災科学技術研究所に運用移

管を行った。運用移管後引き続き、更な

る観測能力向上を目的として、DONET の

地震観測装置の後埋設作業を実施し、長

周期観測ノイズを著しく向上させるこ

とができた。 

熊野灘南海トラフ沈み込みプレート

境界の地殻変動の観測実現を目的に長

期孔内観測システムの開発を行い、

C0010 及び C0006 地点への長期孔内観測

システムの地球深部探査船「ちきゅう」

による設置と、DONET への接続を成功さ

せた。これらの長期孔内観測システムか

ら得られるデータは、既設の C0002 地点

へ設置した長期孔内観測システムと合

わせ、データ公開をおこない、国際的な

データ共有及び利用促進を図った。ま

た、南海トラフに設置した 2基の孔内観

測点から得られた6年余りの間隙水圧観

測記録から、南海トラフ浅部プレート境

界で繰り返し発生するスロースリップ

の実態を明らかにし、世界的に著名な論

文誌に掲載された。観測されたスロース

リップは、プレート沈み込みによる歪蓄

積の 30-55％余りを解放している可能性

があるほか、近傍の地震等によって誘発

されていることが明らかになったため、

このスロースリップ等の観測情報の地

震調査委員会などの政府関係機関への
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定期的な報告を開始した。 

これらの海底及び海底孔内における

観測結果を踏まえ、南海トラフの固着状

況の把握の重要性から、より広域におけ

る連続的海底地殻変動観測の実現へ向

け、「かいめい」で海底掘削装置（BMS)を

用い掘削した掘削孔内へ傾斜計等を設

置する方式の開発を推進し、試作・試験

を実施した。 

DONET で地震や津波観測をカバーでき

ていない海域向けに、機動型の津波・地

殻変動観測ブイシステムを開発し、更な

る観測データ向上に向けた取組を行っ

た。スラック比低減による取組を学会で

発表するとともに、cm オーダーの地殻変

動観測の精度向上について論文に投稿

した。 

DONET で観測された地震記録から P 波

と S波を読み取り震源決定し、地震活動

の時空間分布をモニタリングするWebを

構築した。 

防波堤などの港湾構造物の津波計算

への取り込みを容易にする計算コード

の見直しを行った。この計算コードにつ

いては Web を通じて公開している。 

DONET で観測された地震計記録から作

った周波数成分の時間変化の画像を用

いて低周波微動と通常の地震を自動的

に判別するための、人工知能技術を用い

た新しい手法を開発し、論文として公表

した。 

すべりの多様性と相互作用に大きく

影響する摩擦則と非線形粘弾性応答の

両方を考慮した地震発生サイクルシミ

ュレーションにより東北地方太平洋沖

地震後の余効変動現象をよく説明する

モデルを構築した。この成果は国際的に

著名な論文に受理された。掘削孔内計測

による地震波・地殻変動（海底上下動、

歪変化）の観測データによって、M8 地震

の震源域内の M6 地震とその後の変動の

起こり方を明らかにするとともに、その
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②地震・津波の総合災

害ポテンシャル評価

研究 
東日本大震災の教

訓を踏まえ、現実的な

地震・津波像に基づく

地震・津波シミュレー

ション研究を行い、南

海トラフ、南西諸島域

及び日本海溝等の日

本列島周辺海域にお

ける地震・津波被害像

の評価を進めるとと

もに、防災・減災対策

へ実装するため、平成

28 年度を目途に各種

予測計算等の準備を

実施し、日本海や南海

トラフ周辺海域等の

地震・津波による被害

の軽減に向けた情報

基盤プラットフォー

ムを構築する。 
これらを活用し、海

域地殻変動や海底変

動に起因する災害ポ

テンシャルの評価と

それに基づく地域へ

の影響評価を行う。 
 
 
 

振る舞いを定性的にシミュレーション

で再現することにより、南海トラフ巨大

地震との関係についての知見を得た。さ

らに、日本海溝の沈み込み帯浅部での掘

削コアと深部物質の摩擦物性を組み込

んだ地震繰り返し発生シミュレーショ

ンにより、日本海溝で実測した巨大地震

の繰り返し間隔（数百年程度）、摩擦発熱

量、摩擦係数の再現に成功した。 

 

 

 

 

地震・津波被害像の評価を進めるた

め、南海トラフの歴史地震の中で、より

規模の大きかったとされる宝永地震津

波と整合するモデルを見出すとともに、

従来考慮されていなかった西側からの

M8 クラス地震の発生や M7 クラス地震に

よる誘発の可能性を指摘した。また、日

本海溝では、M9 東北地方太平洋沖地震と

それに先行する M7-8 クラスの地震の繰

り返しを半定量的に再現する多数のシ

ミュレーションを基に、次の M7 クラス

の宮城県沖地震の発生時期が M9 前の繰

り返し間隔よりも短縮する可能性を指

摘した。また、今後の東北及び関東地方

の太平洋側沿岸における隆起・沈降の推

移を定量的に予測した。さらに、津波想

定のための初期水位計算を詳細不均質

構造で行えるようにし、津波伝播・遡上

計算のためのコードの高精度化や内閣

府想定計算との整合性を図る準備を進

めた。 

一方、海溝型地震のほかに発生しうる

活断層型地震の評価のために、日本周辺

海域の活断層情報をまとめる必要があ

る。これまで日本海、南西諸島、伊豆・

小笠原及び南海トラフ（一部）の海域に

おいて、国内の複数の機関により取得さ

れた地震探査データを収集し最新のデ

ータ処理技術を適用し再解析したのち、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

本項目では地震津波による災害ポテ

ンシャル評価に向けて、多くの成果を上

げた。特に、日本海溝域では、東北沖地

震発生前後の震源域近傍での海底地殻

変動データの解析から地震後のプレー

ト固着の回復過程とその不均質分布を

明らかにするとともに、プレート固着状

態を連的にモニタリングする手法を開

発し固着状況変化の定量化を進めた。 

また、こられのプレート固着情報や過

去の地震活動などを統合した地震サイ

クルシミュレーションにより、巨大地震

後の宮城県沖における地震発生サイク

ルの変化を明らかにした。南海トラフ域

では、シミュレーションによりさまざま

な地震発生シナリオの検討を行い、中規

模地震が巨大地震を誘発するケースな

どを見出した。 

これらの成果は、有力な学術誌に発表

されるともに、地震調査推進本部が進め

る長期評価や内閣府が行った南海トラ

フ沿いの大規模地震予測可能性に関す

る調査部会等で活用された。 

津波ポテンシャル評価に向けては、津
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各海域に分布する断層を統一的基準の

下同定した。また、収集データや断層解

釈結果、断層モデル等をデータベース化

する情報基盤プラットフォームの構築

も進めている。これらの成果については

文科省の地震本部傘下の分科会で議論

され、さらに海域断層データベースはオ

ンラインにて情報共有され、試験的に運

用されている。 

DONET と孔内地震計のデータの波形を

同時にモニタリングできる環境を構築

した。これらのデータを適切に維持し、

防災科研とともに運用した。現在、DONET

データは気象庁による緊急地震速報や

津波警報・注意報の発表に利用されてお

り、そのデータクオリティを維持してい

る。孔内地震計データについては、毎月

の間隙水圧やひずみのデータを可視化

し、毎回、地震調査委員会に資料を提出

している。 

DONET の自動読み取りと自動震源決定

の手法開発を進め、地震活動の時空間変

化に加え、z値、b値、平均マグニチュー

ド、これらの変化の有意性に関する指標

（AIC）を導入して、地震の統計的性質

や、これらの時間変化の検出、有意性に

関する指標について可視化を行って、所

内向けの Web に公開した。 

津波即時予測システムの更なる広域

展開を進めた。複雑な津波伝播による津

波の増幅や減衰が検討される瀬戸内海

域において、津波予測手法の妥当性を評

価し、学会で発表するとともに論文に発

表した。これに基づき、坂出市における

満潮時の津波即時予測システムを構築

し、香川大学に実装するとともに、坂出

市の津波避難訓練に使用された。既に和

歌山県と三重県にこの津波即時予測シ

ステムを実装しているが、黒潮の蛇行や

台風等による気象津波のDONETの水圧計

データへの影響を考慮し、津波トリガー

他のパラメータチューニングを実施、適

波伝搬シミュレーションによりDONET沖

合観測点での観測値と沿岸津波高の関

係式を確立し、DONET 観測波形を用いた

即時津波浸水システムを構築した。この

システムは防災科学技術研究所と共同

で和歌山県・三重県等自治体、インフラ

企業などへの社会実装をすすめ、自治

体、企業がすすめる防災・減災事業に貢

献した。 

これに加え、日本沿岸の海域断層情報

の総合的データベース構築や地震・津波

による堆積物等の物質輸送プロセスに

関する基礎的研究も進めた。 

以上、項目全体として中期目標達成に

向けて、地震・津波による災害ポテンシ

ャル評価の推進とその知見の国・自治

体・企業等への提供する取組が順調に進

展し、多くの成果を上げている。また、

その成果は国・自治体・企業が進める防

災・減災対応での活用など多くの重要な

アウトカム創成につながっている。 
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③地震・津波による生

態系被害と復興に関

する研究 
東北地方の太平洋

岸では、東日本大震災

の津波・地震によって

引き起こされた大量

の瓦礫の堆積、藻場・

干潟の喪失及び岩礁

への砂泥の堆積等に

より、沿岸域の漁場を

含め海洋生態系が大

きく変化したことか

ら、海洋生態系の回復

と漁業の復興が緊急

かつ重要な課題とな

っている。 
このため、沖合底層

での瓦礫マッピング、

生物資源の動態の把

握及び化学物質の蓄

積を含む沖合生態系

を中心とした長期モ

ニタリング等の展開

により得られた海底

地形・海洋環境・生物

などの情報を取りま

とめ、平成 28 年度を

目途に地元自治体等

宜実装している。三重県については現在

5 地域での予測にとどまっているが、三

重県南部に至る計 60 地域での予測に向

けて、津波データベースへの蓄積が進ん

でいる。このシステムは中部電力浜岡原

子力発電所にも実装され、ドップラーレ

ーダを用いた別の津波監視システムと

統合して運用が開始された。加えて、尾

鷲市での津波即時被害予測に向けたシ

ステムの高度化も進めている。さらに、

S-net を用いた津波即時予測システムと

して、千葉県にも導入された。 

 

 

 

 

東北地方太平洋沖地震後の海洋生態

系の変化を把握するとともに、科学的知

見を提供し漁業復興や持続的漁業のあ

り方に貢献することを目的に、東北大

学、東京大学大気海洋研究所、機構が中

心となり、文部科学省補助金事業「東北

マリンサイエンス拠点形成事業 TEAMS」

により、地元自治体等と連携し東北の海

洋生態系の調査研究を実施した。本事業

は、文部科学省補助金事業であり、2011

年度から2020年度にわたる10年プロジ

ェクトである。 

本事業に取り組むに当たっては、被災

地の漁業ニーズと機構が保有するノウ

ハウのマッチングが重要である。また、

復興の状況に合わせて臨機応変に対処

する必要がある。そこで、機構が培って

きた沖合底層域漁場における調査と技

術、生物機能分析、情報収集発信、モデ

ルやシミュレーションのノウハウを活

かし、TEAMS のなかで「沖合底層生態系

の変動メカニズムの解明」及び「データ

共有・公開機能の整備・運用」を担当し

た。 

計画概要としては、前半の 5年間を地

震津波後の生態系や環境変動のモニタ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

本項目は、中期目標である「海溝型巨

大地震に対する防災・減災対策への貢献

（国や自治体での活用）」の達成に向け

て順調に成果が創出できている。これま

で、機構は水産を対象とした研究開発へ

の取組事例は多くないが、一方で地震津

波に対する地震学や構造地質学からの

科学的貢献は、大きな実績がある。本項

目において、これまで機構が培ったノウ

ハウを活用しながら、水産・漁業に対す

る貢献の広がりを示したことは画期的

なものと思われる。 

本項目は、復興特別会計予算「東北マ

リンサイエンス拠点形成事業」により実

施しているものであり、海洋生態系に関

する科学的知見により漁業復興を促す

ことを目的にしている。そのため、科学

的成果のみならず被災地への早急な情

報提供と貢献が求められるものである。

また、本項目は、直接的に漁業と繋がり

ステークホルダーが明確なこともあり、
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への情報提供を開始

する。 
さらに、地震・津波

からの生態系の回復

過程についての理解

を前進させるととも

に、生態系等の海域環

境変動評価に基づく

ハビタットマップと

データベースを構築

する。 
これらを活用し、地

震・津波が東北沿岸域

の海洋生態系に与え

た影響と回復過程に

ついての科学的知見

を蓄積し、漁業等の復

興対策に貢献する。 
 

リングを行い、早急な対応が必要な漁業

復興への貢献に向けた科学的情報の発

信とした。後半の 5年間は、モニタリン

グ調査と並行して持続的な漁業復興へ

の貢献するために生態系のモデルによ

って、環境変動や生物分布、資源量変動

の将来予測に関する情報提供を推進す

る。 

巨大津波による瓦礫や陸上からの物

質の漁場への流入は、漁具破損をもたら

すことが懸念された。そのため、フィー

ルド調査に加え被災地自治体や漁業者

と協働しながら、瓦礫の分布変動を解析

した。その結果、瓦礫の分布は一様では

なく海底谷など凹地に多く集積してい

ること、瓦礫の分布量は漁業者等により

瓦礫掃海事業の効果もあり瓦礫が年々

減少する傾向にあるが、平成 29 年度に

おいては減少傾向に歯止めが認められ

ること、海底瓦礫は地震直後には比較的

沿岸寄りに密集していたが、その後、海

底瓦礫は徐々に海域全体に拡散してい

ることがわかった。これらの情報は、平

成 28 年度以前より地元自治体等への情

報提供を行い、瓦礫掃海作業計画の策定

へ貢献したと思われる。 

巨大津波による瓦礫や陸上からの物

質の漁場への流入は、化学汚染をもたら

すことも懸念された。そのため、アミノ

酸窒素同位体分析によって高精度に生

物の栄養段階を求めた上で、各栄養段階

の生物におけるPCBの生物蓄積を解析し

た。そして、地震前に比べ PCB の生物蓄

積濃度は減少しており、地震後は環境基

準値以下であることを明らかにした。こ

れらの情報は、平成 28 年度以前より地

元自治体等への情報提供を行い、水産物

の出荷停止を避ける情報となり、漁業へ

貢献したと思われる。 

生物資源の動態の把握では、地震津波

により沖合底層に生息する水産資源生

物の個体群が変動する可能性が懸念さ

これまで機構が取り組んできた事業と

は異質な側面がある。そのために、被災

地自治体や漁業者との緊密な情報交換

が重要である。 

詳細な海底地形や底質情報について

は、漁業者の漁場設定、漁具設置場所の

選定、被災地水産研究機関の調査に活用

される。魚礁の設置状況や瓦礫による新

たな生物群集形成の様子は、今後の魚礁

設置やメンテナンスに活用されると期

待する。瓦礫分布の変動情報は、国（水

産庁）・自治体・漁業者による瓦礫掃海

方策の策定に活用され、さらに将来方策

にも活用されると期待できる。海洋環境

のモニタリングデータは、地震直後に被

災地研究機関で実施できなかった継続

的な環境モニタリングデータを補完す

るとともに、計測が困難な沖合底層域の

環境モニタリングデータも取得するこ

とができた。これらは漁獲量変動と海洋

環境の相互関係を考察するためのデー

タとしての活用が期待できる。PCB 蓄積

濃度のモニタリング成果は、水産物の食

の安全性を示し、出荷停止になるような

状況を回避できたと思われる。サケ稚魚

の食性やミズカビ病に対する成果は、稚

魚の生残率を向上、魚病の予防に向けた

研究を促し、やがてシロサケの漁獲量の

回復に繋がることを期待する。 

本課題では、将来を見据えた持続的な

漁業を推進するために、生態系のモデル

を駆使した生物分布や環境変動予測情

報の創出に取り組んだ。そして、モデル

構築に不可欠な高解像度の海洋数値モ

デルを開発し，表層から深海まで 1.7km

メッシュの水温、塩分、流れを再現でき

るようになった。これにより、水産生物

の分布と環境の相互関係を議論できる

だけでなく、様々な生態系のモデルを構

築する上での環境データが整備され、生

態系モデル構築が推進されると期待で

きる。2050 年の水温変動予測に基づいた
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れた。キチジ、スケトウダラを対象に遺

伝的多様性を解析したところ、地震前後

で変動は検出されなかった。よって、少

なくともこの2種について遺伝的多様性

に配慮した漁業を行う必要はないこと

を示唆した。また、地震後に漁獲量が減

少しているシロサケ漁業では、稚魚期の

生残率の向上や種苗生産時に発生する

ミズカビ病による斃死を防ぐことが課

題となっている。そこで、餌生物が豊富

な時期に合わせた稚魚放流を行い稚魚

の生残率を向上させるために、放流後の

稚魚の食性を形態と遺伝子を用い解析

した。そして、シロサケ稚魚は既知のも

のよりはるかに多種多様なエサを捕食

していること、なかでもオタマボヤ類が

エサとして優先していることがわかっ

た。これまで以上に正確な稚魚の食性を

明らかにでき、稚魚がとどまる湾で餌生

物が多い時期と場所を狙って放流する

ことで稚魚の生残率を向上させる可能

性を示唆した。ミズカビ病の病原菌の多

様性や感染経路、抗ミズカビ病薬品のポ

テンシャル化合物を生産する微生物の

スクリーニングを行った。ミズカビ病の

病原菌はミズカビ類だけでなくフハイ

カビ類も含まれること、感染経路は飼育

に使われる地下水だけでなく空気感染

もあることを示した。さらに、深海微生

物からミズカビ病原菌を殺菌する化合

物を見いだした。これらの情報は、地元

自治体等への情報提供を行い、効果的な

放流方法や種苗生産、そして抗ミズカビ

薬剤開発につながることが期待される。 

漁場の選定や漁具の設置には、詳細な

地形や底質情報が有益である。三陸沖合

漁場における詳細な地形情報がないこ

と、地震津波で漁場の地形や底質が変化

し、以前の情報が使えないことが懸念さ

れた。また、生態系モデル構築のために

も地形や底質情報が必要となる。そのた

め、漁場となる海域で、東海大学と協同

マガキの分布予測は、地球温暖化に伴っ

た水産養殖業の適応方策策定に活かさ

れることを期待する。また、沖合底引き

漁業で主要な漁獲となるマダラやスケ

トウダラの分布予測モデルも構築され

つつあり、近場の漁場を選定することに

より、燃料代の節約や労働時間の短縮、

そして資源管理方策の基礎情報となる

と期待する。 

「東北マリンサイエンス拠点形成事

業」にはオールジャパン体制で大学、水

産研究機関、民間など 200 名を超える参

画者によって、東北地方太平洋沖の沿岸

から沖合までの海域を対象に、莫大な量

の調査研究データと情報が生み出され

ている。これらのデータや情報は、参画

する研究機関等での共有だけでなく、

様々な研究などに活用されることが肝

要である。そのため、データベースや Web

ページの整備運用を行い、データや情報

を発信した。この作業は、多大な労力と

経費がかかるため、それを担うことがで

きていることは機構の大きな貢献と認

識している。また、さきの指摘事項にあ

るようにデータのアーカイブと事業終

了後のデータアクセス方法についても

検討を進めている。なお、サンプルにつ

いては、機構で取得したものは管理され

ている。 

本事業を通じ、水産研究機関との連携

が醸成され、「東北マリンサイエンス拠

点形成事業」で得られたノウハウを被災

地水産研究機関に伝承することや、将来

の共同研究のシーズも見いだされた。 

本事業の成果を来るべき南海トラフ

巨大地震等に役立てることについては、

今後 2年間で、南海トラフに面した自治

体などへの情報共有を進める予定であ

る。 

以上のように、得られた成果は被災地

ステークホルダーにも活用されてきて

おり、中期目標におけるアウトカムであ
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でマルチビームやソナーによる地形・底

質調査を行った。その結果、主な沖合漁

場域及び岩手県の主要な湾、女川湾の詳

細な地形を把握でき、湾では底質情報も

取得できた。さらに、人工魚礁の状況も

把握でき、地震前後の魚礁設置状況の変

化をとらえることができた。これらの情

報は、漁具設置や漁場選定、研究機関の

調査海域の選定へ使われるようになっ

た。また、生態系モデル構築のための基

礎データを取得できてきた。 

漁業の好不漁は水温や流れなど物理

環境の影響を受けるため、三陸沖漁場に

おける海洋環境をモニタリングしその

構造と変動を把握することは基本とな

る。また、生態系モデル構築のためにも

海洋環境情報が必要となる。そのため、

調査船による CTD 採水調査と、漁場とし

て重要であるがこれまでに計れなかっ

た近底層域の環境について、海底長期観

測装置ランダーを開発して計測した。 

そして、漁場の海洋環境構造把握、親

潮の流入と漁獲の関係について情報を

取得でき、漁獲変動の要因について知見

を提供した。また、生態系のモデル構築

や検証のための基礎データを取得でき

た。 

地震・津波からの生態系の回復過程の

把握するため、瓦礫が生物分布に与える

影響と、近底層域における余震後の変動

について解析した。その結果、瓦礫を新

たなハビタットとして付着生物や資源

生物の生物密度が高くなっていること

がわかった。これらは、将来、沖合域に

魚礁を設置するようなことがあれば、そ

の基礎情報となることが期待される。ま

た、海底長期観測装置ランダーで余震後

の生物の応答をとらえ、底生生物は地震

直後に堆積物で埋没し、その 10 日後に

は地震前の状態に戻ることがわかった。

これは、ある程度の地震後の漁業再開の

タイミングを決める情報になると思わ

る「海溝型巨大地震に対する防災・減災

対策への貢献（国や自治体での活用）」

を達成していると思われる。  
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れる。また、堆積物中のメイオベントス

の分布や組成から、3.11 地震後、少なく

とも平成 26 年までは堆積物の攪乱によ

る影響が残っていることがわかった。 

持続的な漁業に資するために生態系

のモデルによって、環境変動や生物分

布、資源量変動の将来予測に関する情報

の提供が重要となる。そのために生態系

の可視化（ハビタットマップ）に取り組

んだ。まず、様々なモデルの基礎もでる

となる海洋環境について高解像度の海

洋数値モデルを開発し，海洋環境の過去

再現を行なった。これにより、表層から

深海まで 1.7km メッシュの水温、塩分、

流れを再現できるようになった。生物分

布については、2050 年の海洋環境変動予

測に対して、マガキが分布できる最低水

温をあてはめ分布域を推定した。そし

て、2050 年は現在に比べ、マガキ分布が

北になる傾向が予想できた。これは、将

来のマガキ養殖方策策定に対する情報

を提供となることが期待される。また、

海洋環境の再現モデルと過去の漁獲デ

ータから、マダラやスケトウダラの将来

分布予測を行っている。資源量変動の将

来予測では、Ecopath による、生態系構

造のモデル化に取り組んでいる。 

本事業全体では、東北地方太平洋沖の

沿岸から沖合までの海域を対象に、莫大

な量の調査研究データと情報が生み出

されている。そこで、本事業に参画する

研究機関等での共有だけでなく、将来的

に生態系に基づいた海洋資源管理へと

繋がる基礎データの整備、利用に資する

ためのデータ管理・公開機能の整備・運

用に取り組み、データベースや Web ペー

ジの整備運用を進めた。そのため、本事

業に係るデータ管理・公開ポリシー等を

運用して調査・観測計画の情報収集・整

理を進めるとともに、それに紐付く各調

査データやメタデータ等を収集・整理し

た。収集したデータ等は、体系的な整理
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を行い、サーバ及び記録メディア等によ

る保管を行った上で、「調査観測データ

公開システム（RIAS）」及び「調査海域環

境データベース」に登録、公開を行って

きている。機能向上も順次進め、例えば

「調査海域環境データベース」のデータ

提供機能について、利用者の要望に基づ

く使いやすさの向上や取扱データタイ

プの拡充を目的に、複数のデータタイプ

をグループ化する機能や登録用データ

ファイルの品質表示種別やダウンロー

ドフォーマット種類の追加、既存のダウ

ンロードフォーマットのデータタイプ

出力設定機能の追加、データ検索画面の

視認性向上なども実施してきた。また、

生物多様性研究の活動を推進し、得られ

た各種データを広く一般に利活用可能

にするため、生物分布や観察データ、環

境データを統合した情報の公開と統合

的に可視化することを進めている。さら

に、被災地市民（子供たちも）の海離れ

を防ぐために、海洋生物の面白さを伝え

て欲しいとの要望を受け、海洋生物の生

態などを映像や画像で発信してきた。こ

れらは、事業参画者のみならず、被災地

の研究機関や自治体、学校、復興事業に

関わるアセス関連企業、メディア等から

のアクセスやデータの利用がある。ま

た、国が運用する海洋クリアリングハウ

ス「マリンページ」（海上保安庁）へデー

タ提供も行ってきている。  

上述のような科学的情報は、学術誌、

学会発表、インターネット、一般誌、出

前授業、市民講座、説明会、シンポジウ

ム、展示会などを通じ、被災地の自治体、

漁業者、研究機関、政府、研究コミュニ

ティ、市民に向け提供した。そして、地

形や底質調査で得られた人工魚礁の設

置状況については、今後の魚礁設置方策

に向け情報提供できた。沖合漁場の海底

地形図については、被災地水産研究機関

のフィールド調査や漁業者の漁場選定
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に使われるようになった。PCB の分析結

果は、三陸沖の水産資源生物において化

学汚染が進行していないことを示し、食

の安全性を示すとともに出荷停止とな

ることを防いだ。宮城沖の瓦礫分布情報

は、今後の瓦礫掃海事業に活用されると

期待される。さらに、被災地の自治体、

漁業者、研究機関との協働調査が推進で

き強固な連携が進んだ。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(4) 海洋生命理工学研究開発 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282,0284 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

論文数※ ― 151 96 87 119 102 予算額（千円） 1,248,783 1,358,799 1,116,751 1,101,957 1,177,476 

       決算額（千円） 1,238,324 1,267,813 1,108,367 1,206,430 1,430,485 

       経常費用（千円） 1,587,724 1,578,265 1,376,021 1,546,783 1,422,310 

       経常利益（千円） ▲233 40,298 660 ▲24,696 48,154 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 1,759,801 1,424,990 1,168,467 1,540,486 1,339,729 

        従事人員数 162 165 148 197 143 

※査読無し論文も含む。また、複数の項目に係る論文の場合には双方で加算する。                            
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 海洋の生物多様

性の維持とその持

続的な利用を推進

するためには、海洋

生態系の構造と機

能及びその変動、さ

らには、その根幹と

なる生物多様性を

創出するプロセス

とメカニズムを理

解する必要がある。

また、人類にとって

未踏の領域である

深海や海底下は、高

圧・低温といったユ

ニークな環境に適

応した生物が存在

我が国の周辺海域

は生物多様性のホッ

トスポットであるが、

特に深海の環境及び

深海生物に関する情

報が不足している等、

現代においても未踏

のフロンティアであ

る。また、生態系の保

全という観点から、生

物多様性に関する条

約（CBD）及び生物多様

性と生態系サービス

に関する政府間科学

政策プラットフォー

ム（IPBES）に対し、機

構がこれまでに蓄積

【大評価軸】 
・イノベーショ

ンの創出への貢

献や国際的な取

組への対応を通

じて、生物多様

性の維持と持続

的な利用の推進

に貢献したか 
 
【中評価軸】 
・研究開発成果

の 科 学 的 意 義

（独創性、革新

性、先導性、発展

性等）が十分に

大きなものであ

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

○海洋生物特有の機能を活用したイノ

ベーションの創出 

 以下の研究成果及び事業の実施によ

り、海洋生物特有の機能を活用したイノ

ベーションの創出に大きく貢献したと

いえる。 

・深海生物特有の機能の活用を図ること

を目的に、深海堆積物を有用微生物の

分離源として外部機関に提供する事

業（深海バイオリソース提供事業）を

実施。民間企業 7社、アカデミア 4機

関の計11機関への試験提供を完了し、

平成30年度末の目標を平成30年 7月

末時点で達成した。さらに、平成 31 年

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・中期目標期間を通して、極限

環境生物に関する科学的に

重要な新知見を継続的に見

いだし、国際水準に照らし

ても科学的意義の高い成果

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・中期目標期間を通して、極限

環境生物に関する科学的に

重要な新知見を継続的に見

いだし、国際水準に照らし

ても科学的意義の高い成果
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する極限環境生命

圏であり、生息する

生物の中には、社会

にとって有用な機

能を有している可

能性がある。 
このため、機構

は、深海へのアクセ

スが可能である世

界最先端の研究開

発基盤を有する研

究機関として、研究

船、有人潜水調査

船、無人探査機等と

いった先端的な観

測技術を活用し、深

海等における未踏

の極限環境生命圏

を含む海洋を調査

する。また、海洋生

態系の機能、地球環

境との相互作用、物

理・化学プロセスと

生物の関連を明ら

かにするとともに、

海洋生物多様性を

生み出すメカニズ

ムの解明に資する

研究成果を創出す

る。さらに、ライフ

サイエンス分野や

工学研究との融合

や産学官連携を強

化することにより、

将来の産業化に向

けた取組を行い、極

限環境下での海洋

生物特有の機能等

を最大限に活用し

たイノベーション

を創出する。 
生物学的特性や

してきた観測データ

の提供を通じた貢献

が期待されている。そ

のため、機構は、極限

環境生命圏において

海洋生物の探査を行

い、生命の進化及び共

生メカニズムについ

て新たな科学的知見

を提示する。また、極

限環境生命圏には、高

圧・低温に適応した生

物が存在し、それらが

持つ有用な機能や遺

伝子を利活用できる

可能性が秘められて

いることから、探査に

よって得られた試料

を利用して理工学的

なアプローチを実施

し、深海・海洋生物由

来の有用な機能に関

する応用研究を行い、

極限環境下での海洋

生物特有の機能等を

最大限に活用したイ

ノベーションを創出

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るか 
・国際的な水準

に照らして十分

大きな意義があ

るものか 
・取組が期待さ

れた時期に効果

的・効率的に実

施されたか 
・実施体制や実

施方策が妥当で

あるか 
・民間企業・産業

界において活用

されたか若しく

はそれにつなが

る可能性がある

か 
・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 月末時点で計 13 機関への深海堆積

物の提供を完了し、想定を上回る成果

となった。 

・新規 RNA ウイルス探索技術を用いた海

洋におけるRNAウイルスの多様性研究

では、独自技術の横展開により「ウイ

ルス二本鎖 RNA 精製キット」を上市。

ライフサイエンス分野での活用に向

けた科研費新学術領域「新ウイルス

学」との連携により、同手法によるス

クリーニングを含む課題での AMED 競

争的資金獲得。海外出願準備中。 

・深海堆積物から D-アミノ酸を好んで

食べて増殖する微生物を発見し、深海

極限環境には陸上とは異なる世界が

広がっている可能性が示唆された。今

後、D-アミノ酸を好む微生物の生態学

上の役割や微生物細胞内での D-アミ

ノ酸利用に関する機能等が明らかに

なれば、新たな医用技術やバイオテク

ノロジー開発への応用が期待できる。 

・高温・高圧という深海の極限環境にヒ

ントを得たナノ乳化装置については

平成 28 年 3 月から販売され、累計 1

億円に迫る売上である（平成 30 年度

末時点）。その他、実用化に向けた民間

企業6社との共同研究を実施中となっ

ている。 

 

○国際的取組への貢献 

以下の研究成果及び事業の実施によ

り、国際的取組への貢献を達成したとい

える。 

これまで日本周辺の化学合成生物群

集の保全や、巨大地震に影響を受ける生

態系や斜面崩壊の化学物質によって形

成されるユニークな微生物生態系、ま

た、日本周辺の EBSA 候補を浅海から深

海底にかけて示唆するなど、深海におけ

る生物多様性に関する知見を創出して

きた。 

これらの取組により、科学的議論、政

を多数発表している。ウイ

ルス検出技術、高圧下での

乳化技術等の産業応用に直

結するものから、未知の深

海生物の発見や深海生物か

らの新規有用物質の発見・

抽出、さらには初期地球や

地球外環境（土星衛星）にお

ける生命の進化の謎に迫る

独創的なものまで、多岐に

わたる研究成果が創出され

ている。 

・当初の目標であった「生物多

様性の観点から重要度の高

い海域（EBSA）の選定への機

構の研究成果の活用」が既

に達成されたこと、また、今

後日本周辺の海洋保護区

（MPA）の選定にも成果の活

用が見込まれることは、高

く評価できる。 

・深海の極限環境にヒントを

得た新規の乳化装置を民間

企業との共同研究によって

開発、実用化し、販売を開始

した事例や、ウイルスの網

羅的検出技術の医療・畜産

分野への技術移転事例な

ど、研究成果を社会実装へ

つなげるための技術シーズ

の展開事例が着実に増加し

ている点は高く評価でき

る。 

・機構が取得・管理している

様々な深海バイオリソース

の提供事業を本格化し、中

期目標期間の数値目標を上

回るリソース提供実施数が

見込まれることも評価に値

する。 

 

 

を多数発表している。ウイ

ルス検出技術、高圧下での

乳化技術等の産業応用に直

結するものから、未知の深

海生物の発見や深海生物か

らの新規有用物質の発見・

抽出、さらには初期地球や

地球外環境（土星衛星）にお

ける生命の進化の謎に迫る

独創的なものまで、多岐に

わたる研究成果が創出され

ている。 

・当初の目標であった「生物多

様性の観点から重要度の高

い海域（EBSA）の選定への機

構の研究成果の活用」が既

に達成されたこと、また、今

後日本周辺の海洋保護区

（MPA）の選定にも成果の活

用が見込まれることは、高

く評価できる。 

・深海の極限環境にヒントを

得た新規の乳化装置を民間

企業との共同研究によって

開発、実用化し、販売を開始

した事例や、ウイルスの網

羅的検出技術の医療・畜産

分野への技術移転事例な

ど、研究成果を社会実装へ

つなげるための技術シーズ

の展開が進められ、ナノ乳

化装置の販売やウイルス二

本鎖 RNA 精製キットの上市

など具体的成果が上がって

いる点は高く評価できる。 

・機構が取得・管理している

様々な深海バイオリソース

の提供事業を本格化し、中

期目標期間の数値目標を上

回るリソースの提供実績を

上げたことも評価に値す

る。 
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多様性に関する情

報の提供等を通じ、

IOC及びIPBES等の

国際的な取組への

貢献も果たす。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策・科学対話を牽引し、日本近海の EBSAs

が選定。また、機構からは 3名が有識者

として環境省「沖合域の生物多様性保全

の在り方検討会」へ参加。日本周辺の沖

合深海域における海洋保護区（MPA）の選

定に貢献するなど、海洋生物多様性の維

持と持続的な利用推進に向け先導的な

役割を果たした。 

 

○海洋生態系の機能、地球環境との相互

作用、物理・化学プロセスと生物の関

連の理解 

 以下の研究成果により、海洋生態系の

機能、地球環境との相互作用、物理・化

学プロセスと生物の関連の理解に大き

く貢献したといえる。 

・約 40 億年前の深海熱水環境における

物理・化学条件の再現に成功、その条

件下での初期生態系機能や代謝推定

の結果、原始海洋での化学進化プロセ

スの解明におけるシナリオを提示し

た。さらに、約 40 億年前の深海熱水

環境における地球電流の発生と電気

化学自己触媒化学反応ネットワーク

の寄与を明らかにし、初期生命に至る

前生物学的化学・代謝進化プロセスに

おいて「深海熱水電気化学メタボリズ

ムファースト生命起源」説を提示し

た。 

・これらは、「生命圏の限界」を規定する

理論構築したものであり、「初期地球

と生命の共進化プロセス」に関する独

創的な研究成果。NASA の Ocean World

プロジェクトの重要テーマの策定へ

と繋がるなど「国際的な取組への貢

献」にも繋がった科学的成果である。

この延長線には、「地球外天体におけ

る海洋—熱水—生命の相互作用」に関す

るモデル提示や将来の地球外生命探

査に向けたアストロバイオロジー研

究展開という新学術領域も創出され

ており、今後更なる波及効果が期待で

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・引き続きオープンイノベー

ションの取組を推進すると

ともに、今後も制度や施策

の見直しを適時図りなが

ら、より戦略的なスキーム

を構築し、実施例の「数」だ

けではなく「質」の面も十分

に吟味の上、当該分野で潜

在的に期待される画期的な

イノベーション創出への道

筋を検討することが重要で

ある。 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・産業への可能性を視野に含

めて、幅広に研究に取り組

んでいる点は評価できる。

今後、具体的な成功事例を

早く出すことが求められ

る。 

  

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・引き続きオープンイノベー

ションの取組を推進すると

ともに、今後も制度や施策

の見直しを適時図りなが

ら、より戦略的なスキーム

を構築し、実施例の「数」だ

けではなく「質」の面も十分

に吟味の上、当該分野で潜

在的に期待される画期的な

イノベーション創出への道

筋を検討することが重要で

ある。 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・産業への可能性を視野に含

めて、幅広に研究に取り組

んでいる点は評価できる。

今後も具体的な成功事例が

積み重なっていくことを期

待する。 

・世界をリードする画期的な

新発見もあり、Ｓ評価でも

いいのではという印象を受

ける。 
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きる。 

 

○生物多様性創出メカニズムの解明 

以下の研究成果により、生物多様性創

出メカニズムの解明に大きく貢献した

といえる。 

・保有する深海探査システム等を活用

し、極限環境生命圏探査を通じたメタ

オミクス的手法により微生物生態系

の構造や機能の分化、及び化学合成共

生システムの成立プロセスや機能の

多様性の解読に取り組んだ。その結

果、超深海海溝微生物生態系の特殊性

と遍在性の明示や、多様な化学合成共

生システムの原理や機能の理解、深海

や海底下環境における未知のウイル

ス世界の広がりを明らかにしてきた。 

・これらの成果は超深海海溝生命圏の普

遍性を示すとともに深海生態系機能

が全球海洋物質循環において大きな

影響を及ぼしていることも示した。こ

れにより、平成 28 年に開始された欧

州科学財団や米国民間研究助成財団

の超深海海溝生命圏国際共同研究な

ど世界的な超深海海溝研究の振興に

結びついた。 

・さらに、海流による生物地理区の形成

や種分化プロセスについて知見を得

たことは、熱水噴出域間の生物分散や

遺伝子交流という生物地理学的知見

を深めただけでなく、資源開発域にな

っている熱水噴出域保全に向けた方

針策定根拠にとなりうるものであり、

今後の「持続的な利用推進」への貢献

に直接つながる。 

 

評価推進委員会からは、 

・科学・学術面への貢献として、急速に

進展を遂げるゲノム解析技術を随所

に取り入れながら、機構に特徴的な探

査システム等と得意とする培養・生化

学的手法、同位体解析等を駆使し、国
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①海洋生態系機能の

解析研究 
海洋生物多様性を

生み出すメカニズム

や、深海を含む海洋に

おける特殊な環境へ

の生物の適応過程を

明らかにするため、平

成 28 年度までに真核

生物の新規系統群を

見いだすとともに深

海生態系の基礎構造

解析を実施し、海洋生

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際的な取組への貢献 

海洋生物多様性の維持と持続的な利

用推進を目的とする国際的な取組とし

て、CBD 第 10 回締約国会議において、

2020 年までに生物多様性と生態系サー

ビスの保全に重要な海域の 10％を、効果

的、衡平に管理する海洋保護区（MPA）に

するという愛知目標が採択された。同様

に、SDGs においても、入手可能な最適な

科学的情報に基づいて、沿岸・海洋エリ

アの最低 10％を保全することが掲げら

際的にもインパクトのある数々の傑

出した成果を上げた 

・国際的な貢献では、今中期に目標とし

た「EBSA の選定への機構の研究成果の

活用」が既に達成され、さらに日本周

辺のMPA選定にも成果の活用が見込ま

れることは、これまでの機構の戦略的

な取組の結果といえる 

・民間企業との共同研究を通じた、成果

の社会実装につながる技術シードの

展開事例の増加や深海バイオリソー

ス提供事業の予算化、実行部署の設置

に加え、今期の数値目標をはるかに超

えるリソース提供実施数が見込まれ、

今後の産学連携の柱として成長が期

待できる 

との高い評価と「特に研究成果にＳと評

定できる傑出した成果も数多く含んで

いる」とのコメントを受けている。 

 

以上、今中期目標期間を通して、中期

目標や事業計画に照らし、本項目による

成果・取組等について総合的に勘案した

結果、今後も期待を上回るアウトカム

「海洋生物多様性の維持と持続的な利

用推進」の創出が見込めると評価でき

る。よって中期目標期間の評価は「Ａ」

とする。 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

国際的な貢献においては、「EBSA の選

定への機構の研究成果の活用」が平成 29

年度に達成された。さらに、平成 29 年

度から環境省「沖合域の生物多様性保全

の在り方検討会」にも機構から研究者が

参加し、議論をリードしながら海洋保護
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物が独自に発達させ

た生態系やその進化

過程、多様な構造・機

能に関する研究を実

施し、生物の進化につ

いて新たな科学的知

見を提示する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れている。 

日本の MPA は主に沿岸域を中心に

8.3％しかなく、残り 1.7％（北海道の面

積並み）を選定するために沖合・深海に

おける選定が重要となる。MPA を選定す

るに当たっては、生物多様性の観点から

重要度の高い海域（EBSA）の選定を行う

ことが、CBD で決められている。そこで、

海洋生命理工学研究開発課題では、海洋

生物多様性の維持と持続的な利用推進

を目的とした国際的な取組への貢献と

して、機構で得られた知見や成果が日本

の EBSA 選定に活用されることを中期計

画の目標とした。 

日本周辺の沖合・深海域における EBSA

選定では、環境省の重要海域抽出検討会

や CBD/EBSA ワークショップ（中国）に

機構から参画した。機構がこれまで集積

した化学合成生態系や海溝域などの生

態系のユニークさを明らかにした研究

成果を根拠に（例えば Fujiwara et al. 

2001, Fujikura et al. 2008, 2010, 

Kitahashi et al. 2014, Nunoura et al. 

2015）、日本周辺の化学合成生物群集域

や海溝域などを候補として挙げ、それら

がCBDにおいてEBSAとして認定された。 

加えて、沖合・深海域の MPA 選定につ

いて平成 29 年度に「沖合域の生物多様

性保全の在り方検討会」が環境省で立ち

上がり、機構からも研究者が参加し、議

論をリードしながらMPA選定を進めてい

る。政府は、2019 年には MPA 関連法を成

立させ、2020 年までに沖合・深海域を含

む MPA を決定する予定である。沖合・深

海域の MPA 選定には、機構の活動で得ら

れた深海生態系データが活用される見

込みである。さらに、CBD に情報提供し

ているIPBESには MEPメンバーとして平

成 30 年 3 月まで参画し、平成 30 年 1 月

に IPBES が公表した論文“Nature’s 

contributions to people”は、海洋の

みならず地球の生物多様性維持と持続

区選定を進めている。政府は、2019 年に

は MPA 関連法を成立させ 2020 年までに

沖合・深海域を含む MPA を決定する予定

である。沖合・深海域の MPA には、機構

の活動で得られた深海生態系データが

活用される見込みである。 

加えて基礎研究では、海洋生物多様性

を生み出すメカニズムや、深海を含む海

洋における特殊な環境への生物の適応

過程を明らかにするとともに生物の進

化について新たな科学的知見の提示を

目指して、真核生物の新規系統群の探

索、深海生態系の基礎構造解析、海洋生

物が独自に発達させた生態系やその進

化過程、多様な構造・機能に焦点をあて

て研究を実施した。特筆すべき成果の例

として、以下などが挙げられる。 

真核生物の多様性・系統に関する理解

の大幅な躍進をもたらした新規真核微

生物における新しいスーパーグループ

レベルの系統群と3新属７新種におよぶ

原生生物の発見は、生物の進化について

新たな科学的知見を提示するとともに、

これらの現象を理解する上で重要な海

域の選定根拠となっている。 

また、「原始海洋での化学進化プロセ

スの解明」を目指して、「地球における持

続的初期生態系の誕生場とその環境—代

謝相互作用プロセス」について調査・理

論計算・実験に基づいた約 40 億年前の

深海熱水環境における物理・化学条件の

再現に成功しただけでなく、その条件で

の初期生態系の機能や代謝の推定を行

い、「JAMSTEC モデル」と呼ばれる最も有

力なシナリオの提示にまで到達した。 

続いて「初期生命から Last Universal 

Common Ancestor (LUCA)に至る場とプロ

セス」についての JAMSTEC モデルだけで

なく、「初期生命に至る前生物学的化学・

代謝進化プロセス」についても、調査・

理論計算・実験に基づいた約 40 億年前

の深海熱水環境における地球電流の発
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的な利用推進のために、世界に向けたイ

ンパクトのあるメッセージになると期

待される。また、世界の中央海嶺研究者

のネットワークである Inter Ridge 傘下

にある Ecological Connectivity and 

Resilience Working Group にも研究者

が参画した。熱水域を鉱物資源開発の対

象とする場合、熱水生態系の回復力に関

する科学的情報が不足していることを

論文として公表したことは、今後の海洋

生物多様性の維持と持続的な利用推進

を考える上で、深海生態系研究促進の重

要性を示したと考える。 

海洋生物多様性の維持と持続的な利

用推進のためには、全球規模での海洋生

物の科学的情報が不可欠である。生物の

多様性や分布データを集積し、様々な解

析を行って情報発信するシステムとし

て、IOC 傘下の OBIS は、海洋に係わる

様々な国際的な取組（CBD、SDGs、GEO、

GOOS、BBNJ など）の基準的な情報提供シ

ステムとなっている。機構は OBIS の日

本ノードとして、海洋生命理工学研究開

発での調査情報を含めた、日本の海洋生

物多様性に関する情報を OBIS に提供す

るとともに、OBIS コミュニティとして、

海洋生物や生態系が係わるグローバル

な課題に情報提供する一翼を担ってい

る。 

加えて、平成 30 年度に国際深海生物

学会（Deep-sea Biology Society）が中

心となって提言した「種に重点を置い

た」深海探査のアプローチも OBIS を用

いて解析した。このように機構のOBISへ

の貢献は海洋生物多様性の維持と持続

的な利用推進、そして海洋生物研究の推

進につながっているといえる。 

海洋生態系機能の解析研究として、本

中期計画においては、海洋生物多様性を

生み出すメカニズムや、深海を含む海洋

における特殊な環境への生物の適応過

程を明らかにするとともに、生物の進化

生と電気化学自己触媒化学反応ネット

ワークの寄与を明らかにし、深海熱水環

境における鉱物触媒と電気化学反応が

駆動する単系統・多重代謝特化生命の誕

生を導いたとする「深海熱水電気化学メ

タボリズムファースト生命起源」説の提

示にまで至った。 

これらの仮説モデルやシナリオは、機

構主導の日本発の「初期地球と生命の共

進化プロセス」に関する独創的な研究成

果であり、NASA の Ocean World プロジェ

クトの重要テーマの策定へと繋がるな

ど、国際水準に照らしても科学界のみな

らず一般社会にも反響のあった中期計

画における最も特筆すべき科学的成果

の一つである。 

これらの成果の延長線に、調査・理論

計算・実験に基づいた「地球外天体にお

ける海洋—熱水—生命の相互作用」につい

てのモデルの提示や将来の地球外生命

探査に向けたアストロバイオロジー研

究展開という新しい学術領域の創出を

位置づけることができ、海洋・地球・生

命の統合的理解に向け大きなパラダイ

ムシフトをもたらしたと判断できる。 

 本項目による成果・取組等について

総合的に勘案した結果、中期目標を上回

る顕著なものであったと判断できる。 
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について新たな科学的知見の提示を目

標に、真核生物の新規系統群の探索、深

海生態系の基礎構造解析、海洋生物が独

自に発達させた生態系やその進化過程、

多様な構造・機能に焦点をあてて研究を

実施した。 

まず、真核生物の進化や多様化を理解

する上で重要な新規系統群を発見し、そ

れらの進化系統的位置、多様化を促すメ

カニズム、適応過程を明らかにすること

を目指して、海洋における一大未知生物

群として認識されていたディプロネマ

綱（ユーグレノゾア門）を対象に多様性

の理解に取り組んだ。その結果、未同定

であった巨大系統群に属すヘミスタシ

アの同定、その遺伝子の断片化と発現過

程でのRNAの二次的挿入という新現象と

成立プロセスを明らかにした。その他、

新規開発培養法を用いた未記載種の効

率的探索と分類学的整理（3 新属 7 新種

の記載含む）や、新規ディプロネマ類の

幾つかは細胞質に共生細菌を保有する

ことを明らかにするなど、一連の研究に

よってディプロネマ類の多様性を解明

し、海洋生物学・進化細胞学において重

要な研究対象であることを示した。 

さらに、ストラメノパイル内の初期分

岐系統を発見し、嫌気環境に適応した真

核微生物であることを解明したことを

起点に、ストラメノパイル内でカルジオ

リピンの生合成経路が2タイプ（CLS_cap

と CLS_pld）存在し、系統ごとに使い分

けていることを明らかにした。また、真

核生物ドメインの系統的所属が不明だ

った複数の生物を解析した結果、所属の

解明だけでなく、真核生物全体の系統分

岐関係の理解や、スーパーグループに相

当する巨大生物群の存在を明らかにし

た。これらの知見に基づいて、真核生物

位全体の分類体系の再整理を進めてい

る。 

陸域や浅海域生態系では頂点捕食者
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が、生態系の構造を制御するトップ・ダ

ウン・コントロールが知られ、その重要

性が認知されている。一方、深海生態系

では頂点捕食者の重要性が不明なまま、

平均水深 500m 超で、栄養段階上位と思

われる大型魚を漁獲対象とした底魚漁

業が近年実施されており、その影響が危

惧されている。そこで深海生態系の基礎

構造解析研究では、深海生態系での頂点

捕食者の機能を明らかにし、トップ・ダ

ウン・コントロールの評価を目指して、

深海魚試料を得やすい駿河湾を対象に

深海域における頂点捕食者の役割や重

要性、漁業活動への影響について評価を

実施した。 

その結果、駿河湾深部生態系は浅海域

と類似した生態系構造を有し、上位捕食

者によるトップ・ダウン・コントロール

が存在する系であることを示唆するデ

ータが得られ、論文化を進めている。こ

れは、漁獲圧が高まっている深海上位捕

食者を適正に保全しなければ、脆弱な深

海生態系のサステナビリティを損失す

る可能性を示すものである。 

この研究の過程では、新種として記載

予定の巨大硬骨魚が発見され、論文投稿

中である。その栄養段階は海洋生物の中

で最上位に近いことが明らかになりつ

つあり、深海生態系の食物連鎖構造に対

する新たな知見となる。 

また、深海熱水噴出域は地理的に不連

続に形成され、固有での底生生物が分布

しユニークな生態系が形成されるにも

かかわらず、資源開発対象域となってい

る。そこで、海洋物理モデルとプランク

トン幼生期間を考慮しながら、西太平洋

における底生生物の幼生分散ポテンシ

ャルの評価に取り組んだ結果、海流によ

る生物地理区の形成や種分化プロセス

についての知見を得ることができた。こ

の成果は、熱水噴出域間の生物分散や遺

伝子交流といった生物地理学的知見を
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深めただけでなく、今後の熱水噴出域の

保全に向けた方針策定の根拠になりう

るものであり、「海洋生物多様性の維持

と持続的な利用推進」への貢献に直接つ

ながることが期待できる。 

海洋生物が独自に発達させた生態系

やその進化過程、多様な構造・機能では、

初期海洋環境と原核生物の共進化プロ

セスを理解するために、冥王代－太古代

に焦点を当て、海洋の二酸化炭素濃度／

全球炭素フラックスの解読、地質記録解

読と微生物による安定同位体分別／平

衡効果指標の確立、原始海洋での化学進

化プロセスの解明に取り組んだ。 

まず、「海洋の二酸化炭素濃度／全球

炭素フラックスの解読」として、本中期

計画では太古代地質試料を用いた流体

包有物解析から原始地球大気及び海洋

の化学組成や二酸化炭素濃度・全球炭素

フラックスの評価を目指した。破壊抽出

法及び非破壊分析（ラマン分光）によっ

て初期地球試料中の流体包有物解析を

行い、太古代海水の化学組成と二酸化炭

素濃度の変化をこれまでにない解像度

で再現することに成功した。 

次に、「地質記録解読と微生物による

安定同位体分別／平衡効果指標の確立」

として、過去の地球—生命の共進化プロ

セスを紐解くだけでなく、現世の地球環

境におけるエネルギー・物質循環を可視

化・定量する鍵となる生物活動による安

定同位体比分別／平衡効果の新しい指

標の確立を目指した。特に、海底下環境

条件でのメタン菌によるメタン生成時

の炭素・水素同位体比分別／平衡効果が

現場水素濃度に大きく影響されること

を実験的に明示しただけでなく、海底下

メタンの移動・集積・溶解過程において

も海底下メタン菌の代謝の影響を受け

ることを明らかにしたことは、炭化水素

の起源や履歴解釈に対する革新的な視

点を提示し、地球規模課題における研究
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計画策定や海洋生物進化、海底エネルギ

ー資源研究開発など広大な海洋空間の

総合的理解においても大きく影響を与

えうる成果である。 

さらに、「原始海洋での化学進化プロ

セスの解明」を目指して、「地球における

持続的初期生態系の誕生場とその環境—

代謝相互作用プロセス」について調査・

理論計算・実験に基づいた約 40 億年前

の深海熱水環境における物理・化学条件

の再現に成功しただけでなく、その条件

での初期生態系の機能や代謝の推定を

行い、「JAMSTEC モデル」と呼ばれる最も

有力なシナリオの提示にまで到達した。

続いて、「初期生命から Last Universal 

Common Ancestor （LUCA）に至る場とプ

ロセス」についての JAMSTEC モデルだけ

でなく、「初期生命に至る前生物学的化

学・代謝進化プロセス」についても、調

査・理論計算・実験に基づいた約 40 億

年前の深海熱水環境における地球電流

の発生と電気化学自己触媒化学反応ネ

ットワークの寄与を明らかにし、深海熱

水環境における鉱物触媒と電気化学反

応が駆動する単系統・多重代謝特化生命

の誕生を導いたとする「深海熱水電気化

学メタボリズムファースト生命起源」説

の提示にまで至った。これらの仮説モデ

ルやシナリオは、機構主導の日本発の

「初期地球と生命の共進化プロセス」に

関する独創的な研究成果であり、科学界

のみならず一般社会にも反響のあった

中期目標期間における最も特筆すべき

科学的成果の一つである。 

これらの成果の延長線に、調査・理論

計算・実験に基づいた「地球外天体にお

ける海洋—熱水—生命の相互作用」につい

てのモデルの提示、新たな非生物学的代

謝系進化シナリオが宇宙における必然

的な生命誕生プロセスである点や地球

外生命の存在が同様に普遍的な現象で

あるという将来の地球外生命探査に向
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②極限環境生命圏機

能の探査、機能解明及

びその利活用 
機構が保有する探

査システム等を活用

し、極限環境生命圏の

探査を行い、微生物生

態系の構造や環境－

微生物－生物間にお

ける共生システムの

相互作用及び生命の

進化プロセスに関し

て科学的知見を蓄積

する。 
これにより得られ

た試料や知見を用い

て、極限環境下での物

理・化学プロセスの理

解を進めるとともに、

特有の機能に関する

応用研究を展開し、更

なる生命機能の利用

可能性を示す。 
また、深海・海洋生

物が生産する有用な

酵素、生理活性物質等

の機能及び生産技術

に関する研究を実施

けたアストロバイオロジー研究展開と

いう新しい学術領域の創出を位置づけ

ることができ、海洋・地球・生命の統合

的理解に大きなパラダイムシフトをも

たらした予想を上回る達成状況と自己

評価できる。 

加えて、研究論文としての新たな非生

物学的代謝系進化仮説の構築と提案に

留まることなく、日本語総説 1報の発表

及び書籍 「生命の起源はどこまでわか

ったか――深海と宇宙から迫る」の刊行

（高井研編著, 岩波書店, 2018）により

学説の啓蒙及び定着化を進めた。 

 

 

 

 

機構が保有する探査システム等を活

用し、極限環境生命圏の探査を行い、微

生物生態系の構造や環境－微生物－生

物間における共生システムの相互作用

及び生命の進化プロセスに関して科学

的知見を蓄積するために、活動的海溝域

（日本海溝域、小笠原海溝域、マリアナ

海溝域）及び深海熱水域（沖縄、インド

洋、カリブ海等）での探査、そして固有

の海溝微生物生態系の機能をメタオミ

クス的手法による解析を行った。 

活動的海溝域においては、まずマリア

ナ海溝をモデル海溝として、その水塊及

び堆積物中の微生物生態系の構造と機

能の解明を目指した。その結果、水深

6000m を超える超深海海溝谷水塊に、独

自の微生物生態系が存在すること、及び

その存在が海溝斜面堆積物混濁流によ

る堆積有機物の再懸濁によって駆動さ

れること、を明らかにし、超深海海溝生

命圏の存在を発見した。また、マリアナ

海溝堆積物中における超深海微生物生

態系の構造と機能を明らかにしただけ

でなく、西太平洋の様々な超深海海溝谷

水塊及び堆積物中にも、マリアナ海溝と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

イノベーション創出に向けた取組に

ついては、これまで試験的に行ってきた

深海バイオリソース提供が事業化され、

実行部署が設置されるなど、安定運用の

道筋が拓けたといえる。平成 30 年 7 月

に提供者数の数値目標を達成しただけ

でなく、産業界からのニーズが強い「深

海微生物分離株」や「環境ゲノム情報」

の外部提供に向けた準備など、将来的な

事業基盤の安定にむけた体制整備を進

めている。 

さらに、民間企業との共同研究を通じ

て深海極限環境研究で培われた再現技

術の展開事例も増加しており、今後の研

究成果の社会実装に大きく貢献したと

評価する。 

基礎研究においても、深海へのアクセ

スが可能である世界最先端の研究基盤

を駆使し、極限環境生命圏を含む海洋調

査を行い、微生物生態系の構造や環境－
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し、新規の深海・海洋

生物由来の機能等を

最大限に活用したイ

ノベーションを創出

する。 
 
 

同様の超深海海溝生命圏が存在し、超深

海海溝生命圏の存在がマリアナ海溝に

特異的なものでなく、世界的に広がる普

遍的な現象であることを示した。さら

に、大型生物や原核生物だけでなく、超

深海海溝における環境ウイルスの多様

性、機能についてもメタオミクス的手法

を用いて明らかにし、超深海海溝生命圏

を含む深海生態系機能が全球海洋物質

循環において大きな影響を及ぼしてい

ることも示すに至った。これらの超深海

海溝生命圏に関する研究成果は、高IF学

術誌をはじめとする国際誌に発表され、

周辺分野に大きなインパクトを与えた

先端的かつ独創的な科学成果となった

だけでなく、中期目標上におけるアウト

プットである「海洋生態系の機能、地球

環境との相互作用、物理・化学プロセス

と生物の関連の理解」や「生物多様性創

出メカニズムの解明」に大きく貢献する

ものであり、また世界的な超深海海溝研

究の振興（2011 年アメリカの HADES、平

成 27 年中国の超深海生命圏研究所、平

成 28 年欧州科学財団や米国民間研究助

成財団の超深海海溝生命圏国際共同研

究等の開始）に結びついた。 

深海熱水域での極限環境生命圏機能

の探査及び機能解明については、世界の

100 箇所に及ぶ深海熱水域の物理・化学

環境とそこに生息する微生物生態系の

存在様式の関係性の一般性原理が明示

された。中期目標期間においては、未だ

探査されていない沖縄トラフやインド

洋やカリブ海における新しい熱水域の

探査が行われ、物理・化学環境とそこに

生息する微生物生態系の存在様式の関

係性が明らかにされた（10 報の研究論

文）が、いずれも一般性原理を外れたも

のではなかった。むしろ、その一般性原

理を揺るがすような新たな科学的知見

の発見、つまり深海熱水環境における地

球電流の発生の発見に基づく「光合成生

微生物－生物間における共生システム

の相互作用及び生命の進化プロセスに

関して科学的知見を蓄積し、その理解を

進めるとともに、特有の機能に関する応

用研究の展開や有用な酵素、生理活性物

質等の機能及び生産技術に関する研究

を推進し、高 IF 学術雑誌をはじめとす

る国際誌に多数研究論文を発表するな

ど、多くを計画の1年前倒しで達成した。 

特筆すべき成果の具体例として、深

海・超深海生命圏の炭素循環における亜

硝酸酸化細菌の重要性の解明や深海微

生物生態系において未発見の有用代謝

が存在する可能性だけでなく、可塑的な

原始中心代謝による「生命の起源＝混合

栄養」説の提唱に結びついた多元的オミ

クス研究による新奇 TCA 回路の証明は、

初期生命の生合成の在り方について重

要な示唆を与える「培養・生化学的解析

手法」の成果といえ、極めてユニークか

つ国際的水準に照らしてトップクラス

の研究成果であると認められる。 

研究開発において、機構でしか為しえ

ないような特筆すべき科学的成果がい

くつも生み出されており、中期目標や事

業計画に照らして、本項目による成果・

取組等を総合的に勘案した結果、中期目

標を上回るアウトカムを達成したと判

断できる。 
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態系」と「化学合成生態系」に続く第三

の生命エネルギー獲得様式に支えられ

た「電気合成生態系」の存在についての

予見が特筆すべき科学的成果に挙げら

れる。また、平成 25 年に実施したブラ

ジルとの大西洋ブラジル沖での共同調

査の成果として、世界最深部の鯨骨生物

群集の発見、鯨骨生物群集の種多様性は

ホネクイハナムシによる骨分解が進む

ことで増加すること、微生物分解作用に

よって化学合成生態系を支えられない

アスファルト湧出現象の発見、新種の鯨

化石発見など、未踏の深海域であった大

西洋ブラジル沖の深海生態系について

世界に先駆けてその特徴を明らかにし、

中期目標期間中に国際雑誌の特集号な

どで公表された。この共同調査について

は平成 28 年 9 月の日・ブラジル首脳会

談時にも触れられるなど、「国際的な取

組への貢献」としての意義も大きい。さ

らに、深海熱水域での極限環境生命圏機

能の探査及び機能解明では、IODP による

海底下極限環境生命圏研究の成果と結

びついた「地球生命圏の限界とその条件

の解明」において特筆すべき研究進展が

あった。沖縄トラフ伊平屋北熱水域で行

われた IODP331 次航海、下北沖前弧海盆

で行われた IODP337 次航海、室戸沖南海

トラフ前弧域で行われたIODP370次航海

及びマリアナ前弧蛇紋岩海山で行われ

た IODP366 次航海では、それぞれ海底下

環境において生命－非生命圏境界が存

在し、その境界条件(温度や pH、あるい

はエネルギー状態)を検証することに成

功した。さらに、個々の成果を統合した

解析により、これらの「生命圏の限界と

その条件」が「時間当たりの環境から得

られるエネルギー利用と生命活動の維

持に必要なエネルギーコストの収支」に

よって制約されることを示した。これら

の海底下極限環境生命圏における「電気

合成生態系の発見」や「自然環境中での
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生命圏の限界とその条件の解明」は機構

の研究によって初めて発見・体系化され

た特筆すべき科学的成果であり、中期目

標におけるアウトプットである「海洋生

態系の機能、地球環境との相互作用、物

理・化学プロセスと生物の関連の理解」

や「生物多様性創出メカニズムの解明」

に大きく貢献するものであるとともに

世界的な「生命圏の限界や生命存在条件

の解明」研究の勃興に結びついている。 

極限環境生命圏の探査を通じた環境

－微生物－生物間における相互作用シ

ステムの理解については、まず熱水域や

メタン湧水域にある化学合成生態系に

おいて、微生物－動物共生系の代表的な

生物であるゴエモンコシオリエビ、シン

カイヒバリガイ、アルビンガイ、シロウ

リガイ、スケーリーフットを対象に、遺

伝子解析やオミクス的手法による共生

システムの機能解析を行い、その進化プ

ロセスや相互作用について包括的な考

察を行った。 

具体的には、シロウリガイ類ではこれ

まで卵細胞内の共生細菌が次世代に伝

達（垂直伝達）するとされていたが、卵

表面（細胞外）の共生細菌が伝達するこ

とを明らかにした。シロウリガイ類と共

生細菌の共進化過程を解析したところ、

宿主—共生者の進化プロセスが一致せ

ず、それは卵表面に共生細菌がいること

で、卵と卵の接触を介して共生細菌が水

平伝達され、宿主転換が起こったためと

考察できた。シロウリガイ類のトランス

クリプトーム解析と遺伝子発現局在解

析を行い、共生細菌が有機物を合成する

のに必要とする二酸化炭素の宿主の取

り込み機構を解明した。 

また、熱水噴出域のシンカイヒバリガ

イ類では、同一共生細菌において水素を

酸化する遺伝子セットと、硝酸イオンを

還元する遺伝子セットを持っている亜

集団と持っていない亜集団、双方持つ亜
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集団、持たない亜集団が混在しているこ

とが明らかになった。これは代謝基質の

供給が不安定な熱水環境でも効率的に

有機物合成ができる適応であることを

示唆した。シンカイヒバリガイ類の化学

合成共生が、極めて軽微な熱水化学条件

の変化に応じて、異なるエネルギー代謝

を有する共生菌を共生させる「環境制御

型の共生システムの可塑性」を有するこ

とを初めて示すものであった。シンカイ

ヒバリガイ類で示唆された「環境制御型

の共生システムの可塑性」は、アルビン

ガイ類での共生システムではより顕著

であり、中央インド洋海嶺の地質学的条

件の異なる深海熱水域では熱水の水素

濃度が大きく異なることによって、同じ

共生菌を保有しながらも水素酸化型の

エネルギー代謝発現を増幅することに

よって水素酸化によって化学合成共生

を維持する現象が発見された（論文投稿

中で発表には至っていない）。深海熱水

域において水素酸化に支えられた化学

合成共生システムが実在することが証

明されたのは、世界で初めての成果であ

る。さらに、シンカイヒバリガイ類が有

するコレステロールは、鰓に共生してい

るメタン酸化細菌が環境中のメタンか

ら合成したステロール前駆体を基にし

て宿主が合成することが明らかになっ

た。 

加えて、ゴエモンコシオリエビ類にお

ける外部共生システムでは、その栄養の

受け渡しが長年の謎であったが、今中期

計画において、ゴエモンコシオリエビ類

が外部共生菌を経口摂取することで栄

養源として外部共生菌の消化と吸収を

行うことを実証し、長年の謎を解決する

に至った。また、ゴエモンコシオリエビ

類と外部共生菌の共生システムが、深海

熱水域に遍在する外因性の水流やゴエ

モンコシオリエビ類が引き起こす内因

性の水流を介した相利共生であること
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を実験的に証明した。 

また、シンクロトロン放射光 CT など

を用いて詳細に腹足類ギガントペルタ

を分析した結果、成体（性成熟後）にな

ってから共生菌がいる組織（食道腺）が

肥大し、食性が共生菌由来の食性にな

り、生態的役割も変わる「隠れ変態」を

示すことを明らかにした。これは、内部

形態の把握が生物の環境適応・生態学的

役割を理解する鍵であることも強く示

唆する特筆すべき研究成果といえる。 

これらの微生物－動物共生系の研究

成果は、今中期計画におけるアウトプッ

トである「海洋生態系の機能、地球環境

との相互作用、物理・化学プロセスと生

物の関連の理解」や「生物多様性創出メ

カニズムの解明」に大きく貢献するもの

である。 

極限環境生命圏の探査を通じた環境

－微生物－生物間における相互作用シ

ステムや生命の進化プロセスについて、

未培養微生物やウイルスの革新的方法

論による培養・分離やマルチオミクスに

よる培養を経ないその生理・機能の解析

を進めた。 

深海における培養困難種であったメ

タン酸化細菌や鉄酸化細菌、イプシロン

バクテリアの分離をはじめとする多く

の新しい微生物の培養に成功しただけ

でなく、真核生物の起源とされる未培養

アーキア（ASGARD 超門 DSAG アーキア）

や海底下堆積物環境に優占する未培養

発酵バクテリアを 10 年近い長期培養に

よって分離するに至っている。 

さらに、環境中に存在する生体細胞中

に潜むRNAウイルスの多様性と機能に迫

る革新的技術の開発やイプシロンバク

テリアの溶現ウイルスからのユニーク

なDNAポリメラーゼの発見とその性質を

決定した。 

また、極限環境生命圏に対するオミク

ス解析を通じて、未真核生物の起源とさ



70 

 

れる未培養系統群からなる ASGARD 超門

アーキアに属す複数のゲノム再構築に

成功し、このアーキア系統群から真核生

物への進化プロセスへの新しい解釈を

提示しただけでなく、今中期計画以前に

お い て 分 離 さ れ た 好 熱 菌

Thermosufidibacter takaii についての

多元的オミクス研究を展開し、世界で初

めて同じ酵素セットによる可逆的クエ

ン酸回路の存在とその駆動を実証した。 

極限環境下での物理・化学プロセスの

理解を進めるとともに、特有の機能に関

する応用研究を展開するに当たっては、

海洋・深海生物の生命機能に着目し、カ

イメンなどを対象として生存戦略や技

術体系の特徴の解明に取り組み、以下の

生命機能の利用可能性を示した。 

汎用高分子の工業生産に広く用いら

れている熱開始剤を用いたフリーラジ

カル重合は温度とともに反応が加速さ

れるが、反応温度が高くなりすぎてしま

うと逆に反応が進行しなくなることが

知られている。ところが深海熱水噴出孔

周辺に形成される温度場を模擬した反

応装置を開発し、瞬間的（約 5秒）に超

高温（〜200℃）で反応を行うことによっ

て、常識外れの短い反応時間で高い転換

率（60％）で高分子が合成されることを

見出した。深海極限環境にヒントを得る

ことで、高分子反応工学における全く新

たなプロセス設計指針を与えることが

できた。さらに、信州大学と共同で、反

応メカニズムに関する詳細な研究を進

めた結果、熱水噴出孔環境を模擬した反

応場を利用した高速ラジカル重合が高

温・高圧の水溶媒のみに特異的な現象で

あることが判明した。 

非常に原始的な多細胞生物であるカ

イメンは、多細胞生物でありながらも器

官の分化がなく、代わって体の隅々にま

で張り巡らされた水路ネットワークを

介して摂食、呼吸、生殖を行う。カイメ
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ンの水路ネットワークは、成長に伴う個

体サイズの変化や周りの環境変化に応

じて水を処理・分配する機能を維持した

ままで再構成されるが、脳や神経系を持

たないカイメンでは、ネットワークの動

的な再構成は細胞間の局所的な相互作

用のみを利用してボトムアップで行わ

れる。このように頑強性を維持しながら

もボトムアップでダイナミックにネッ

トワークを再構成するという特性は、

IoT のような自律分散型ネットワークに

おいて求められている機能そのもので

ある。そこでカイメンの水路ネットワー

クのバイオミメティック応用を目指し

て、その構造や機能、さらには構築アル

ゴリズムの解明を目的とした研究開発

を行なった。X線マイクロ CT を用いて水

路ネットワークを可視化することに成

功したものの、ネットワークの構造が予

想をはるかに超えて複雑であったため

に詳細な解析が難航した。民間企業の助

けを得てネットワーク構造の数値化に

ようやく成功し、現在、ネットワークト

ポロジーが持つ数理的特徴の解明に向

けた研究を外部機関と連携して進めて

いる。 

有孔虫が水素イオンの排出によって

炭酸カルシウムの殻を形成しているこ

と、低い pH 条件においても殻形成過程

への影響は限定的であり、有孔虫の中に

は海洋が酸性化しても炭酸カルシウム

形成への影響が少ないものがいること

を明らかにしたとともに、有孔虫の炭酸

カルシウム殻の形成について、これまで

炭酸イオン（CO3
2-）やカルシウムイオン

（Ca2+）を取り込むことばかり注目され

ていたが、水素イオンポンプの働きを阻

害したところ殻形成が完全に停止した

ことから、水素イオンの排出がカルシウ

ムの取り込みと共役している可能性が

高いことを明らかにした。海洋酸性化

は、二酸化炭素が増加し、それが水和す
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る時に放出する水素イオンに起因する

ため、炭素量の観点からは石灰化に有利

に働く。今回の種では、水素イオンを排

出し、自ら低い pH 環境を創出すること

で、殻形成に必要な炭素を巧みに取り込

んでいる機構を有していることから、よ

り多い炭素源への適応可能性を示唆し

た。 

深海・海洋生物が生産する有用な酵

素、生理活性物質等の機能及び生産技術

に関しては、培養株のみならず、未培養

微生物からの遺伝子資源探索に関する

取組を実施した。未培養微生物に由来す

る新奇微生物機能探索の為、海底下微生

物由来のゲノムライブラリーを構築し、

特定物質の添加に応答する遺伝子と微

生物機能の探索を行った。また、培養株

を対象とした新機能探索においては、特

にリグニンやリグニンから派生する物

質の有効利用を目的として微生物や酵

素探索を行い、海洋細菌が有する特異な

酵素を組合せることで、木材から分離し

た天然リグニンから、バイオプラスチッ

クにも変換できる機能性化学品の生産

方法を発見するなどの成果を創出した。 

 

○極限環境下での海洋生物特有機能を

活用したイノベーションの創出への取

組 

機構では、25 年にわたって深海や地殻

内に生息する極限環境生物に関する研

究開発を実施し、極限環境生物の多様

性、機能、生理生態等の基礎研究におい

て世界的に高く評価される成果を上げ

てきた。またこれら基礎研究と並行して

進めてきた研究成果の社会還元に向け

た取組では、平成 13 年度に「深海バイ

オベンチャーセンター」を設立し、民間

企業の参画を得て研究開発成果の実用

化に向けた取組を開始した。そこから生

まれた「耐熱性β—アガラーゼ」は、（株）

ニッポンジーンによって平成 21 年に上
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市され、これまでに約 2,650 万円を売り

上げている。また民間企業 1社が、深海

微生物由来の酵素を用いた有用物質生

産に成功し、本格的な工業生産に向けた

準備を現在進めている。このように研究

成果の社会還元においても一定の成果

は上がってはいたものの、基礎研究面で

の評価や投入された多額の国費に見合

った成果が創出されているとは言い難

く、新たな取組を行う必要があった。 

第 3 期中期計画（平成 26 年度～平成

30 年度）の策定に当たっては、平成 25

年度 9 月から 25 年度末にかけて機構の

生物研究者と外部有識者による「環境・

社会システム統合研究フォーラム『海洋

生命工学の新たな展開』（座長：相澤益男 

国立研究開発法人科学技術振興機構 顧

問）」を 5 回開催し、機構の生物研究が

進むべき今後の方向性について議論を

重ねた。その中で、「大学・研究機関、産

業界との協働」は機構が抱える課題であ

り、深海微生物研究を社会的な課題解決

につなげるためには、産業界と協働した

オープンイノベーションによって研究

開発を促進するしくみを段階的に整備

することが提言された。 

この提言を受け、今中期計画では「ラ

イフサイエンス分野や工学研究との融

合や産学官連携を強化することにより、

将来の産業化に向けた取組を行い、極限

環境下での海洋生物特有の機能等を最

大限に活用したイノベーションを創出

することを目標の一つに掲げ、1）深海サ

ンプルの外部提供事業、2）産業ニーズに

対応した独自技術の横展開事業を柱と

して、オープンイノベーション体制によ

る研究成果の社会還元に向けた取組を

進めた。 

今中期計画とともに全く新規の事業

として開始した両事業ではあったが、当

初の予想を大幅に上回る進捗状況であ

り、オープンイノベーション体制による
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極限環境下での海洋・深海生物に特有の

機能を活用したイノベーション創出が

萌芽しうる環境が急速に醸成しつつあ

る。進捗の具体的な状況は以下のとおり

である。 

 

○深海サンプルの外部提供 

海洋・深海微生物の産業利用を進める

上での大きな課題は、「深海微生物の学

術価値と産業価値が必ずしも等価では

ない」というシーズとニーズのミスマッ

チ、民間企業は深海からサンプルを採取

する手立てを持たない、の二つであっ

た。そこで今中期計画では、研究開発か

ら生まれたシーズを基に民間企業と共

同で実用化を目指すという従来の方針

に加えて、調査潜水船で採取した深海サ

ンプル（堆積物）を外部提供し、民間企

業が各社のビジネス・製品開発戦略に基

づく具体的な産業ニーズに則したシー

ズ探索の段階から独自に深海微生物を

分離し、研究開発を進める事業を全く新

たに開始した。 

本事業の進捗度合いは予想をはるか

に上回っており、今中期計画開始時に掲

げた「平成 30 年度末までに 11 機関への

試料提供」に対して、平成 30 年度 7 月

末の時点で既に民間企業 7社、アカデミ

ア 4 機関の計 11 機関への深海堆積物の

試験提供が完了し、当初目標を達成し

た。現在も複数機関と試料提供に向けた

打ち合わせが進行している。 

より具体的には平成 28 年度末までに

外部提供体制の構築を完了し、6 機関へ

の試験提供を行なった。平成 28 年 10 月

にはユーザの拡大を目指して、「深海・深

海微生物のポテンシャル～JAMSTEC 深海

サンプル提供事業のご紹介」と題したセ

ミナーを一般財団法人バイオインダス

トリー協会と共同で開催した（参加者：

65 名）。 

これらの成果を基にして、平成 29 年
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度概算要求で「海洋オープンイノベーシ

ョンを創出する環境の整備」として本格

的な海洋バイオリソース外部提供事業

の運営体制を提案し、平成 28 年度補正

予算による分析機器の導入費等を受け、

当該事業の準備・実行部署となる深海バ

イオオープンイノベーションプラット

フォーム（OIP）を平成 29 年 9 月に設置

し、「深海堆積物」に加えて、産業界から

のニーズが強い「深海微生物分離株」や

「環境ゲノム情報」の外部提供に向けた

準備など、事業の安定的な運用を目指し

た体制整備を進めている。また平成30年

1 月には深海微生物からの創薬シーズ探

索を加速する新たな試みとして、海洋生

命理工学研究開発センターと熊本大学

薬学部との間で連携協定を締結した。さ

らに、次年度からの微生物株の試験提供

開始を目標に、菌株提供事業のパイロッ

ト事例を通し、大学を介する試料・菌株

提供事業における課題を洗い出し、菌株

の整理及び提供時の手交書類などの整

備を関係部署と協同で進めている。 

 

○産業ニーズに対応した独自技術の横

展開 

海洋・深海生物研究のために機構が開

発した独自技術の中には、産業ニーズに

則した異なる出口へと横展開すること

で、新たな社会的価値の創出に繋がりう

る技術がある。今中期計画では高温・高

圧化学プロセス、ウイルス検出技術、同

位体分析技術について、民間企業との積

極的な連携によって産業ニーズへの対

応を進めてきた。 

民間企業と共同研究を開始して2年と

いう短い期間で大型外部資金の獲得に

成功し、製品の本格的な工場生産を検討

するフェーズにまで進む技術が生まれ

るなど、本事業も当初の予想をはるかに

上回る進捗状況となっている。以下、具

体的に示す。 
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高温・高圧ナノ乳化プロセス 

熱水噴出孔環境での生命の起源に関

連する研究から生まれた高温・高圧ナノ

乳化技術は、広範囲な産業用途への応用

に向けた民間企業6社との共同研究が進

行中である。 

特殊な高温・高圧装置を必要とする同

技術を普及促進するために、株式会社

AKICO と共同で高温・高圧機器に関する

専門知識が無くても操作が可能な乳化

装置を開発した。平成 28 年 3 月に販売

を開始した同装置は、平成 30 年度末時

点で累計 1 億円に迫る売り上げとなっ

た。さらに、生物由来材料等の希少原料

を用いたバイオ・メディカル機能性ナノ

材料の開発への同技術の応用に向けて、

半導体加工技術を利用した手のひらサ

イズの超小型高温・高圧装置の開発を、

中小企業庁「革新的ものづくり・商業・

サービス開発支援補助金」による助成の

下、民間企業と共同で行っている。 

平成 27 年度より開始した共同研究を

礎とする食品関連企業との共同提案が

平成 28 年に JST 研究成果最適展開支援

プログラム（A-STEP）に採択され、プロ

セスの実用性検証（スケールアップ実

証、生産能力：数百 kg／日）を進めてい

る。本研究は予想を大幅に上回る進捗具

合であり、既に工場スケールでの実用生

産を見据えた技術検討の段階に進んで

いる。また、平成 28 年度には埼玉県新

技術・製品化開発支援事業費補助金を受

けて水系ナノマテリアル製造への応用

に向けた民間企業との取組を行い、高品

質のポリマー超微細粒子、複合ナノ微粒

子、ナノカプセルなどの機能性材料を短

時間で製造することに成功した。 

加えて、新たに民間企業 1社とナノ材

料開発に向けた共同研究を平成 30 年 4

月に開始しただけでなく、複数の民間企

業と共同研究に向けた協議が現在も進

行中である。 
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ウイルス検出技術 

海洋・深海のウイルス多様性を解明す

る目的で開発した二本鎖RNAウイルスの

網羅的検出技術は、生物試料に含まれる

RNA ウイルスを従来技術の 300 倍以上の

高効率で網羅的に検出可能であり、その

有効性を様々な対象生物で検証した研

究論文が発表された。さらに、新興感染

症対策などライフサイエンス分野での

活用に向けて科研費新学術領域「新ウイ

ルス学」と連携した取組を開始し技術発

展させるとともに、民間企業 2社への技

術移転を行ったところ、うち 1社により

2019 年 2 月に「ウイルス二本鎖 RNA 精製

キット」が販売されるに至った。また協

力研究者が同技術手法によるウイルス

スクリーニングを含む課題提案で AMED

の競争的資金に採択され、研究を進めて

いる。同技術に関する特許は、早期審査

請求を行い、海外出願準備が進行中であ

る。 
 

安定同位体分析技術 

深海・海洋生態系構造を明らかにする

目的で開発した同位体分析技術は、前述

の高温・高圧ナノ乳化を利用した微粒子

製造技術と組み合わせることで従来と

は全く異なる戦略に基づく餌料開発で

の活用を図るべく、ニホンウナギの完全

養殖に向けた全く新しい餌料開発を目

的とする農研機構・生物系特定産業技術

研究支援センター「革新的技術開発・緊

急展開事業」（うち先導プロジェクト）

「水産物の国際競争に打ち勝つ横断的

育種技術と新発想飼料の開発」に参画し

た。さらには「食の安全・安心」への応

用に向けた共同研究を民間企業1社と開

始した。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －① 先端的基盤技術の開発及びその活用 

先端的掘削技術を活用した総合海洋掘削科学の推進 
関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

論文数※ ― 118 110 93 153 155 予算額（千円） 1,074,701 1,253,877 1,069,954 1,023,618 920,690 

       決算額（千円） 1,058,489 1,083,666 1,107,141 1,113,043 1,093,659 

       経常費用（千円） 1,514,265 1,564,413 1,503,191 1,384,971 1,270,602 

       経常利益（千円） ▲230 48,602 798 ▲17,300 44,450 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 1,777,706 1,505,673 1,332,752 1,435,228 1,259,960 

        従事人員数 160 199 179 138 132 

※査読無し論文も含む。また、複数の項目に係る論文の場合には双方で加算する。                            
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 海洋の調査研究、

開発において各種

データ等を取得す

るための船舶、海洋

観測網、観測機器等

を高度化すること

は、広大な海洋空間

を総合的に理解す

る上で必要不可欠

であり、我が国の海

洋科学技術を推進

する上で極めて重

要である。このた

め、未踏のフロンテ

ィアへの挑戦、新た

な分野の開拓を可

海洋掘削の技術開

発は、海底下という未

踏のフロンティアへ

のアプローチを可能

なものとし、その結

果、多数の研究課題が

生まれている。それら

を解決するため、国際

深海科学掘削計画

（IODP）を推進し、「ち

きゅう」等による海洋

掘削を行うとともに、

地球を構成する物質

の直接採取、分析及び

現場観測を実施し、数

値解析手法やモデリ

【大評価軸】 
・先端的基盤技

術を開発・活用

し研究開発課題

へ横断的に取り

組 む こ と に よ

り、広大な海洋

空間の総合的理

解が促進された

か 
 
【中評価軸】 
・研究開発成果

の 科 学 的 意 義

（独創性、革新

性、先導性、発展

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

中期目標や事業計画に照らし、本項目

による成果・取組等について総合的に勘

案した結果、Ａ評価とする。その具体的

理由を以下に述べる。 

 

○国際深海科学掘削計画(IODP)の科学

プラン達成に貢献 

 以下の研究成果及び事業の実施によ

り、国際深海科学掘削計画(IODP)の科学

プラン達成に大きく貢献したといえる。

（⑤を除き、カッコ内は貢献したIODP科

学プランのテーマ） 

①将来のマントル掘削などに資するた

め、大水深・大深度掘削に要求される

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・機構が所有する「ちきゅう」

をはじめとした、世界でも

有数かつ特有のファシリテ

ィを最大限活用し、地震、生

命現象、環境変動などあら

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・機構が所有する「ちきゅう」

をはじめとした、世界でも

有数かつ特有のファシリテ

ィを最大限活用し、地震、生

命現象、環境変動などあら
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能にする先端的基

盤技術を開発する

とともに、それらを

最大限に活用する

ことで、上記（１）

から（４）までの研

究開発課題に積極

的かつ組織横断的

に取り組む。 
具体的には、地球

深部探査船「ちきゅ

う」等による海洋掘

削により、これまで

人類が到達できな

かった海底下深部

において得られた

知見を最大限に活

用し、新たな科学的

命題を解決するた

めの研究開発を行

い、国際深海科学 

掘 削 計 画

（ International 

Ocean Discovery 

Program：IODP）の

科学プランの達成

に重要な役割を果

たす。 

また、シミュレー

ション科学技術は、

理論、実験と並び、

我が国の国際競争

力をより強化する

ために必要不可欠

な先端的基盤技術

である。「地球シミ

ュレータ」等を最大

限に活用し、これま

で培ってきた知見

に基づき、海洋地球

科学の推進のため

に必要な先端的な

ング手法等を用いる

ことで、海洋・地球・

生命を関連させた全

地球内部ダイナミク

スモデルの構築とそ

の理解の推進を図り、

多様な探査と地球深

部への掘削により掘

削科学の新たな可能

性を切り拓く。さら

に、海洋掘削に関する

総合的な知見に基づ

き、今後需要が増すと

見込まれる超深度掘

削技術の発展に寄与

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性等）が十分に

大きなものであ

るか 
・研究開発成果

が国際的な水準

に照らして十分

大きな意義があ

るものか 
・取組が期待さ

れた時期に効果

的・効率的に実

施されたか 
・実施体制や実

施方策が妥当で

あるか 
・技術的課題そ

の他に大きなイ

ンパクトをもた

らす可能性があ

るものか 
・国際的なプロ

ジェクトへの貢

献がなされてい

るか 
・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術を開発した。特に硬岩層に対応す

るタービン駆動コアリングシステム

については、JOIDES Resolution 号の

オペレーションに実際に導入され、有

効性が立証された等の波及効果も得

られてきている。石油掘削業界の現状

を超える技術でもあり、今後産業界へ

適用も想定している。（全テーマ） 

②IODP によって東北沖及び南海トラフ

のプレート境界が掘削され、その掘削

コア・データを活用した研究からプレ

ート境界で発生する多様な地震の発

生メカニズムの理解が飛躍的に進ん

だ。（テーマ 3・4） 

③海底下生命圏に生息する多様な性状

未知微生物を対象に、先進的オミック

ス解析や同位体分析手法を駆使した

単一細胞レベルの微量・マルチ分析実

験系を確立し、海底下微生物の地理的

多様性や環境適応、地質学的時間スケ

ールにおける生命機能の維持・存続の

解明など、統合的な地球生命システム

研究による新知見を得た。（テーマ 2） 

④ストロンチウム安定同位体比等の分

析技術を世界最高水準で実用化する

のみならず、分析技術開発の過程で超

高圧の新鉱物相2種を世界で初めて発

見する等計画を上回る成果を上げた。

期中に分析技術開発成果の産業界へ

の還元を開始して軌道に乗せ、想定を

大きく上回る波及効果があった。（全

テーマ） 

⑤IODP ロードハウライズ掘削計画では

日豪二国間科学技術外交の深化に貢

献したほか、全国紙やテレビ番組、科

学雑誌、講演会等で紹介され、理解増

進にもつながり、同時に産業界からの

引き合いにも発展した。また、当初計

画になかった ICDP オマーン掘削プロ

ジェクトに参入し、世界で初めて地殻

-マントル境界の連続的なコアの採取

に成功した上、初の IODP/ICDP 連携を

ゆる研究開発課題に横断的

な知見の創出がなされてお

り、高く評価できる。 

・①東北地方太平洋沖及び南

海トラフ地震沿いのプレー

ト境界で掘削された試料・

データを活用した研究か

ら、プレート境界で発生す

る海溝型地震発生メカニズ

ムの理解が飛躍的に進んだ

ことや、②海底下 2.5km の

掘削試料から検出限界に近

い極めて微量の微生物群

（1cm3当たり100細胞以下）

を発見し、世界で初めて海

底下深部の生命圏の限界域

を捉えたことは、いずれも

画期的な成果である。これ

らは、IODP の科学プラン達

成に貢献するのみならず、

中期目標Ⅱ-1-(3)海域地震

発生帯研究開発やⅡ-1-(4)

海洋生命理工学研究開発の

取組へも貢献する優れた成

果と評価できる。 

・水中のストロンチウム安定

同位体比の超高精度測定法

や、超高分解能 TEM 分析技

術や極微量試料に対する

TE-TIMS 法等の高分解能分

析法は、環境分野（中期目標

Ⅱ-1-(2)）や材料開発分野

など様々な分野で産業利用

されており、波及効果の大

きな技術であると評価でき

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・長期的に最大の目標とされ

ゆる研究開発課題に横断的

な知見の創出がなされてお

り、高く評価できる。 

・①東北地方太平洋沖及び南

海トラフ地震沿いのプレー

ト境界で掘削された試料・

データを活用した研究か

ら、プレート境界で発生す

る海溝型地震発生メカニズ

ムの理解が飛躍的に進んだ

ことや、②海底下 2.5km の

掘削試料から検出限界に近

い極めて微量の微生物群

（1cm3当たり100細胞以下）

を発見し、世界で初めて海

底下深部の生命圏の限界域

を捉えたことは、いずれも

画期的な成果である。これ

らは、IODP の科学プラン達

成に貢献するのみならず、

中期目標Ⅱ-1-(3)海域地震

発生帯研究開発やⅡ-1-(4)

海洋生命理工学研究開発の

取組へも貢献する優れた成

果と評価できる。 

・水中のストロンチウム安定

同位体比の超高精度測定法

や、超高分解能 TEM 分析技

術や極微量試料に対する

TE-TIMS 法等の高分解能分

析法は、環境分野（中期目標

Ⅱ-1-(2)）や材料開発分野

など様々な分野で産業利用

されており、波及効果の大

きな技術であると評価でき

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・長期的に最大の目標とされ
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融合情報科学に関

する研究開発や新

たなモデリング手

法・シミュレーショ

ン技術等に関する

数理的研究開発を

行う。 
さらに、有人潜水

調査船、無人探査機

等の深海調査シス

テムは、海洋のフロ

ンティアを切り拓

くための研究開発

に不可欠な先端的

基盤技術であるた

め、これらを高度化

し、必要な要素技術

の開発を行うとと

もに、観測や調査等

をより効率的・効果

的に推進するため、

各システムの運用

技術を確立する。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実現させたなど、想定を大幅に上回る

波及効果があった。 

これらは IODP 科学プランの達成のみ

ならず中期目標Ⅱ-1-(1)～(4)への横断

的取組としても重要な成果である。 

以上、中期目標に照らし、本項目によ

る成果、取組等について総合的に勘案し

た結果、「研究開発成果の最大化」に向け

て顕著な成果の創出や将来的な成果の

創出に期待等が認められるため、Ａ評定

とした。 

 

 前頁の自己評価に対し外部からも項

目ごとに次のように肯定的なコメント

を頂戴している。 

（イ）掘削試料・掘削孔を利用した地殻

活動及び物質循環の動態解明 

この項目に繋がる成果として揮発性

元素や同位体の超高精度高分解の分析

といった世界最高水準のレベルに達し

ている分析方法が開発された。その他、

インドでの資源掘削など、日本の海洋掘

削技術が国際的に貢献しているといっ

た実績が作られている。その他、マント

ル掘削に相当するような超大深度、高温

度下で硬い岩層を掘削するための基盤

的な技術の設計や試験等が行われ、計画

どおりに達成されている。 

（ロ）海洋・大陸のプレート及びマグマ

の生成並びにそれらの変遷過程の解明 

本項目に対しては沈み込み帯の地質

研究やプレート境界掘削コア・データの

解析によって地震の破壊、伝播構造とい

ったものが新たに発見され、多様な地震

発生のメカニズムの理解が飛躍的に深

まっている。 

（ハ）海底下の生命活動と水・炭素・エ

ネルギー循環との関連性の解明 

掘削によって現在海底下で起きてい

る現象を直接解明できるということが

掘削科学の一つの重要なところである

が、これに関して海底下の生命活動、あ

ているマントル掘削の実現

に向けては、これまでの進

捗度の明確化と、適切なロ

ードマップ、マイルストー

ンの設定が重要である。 

  

ているマントル掘削の実現

に向けては、これまでの進

捗度の明確化と、適切なロ

ードマップ、マイルストー

ンの設定が重要である。 
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るいは水、炭素、エネルギー循環の関連

性の解明というのもこの掘削課題の重

要な課題になっているところ、掘削試料

を活用して、海底下生命圏の限界や機能

に関する革新的な成果が得られている。

また、生命の検出・係数の高度化、高精

度化といったようなことも世界最高レ

ベルの水準に達成していると認められ

る。この分野では特に有力な国際誌に多

くの論文が公表されており、高いパフォ

ーマンスが維持されている。 

（ニ）堆積物記録による地球史に残る劇

的な事象の解明 

本項目については IODP の「ロードハ

ウライズ掘削計画」を日豪で主導し、短

期間で想定以上の評価を得ている。結果

として IODP「ちきゅう」掘削計画という

ことでこの計画が採択されているとい

うことも評価に値する。またこれに関連

して事前の調査研究としてジーランデ

ィア海域の海底下構造を既に明らかに

しており、この掘削計画は想定以上に進

展していると認められる。そのほかにも

様々な古海洋環境の復元に関係したプ

ロキシが開発されており、また化学分

析、同位体分析に関する非常に高度な分

析技術が短期間で確立されている。 

（ホ）掘削科学による新たな地球内部の

動態解明 

地球内部の動態解明に向かう成果と

してオマーンオフィオライトの調査研

究に参画し、関係者が目的とした地殻と

マントルの境界の連続コアの採取とい

うことに関して中心的な役割を果たし

てきたと考える。またマントルの対流シ

ミュレーションによって大陸の分裂、移

動を初めて再現するなど、全球マントル

の同位体、微量元素の素性を明らかに

し、大陸、海洋、マントルのリンケージ

というような新しい知見を得ていると

認められる。 

以上、今中期目標期間を通して、中期
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 (イ) 掘削試料・掘削

孔を利用した地殻活

動及び物質循環の動

態解明 

スケールの異なる

各種試料やデータを

高精度・高分解能で分

析できる手法を構築

するとともに、掘削科

学の推進に不可欠な

掘削技術・計測技術、

大深度掘削を可能と

する基盤技術を開発

する。 

また、海底観測や広

域地球物理探査等に

よって得られるデー

タに、掘削孔内におい

て取得される多様な

データや現場実験結

果を加えることによ

り、海底下の構造や性

質を立体的に把握し、

それらの変動機構の

理解につながる仮説

を構築する。さらに、

仮説の有効性を確認

するために、得られた

データ等を用いた数

値シミュレーション

を実施する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○高精度・高分解能分析手法の開発 

高精度分析手法：海洋 pH 及び大気 CO2

濃度の変動の指標となる炭酸塩のホウ

素同位体比について、pH の絶対値を求め

る新しい校正法を開発し、論文発表し

た。MC-ICPMS による高精度・高スループ

ットなホウ素同位体分析法も開発し、論

文発表した。また、大陸の削剥等の指標

となるストロンチウム安定同位体比、海

洋の水塊変動解析のツールとなる極微

量のネオジム同位体比に関して TIMS を

用いた世界最高レベルの高精度分析法

を開発した。 

高分解能分析手法：地球内部の水循環

研究の鍵となる火山ガラス中の揮発性

元素濃度について SIMS による局所分析

法を開発し論文発表した。また、

NanoSIMS を用い、微小有機物中の水素・

炭素・窒素・酸素同位体比の超高空間分

解能イメージング分析技術（100 ナノメ

ートルレベル）を開発し論文発表した。

FIB-TEM を用いた超高空間分解能構造・

化学分析技術の開発も進め、世界初の超

高圧MgSiO3正方晶ガーネット、Mg2SiO4イ

プシロン相発見の成果を論文発表した。

高精度同位体分析のノウハウを若手研

究者に伝えるため、J-DESC と連携してコ

アスクールも毎年開催した。 

 

○基盤技術の開発 

基盤技術の開発として、10,000m 超大

深度用ドリルパイプ、4,000m 超大水深用

CFRP ライザー、硬岩用タービンモーター

目標や事業計画に照らし、本項目による

成果・取組等について総合的に勘案した

結果、アウトカム「広大な海洋空間の総

合的理解」「我が国の海洋科学技術の推

進への貢献」を達成したといえる。 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

高精度・高分解能分析手法の開発：海

洋pH変動の指標となるホウ素同位体比、

大陸の削剥等の指標となるストロンチ

ウム安定同位体比、海洋循環変動の指標

となる極微量のネオジム同位体比の高

精度分析法、地球内部の水循環研究の鍵

となる火山ガラスの揮発性元素局所分

析法、微小有機物の超高空間分解能同位

体イメージング分析法等の分析技術を

世界最高水準で実用化するのみならず、

分析技術開発の過程で超高圧の新鉱物

相2種を世界で初めて発見する等計画を

上回る成果を上げた。平成 28 年度より

分析技術開発成果の産業界への還元を

開始して軌道に乗せ、想定を大きく上回

る波及効果があった。 

ストロンチウム安定同位体比測定法

の論文は高い評価を受け、Geochemical 

Journal Award of 2018 を受賞した。ま

た、技術開発の成果が認められ、高知コ

ア研究所の技術研究員が平成 30 年度の

日本地球化学会奨励賞、日本有機地球化

学会奨励賞を受賞した。NanoSIMS、SIMS

による分析技術開発の成果は研究コミ

ュニティのみならず、産業界にも還元さ

れ、製品開発等に活用されている。産業

分野も最先端材料だけではなく、医薬関

連、化粧品関連などに広がってきてい
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駆動コアリングシステム及び高温用泥

水に関する開発を行った。 

大深度掘削に関して、高強度・高性能

ドリルパイプであるデータ転送機能付

きドリルパイプを用いた掘削編成の検

討及びデータ伝送特性評価を行った。さ

らに、操業中のドリルパイプデータや船

上掘削データを活用した強度モニタリ

ング装置などの運用上の支援システム

の開発も行い、データ転送機能付きドリ

ルパイプと合わせたインテリジェント

掘削システムの概念設計を行って、

10,000m 超掘削システムの実用化に向け

た課題を抽出した。 

4,000m 超大水深ライザー掘削に適用

可能な CFRP ライザーに関する要素技術

開発を行った。特に CFRP 管体と端部鋼

製フランジについて、様々な構成の試験

体を試作し、強度評価試験で技術課題を

明確にしつつ、強度確保のための基礎デ

ータを取得した。これに基づき実寸内径

短管プロトタイプの設計・製作を実施し

た。最終年度は、その短管プロトタイプ

による強度評価試験を実施し、現行のラ

イザーの定格荷重以上の引張強度を達

成することができた。これにより、

4,000m 超大水深掘削において強度的に

は適用可能性があることを確認した。ま

た、ライザーCFRP 補助管については、実

寸内径管体を試作し、必要な耐圧性が確

保できていることを確認した。 

海底下大深度の特に硬岩層に対応す

るコアリングシステムとして、タービン

駆動コアリングシステムを開発した。

様々な使用状況に対応できるように、数

種類のインナーバーレル編成を試作し、

それらの陸上試験や岸壁試験を通して

各種改良を施し、実使用可能な状態とし

た。最終年度には、JOIDES Resolution

（JR）号において実海域でのコアリング

性能試験を行い、そのコア採取性能を確

認した。本試験での結果に基づき更なる

る。 

 

基盤技術の開発：大水深・大深度・高

温環境・硬岩層の海洋掘削を可能とする

基盤技術の開発を行った。10,000m 超大

深度掘削を目指し、インテリジェントド

リルパイプを用い、パイプの疲労寿命な

ども考慮した掘削システムの概念設計

を行った。また、4,000m 超大水深に対応

するため、高比強度・高比剛性の CFRP ラ

イザー管の検討を行い、実寸内径試験体

による強度試験などを通してその適用

性を確認した。海底下深部などの硬岩層

試料の採取のため、タービン駆動コアリ

ン グ シ ス テ ム を 開 発 し 、 JOIDES 

Resolution 号の実オペレーションで有

効性を立証した。高温環境に適用可能な

泥水材料を選定し、機能評価などを通し

て適切な組み合わせを確定するなど、全

体として計画どおりの達成となった。 

統合技術の開発：掘削パラメータの解

析とコア試料との詳細な比較から、掘削

編成の挙動、回収コアの品質、岩相変化

の関係が明らかとなり、掘削パラメータ

から孔内地質・力学情報を抽出すること

が計画どおり可能となった。オマーン掘

削データから岩石学的モホと地球物理

学モホの関係を世界で初めて明らかと

することや、掘削データを用いた新たな

岩石強度指標である等価岩石強度（EST）

を開発したこと、インド資源掘削を完

遂・成功させ、地下探査・開発に関する

科学技術の推進と国際貢献・日本のプレ

ゼンス向上に貢献した点で、想定を上回

る波及効果があった。 
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 (ロ) 海洋・大陸のプ

レート及びマグマの

生成並びにそれらの

変遷過程の解明 

活動的なプレート

境界である日本列島

周辺海域等において、

プレートが生成され

てから地球内部に向

けて沈み込むまでの

構造及びプレート自

体の変遷や挙動、沈み

込み帯を中心とした

プレートと断層の運

動に伴い発生する諸

現象及びプレート・地

球内部のマグマ生成、

マントル対流とプレ

ートとの関連等の解

明に貢献する研究開

発を IODP 等とも連携

しつつ推進する。 

 

 

 

 

 

 

改良点の抽出を行い、実機プロトタイプ

設計を取りまとめた。 

大深度掘削における海底下深部など

の高温環境下に適用可能な泥水材料の

選定について、既存泥水の温度特性に関

する情報を収集・把握した上で、高温で

の流動性についての試験を実施し、開発

目標値内に収まる候補泥水材料を絞り

込んだ。さらに、機能評価（脱水特性、

泥壁形成性、潤滑性等）を行い、適切な

組み合わせを確定した。 

以上のとおり、大水深大深度掘削を可

能とするために必要となる基盤技術を

開発することができた。 

 

 

 

 

○統合技術の開発 

南海トラフで取得された物理探査デ

ータと掘削データを用いた統合解析に

より、地震発生帯の応力モデルを構築

し、数値実験を行なった。 

掘削情報から海底下の構造や力学的

性質を把握するために、既存掘削データ

の解析とともに、陸上で掘削工学実験を

実施した。各種掘削パラメータと地下物

性計測値との関係を明らかにし、新たな

岩石強度指標を提示した。 

 

電気伝導度・地震波速度構造から海洋

リソスフェア・アセノスフェアのメル

ト、水、CO2の分布を推定する手法を開発

した。ホットスポット下のマントル上昇

流では普通の海洋マントルと比べては

るかに高い値の水、CO2（100-1000ppm）

を含むことがわかった。地球内部の揮発

性物質循環の解明につながる成果と考

える。 

高分解能地震波トモグラフィーによ

って、マントル遷移層での太平洋スラブ

の形状と地表の火山分布や深発地震の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

南海沈み込み帯の陸上アナログであ

る房総半島において、大構造、熱構造、

形成年代を明らかにしたほか、二つの付

加体の境界断層から「海底表層まで地震

破壊が伝播した直接証拠（シュードタキ

ライト）」を見いだした。IODP によって

東北沖及び南海トラフのプレート境界

が掘削され、その掘削コア・データを活

用した研究からプレート境界で発生す

る多様な地震の発生メカニズムの理解

が飛躍的に進み、IODP サイエンスプラン

達成に大きく貢献した。IODP における伊

豆小笠原弧（IBM 弧）の掘削航海（EXP350, 

351,352）が実行され、プレートの新たな

沈み込みによって海洋底が形成され、島

弧のマグマ活動によってその海洋底に

島弧地殻が形成されるというプレート

沈み込みの開始に関する重要な新知見

が明らかになった。また、地殻の薄い海
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分布が関係していることを見出した。 

BBOBS 観測によって年代によらず海洋

リソスフェアに、厚さ 0.5 ㎞程度の薄い

速度不均質体が分布していることが分

かった。アセノスフェアにあったメルト

が固化して海洋リソスフェアに付加し

た岩石と解釈でき、海洋リソスフェア形

成過程の本質に迫る成果と考える。 

熊野灘３次元地震探査データの再解

析により、高分解能・高品質な地震発生

帯の深度イメージングに成功した。

C0002 孔周辺の付加体内部では断層褶曲

構造の詳細が明らかになったほか、巨大

分岐断層上に高速度帯の存在が示唆さ

れた。南海トラフ深部掘削の計画と付加

体形成と地震発生メカニズムの理解に

貢献した。 

日本海溝掘削（JFAST）で取得された掘

削データを用い、掘削面の摩擦係数・剪

断応力を算出した。断層初期物質の特性

解明と断層の広域的広がりの確認を目

的として、日本海溝の沈み込みインプッ

ト掘削提案書（JTRACK）を提出した。 

台湾-琉球海溝域のテクトニクスと堆

積作用を解明するため、琉球海溝周辺の

海底地形・反射法探査データの解析とピ

ストンコア試料の分析により堆積拡散

システムを明らかにした。また台湾南方

沖掘削計画に関し、国際ワークショップ

を開催し、掘削提案提出に向けた科学課

題の抽出を行なった。 

（初期惑星進化）ES3 を用いたコア形

成シミュレーションを、自己重力下で自

由境界を伴う3次元ストークス流問題の

数値手法並びにコード開発を実施する

ことで実現した。そして 惑星衝突によ

る直接的な分化溶融を逃れた原始惑星

の屑が始源物質に富む不均質領域の形

成に関与しうるという作業仮説を提唱

した。 

（地球内部ダイナミクス）大気海洋か

ら惑星深部の熱・物質循環を記述するこ

洋島弧でのみ大陸が生成する、という新

しい「Advent of Continents」仮説は、

「ちきゅう」による超深度掘削 IBM-4 提

案での仮説を塗り替える大きな貢献で

ある。計画を大幅に上回って達成した。 
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とができる数値シミュレーションモデ

ルの研究開発を行い、惑星深部から表層

環境変動の記載を一つのシミュレーシ

ョンモデルで行うことが可能になった。

その結果、過去 40 億年にわたる地質変

動と地球深部のダイナミクスの関連性

に関する物理・化学素過程の更なる理解

ができる見込みである。 

（陸域地質）南海沈み込み帯の陸上ア

ナログである房総半島において、大構

造、熱構造、形成年代を明らかにしたほ

か、二つの付加体の境界断層から「海底

表層まで地震破壊が伝播した直接証拠

（シュードタキライト）」を見いだした。

陸上掘削によって、この断層の側方追跡

を行った。今後、地震時の運動像につい

て獲得を目指す。 

 

○沈み込みと断層運動の研究 

IODP 東北沖掘削（Exp343 JFAST）によ

って得られたプレート境界物質及びそ

の模擬試料を用いた摩擦実験によって、

2011 年東北地震発生メカニズムと地震

前に発生していたスロー地震のメカニ

ズムを明らかにした。 

また、IODP 南海掘削（NanTroSEIZE）

試料及びデータから、紀伊半島沖南海ト

ラフ浅部（～3000mbsf）の応力状態全貌

を明らかにするとともに、地震歪蓄積許

容能力の指標となる付加体内部の岩石

の強度を掘削時のトルクデータ及び

Cuttings から明らかにした。 

陸上断層、及び沈み込み帯断層の模擬

物質を用いた研究によって、物質学的な

視点から東北沖と南海トラフにおける

地震発生メカニズムの比較研究を行っ

た。その結果、東北沖太平洋プレート浅

部の摩擦強度が南海トラフに比べて著

しく小さく、プレート境界深部から海溝

までおよぶ地震すべり様式が二つのプ

レート境界で異なることが明らかとな

った。その他、実験によって地震時の動
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的な摩擦熔融時には、石英が従来考えら

れていたより約 220～370℃低い温度で

熔融することを明らかにし、地震時の断

層内部の物理化学反応に関する理解が

大きく前進した。 

以上、一連の研究によって、沈み込み

帯プレート断層の力学的・物質学的理解

が進み、予定どおりロードマップは達成

された。 

 

IODP 計画の伊豆小笠原マリアナ（IBM）

弧掘削航海について、JR 号による三つの

掘削航海（Exp.350、351、352）を計 6ヶ

月かけて実施し、目的とするコアの採取

や検層をほぼ予定どおり達成した。JR 号

による IBM 掘削の試料の分析・解析を実

施し、速報の Nature geoscience への発

表及び順調に論文発表がおこなわれた。

伊豆小笠原弧の掘削成果の総括をおこ

ない、伊豆弧が新しい海洋底に誕生した

こと、伊豆弧の成長とともにプレートの

沈み込み角度が変化したことなどが判

明した。 

さらに、地球における大陸のでき方に

ついて、新仮説を提唱し、その仮説を検

証するため、「たいりくプロジェクト」を

始動し、西之島の溶岩を採取するための

無人調査艇を海洋工学センター及び東

京海洋大学と共同で作成した。西之島海

底火山の調査について、なつしま航海と

ディープトウによる海底試料の採取及

びNHKとの共同研究による無人ヘリによ

る溶岩採取、有人潜水艇「しんかい 6500」

を用いた周辺海域調査（土曜海山、海形

海山）を実施し、採取試料の分析・解析

をおこない論文が出版された。大陸成因

に関する新仮説はメディアを通して大

きな反響及び新たな知識の社会実装に

貢献した。この成果は、NHK テレビ特番

放映、プレス発表、新聞掲載、ニュート

ン、日経サイエンスなどの雑誌掲載など

大きな社会的インパクトを与えた。 
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(ハ) 海底下の生命活

動と水・炭素・エネル

ギー循環との関連性

の解明 

生命の誕生と初期

進化や現世における

生物学的な元素循環

において、重要と考え

られる海底下の生命

活動と水・炭素・エネ

ルギー循環の関わり

について、生命活動と

同位体分別効果との

関わりを詳細に理解

するため、平成 27 年

度を目途に、現場の物

理化学的条件を再現

した熱水試験を実施

する。さらに、海底掘

削試料等を用いて、海

底下の環境因子と生

命活動との関係、海底

大深度掘削 IBM-4 掘削に向けて JpGU

等の学会において session を招集し、プ

ロジェクトを推進し、IODP に PRL を提出

した。 

大陸成因の新仮説の検証のためケル

マディック弧の研究航海（ドイツ調査船

Sonne による SO255 VITIAZ、平成 29 年

3-4 月）に参加し、海底火山の試料を採

取し分析・解析をおこない EGU、JpGU、

AGCC などで成果を発表し、論文作成をお

こなった。 

オマーンの ICDP 掘削から、モホの成

因に関する検証すべき新しい仮説を提

示し EGU、JpGU、AGCC などで発表した。 

海洋プレートの成因にむけた南鳥島

周辺海域の調査（みなとプロジェクト）

をおこない、南鳥島本体の地形調査、火

山岩採取及び熱流量測定をおこない、今

後の調査の足がかりをつくるとともに、

試料の分析・解析を開始した。 

 

 

 

 

本項目は、国際深海掘削計画（IODP）

の科学プランに定める科学目標のうち、

特に第 3章「生命圏フロンティア」にお

ける Challenge 5「海底下生命圏の起源

や多様性、全球的な重要性は何か？」及

び Challenge 6「海底下における生命の

限界は何か？」の達成に大きく貢献し

た。具体的には、「ちきゅう」による IODP

下北沖石炭層生命圏掘削調査や室戸沖

限界生命圏掘削調査、沖縄トラフ熱水孔

下生命圏掘削調査等により得られた掘

削コアサンプルについて、詳細かつ多面

的な分析を進め、①地球上の海洋堆積物

の最大 37％は酸素に満ち溢れた好気的

な生命圏であり、有機物に乏しい外洋堆

積物環境には生命圏の限界が存在しな

いこと、②大陸沿岸域の嫌気的な堆積物

環境には、生命存続機能を維持するため

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

本項目の研究成果は、Science や

Science Advances、Nature Geoscience、

PNAS をはじめとする世界トップクラス

の国際学術誌に複数の論文が掲載され

ており、国内外の学協会における複数の

招待講演や受賞実績もあることから、得

られた成果は世界的に高い評価を受け

ている。Nature Astronomy に火星掘削に

関わる本研究の重要性が議論されてお

り、宇宙生物学（アストロバイオロジー）

に対する波及効果も大きい。また、IODP

等の国際共同研究を主体的に実施した

ことで、国内外の大学院生・若手研究者
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下微生物の生理・生態

や遺伝子機能の進化

に関する分析研究を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の水・エネルギー供給と温度・透水率な

どの物理化学的要因により規定される

生命圏の限界（生命圏−非生命圏境界）が

存在すること、③海底堆積物中の微生物

生態系は地質学的時間スケールで地球

規模の元素循環や資源形成プロセスに

寄与し、海底下 2km を超える大深度の堆

積物環境であっても、実験室内での微生

物の培養・活性化が可能であること、な

どの新知見を得た。 

また、本課題研究では、「ちきゅう」と

高知コアセンターとの協働による IODP

室戸沖限界生命圏掘削調査を実施し、生

命圏の限界を追究するための高品位な

掘削コア試料及びデータの採取に成功

した。また、その事後調査として、「かい

れい」及び「かいこう」を用いた深海調

査を実施し、表層堆積物や現場温度観測

データの抽出に成功した。さらに、「ちき

ゅう」による第 1回目の SCORE 航海とし

て襟裳岬西方沖掘削調査を実施するな

ど、主体的に掘削調査を加速した。 

JR 号や欧州の特定任務掘削船を用い

た複数の IODP 掘削調査プロジェクトの

立案や実施に協力し、蛇紋岩化プロセス

に付随する「常識はずれ」の超アルカリ

性地下微生物生態系を発見するなど、先

端的掘削技術を活用した総合海洋掘削

科学において、特に優れた研究成果が創

出された。 

特に、世界各地の海洋底から得られた

掘削コアサンプルの網羅的な分析によ

り、①海底下生命圏を構成する微生物群

集の約 37％（約 1.1×1029 細胞）がアー

キア（古細菌）であり、②4.6～36 Pg 炭

素に相当する約 2.5×1028～2.0×1029

の内生胞子が休眠状態で存在すること、

さらに③全球的な好気的堆積物中に

11.6×1019 グラムの有機炭素が存在し、

微生物による分解作用を受けずに数千

万年スケールで保持されていることな

ど、惑星規模の生命圏の実態が明らかと

を含む学術交流や教育・アウトリーチに

貢献した。さらに、海底下における生物

学的炭素循環に関わる重要な成果が創

出されており、資源・エネルギー関連の

産業界に対する科学的貢献が認められ

る。 

また、本項目に関わる研究成果の最大

化を図るため、多くのプロジェクトが分

野（組織）・課題横断的な取組として実践

されたものであることを特記しておき

たい。さらに、本項目における機構の研

究開発力と国際的なリーダーシップは、

IODP コミュニティや米国・スローン財団

が出資する科学者ネットワーク Deep 

Carbon Observatory（DCO）などを通じて

広く世界に認知され、一般国民や産業界

から大きな注目を集めた。それらの研究

成果やアウトカムは、中期計画の予定を

顕著に上回るものであると考える。 
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なっている。それにより、海底下の生命

活動と水・炭素・エネルギー循環との関

連性や地下圏における生命機能及び生

命進化に関する科学的理解は、本中期計

画において飛躍的に拡大したといえる。 

これまでに直接的なアクセスや分析

評価が困難であった極限的な生命圏環

境に挑戦し、高精度分析技術の融合と高

度化や数理・情報科学を導入すること

で、既存知見にない海底下生命圏の限界

や機能を見出した。また、微生物活動に

よる同位体分別効果等に関する新知見

は、海底下の微生物生態系が果たす生物

地球化学的物質循環を理解する上で重

要な示唆を与えるものである。 

従来までは困難であった微小なバイ

オマスからなる限界生命圏を追究する

ため、外部汚染を極限までに制限したス

ーパークリーン技術を確立した。それに

より、地質サンプルにおける生命検出・

計数限界を一万倍以上にまで高感度化・

高精度化することに成功した。 

海底下生命圏に生息する多様な性状

未知微生物を対象に、先進的オミックス

解析や同位体分析手法を駆使した単一

細胞レベルの微量・マルチ分析実験系を

確立し、海底下微生物の地理的多様性や

環境適応、地質学的時間スケールにおけ

る生命機能の維持・存続の解明など、統

合的な地球生命システム研究による新

知見を得た。 

これらの研究成果は、その多くが複数

の世界トップクラスの学術誌に国際共

著論文として掲載され、米国物理科学連

合（AGU）における国際賞（Taira Prize）

や米国科学アカデミーによる論文賞

（Cozzarelli Prize）を受賞するなど、

世界的に高い評価を得えている。 

本項目研究は、IODP 科学プランの第 3

章「生命圏フロンティア」以外にも、複

数の科学目標の達成に対して直接的あ

るいは間接的に貢献するとともに、海
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(ニ) 堆積物記録によ

る地球史に残る劇的

な事象の解明 

巨大海台及びその

周辺海域の物理・化

学・地質探査を平成 27

年度を目途に実施し、

IODP や国際陸上科学

掘削計画（ICDP）等で

得られた試料の分析、

観測及び数値シミュ

レーションを組み合

わせることにより、数

百万年から数億年程

度前からの古環境を

高時空間分解能で復

元し、地球内部活動が

表層環境へもたらす

影響を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洋・地球・生命の統合的理解に寄与する

ものである。また、本項目から創出され

た研究成果は、生命活動が関与する海底

資源（鉱物資源・炭化水素資源）形成メ

カニズムの理解や評価・利活用手法開発

に対しても表裏一体的な関連性があり、

基礎科学的側面のみならず、応用研究的

な研究展開を切り拓く上でも、「地球環

境イノベーションの源泉」として、極め

て重要な基盤情報である。 

 

 

 

白亜紀の大陸分裂・火成活動と古環境

変動を解明するため、2 度の国際ワーク

ショップの開催を経て、IODP 掘削提案書

（ロードハウライズ掘削プロジェクト）

を提出し、高評価を得て、「ちきゅう」掘

削プロジェクトとして認定された。2 度

の事前調査航海で取得したデータの解

析により、地殻構造を明らかにし、掘削

候補地点を決定した。 

熱水活動域における鉱床の成因を解

明するため、孔内検層で取得した物性デ

ータと回収コアの分析データを統合解

析した。その結果、海底下の層状構造に

規制された熱水移動に伴う鉱化帯・珪化

帯の形成様式を復元した。 

磁気対流と回転対流の実験、改良コー

ドを用いたダイナモ・シミュレーショ

ン、内核境界の微細構造から、地球内部

活動を規定する粘性、熱流量、既存の磁

場などの物理パラメータの組合せのわ

ずかな違いが磁場環境に大きな影響を

及ぼすことがわかった。また、古地磁気

測定ではスーパークロン時にも磁場強

度に変動が見られた。これは、より現実

的なダイナモ・シミュレーションによっ

て定性的に説明できることがわかった。 

地球表層—内部の物質循環の変遷と機

構解明を、太平洋・インド洋堆積物の元

素・同位体分布から解明するために、既

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

海洋掘削による地球内部活動・地球環

境変動の解明に向けた研究開発：IODP ロ

ードハウライズ掘削計画の提案書は、予

備提案平成 26 年 10 月提出後、2 度の国

際ワークショップ主催等を経て、2 年半

という異例の速さで平成 29 年 3 月に

「Excellent」評価で「ちきゅう」プロジ

ェクトとして認定された。2016-17 年に

実施した事前調査によって高分解能の

ジーランディア海域海底下構造を明ら

かにした。平成 29 年に JR ジーランディ

ア浅部掘削に参画し、「ちきゅう」掘削タ

ーゲットの一部を前倒しで明らかにし

た。ロードハウライズ掘削計画を着実に

推進することで、日豪二国間科学技術外

交の深化に貢献した。ジーランディア研

究やロードハウライズ掘削プロジェク

トが全国紙や国民的テレビ番組、科学雑

誌、講演会等で紹介され、地球科学に関

する国民の興味や理解が深化し、同時に

産業界からの引き合いが増加した。 

化学分析・同位体分析による古環境解

析・物質循環研究：堆積物の高精度同位

体分析等に基づく各種古海洋環境プロ
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存掘削試料の分析による広域的地球化

学的層序構築、得られた多変量データに

基づく統計解析（特に、独立成分分析）、

及び構成鉱物の微量・同位体分析と多変

量解析を行った。その結果、レアアース

泥（REE）を濃集するベクトルを含む七つ

の独立成分が抽出され、生物源アパタイ

ト（低 REE 濃度）の堆積⇒その後 REE 濃

集（高濃度 REE アパタイトの形成）が起

こった可能性が高いこと、その時期は限

られる可能性が高いこと、堆積速度が遅

い時に元素濃集が起こったと考えられ

ること、及びそれらを生物源の歯や骨片

が濃集していることなどが分かった。さ

らに、これらの REE は，海水成分を起源

とし、堆積層に濃集したこと、並びに北

西太平洋にはタクラマカン砂漠由来の

陸源ダストが多く供給されていること

を明らかにした。 

メッシニアン塩分危機時の堆積物中

に含まれるクロロフィルの化石（ポルフ

ィリン）の構造決定及び窒素安定同位体

比測定によると、当時は塩分成層が進ん

だ結果海洋が塩分成層し、海洋表層にお

いては窒素固定を行うシアノバクテリ

アが表層の一次生産者・窒素源供給者と

して重要な働きをしていたことが明ら

かになった。 

堆積物の高精度同位体分析に基づく

古海洋環境プロキシの開発を進めた。ホ

ウ素同位体比を用いた海洋 pH 研究につ

いては、最終退氷期の赤道太平洋域にお

ける深層からの CO2 輸送による酸性化、

過去 100 年間の人為起源 CO2放出による

北西太平洋域の酸性化の実態を明らか

にして論文発表した。また、セリウム同

位体を用いた酸化還元状態プロキシに

ついては、実験的・理論的研究と実試料

測定により有望な基礎的知見を得、論文

発表した。また、IODP Exp. 364 チチュ

ルブ・クレーター掘削に参画し、ピーク

リングの形成過程等を解明した成果、ク

キシの開発を進めるなど、各種手法を確

立させるという当初計画に加え、1) 白

亜紀や中新世の表層水の窒素循環、2) 

最終氷期における太平洋表層水の pH 変

化、3) ヤンガー・ドリアス期後半の欧州

と東アジアでの異なる気候パターン、4) 

西南極氷床の後期完新世の融解、5) 過

去 100 年間の人為起源 CO2放出による北

西太平洋域の酸性化の実態解明といっ

た多岐にわたる科学成果を論文発表し

た。 
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(ホ) 掘削科学による

新たな地球内部の動

態解明 

海底掘削試料等の

精密化学分析により

提唱され始めた新た

な地球内部の構造の

存在について、マント

ル・コアの精密な物

理・化学・地質探査を

実施し、平成 28 年度

を目途にその構造の

概要を把握する。ま

た、マントル運動及び

プレート運動等に与

える影響を分析し、観

測及び数値シミュレ

ーションを組み合わ

せることにより、地球

表層及びマントルの

大規模運動を評価す

る。 

 
 

 
 

レーター形成による温室効果ガスの放

出を見積もった成果、ピークリング形成

の際の岩石の流動化を明らかにした成

果、インパクト後の生命活動の早期回復

を明らかにした成果等を創出した。 

 

 

 

IODP プロポーザルで示した 3 か所の

マントル掘削候補地点の中で、ハワイ沖

の掘削候補地点の事前調査を行った。ハ

ワイ沖の海底下の物理探査を行い、モホ

面を含めた海洋プレートの物理構造を

明らかにした。調査航海で得られた物理

探査データを利用して、マントル掘削国

際コミュニティと協調して、掘削の可能

性の可否を検討するためワークショッ

プを開催した。 

陸域アナログ研究として海洋プレー

トの化石である陸上のオフィオライト

岩体（オマーンサマイルオフィオライ

ト）の調査研究を実施した。サマイルオ

フィオライトは南北500キロに分布する

世界最大のかんらん岩体である。マスカ

ットの南に位置する Wadi Tayin 岩体を

調査し、ICDP オマーン掘削プロジェクト

の地殻—マントル境界の掘削地点の選定

に中心的な役割を果たした。また、この

掘削に参画し、世界で初めて、地殻マン

トル境界の連続的なコアの採取に成功

した。世界初の試みとして ICDP で採取

された掘削コアを「ちきゅう」の最新鋭

の機器を利用して船上記載をおこなっ

た。モホの成因に関した新しい仮説を提

示し、ICDP コアの分析・解析からその検

証を行うことになる。 

これまで得られた海洋プレート直下

のマントル物理探査データを、将来のマ

ントル掘削で得られる岩石試料に対応

させるためには、事前に期待されるマン

トル物質の物性データの見積もりを行

うことが必要である。そこで、マントル

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

IODP マントル掘削候補地点の一つで

あるハワイ沖候補の事前調査として、海

底下物理探査を実施し、モホ面を含めた

海洋プレートの物理構造を明らかにし

た。 

陸域アナログ研究として海洋プレー

トの化石である世界最大のオマーンオ

フィオライト岩体を計画どおりに調査

したほか、当初計画になかった ICDP オ

マーン掘削プロジェクトに本格参入し、

地殻—マントル境界の掘削地点の選定を

主導するとともに、世界で初めて地殻-

マントル境界の連続的なコアの採取に

成功した。また世界初の試みとして ICDP

で採取された掘削コアを「ちきゅう」の

最新鋭の機器を利用して船上記載・分析

を行った。このような IODP/ICDP 連携は

世界初の試みである。また、モホの成因

に関する新しい仮説を提示し、ICDP コア

の分析・解析からその検証を行った。 

地震波・電磁気データをもちいたマン

トルトモグラフィーを行い、南太平洋の

マントルプルームが分岐している詳細

な形状を明らかにした。また、トモグラ

フィーによるマントルモデルを用いた

マントル対流シミュレーションによっ

て、パンゲア分裂後の大陸移動がマント

ル対流によって駆動されてきたことが

明らかになった。またマントル・コアの



94 

 

に相当する高温高圧条件での岩石物性

特性を解明するために、開発した実験装

置を用いて研究を推進し、得られた成果

を論文として発表した。 

IODP 前弧マントル掘削プロジェクト

を進めた。事前調査として、「しんかい

6500」の潜航調査を実施した。地震津波

海域観測研究開発センターと連携して、

IODP アウターライズ掘削プロジェクト

を進めた。事前調査として構造探査を行

い、これまでの事前研究の成果を特集号

（地学雑誌）として出版した。 

地震波・電磁気データをもちいたマン

トルトモグラフィーを行い、南太平洋の

マントルプルームの詳細な形状を明ら

かにした。同じ手法をオントンジャワ海

台に適用して海台下マントル構造を推

定した。オントンジャワ海台生成の原因

に関する制約を強めるとともに、掘削点

選定の基礎データとして用いる。 

トモグラフィーによるマントルモデ

ルを用いたマントル対流シミュレーシ

ョンによって、パンゲア分裂後の大陸移

動がマントル対流によって駆動されて

きたことを示した。またマントル・コア

の対流シミュレーションを行い、マント

ルとコアが熱的カップリングの状態に

あることを示した。これがマントルで見

いだされた化学的半球構造と核におけ

る地震波速度半球構造に相関がある原

因である可能性がある。マントル・コア

の対流と地球表層の運動が密接に関係

していることを示した成果であると考

える。 

 

対流シミュレーションの結果、マントル

とコアが熱的カップリングの状態にあ

ることが明らかになった。 

マントルの同位体・微量元素組成が東

西半球構造を示すことやその構造がコ

アの地震波速度構造と類似することな

どから、海洋と大陸は地球内部に影響を

およぼしていることが分かった。また、

沈み込みから深部循環をへて海洋に至

る物質循環を初めて制約した。これらの

知見は、広大な海洋空間の総合的理解の

一端を担い、地球の物質的・熱的進化や

将来像を描く上での基礎的理解につな

がると期待され、これらは計画を大幅に

上回る達成状況である。  

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －② 先端的基盤技術の開発及びその活用 

先端的融合情報科学の研究開発 
関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

論文数※ ― 74 67 67 104 69 予算額（千円） 2,230,321 2,056,220 1,613,684 1,565,230 1,540,515 

       決算額（千円） 2,177,676 2,223,967 1,718,575 1,732,548 1,794,883 

       経常費用（千円） 2,364,598 2,174,277 1,938,632 1,939,707 1,873,245 

       経常利益（千円） ▲244 35,413 468 ▲14,041 23,235 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 2,076,279 1,656,875 959,364 1,095,606 960,593 

        従事人員数 156 145 105 112 69 

※査読無し論文も含む。また、複数の項目に係る論文の場合には双方で加算する。                            
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 海洋の調査研究、

開発において各種

データ等を取得す

るための船舶、海洋

観測網、観測機器等

を高度化すること

は、広大な海洋空間

を総合的に理解す

る上で必要不可欠

であり、我が国の海

洋科学技術を推進

する上で極めて重

要である。このた

め、未踏のフロンテ

ィアへの挑戦、新た

な分野の開拓を可

シミュレーション

科学技術は、理論、実

験と並んで我が国の

国際競争力をより強

化し、国民生活の安

全・安心を確保するた

めに必要不可欠な科

学技術基盤である。ま

た、第４期科学技術基

本計画では、シミュレ

ーション科学技術、数

理科学やシステム科

学技術等、複数の領域

に横断的に活用する

ことが可能な複合領

域の科学技術に関す

【大評価軸】 
・先端的基盤技

術を開発・活用

し研究開発課題

へ横断的に取り

組 む こ と に よ

り、広大な海洋

空間の総合的理

解が促進された

か 
 
【中評価軸】 
・研究開発成果

の 科 学 的 意 義

（独創性、革新

性、先導性、発展

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 中期目標や事業計画に照らし、本項目

による成果・取組等について総合的に勘

案した結果、Ａ評価とする。その具体的

理由を以下に述べる。 

 

○海洋地球科学における先端的な融合

情報科学の推進 

プロセスモデルの開発と大規模シミ

ュレーション技術の開発により、地球科

学における先端的な融合情報科学の効

率的な推進に大きく貢献したといえる。 

具体的な研究成果及び実施事業は以下

のとおりである。 

 

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・新しい要素モデルやパラメ

タリゼーションを導入した

統合モデル（地球システム

モデル）を用いて、第 6 次

気候モデル相互比較プロジ

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・新しい要素モデルやパラメ

タリゼーションを導入した

統合モデル（地球システム

モデル）を用いて、第 6 次

気候モデル相互比較プロジ
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能にする先端的基

盤技術を開発する

とともに、それらを

最大限に活用する

ことで、上記（１）

から（４）までの研

究開発課題に積極

的かつ組織横断的

に取り組む。 
具体的には、地球

深部探査船「ちきゅ

う」等による海洋掘

削により、これまで

人類が到達できな

かった海底下深部

において得られた

知見を最大限に活

用し、新たな科学的

命題を解決するた

めの研究開発を行

い、国際深海科学 

掘 削 計 画

（ International 

Ocean Discovery 

Program：IODP）の

科学プランの達成

に重要な役割を果

たす。 

また、シミュレー

ション科学技術は、

理論、実験と並び、

我が国の国際競争

力をより強化する

ために必要不可欠

な先端的基盤技術

である。「地球シミ

ュレータ」等を最大

限に活用し、これま

で培ってきた知見

に基づき、海洋地球

科学の推進のため

に必要な先端的な

る研究開発が重要課

題として設定されて

いる。そのため、我が

国のフラッグシップ

機を補完し、地球科学

分野での世界トップ

レベルの計算インフ

ラである「地球シミュ

レータ」を最大限に活

用し、これまで培って

きた知見を領域横断

的にとらえ、海洋地球

科学における先端的

な融合情報科学を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性等）が十分に

大きなものであ

るか 
・研究開発成果

が国際的な水準

に照らして十分

大きな意義があ

るものか 
・取組が期待さ

れた時期に効果

的・効率的に実

施されたか 
・実施体制や実

施方策が妥当で

あるか 
・技術的課題そ

の他に大きなイ

ンパクトをもた

らす可能性があ

るものか 
・国際的なプロ

ジェクトへの貢

献がなされてい

るか 
・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜先進的プロセスモデルの研究開発＞ 

エアロゾルの一粒子ごとのサイズ・被

覆混合状態を合わせて解像する2次元セ

クションモデルの開発、 MSSG 及び地下

水モデル GETFLOWS を統合した大気・海

洋・陸域・地下水の 3次元「水」大循環

モデルの開発、NICAM への新しい雲微物

理スキームの導入、ラグランジアン型雲

降水モデルの拡張など、基礎的で革新的

なモデル開発やシミュレーション手法

を開発した。 

全球7km解像度大気モデルによる台風

予測精度のモデル間比較実験に、MSSG を

用いて参画し、台風だけでなく MJO など

の顕著現象に及ぼす大気海洋結合プロ

セスの影響を解明した。 

数理科学モデルを学術的に発展させ、

海洋地球科学の本質的な理解を進めた。 

 

＜大規模シミュレーション技術の開発

＞ 

気象学と情報科学の融合による、

NICAM 大規模計算として、全球 7km 格子

モデルによる台風予測のモデル間相互

比較研究を実施し、次世代の台風予測シ

ステムの構築に資する顕著な成果を創

出した。また、大規模アンサンブル実験

の結果から、2 週間以上前から台風の発

生予測が可能であること、地球温暖化に

伴う台風の強風域が拡大することを示

した。 

大規模シミュレーション技術を利用

した数値実験として、四次元変分法に基

づく大気海洋結合データ同化システム

を活用して、海洋データとともに大気デ

ータを統合的に活用した初期値化を行

い、数年先までの気候予測実験を実施し

た。 

対流、雲微物理及び大気海洋結合過程

の精緻化及び海洋生態系、大気化学過程

の高度化を通じて、第 6 次 IPCC 報告書

へ貢献するための最新気候モデル及び

ェクト（CMIP6）のプロトコ

ルに基づく過去の温暖化再

現実験を実施したところ、

新たな地球システムモデル

が、過去の全球平均気温の

変動を良好に再現できるこ

とを示せた。これは、IPCC 

AR6 の中核的な内容に貢献

し得ることを示す成果であ

り、また、その計算結果が今

後国内外の数多くの研究者

や機関によって引用・利用

可能となる重要性に鑑みる

と、目標及び計画を上回る

成果であったと高く評価で

きる（中期目標Ⅱ-1-(2)海

洋・地球環境変動研究開発

への貢献）。 

・大規模シミュレーション技

術を高度化することによ

り、台風発生 2 週間前予測

の可能性及び地球温暖化に

伴う台風の強風域拡大の可

能性の指摘や、数年規模の

気候変動予測の精度向上な

ど、国際的にインパクトの

ある研究成果を輩出してい

る（中期目標Ⅱ-1-(2)海洋・

地球環境変動研究開発への

貢献）。 

・日本沿海予測可能性実験

(JCOPE)を用いた海流予測

については、他分野の研究

へ利活用されているのに加

えて、船舶燃油削減効果な

どの実社会への貢献も認め

られた。 

 

 

 

 

 

ェクト（CMIP6）のプロトコ

ルに基づく過去の温暖化再

現実験を実施したところ、

新たな地球システムモデル

が、過去の全球平均気温の

変動を良好に再現できるこ

とを示せた。これは、IPCC 

AR6 の中核的な内容に貢献

し得ることを示す成果であ

り、また、その計算結果が今

後国内外の数多くの研究者

や機関によって引用・利用

可能となる重要性に鑑みる

と、目標及び計画を上回る

成果であったと高く評価で

きる（中期目標Ⅱ-1-(2)海

洋・地球環境変動研究開発

への貢献）。 

・大規模シミュレーション技

術を高度化することによ

り、台風発生 2 週間前予測

の可能性及び地球温暖化に

伴う台風の強風域拡大の可

能性の指摘や、数年規模の

気候変動予測の精度向上な

ど、国際的にインパクトの

ある研究成果を輩出してい

る（中期目標Ⅱ-1-(2)海洋・

地球環境変動研究開発への

貢献）。 

・気象学と情報科学の融合に

基づく基盤構築において

も、海洋将来予測データセ

ット及びその日本近海ダウ

ンスケーリングに取り組

み、また、海洋データ同化プ

ロダクトの活用として、漁

場予測システムの民間企業

への技術移転を進めるな

ど、漁業者へのサービス向

上に貢献した。 

・日本沿海予測可能性実験
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融合情報科学に関

する研究開発や新

たなモデリング手

法・シミュレーショ

ン技術等に関する

数理的研究開発を

行う。 
さらに、有人潜水

調査船、無人探査機

等の深海調査シス

テムは、海洋のフロ

ンティアを切り拓

くための研究開発

に不可欠な先端的

基盤技術であるた

め、これらを高度化

し、必要な要素技術

の開発を行うとと

もに、観測や調査等

をより効率的・効果

的に推進するため、

各システムの運用

技術を確立する。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球システムモデルを開発。IPCC のほ

か、国連の海洋保護に関する科学的助言

を担う GESAMP の活動でも大気化学モデ

ルの成果が大きく取り上げられるなど、

幅広い国際貢献を達成した。また、CMIP6

プロトコルに基づいた実験結果の国際

配信を各国研究機関に先駆けて開始し

た。 

 

＜統融合研究開発と情報発信＞ 

気象学と情報科学の融合の基盤構築

のため、海洋将来予測データセット及び

その日本近海ダウンスケーリングデー

タセットを構築した。 

海洋データ同化プロダクトの活用と

して、水産データと組み合わせた漁場予

測システムを構築・民間企業への技術移

転により、漁業者への定常的な情報配信

サービスの実運用を達成した。 

ラニーニャ現象等の気候変動が南ア

フリカのマラリア発生率に影響を及ぼ

すことを明らかにし、現地保健関係者へ

の試験的な情報提供を開始する等、国際

的な取組を進めた。 

情報配信基盤として、海流予測情報ブ

ログ「黒潮親潮ウォッチ」、季節予測情報

ブログ「季節ウォッチ」、JAMSTEC Grid 

Data Archive System によるデータ同化

プロダクトの開発・公開を行った。 

大気・海洋における気候変動予測デー

タセットは農水SIPや SI-CATを通じて、

気候変動予測情報の環境省事業での活

用や自治体向けの情報提供を効果的に

行い、我が国が推進するデータ利活用の

促進に寄与した。 

 

加えて、評価推進委員会からも、 

・モデル開発から物理的な理解、そして

アプリケーション開発を非常にバラ

ンス良く進めている。 

・海洋科学のみならず、植生モデルある

いはブラックカーボンを含むエアロ

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
・海流予測や台風進路予測シ

ステムの更なる開発を予定

しており、台風発生数日間

前に予測することが実現可

能であろう。 

・計算技術が重要であるが、世

界最先端の計算能力を保つ

ための方策を検討すること

が望ましい。 

  

(JCOPE)を用いた海流予測

については、他分野の研究

へ利活用されているのに加

えて、船舶燃油削減効果な

どの実社会への貢献も認め

られた。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
・海流予測や台風進路予測シ

ステムの更なる開発を予定

しており、台風発生数日間

前に予測することが実現可

能であろう。 

・「台風の発生・進路予測」「南

アフリカのマラリア対策」

などの成果を取り上げてい

るが、同様の研究は他分野

や他機関でも行われてい

る。そうしたところと協力

して国民の役に立つものを

生み出すような取組が必

要。 

・計算技術は重要であるので、

世界最先端の計算能力を保

つための方策を検討するこ

とが望ましい。 
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(イ) 先進的プロセス

モデルの研究開発 

様々なスケールの

諸現象を高精度に予

測するため、数理科学

を基盤とした領域横

断的アプローチによ

り個別問題を統合問

題としてとらえ、平成

28 年度を目途に基盤

となる手法を開発し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今中期計画中においては、基礎的で革

新的なモデル開発やシミュレーション

手法の開発により、数多くのインパクト

ある科学的成果を創出することができ

た。具体的には以下の様な画期的な成果

を挙げる。 

 第一原理シミュレーションとの比較

から、宇宙プラズマに関するこれまで

の磁気流体力学シミュレーションで

ゾルの粒子の大気拡散モデル、雲粒子

モデル、樹冠・建物モデルなどのいわ

ゆる都市街区のシミュレーションな

ど、環境モデリングに関する研究も活

発で、様々な方向に研究領域が広がっ

ていることは評価できる。 

・NICAM や MSSG を用いて、それに機械学

習を組み込んで、気候変動予測の精度

を向上させたことは、大きなインパク

トをもたらした成果である。 

・シミュレーションデータを使って海流

の予測を可能にしたこと、それにより

漁場の予測を可能にしたこと、また、

マラリアの発生予測と気象との関連

を明らかにしたこと、さらに、災害時

の避難経路の提案ができるようにし

たことなど、様々なシミュレーション

予測を可能にしたことは非常に大き

な成果である。 

・IPCC への報告書への貢献等、様々な国

際的プロジェクトに参画されている

ことは非常に評価できる。 

といったコメントをいただいた。 

 

以上、中期目標や事業計画に照らし、

本項目による成果・取組等について総合

的に勘案した結果、「広大な海洋空間の

総合的理解」及び「我が国の海洋科学技

術の推進への貢献」を十分に達成したと

いえる。 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。具体的な成果は以下のとお

りである。 

①IPCC の難題に対し、要素モデル開発か

ら、海洋地球科学の本質的理解を得

た。 
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先端的な数理・物理モ

デルやシミュレーシ

ョン手法を開発する。

それらを用いて数値

実験を行い、諸プロセ

スの再現性を実証的

に評価してモデルの

信頼性を向上させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は見落とされてきた、プラズマ同士の

摩擦と熱の輸送が磁気リコネクショ

ンの再現で重要であることを発見し

た。 

 NICAM に新しい雲微物理スキームを導

入し、計算性能向上を実現して、熱帯

擾乱や上層雲量の再現性を飛躍的に

向上した。 

 ラグランジアン型雲降水モデルを拡

張し、エアロゾルから雲、降水まで一

粒レベルでの時間発展が追跡可能と

なり、気候降水系だけでなく物質移動

量の評価等も可能となった。 

 エアロゾルの一粒子ごとのサイズ・被

覆混合状態を合わせて解像する2次元

セクションモデルを開発し、北極域な

ど遠隔地への輸送表現を格段に向上

させた。大気化学気候モデル計算を高

度化し、気候影響を定量化した。 

 3 次元植生放射モデルの高度化によ

り、植生指数の衛星計測から直接的に

生物学的過程の理解を引き出すこと

が可能となり、全球に適用した。 

 植生動態モデルへの永久凍土過程の

結合により、温暖化で永久凍土が後退

する 2100 年でも北方森林は衰退しな

いとする新しい予測結果を提示した。 

 常微分方程式に加えて偏微分方程式

にも適用できる形で位相縮約理論を

普遍 化し、テレコネクションと関係

した対流の同期現象だけでなく、海綿

動物の鞭毛運動の同期現象のモデル

化に応用し、理工学的な理解を得た。 

 ドリルパイプの振れ回り現象を数式

に基づき数値計算し、ドリルパイプの

かたさや長さ、回転数などを入れれ

ば、いつ、どのような振れ回り現象が

起きるかを求めることを可能とした。 

 雲解像モデル NICAM による 30 年分の

気候計算データから、深層学習（ディ

ープラーニング）による画像解析を用

いて、発生前の熱帯低気圧に見られる

②個別粒子アプローチでエアロゾル・雲

から宇宙までの未解決問題を克服し

た。 

③詳細化と普遍化両面において数理科

学モデルを学術的に発展させた。 

これらの点は想定以上の達成度とし

て考えられる。 

加えて、新たな学術の展開としては、

宇宙プラズマシミュレーションでのパ

ラダイムシフトや雲乱流プロセス研究

を通じた混相乱流現象学と気象学の融

合があげられる。また、国際プロジェク

ト等への意欲的な取組により、本項目で

開発したモデルスキームが諸外国にお

いて二次的に利用されることに至った。

また、MSSG の応用が進み、次世代大規模

シミュレーションの基盤技術強化に貢

献した。特に、都市域の樹冠解像 LES・

放射モデルの融合から得られた「街区暑

熱シミュレーション解析」において、埼

玉県と共同し、熊谷スポーツ文化公園の

暑熱対策事業に取り入れられる等、自治

体への貢献事例も創出された。 

さらに、本項目で開発したモデルが、

他の中期計画研究開発課題へも横断的

に適用されて、科学的な成果が創出され

た。計算機環境が日進月歩するなかで、

開発されたコード等のリソースの効率

的活用を促すリファクタリングツール

についても、横断的アプローチによる基

盤手法として開発した。 

以上のように、本項目においては、科

学的意義の高い基礎研究を進展させ、地

球環境課題や身近なリスクの解決へ貢

献した点は顕著であった。米国 NCAR の

CAM5 モデルにスキームが採用されたり、

IPCC の難題の解決を試みている国際的

なプロジェクトへの貢献として評価で

きる。 
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 (ロ) 先端情報創出

のための大規模シミ

ュレーション技術の

開発 

海洋地球科学につ

いての統合知識情報

を創出し、社会に利活

用可能な情報とする

ために必要となる観

測データ等を平成 28

年度までに整備し、こ

れらを活用した大規

模数値シミュレーシ

ョン技術及び統合デ

ータ処理・解析技術を

開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特徴的な雲パターンを抽出する手法

を開発した。 

 観測データの不十分さを補い、知りた

い情報を正確に抽出することが可能

となるスパースモデリングを適用し、

地殻変動の中のスロースリップイベ

ントの詳細なすべり分布の推定に成

功した。 

 

 

 

 

 

今中期計画中においては、社会に利活

用可能な情報とするために必要となる

観測データ等を整備し、大規模数値シミ

ュレーション技術及び統合データ処理・

解析技術を開発した。具体的には以下の

様な画期的な成果を挙げる。 

 大規模気候モデルにおいて、極めて重

要な役割を担っている物理過程であ

る積雲対流を効率的に表現する計算

スキームを開発し、従来のスキームに

対する優位性を確認するとともに、

様々な気候モデルに適用可能な汎用

性を示した。 

 対流、雲微物理及び大気海洋結合過程

の精緻化及び海洋 生態系、大気化学

過程の高度化を通じて、次期 IPCC 報

告書へ貢献するための最新 気候モデ

ル及び地球システムモデルを開発し

た。IPCC のほかにも、国連の海洋保護

に関する科学的助言を担う GESAMP の

活動でも大気化学モデルの成果が大

きく取り上げられるなど、幅広い国際

貢献につながっている。 

 NICAM 大規模計算に関して、全球 7km

格子モデルによる台風予測のモデル

間相互比較研究を実施し、次世代の台

風予測システムの構築に資する顕著

な成果を創出した。また、大規模アン

サンブル実験の結果から、2 週間以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

本項目の成果においては、四次元変分

法に基づく大気海洋結合データ同化シ

ステムを活用した数年先までの気候予

測実験をはじめとして、具体的な研究成

果も創出されており、学術的にも評価の

高い成果を得たことに加え、プレスリリ

ースやウェブサイト上のコラムなどで

成果を分かりやすく解説することで、社

会に対して科学的知見を提供し、一般市

民からも大きな反響を得られた。 
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前から台風の発生予測が可能である

こと、地球温暖化に伴う台風の強風域

が拡大することを示した。 

 高解像度メソ気象モデルを改良し、

「ひまわり 8号」等のビッグデータを

同化することにより、台風や集中豪雨

等の極端現象の予測精度を向上でき

ることを実証した。 

 CMIP6 等の国際プロジェクトへの貢献

も見据え、長期積分を行うためにモデ

ル改良を行ない、効率的な数値積分を

可能した。CMIP6 プロトコルに基づい

た実験結果の国際配信を各国研究機

関に先駆けて開始した。 

 四次元変分法に基づく大気海洋結合

データ同化システムを活用して、海洋

データとともに大気データを統合的

に活用した初期値化を行い、数年先ま

での気候予測実験を実施した。 

 予測モデルのバイアス低減のために、

マルチモデルによる予測システムと

多地点簡易観測システムを融合する

基盤技術を開発した。 

 減災・防災のために、高解像 度大気海

洋結合モデルによる極端現象予測シ

ステムに関する基盤技術を開発した。 

 総延長 8km(データ点数約 16,000 点)

の光ケーブル網による観測システム

の構築と運用を行い、地表面温度と地

温の 3次元的変動データを収集・解析

したデータセットを整備し、ESM 陸域

モデル(凍土過程)の改良及び性能評

価を行った。 

 渦解像モデルに基づく新積雲対流ス

キームを開発した。気候モデルの基幹

となる積雲対流スキームの独自な新

開発は世界最先端の成果である。現実

的な全球大気モデル（MSSG 型）の条件

下で、従来スキームに比べて精度が改

善されることがわかった。 

 避難誘導計画検討のため、群集の動き

を予測する群衆流動マルチエージェ
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(ハ) データ・情報の

統融合研究開発と社

会への発信 

科学的に有益な統

合情報に加え、社会に

利活用可能な付加価

値情報を創出するた

め、データ同化手法及

び可視化手法を始め

とする実利用プロダ

クトに必要な技術の

研究開発を行う。ま

た、観測、シミュレー

ション及び予測等の

統融合データと付加

価値情報を、広く、わ

かりやすく、効果的に

社会に還元する具体

的な方法について平

成 28 年度を目途に基

本検討を行った上で、

地球環境情報基盤を

構築し、発信する。 

 

ントシミュレーションモデルを構築

した。津波・高潮などの自然災害に対

する避難計画策定に活用されるもの

である。 

 可視化ソフトウェアの応用として、

MSSG が出力する複数の物理量の組み

合わせによる雲の写実表現手法を開

発した。気象予測により得られた結果

を、自動処理により逐次可視化するこ

とが可能となった。 

 アンサンブル SINTEX-F 季節予測シス

テムと、それを実行する大規模超高速

計算スキームを開発し、エルニーニョ

現象発生予測を高精度化し能研機構

と共同で農作物の選定に寄与した。 

 

 

 

 

今中期計画中においては、科学的に有

益な統合情報に加え、社会に利活用可能

な付加価値情報を創出するため、実利用

プロダクトに必要な技術の研究開発を

行い、地球環境情報基盤を構築し、発信

した。 

具体的には、以下七つの成果を挙げる。 

 オゾンやエアロゾルなどの大気微量

成分のデータ同化システム、季節予報

システム、日本周辺の高解像度データ

同化・予測システムの開発を行った。 

 大気微量成分のデータ同化では、複数

の衛星観測情報を入力データとして

適切に統合し、化学系に対して包括的

な拘束条件を与えるための技術要素

を世界に先駆けて開発した。構築した

再解析データセット TCR-2 を公開し

て、NOx 排出削減政策の世界的な評価

等に活用して実証した。 

 季節予報システムでは、SINTEX-F1 に

加え、SINTEX-F2、CFES を用いた季節

予測システムの多数モデル化を達成

し、それを用いた準リアルタイム予測

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、以下の

様な中期目標等に照らしても顕著な成

果を創出したことは高く評価できると

考えている。 

大きなインパクトをもたらす可能性

のある、大気微量成分のデータ同化と海

洋データ同化プロダクトの活用は具体

的な研究成果として特筆したい。また、

情報配信基盤を整備するとともに、大

気・海洋における気候変動予測データセ

ットが、環境省事業で活用された点、自

治体向けの情報提供を効果的行ってい

る点等からも、今後の「有意義な波及効

果」に繋がることが十分期待できる。 
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とその精度の確認を行うとともに、領

域モデルを用いたダウンスケーリン

グを行い、適切なバイアス補正より過

去予測の精度が向上することを示し

た。 

 日本周辺の高解像度データ同化・予測

システムでは北西太平洋域を対象と

して、人工衛星リモートセンシングデ

ータや Argo フロートなどのデータセ

ットを統合した高解像度海洋再解析

データセット FORA-WNP30 を作成し、

さらに、高解像度ダウンスケーリング

データを過去再現・リアルタイム予

測・将来予測について作成し、温暖化

適応策策定のための基礎情報として

提供することに貢献するとともに、宮

崎沖・東北沖のリアルタイム漁海況予

測での活用法を示した。 

 ラニーニャ現象等の気候変動が南ア

フリカのマラリア発生率に影響を及

ぼすことを明らかにした。その成果を

基に、機会学習を用いたマラリア予測

システムを作成し精度を検証した上

で、現地保健関係者への試験的な情報

提供を開始した。 

 海洋データ同化プロダクトの活用と

して、水産データと組み合わせた漁場

予測システムを構築し、実際に漁業者

向けの情報配信を行うことによりそ

の有効性を示した。この技術は民間企

業に移転し、定常的な情報配信サービ

スの実運用につなげることができ、研

究開発の成果の良い社会実装例を作

ることができた。 

 大気海洋時系列データ洋可視化ソフ

トウェア VDVGE の開発、特徴抽出及び

特徴 追跡、また機械学習を利用して、

膨大な量のデータから雲や海流、渦構

造、台風の卵（台風に発達する雲構造）

などを分析する基盤技術の開発、地球

環境分野における最適な計算機シス

テムの設計及びプロトタイプシステ
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ムの開発を行うとともに、データバン

クシステム、シミュレーション実行支

援システムなど基本ソフトウェア群

を開発した。 

加えて、上記の成果を発信するための

情報配信基盤として、海流予測情報ブロ

グ「黒潮親潮ウォッチ」、季節予測情報ブ

ログ「季節ウォッチ」の開設、JAMSTEC 

Grid Data Archive System によるデー

タ同化プロダクトの公開を行った。ま

た、成果の社会還元として、大気・海洋

における気候変動予測データセットは

農水 SIP や SI-CAT を通じて、気候変動

予測情報の環境省事業での活用や自治

体向けの情報提供を効果的に行い、我が

国が推進するデータ利活用の促進に寄

与した。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －③ 先端的基盤技術の開発及びその活用 

海洋フロンティアを切り拓く研究基盤の構築 
関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

論文数※ ― 15 10 6 18 44 予算額（千円） 4,012,793 3,812,225 3,462,952 7,291,930 6,897,345  
      決算額（千円） 3,987,499 3,683,584 3,448,214 4,035,876 7,059,675 

       経常費用（千円） 3,314,537 3,308,312 2,831,978 3,997,145 6,207,656 

       経常利益（千円） ▲50 10,013 201 ▲15,796 87,553 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 3,300,385 3,214,546 2,698,638 3,965,678 6,225,025 

        従事人員数 35 41 45 100 120 

※査読無し論文も含む。また、複数の項目に係る論文の場合には双方で加算する。                            
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 海洋の調査研究、

開発において各種

データ等を取得す

るための船舶、海洋

観測網、観測機器等

を高度化すること

は、広大な海洋空間

を総合的に理解す

る上で必要不可欠

であり、我が国の海

洋科学技術を推進

する上で極めて重

要である。このた

め、未踏のフロンテ

ィアへの挑戦、新た

な分野の開拓を可

海洋基本計画に掲

げられた科学的知見

を創出するため、機構

は国家の存立基盤に

関わる技術や、広大な

海洋の総合的な理解

に必要な技術を開発

する。また、人類未踏

の領域を拓く萌芽的

な研究基盤システム

やそれに資する基礎

的技術の研究開発を

行う。 

 

 

 

【大評価軸】 

・先端的基盤技

術を開発・活用

し研究開発課題

へ横断的に取り

組 む こ と に よ

り、広大な海洋

空間の総合的理

解が促進された

か 

 

【中評価軸】 

・研究開発成果

の 科 学 的 意 義

（独創性、革新

性、先導性、発展

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

本中期計画において掲げた計画は達

成しており、それに加えて、地震津波観

測監視システムの高度化、及び海中光技

術を用いた次世代技術の研究開発、深海

化学センサの開発・標準化、海洋・海底

下において直接現場計測を可能とする

センサ開発、多目的観測簡易フロート及

び多目的観測グライダーの開発、超広域

高速海底マッピングに関する研究

（XPRIZE 等）等の成果を創出することが

できた。同時に、外部の研究機関との共

創意識の強化と社会実装・管理されたノ

ウハウの共有や民間への移転、機器の作

成を図るための外注から内作への切替

評定 Ｂ 評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認め

られ、着実な業務運営がなさ

れているため。 
なお、自己評価ではＡ評定

であるが、今後の課題・指摘事

項に記載のとおり、必ずしも

中長期目標上のアウトカム創

出に向けて顕著な成果の創出

等が認められるとはいえない

評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
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能にする先端的基

盤技術を開発する

とともに、それらを

最大限に活用する

ことで、上記（１）

から（４）までの研

究開発課題に積極

的かつ組織横断的

に取り組む。 
具体的には、地球

深部探査船「ちきゅ

う」等による海洋掘

削により、これまで

人類が到達できな

かった海底下深部

において得られた

知見を最大限に活

用し、新たな科学的

命題を解決するた

めの研究開発を行

い、国際深海科学 

掘 削 計 画

（ International 

Ocean Discovery 

Program：IODP）の

科学プランの達成

に重要な役割を果

たす。 

また、シミュレー

ション科学技術は、

理論、実験と並び、

我が国の国際競争

力をより強化する

ために必要不可欠

な先端的基盤技術

である。「地球シミ

ュレータ」等を最大

限に活用し、これま

で培ってきた知見

に基づき、海洋地球

科学の推進のため

に必要な先端的な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性等）が十分に

大きなものであ

るか 

・研究開発成果

が国際的な水準

に照らして十分

大きな意義があ

るものか 

・取組が期待さ

れた時期に効果

的・効率的に実

施されたか 

・実施体制や実

施方策が妥当で

あるか 

・技術的課題そ

の他に大きなイ

ンパクトをもた

らす可能性があ

るものか 

・国際的なプロ

ジェクトへの貢

献がなされてい

るか 

・当初の目標・計

画からは予期し

ていなかった有

意義な波及効果

が得られたもの

はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

えや外部資金獲得への努力において大

きな成果を上げた。 

 

○世界最高水準の技術レベルを誇る地

震津波観測監視システム 

地震津波観測監視システムの高度化

に向けた技術開発では、南海トラフで発

生する地震・津波をリアルタイムで常時

観測監視するシステム（DONET）を構築し

た。また、「ちきゅう」の掘削孔を活用し

た世界に例を見ない地殻変動観測シス

テムを構築・多点展開し、海溝型地震の

発生メカニズムや地震発生モデルの研

究を大きく進展させることが可能とな

った。 

 

○先進的な技術開発 

海中光技術を用いた次世代技術の研

究開発は機構のコア技術であり、水中光

無線通信の実海域試験で安定した通信

に成功した。従来の水中通信を大きく変

え得るものであり、港湾土木作業、AUV 等

の複数機・海底ステーション技術等広く

活用できる技術であることを示した。 

先進的現場計測技術の研究開発では、

応答速度、正確さ、消費電力、長期安定

性、扱いやすさが異なる比色法と電極法

の 2種の長所を活かした「ハイブリッド

型の pH センサ」を深海化学センサとし

て開発した。同センサは、国際コンペテ

ィション「Wendy Schmidt Ocean Health 

XPRIZE」（※）でエントリー77 チーム中

3位（値の正確さ部門）を獲得しており、

その性能は、第三者によって評価されて

いる。また、本研究に関連し「海水の水

素イオン濃度指数（pH）測定法」を産業

技術総合研究所などと共同で国際標準

化機構（ISO）に提案し、国際規格として

発行された。当該センサは測定法の一つ

として本ISO規格として採用しているこ

とから、ISO 規格とともに海洋酸性化研

究に大きく貢献することが期待される。 

ため、Ｂ評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・先端的な基盤技術開発とし

て以下のような成果の創出

がなされている点は評価に

値し、引き続き着実な推進

が求められる。 

①DONET 及び「長期孔内観測装

置」が設置され、津波警報や

緊急地震速報に活用されて

いること（中期目標Ⅱ-1-

(3)海域地震発生帯研究開

発への貢献） 

②水中光無線通信の実海域試

験での成功や3Dレーザース

キャナーの実用化・製品化 

③民間企業と共同開発した

「ハイブリット型 pH セン

サ」が、海洋酸性化の調査研

究に使われる海水用pHセン

サに関する国際コンペティ

ション XPRIZE で、“値の正

確 さ ” を 重 視 し た 賞

（Accuracy Prize）の 3 位

を獲得したこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・先端的な基盤技術開発とし

て以下のような成果の創出

がなされている点は評価に

値する。 

①DONET 及び「長期孔内観測装

置」が設置され、津波警報や

緊急地震速報に活用されて

いること（中期目標Ⅱ-1-

(3)海域地震発生帯研究開

発への貢献） 

②水中光無線通信の実海域試

験での成功とその後の共同

開発事業者による製品化

（H31.4）、海中 3D レーザー

スキャナーの実用化・製品

化 

③民間企業と共同開発した

「ハイブリット pH センサ」

は、消費電力を抑えつつ、長

時間安定してpH測定を行う

ことを可能とするものであ

り、本研究開発で得られた

知見「海水の水素濃度指数

(pH)測定法」が ISO 規格に

認証されたこと 

・また、平成 30 年度には、低

コストで軽量コンパクトな

AUV-NEXT の開発と実海域で

の実証や、AUV/ASV 複数機運

用による海底資源探査の実

証試験等に取り組み、多様

な調査観測活動に対応可能

な次世代型の無人探査シス

テムの構築に向けて前進し

たと評価できる。 

・さらに、海洋・海底下におい

て直接現場観測を可能とす

る各種センサ開発や深海用

の高性能な8Kスーパーハイ
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融合情報科学に関

する研究開発や新

たなモデリング手

法・シミュレーショ

ン技術等に関する

数理的研究開発を

行う。 
さらに、有人潜水

調査船、無人探査機

等の深海調査シス

テムは、海洋のフロ

ンティアを切り拓

くための研究開発

に不可欠な先端的

基盤技術であるた

め、これらを高度化

し、必要な要素技術

の開発を行うとと

もに、観測や調査等

をより効率的・効果

的に推進するため、

各システムの運用

技術を確立する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※米国の XPRIZE 財団による pH センサの性能向上、セ

ンサがより広く普及することによる海洋酸性化の

研究推進を目指した pH センサコンペティション 

 

産業界への波及として、例えば、海中

3D レーザースキャナーについては、海中

での音響観測、カメラ観測に続き「第 3

の観測装置」として開発・実用化しただ

けでなく、共同研究開発先の事業者によ

る製品化にまで至った。 

 

○社会実装や事業化を見据えた展開 

超広域高速海底マッピングに関する

研究（XPRIZE への挑戦）では、革新的な

母船レス AUV 運用システムを提示した。

従来は、支援母船を用いて、支援母船か

ら探査機を降ろして海底地形を調査し

ているが、提示したシステムはこの概念

を覆し市場にブレークスルーをもたら

す可能性のあるものであり、将来的な産

業化を見据えた研究開発に取り組んだ。 

海洋・海底下において直接現場計測を

可能とするセンサ開発として、現場計測

用のマルチプル化学センサやメタン濃

度センサの開発を実施した。分析場所が

“船上”から“現場である深海”になる

といった、分析手法のブレークスルーを

もたらすだけでなく、機構の研究開発の

みならず同様の分野に広く活用される

可能性が見込まれる成果を得た。また、

フルデプスミニランダー（自動降下式観

測装置）は、低コストで運用しやすいと

いう目的を達成しただけでなく、機構の

研究開発のみならず同様の分野に広く

活用される可能性が見込まれる成果を

得た。 

長期定域観測システムの実用化を目

的として、多目的観測簡易フロート（以

下「簡易フロート」という。）の研究開発

を実施した。簡易フロートは、量産生産

することを念頭に開発を進め、試作機を

製作し、海域試験を開始した。海洋観測

ブイの水中観測部の代替手段となり得

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・今後、人類未踏の領域を拓く

萌芽的な研究基盤システム

を構築していくためには、

新しい調査観測手法の検討

も含め、従来の延長線上で

はない独創性、革新性、先導

性ある研究開発に積極的に

取り組むことが必要である

と考える。また、得られる成

果の波及効果をイメージし

た筋道を一層明確にするこ

とで、更に優れた成果の創

出を期待したい。 
 
 
 
 
 
 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・海底調査実施に関する中長

期的な計画は検討されてい

るが、今までのやり方と比

較して大きな変化は見込ま

れない。調査法について新

しい可能性に関する検討は

やや不足している。水中ド

ローンの積極的な運用など

根本的な見直しを検討する

時期であると考える。 
  

ビジョンカメラの開発とこ

れらを活用した超高精細な

深海画像情報は、深海生物

研究の発展にも寄与すると

期待できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・今後、人類未踏の領域を拓く

萌芽的な研究基盤システム

を構築していくためには、

新しい調査観測手法の検討

も含め、従来の延長線上で

はない独創性、革新性、先導

性ある研究開発に一層積極

的に取り組むことが必要で

あると考える。機構では、無

人観測・リアルタイム長期

観測が今後の主流になると

考え、AUV を中心とした母船

レス観測システムの開発・

運用を進めてきた。今後も、

先端的・独創的な基盤技術

開発を一層推進し、多様な

海洋環境に対応する高精度

な探査・調査能力の獲得に

努められたい。 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・海底調査実施に関する中長

期的な計画は検討されてい

るが、今までのやり方と比

較して大きな変化は見込ま

れない。調査法について新

しい可能性に関する検討は

やや不足している。水中ド

ローン（AUV）の積極的な運

用など根本的な見直しを検

討する時期である。機構は

必要な検討を開始している

が、更なる具体的な対策を

講じることが急務である。 
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(イ) 先進的な海洋基

盤技術の研究開発 

高精度で効率的な

観測・探査システムの

構築を推進するため、

音響通信・複合通信シ

ステム、計測・センシ

ング、測位、検知・探

知、モニタリング、試

料回収、分析等に係る

先進的要素技術、探

査・観測システム等の

長期運用に必要とな

るエネルギーシステ

ム、深海底での調査や

観測のためのセンサ

や観測プラットフォ

ーム設置に係る技術

等について、先進的な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■先進的要素技術の研究開発 

○音波・電磁波を用いた次世代技術の研

究開発 

音響通信技術と比べて大容量通信を

可能とするレーザー通信技術の海中で

の実用化を目指し、水中光無線通信装置

を開発し、実海域域での評価試験を実

施。試験結果について最終評価を行い、

海中レーザー通信技術のフィージビリ

ティスタディを取りまとめた。 

Time Reversal（時間反転波）による空

間 多 重 通 信 に よ っ て 、 高 速 MIMO

（Multiple-Input/Multiple-Output）通

信、マルチユーザ通信の確立を目指し、

基礎研究を実施。波動解析シミュレーシ

ョンや実海域試験データに基づいて検

証を行い、空中の電波通信で広く用いら

ることを示した。 

海洋観測網の次世代の観測ツールと

して、グライダーの研究開発を実施し

た。簡易フロートをベースに海洋・地球

環境変動開発課題で開発した「小型 AUV

試作機」を改造・発展させ、「多目的観測

グライダー（MOG）」を開発、観測投入し

た。「MOG」は、簡易フロートをベースに

することで、コンパクトサイズかつ少数

でオペレーションが可能、さらに低価格

で複数展開を想定した、いわゆる「安価

で使い勝手の良いもの」であり、他分野

でも利用されることが見込まれる。 

簡易フロート、水中グライダー、北極

観測用小型AUV等に関する開発で培った

固有技術を活用してベンチャーを起業

した。 

 

以上のように、成果等について諸事情

を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著

な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるためＡ評定とした。 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、中期目

標等に照らしても顕著な成果を創出し

たことは高く評価できると考えている。

具体的には以下のとおりである。 

 

○深海化学センサの開発、標準化 

民間企業と共同して、応答速度、正確

さ、消費電力、長期安定性、扱いやすさ

が異なる比色法と電極法の2種類の測定

法の長所を活かした「ハイブリット型の

pH センサ」を世界で初めて開発した。今

後、海底熱水鉱床の探査時における影響

評価、海底下環境のモニタリング調査、

物質循環観測、海洋酸性化（アルカリ度

の低下）の観測等への活用が期待され

る。 
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研究開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れているOFDMによるMIMO通信との性能

比較を実施。その結果、Time Reversal に

よる MIMO 通信が OFDM による MIMO 通信

に比べて格段に多重化数を増加できる

ことなどを見出し、Time Reversal の基

礎技術を確固たるものとした。 

 

○先進的現場計測技術の研究開発 

応答速度、正確さ、消費電力、長期安

定性、扱いやすさが異なる比色法と電極

法の２種塁の測定法の長所を活かした

「ハイブリッド型の pH センサ」を開発。

平成 27 年度、国際コンペティション

「Wendy Schmidt Ocean Health XPRIZE」

において 3位（値の正確さ部門）を獲得

したほか、本研究に関連し、「海水の水素

濃度指数（pH）測定法」を国際標準化機

構（ISO）に共同提案し、国際規格

ISO18191 として発行。本センサは、従来

と比較して、消費電力を抑えつつ、長期

間安定して pH 測定を行うことが可能な

ものであり、北部太平洋の定点観測に用

いているほか、平成 30 年度には、低温

海域に長期投入することを目的として

開発した長期低温下係留用ハイブリッ

ド pH センサを南極海域に投入。 

 

■エネルギーシステムの研究開発 

ブイ用小型波力発電システムについ

て、システム設計ツールの性能解析手法

を確立。また、空気タービン式波力発電

システムの実証試験プロジェクト

（NEDO）に参画し、発電システムの性能

推定手法等の設計システムの構築、実海

域実証試験データによる検証、を担当。

15kW システムの実証試験に成功した。 

海底での熱水温度差発電システムの

実用化を目指し、海底の熱水噴出量の観

測、同システムの効率的な発電条件の検

討を実施。熱水温度差発電システムのフ

ィージビリティスタディをまとめた。 

 

ISO 規格として発行された「海水の水

素イオン濃度指数（pH）測定法」を用い

れば、世界的に海水 pH データの品質が

向上する。また、当該センサは測定法の

一つとして本ISO規格を採用しているこ

とから、ISO 規格とともに海洋酸性化研

究に大きく貢献することが期待される。

当該センサは既に北西部北太平洋の定

点観測に用いているほか、平成 30 年度

には、低温海域に長期間投入することを

目的として開発した長期低温下係留用

ハイブリッド pH センサを南極海域に投

入しており、実際に活用されるところま

で至っている。 

 

○地震津波観測監視システムの高度化 

DONET 構築完了だけでなく、長期孔内

観測装置の構築も行い、海底下の高精度

な地震データをリアルタイムで入手す

ることが可能となった。DONET 観測デー

タについては、気象庁の津波警報や緊急

地震速報に活用されているほか、長期孔

内観測装置より得られた観測データは

地震調査委員会、南海トラフ沿いに発生

する地震に関する評価検討会に定期的

に報告され、南海トラフ地震発生帯の現

状評価に活用されるなど、(3)海域地震

発生帯研究開発に大きく貢献している。 

長期孔内観測装置を用いたリアルタ

イム観測網は、今後、海底資源開発時に

おけるモニタリング、廃孔管理等に波及

することが期待される。本技術開発は平

成 30 年度科学技術分野の文部科学大臣

表彰「科学技術賞」を受賞した。 

 

○海洋・海底下において直接現場計測を

可能とするセンサ開発 

船上での分析・測定は、時間によって

生じる微生物による消費（例えば、H2、

H2S 等）や船上回収時に生じる温度圧力

変化等に伴う溶存ガス拡散などにより、

分析値自体を過小評価している。現場分
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■プラットフォームの要素技術の研究

開発 

次世代プラットフォームの要素技術

として、複雑な形状を有する探査機の流

体形状に係る検討手法を取りまとめた

ほか、CFRP とシンタクチックフォームを

利用した密度が1.0以下の高比強度部材

を開発。 

高精細深海映像技術の実用化のため、

深海ウルトラスーパーハイビジョンカ

メラシステムの開発を実施。8K カメラの

深海撮影に向けた「8K カメラ深海撮影用

LED 照明装置」を開発するとともに、高

速伝送系（※100Gbps 大容量高速光伝送

装置。同装置は、平成 29 年度に評価・海

域試験を実施。）を開発し、平成 30 年度、

熱水噴出域の超高画質の風景映像を取

得。本風景映像は、NHK との共同研究に

よる成果であることから、研究者だけで

なく、広く国民に配信された。（NHK が放

映） 

海中ステーション技術の要素技術の

一つである非接触充電システムについ

ては、海域試験を実施し、論文化。平成

30 年度、海域試験の評価、非接触充電シ

ステムの構築手法の評価等について取

りまとめた。 

 

■深海・海底下環境における現場計測技

術の研究開発 

深海域におけるトッププレデターの

解明を目的として、上位捕食者の生物量

を推定するために海底設置型カメラを

用いた調査を実施し、水深毎の個体数密

度の推定に成功。また、上位捕食者から

非致死的に自動で少量の組織片を採取

するための装置である「バイオプシー装

置」を開発。同装置の特許出願を行うと

ともに、試作機を製作し、脆弱な深海生

態系について、保全と活用を両立するた

めのソリューションを示した。 

析用センサはこれを解決し得る可能性

を有する。 

オーダーメイドによるセンサや装置

であるため、サイエンスニーズに応じた

カスタマイズが可能となる。このため、

（4）海洋生命工学研究開発課題をはじ

め、海中、海底での計測・観測を必要と

する分野において広く活用されること

が見込まれる成果である。 
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低コストで運用が容易なフルデプス

ミニランダーを開発。マリアナ海溝の海

底付近の生物撮影等を目的として、4K カ

メラ、開発したオーダーメイド制御装置

等を搭載したフルデプスミニランダー

（自動昇降式の観測装置）を開発、平成

29 年度、マリアナ海溝において水中の環

境プロファイル測定を行うとともに、魚

類の生息限界深度とされる深度 8,200m

に近い 8,178m 地点で魚類の生態の撮影

に成功した。 

海中や海底で直接現場計測を行うた

め、現場分析用のマルチプル化学センサ

等を開発し、平成 29 年度、11,000m 級ラ

ンチャー式 UROV システム（UROV11K）に

搭載し、マリアナ海溝最深部において作

動することを確認した。現場で分析する

ため、採水から船上における化学分析ま

での時間経過による誤差が排除され、取

得する分析データの品質が向上する。 

 

■地震津波観測システムの開発 

海底に設置された観測機器ネットワ

ークによって南海トラフで発生する地

震・津波をリアルタイムで常時観測・監

視するシステム（DONET）を平成 27 年度

に構築完了した。平成 28 年度に DONET1

と合わせて防災科学技術研究所に移管。

また、移管後も引き続き後埋設（観測ノ

イズ低減のための地震計と海底ケーシ

ングの間を充填する作業）を実施し、

DONET の観測機能の向上を図った。 

海底下の高精度な地震データをリア

ルタイムで入手するためのシステムを

構築するため、長期孔内観測装置を多点

展開するとともに、DONET に接続し、リ

アルタイム三次元地殻変動観測網を構

築した。長期孔内観測装置は複数のセン

サ(1)温度センサ、(2) 歪（ひずみ）計、

（3）広帯域地震計、（4）傾斜計、（5）高

感度地震計、（6)強震計、(7)圧力ポート

を備えており、「ちきゅう」で掘削した掘
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(ロ) 高精度・高機能

観測システムの開発 

未知の領域を効率

的・効果的に探査、利

活用するための海中・

海底探査システム及

びそれらに関連する

サブシステム並びに

長期にわたり広範囲

な３次元空間を高精

度で観測するための

観測システム開発を

行う。また、プロファ

イリングフロート等

の新たな観測インフ

ラ、センサ及び測定機

器等についても開発

を進める。開発が完了

したものについては、

実用化を加速させる

ために逐次運用段階

へ移行する。 

 

 

 

 

 

 

削孔内に設置固定したものである。平成

27～29 年度にかけて、紀伊半島沖の 3カ

所に設置（海底下約 500～1,000m C0002

孔、C0006 孔、C0010 孔）した。①海底で

は困難な高度な観測を実現する掘削孔

内へのセンサ設置技術、②長期間のリア

ルタイム観測を実現する海底ケーブル

観測網（DONET）への接続技術、③孔内デ

ータのDONETデータベース・データ流通・

解析システムへの統合（システム化）の

3 要素から構成されており、これらを機

構が有していることから実現できたも

のである。 

 

 

 

■AUV の要素技術の高度化 

数十センチ規模のチムニーや熱水の

噴出している様子を鮮明に可視化でき

る「海中 3D レーザースキャナー」を開

発し、平成 27 年度、AUV「おとひめ」に

搭載し、実海域試験を実施した。SIP「次

世代海洋資源調査（海のジパング計画）」

において、熱水域の調査・環境影響評価

に使用した。同装置は、共同研究先の事

業者（三菱電機特機システム株式会社）

が製品化しており、平成 29 年度には、

同装置を ROV「かいこう」に搭載し、環

境影響評価に係る調査において海底部

の詳細な状況を可視化することで、その

実用性を示した。さらに、平成 30 年度

には、同装置を搭載するプラットフォー

ム（ROV「かいこう」）との最適化を図る

ことで、更なる高解像度を実現した。（平

成 29 年度の解像度：約 10cm、平成 30 年

度の解像度：2cm） 

海中のAUVと陸上をつなぐ洋上中継器

として ASV 実証機を製作し、平成 28 年

度、実海域においてシステム試験を実施

した。また、通信機能と測位機能を統合

することで高レートでの通信、測位が可

能であり、かつ、ASV から同時に最大 3

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、中期目

標等に照らしても顕著な成果を創出し

たことは高く評価できると考えている。

具体的には以下のとおりである。 

 

○海中光技術を用いた次世代技術の研

究開発 

海中 3D レーザースキャナーは、対象

や事象を単に「捉える」のみであった音

響観測技術やカメラ観測技術による可

視化から一歩進んで、「測る」ことも同時

に実現した。本技術の普及によって、

様々な調査効率の飛躍的な加速につな

がることが期待される。この成果は(1)

海底資源研究開発に貢献するものであ

る。 

海中 3D レーザースキャナーは、共同

研究開発先の事業者（三菱電機特機シス

テム株式会社）が製品化しており、機構

のみならず広大な海洋空間の総合的理

解推進の一助となっているといえる。 

レーザー通信技術に係る成果は、将来

的に水中光 Wi-Fi の構築、探査機等をイ

ンターネットへ接続する「IoT」が可能と

なることを示しており、海洋研究への貢
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機の AUV の測位・通信を行うことができ

る「音響多重通信測位装置」を開発した。

平成 29 年度以降、戦略的イノベーショ

ンプログラム（SIP）「次世代海洋資源調

査」において、海底資源の成因調査に使

用した。平成 30 年度には、沖縄伊平屋

における熱水鉱床の複数AUVを用いた電

気探査に成功している。なお、ASV・音響

多重通信測位装置は、平成 30 年度から、

SIP 第 2 期「革新的深海資源調査技術」

において、発展版の開発を開始してい

る。 

 

■ROV の要素技術の高度化 

ROV「かいこう」の機能向上において、

高性能カメラ(4K/8K など)などに対応す

る大容量光伝送通信（100G 光伝送装置）

及び超大深水における高精細カメラシ

ステム（4K カメラ）を開発、11,000m 級

ランチャー式 UROV システム（UROV11K）

に搭載し、評価・海域試験を実施した。

同システムは、平成 30 年度に NHK との

共同研究により実施・成功した深海の熱

水噴出域の超高画質（8K 映像）の風景映

像の取得に際しても使用した。 

超大深水における高精細カメラシス

テム（4K カメラ）を実現するため、フル

デプス対応ガラスドームポート、市販カ

メラをROVで制御することができるカメ

ラシステム等を開発、平成 29 年度、

11,000m 級ランチャー式 UROV システム

（UROV11K）に搭載し、評価・海域試験（マ

リアナ海溝チャレンジャー海淵）を実施

した。 

平成 30 年度には、超大深度用カメラ

の高倍率ズームと画像ゆがみの低減を

可能とするフルデプス対応ガラスビュ

ーポート（フラットポート）を開発・製

作。深度 10,000m 相当での圧力下試験を

実施するとともに、同ビューポートを水

中 4K カメラに取り付け、ROV「かいこう」

に搭載し、評価・海域試験を実施した。

献はもちろん、海底資源開発、港湾土木

作業、ダイビング等の水中活動全般に広

く活用できるものとして期待している。

レーザー通信技術は、海中における通信

に係る共通基盤技術であり、他の中期研

究開発課題全体に貢献するものである。 

水中の光無線通信装置は、共同研究開

発先の事業者（島津製作所）が製品化し、

海底油田探査に使用する無人探査機（潜

水ドローン）などのメーカ向け販売を開

始した（平成 31 年 4 月～）。 

平成 30 年度、国内において「光海中

技術のコンソーシアム「ALAN コンソーシ

アム」が設立された。機構研究者も設立

に向けて協力しており、今後、国内の海

中光技術への取組が加速されることが

期待される。 

 

○多目的観測簡易フロート及び多目的

観測グライダーの開発 

「MOG」は、簡易フロートをベースにす

ることで、コンパクトサイズかつ軽量、

少人数でオペレーションが可能、さらに

低価格で複数展開を想定した、いわゆる

「安価で使い勝手のよいもの」。他分野

でも利用されることが見込まれる。簡易

フロート、北極観測用小型 AUV 等に関す

る開発で培った固有技術を活用して

JAMSTEC ベ ン チ ャ ー （ Offshore 

Technology 社）を起業しており、今後成

果活用が一層促進される。 
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(ハ) オペレーション

技術の高度化・効率化 

観測や探査・調査等

をより効率的・効果的

に推進するため、AUV

及び ROV の機能や複

数機同時運用等の運

用技術の高度化、これ

らを用いた海底ケー

ブルネットワークの

効率的な構築や運用

これをもって超大深水高精細カメラシ

ステム（4K カメラ）の開発は完了してい

る。 

 

■次世代プラットフォーム技術開発 

簡易フロートの技術をベースとして、

海氷下に潜り込み、水温、塩分に加えて

動画の撮影ができる小型のAUV試作機を

製作し、平成 28 年度に北極海における

海氷下の運用に成功した。また、小型 AUV

試作機を更に改造・発展させ、国産の多

目的観測グライダー(MOG)を開発し、平

成 29 年度以降、北太平洋での観測を実

施。海洋観測ブイの代替手段として、フ

ロート等を利用した運用に向けた基本

技術を構築した。 

平成 30 年度には、JAMSTEC ベンチャー

支援制度を活用し、今回開発した多目的

観測グライダー（MOG）、多目的観測簡易

フロート等を設計・製造・販売する「合

同会社オフショアテクノロジーズ」を設

立した。 

 

■長期定域観測システムの実用化 

多目的観測に応用可能で安価な簡易

フロートの量産試作機を開発し、海域試

験を実施。多目的観測簡易フロートの量

産試作機が完成した。 

開発が完了したものは、逐次運用段階に

移行した。 

 

 

■AUV の運用技術開発 

「じんべい」については、機能性・運

用性の向上を図り、計画より１年前倒し

して、平成 29 年度より研究航海におけ

る本格運用を開始した。「ゆめいるか」に

ついても、機能・運用性の向上を図った。

また、洋上中継器（ASV）による AUV 複数

機運用という運用手法を確立した。この

運用手法を発展させ、SIP「次世代海洋資

源調査」による研究航海において AUV 複

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目について、それぞれ計画どおり

着実に進捗しているだけでなく、中期目

標等に照らしても顕著な成果を創出し

たことは高く評価できると考えている。

具体的には以下のとおりである。 

 

○超広域高速海底マッピングに関する

研究 

無人の洋上中継器（ASV）と複数 AUV を
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保守技術の開発、水中

グライダーや新型プ

ロファイリングフロ

ート等の新たな観測

システムについては、

平成 27 年度を目途に

一部について運用を

開始し、これらを加え

た統合的な調査・観測

システムを効率的に

運用するための基本

技術を構築する。 

 
 

数機による電気探査計測に成功した。 

平成 30 年度、大深度 AUV の開発の促

進を目的として、コンパクト・高速長時

間航行・短期間開発をコンセプトとし

た、4,000m 級航行型「AUV-NEXT」を開発

（開発期間 8カ月）した。「AUV-NEXT」の

性能試験の一環として、「Shell Ocean 

discovery XPRIZE ※」の Round2 実海域

競技（決勝）（12 月、ギリシャ共和国・

カラマタ沖）に「AUV-NEXT」を投入した。

ASV 管制下において 24 時間以上の長時

間連続航行、海底地形データ取得に成功

し、その実用性を示した。 

※ Shell Ocean discovery XPRIZE：超広域高速

海底マッピングの実現を目的とする海底探

査技術の世界コンペティション 
 

無人の洋上中継器（ASV）と AUV の運

用技術を用いて、洋上に人が立ち入らな

いシステムで海洋地形調査を行うため

のロボットシステムの開発を8機関連携

で実施しており、「Team KUROSHIO」とし

て当該コンペティションに参加した。当

該コンペティション参加により、当該調

査手法が社会実装可能な方式であるこ

とを示した。 

 

■ROV の運用技術 

次世代深海探査システムの研究開発

として、7,000m 級「かいこう Mk-Ⅳ」の

高機能化及びフルデプス機器の開発を

実施した。11,000m 級ランチャー式 UROV

システム（UROV11K）による航海試験にお

いて、開発したフルデプス機器の性能確

認を実施した。 

 

■ブイ運用技術の高度化 

ブイの運用については、西太平洋トラ

イトンブイ網、インド洋 RAMA ブイ網の

維持に向けた取組を実施した。大気海洋

観測データの空白地であるフィリピン

沖にブイ 1基を増設した。同ブイには、

pH と 3 種類の CO2（大気、海水 2 層）の

用いた支援船を必要としない、海底地形

を調査するための海洋無人調査システ

ムを開発した。海底地形調査は資源探査

のほか、各種海中・海底調査の基礎とな

るものであり、これを無人で調査できる

手法の開発は各種海中・海底調査の効率

化・省力化が見込まれる。また、電気探

査センサを含め海底熱水鉱床調査等の

海洋調査に新たな転換が期待できる。研

究開発コミュニティとのパートナーシ

ップを通じて新たな海洋産業創出が期

待できる。 
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観測ができるセンサを搭載しており、よ

り詳細な観測データが取得できる。 

水温について国家標準とのトレーサ

ビリィティ体系を確立。平成 30 年度、

開発した高安定新型校正水槽（1mK×10

分）をむつ研究所に新設し、同研究所に

おいて運用を開始した。 

海洋観測ブイの代替手段として、海面

フラックス計測グライダーを開発する

とともに、同グライダー等用の専用デー

タ品質管理システムを構築した。平成 30

年度、実運用に向けた試験運用を開始し

た。 

 

■海中における垂直方向の高速音響通

信 

平成 29 年度までに「しんかい 6500」

の画像伝送装置の新型機をインハウス、

低コストで製作した。平成 30 年度から

「しんかい 6500」に搭載し、運用を開始

した。新型機では、深度 6,500m からの

通信で旧型機の 4 倍以上の速度となる

80kbps の高速通信を達成した。 

 

■船舶の運航効率化に資する研究航海

データベース 

機構船舶の運航情報をデータベース

化し、「観測航海の実施効率（ダウンタイ

ム）」を統計解析に基づいて定量的に評

価するシステムを構築した。平成 30 年

度、ダウンタイム予測プログラム α 版

を完成させ、データベース Publicβ 版

を公開した。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(1) 船舶・深海調査システム等 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

第三号 大学及び大学共同利用機関における海洋に関する学術研究に

関し、船舶の運航その他の協力を行うこと。 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

船舶運航日数

（日） 
― 1,770 1,702 1,319※ 1,489 1,368 予算額（千円） 22,687,078 25,126,957 23,010,722 24,155,602 28,221,879 

深海調査シス

テム潜航回数

（回） 

― 260 275 149 141 158 決算額（千円） 20,190,079 22,071,995 18,821,726 19,902,729 25,040,358 

       経常費用（千円） 17,407,067 28,385,348 21,239,501 19,855,143 24,693,941 

       経常利益（千円） ▲468,677 ▲3,083,475 ▲1,713,707 ▲369,047 ▲133,278 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 16,431,314 23,390,921 25,876,581 18,180,147 24,043,284 

        従事人員数 108 97 97 94 96 

※H28 年度は、「かいめい」慣熟訓練航海中のため、「かいめい」の運航日数は加算していない。                       
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構は、海洋科学

技術分野における

国家基幹技術たる

世界最先端の研究

開発基盤を有する

世界トップレベル

の研究開発機関と

して、研究船、深海

調査システム、「地

球シミュレータ」等

の施設・設備を自ら

使用するとともに、

機構の研究開発業

機構が保有する「ち

きゅう」を除く研究

船、有人及び無人深海

調査システム等につ

いて、自らの研究開発

に効率的に使用する

とともに、各研究船の

特性に配慮しつつ、科

学技術に関する研究

開発等を行う者の利

用に供する。また、大

学及び大学共同利用

機関における海洋に

・海洋科学技術

分野の基盤とな

る施設・設備等

が 効 率 的 に 運

用・共用された

か 
 

＜主要な業務実績＞ 

 

研究調査船（「なつしま」、「かいよう」、

「よこすか」、「かいれい」、「みらい」及

び「かいめい」）の運用・共用については、

主に外部有識者から構成される海洋研

究推進委員会が選考した研究船利用公

募課題と機構が自ら実施する所内利用

課題に基づき、運航計画を策定・運航す

ることで効率的な運用・共用に努めた。

また、学術研究船（「白鳳丸」及び「新青

丸」の 2船）については、東京大学大気

海洋研究所（AORI）が事務局を務める研

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

中期目標期間における船舶・深海調査

システムにおいては、船舶の効率的な運

用に努め 1 船当たり 247 日/年を達成で

きており、ほかにも船舶利用公募の一元

化、及び「ちきゅう」による様々な掘削

を成功裏に実行できた。さらに、社会に

関心度が高いと考えられる航海や、難易

度の高いオペレーションを実現させた。

他方、「ちきゅう」においては平成 30 年

度の南海掘削航海が計画を達成できな

かったことに鑑み、Ｂ評定とする。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認め

られ、着実な業務運営がなさ

れているため。 

なお、自己評価ではＡ評定

であるが、今後の課題・指摘事

項に記載のとおり、必ずしも

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認め

られ、着実な業務運営がなさ

れているため。 
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務の遂行に支障が

ない範囲で、海洋科

学技術をはじめと

する科学技術の推

進のため外部の利

用に供する。また、

東京大学大気海洋

研究所等との緊密

な連携協力の下、学

術研究の特性に配

慮した運航計画に

基づいて研究船の

運航等を行い、大学

及び大学共同利用

機関における海洋

に関する学術研究

に関し協力を行う。 
地球深部探査船

「ちきゅう」につい

ては、IODP の枠組

みの下、ちきゅう

IODP 運用委員会

（CIB）を通じて国

際的な運用に供す

る。また、機構の業

務や同計画の円滑

な推進に支障がな

い範囲で、掘削技術

を蓄積するため、外

部機関からの要請

に基づく掘削のた

めに供用する。 

「地球シミュレ

ータ」については、

中期目標期間中に

更新時期となるこ

とから、国内外の地

球科学分野におけ

る科学技術動向や

大型計算機の整備

状況等を踏まえ整

備を進める。 

関する学術研究に関

し、船舶の運航等の協

力を行う。 

「ちきゅう」につい

ては、IODP の枠組みの

下、ちきゅう IODP 運

用委員会（CIB）による

検討及び助言を受け

て機構が策定した科

学掘削計画に基づき

運用する。また、我が

国が推進するプロジ

ェクト等に活用する。

さらに、「ちきゅう」の

運用に資する技術を

より一層、蓄積させる

ことを目的に、科学掘

削の推進に支障のな

い範囲で、海洋科学技

術の推進に資すると

認められる場合にお

いて、外部資金による

掘削等を実施する。 

 

 

究船共同利用運営委員会が策定した運

航計画を下に学術研究に供用した。 

当該中期目標期間において、平成28年

2 月に「なつしま」、「かいよう」を退役、

平成 28 年 4 月に「かいめい」を就航し、

7 船体制から 6 船体制に移行した。6 船

体制後の総運航日数は減少したが、効率

的な運航や外部資金の獲得（受託航海）

により 1船当たりの運航日数を維持・向

上させるよう努め、1 船当たりの年間平

均運航日数は、平成 25 年度（前中期目

標期間の最終年度）と同等の 250 日前後

（平成 25 年度：243 日）を確保した（6

船体制が整った平成 29 年度の総運航日

数は、7船体制の最終年度である平成 27

年度と比較して 13％減少）。所内利用課

題等航海は、新たな研究課題の立上げ

（戦略的に実施すべき研究）による研究

航海を開始したことにより、減少傾向に

歯止めをかけ、平成 29 年度はほぼ倍増

（220 日→410 日）、平成 30 年度もそれ

を維持した。受託航海を積極的に導入

し、当該中期目標期間の 1年当たりの平

均受託航海日数は 543 日となり、前中期

目標期間（平成 21 年度～平成 25 年度）

の1年当たりの平均324日と比べて大幅

に（年平均 219 日）増加した。このよう

に、運営費交付金による航海の予算要求

方法の見直し、受託航海の積極的な獲得

により運航日数確保に尽力した。 

他方、当該中期目標期間を通じて学術

研究船で実施する大学等への共同利用

公募航海の日数を優先的に確保した（ボ

トムアップ研究に対しての配慮）。 

共同利用研究航海をはじめとして、

様々な分野の大学院生・学部生が乗船し

航海に参加しており、当該中期計画期間

中その数は、大学院生、学部生の乗船者

数が延べ 1千人以上（乗船者総数 7千人

以上）であり、乗船経験を通して、将来

の海洋研究を担う人材育成に貢献した。

（※「ちきゅう」をのぞく乗船者数） 

 

○効率的な船舶運用 

船舶の運航については、受託航海等の

確保により前中期目標期間最終年度（平

成 25 年度）の運航日数 247 日を維持し

た。（1船当たりの平均運航日数） 

効率的な運航計画を作成し、大学等と

の連携を強化しながら適切に運用した。

また、適正な維持管理に努めた。（航海の

中止を伴う故障・損傷は 16 件（平成 26

～30 年度）に抑えた。） 

共同利用研究航海をはじめとして、

様々な分野での大学院生・学部生が乗船

し航海に参加しており、当該中期目標期

間中その数は、大学院生、学部生の乗船

者数が延べ 1千人以上（乗船者総数 7千

人以上）であり、乗船経験を通して、将

来の海洋研究を担う人材育成に貢献し

た。 

さらに、効率的・効果的な運用のため、

「しんかい 6500」と AUV「うらしま」の

同時搭載改修、「かいれい」外航における

現地での艤装と修理、「しんかい 6500」

のワンマンパイロット化等の取組を実

施した。 

 

○社会に関心度が高いと考えられる航

海の実現 

西之島火山調査（平成 27 年度)、イン

ド洋熱水域調査（平成 27 年度)、熊本地

震、福島沖地震に伴う緊急地震調査（平

成 28 年度)、NOAA KEO ブイ緊急回収調査

（平成 29 年度)、「みらい」北極航海(平

成 30 年度)等を実施した。通常、調査航

海までに十分な準備期間を要するが、緊

急調査においては迅速に準備調整を進

め社会的関心・要望の高い事案に対して

時機を捉えた調査を実施することがで

きた。 

 

○「ちきゅう」における研究航海の維持・

拡大に向けた戦略的ビジネスモデルの

中長期目標上のアウトカム創

出に向けて顕著な成果の創出

等が認められるとはいえない

ため、Ｂ評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・運営費交付金が漸減傾向に

あり運航費の確保が困難に

なる中、オペレーション技

術の高度化や試料輸送方法

の工夫等により効率的な運

航実績を確保しただけでな

く、熊本地震、西之島噴火等

の緊急性の高い調査に適切

に対応できた点は評価でき

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・南海トラフ地震発生帯にお

ける「ちきゅう」の大深度ラ

イザー掘削を、平成 30 年度

後半に向けて実施可能にし

た努力（大幅なコスト削減、

実現可能な掘削計画への改

訂及び効率的な「ちきゅう」

の運航）は評価できるが、南

海トラフにおける掘削及び

それを可能とする努力は、

目標及び計画において求め

られている事項であるた

め、このことをもって必ず

しも顕著な成果の創出が認

められたとはいえない。 

・船舶・深海調査システムの基

盤となる要素技術等の開

発・高度化それ自体は別の

項目で評価されることを勘

案すると、本項目では、船

舶・深海調査システムを高

効率に運用するために開

発・運用部門として具体的

にどのような取組（工夫や

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・運営費交付金が漸減傾向に

あり運航費の確保が困難に

なる中、オペレーション技

術の高度化や試料輸送方法

の工夫等により効率的な運

航実績を確保しただけでな

く、熊本地震、西之島噴火等

の緊急性の高い調査に適切

に対応できた点は高く評価

できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・限られた人員及び予算の中

で確実に成果を上げるため

には、一般的に、リスクの高

い課題に挑戦することを躊

躇しがちであるが、理事長

のリーダーシップの下で、

機構が技術的難易度の高い

プレート境界断層の掘削に

取り組んだことを評価す

る。結果として、目標として

いたプレート境界断層へは

到達できなかったが、今後

行われる各方面の外部専門

家による厳格なレビュー結

果も踏まえ、機構として、設

定目標の妥当性、未到達の

原因究明と改善のための議

論・解析を十分に尽くして

いくことを求める。また、類

似プロジェクトの検討に当

たっては、単に技術面での

課題の克服だけでなく、安

全面やコスト面等の様々な

観点からの課題をも十分に
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また、機構が保有する研究船（「ちきゅ

う」を除く）を効果的に運用・共用する

ため、以下の取組を実施した。 

・社会的・国際的に波及効果が大きいと

考えられる航海について、難易度の高

いオペレーションをこなすことで実

現させた。具体的には西之島火山調査

（平成 27 年度）、インド洋熱水域調査

（平成 27 年度）、熊本地震、福島沖地

震に伴う緊急地震調査（平成28年度）、

NOAA KEO ブイ緊急回収調査（平成 29

年度）、「みらい」北極航海（平成 30 年

度）等を実施した。 

・既往の閣議決定等に示された政府方針

を踏まえ、研究航海の効率向上のため

機構が事務局を務める「研究船利用公

募航海」と AORI が事務局を務める「学

術研究船共同利用公募」の審査を効率

化するための調整を AORI と実施。そ

の結果、研究船利用公募航海と学術船

共同利用公募航海を一元化する新た

な公募システムを確立した。新たな公

募システムは、平成 30 年度（平成 31

年度航海）から運用を開始した。 

・研究航海の時期、期間、海象、回航経

路を検討し、安全かつ効率的な運航計

画を策定し、さらに、海域や実施時期

が重なり、同一航海で実施可能な課題

については相乗り航海として組み合

わせるなど、研究船のより効率的な運

用に取り組んだ。 

・研究航海を計画どおりに遂行するため

には、船舶の適正な維持管理が必要不

可欠である。船舶検査の受検、事故・

故障の未然防止、故障発生時の対処に

ついて適切に対応し、研究船の計画ど

おりの運用に貢献した。船舶の検査受

検、維持管理、観測機能向上等につい

て、計画的に年度毎の経費の平準化に

努め、継続的な実施を可能とした。平

成 28 年度、29 年度にかけて怪我の発

実践 

掘削計画の見直しや運用委託会社へ

のガバナンス強化等によるコストの削

減、外部資金掘削等による収入増加、

SCORE 等のコストを抑えた効率的な科学

掘削の枠組みの新設等により、IODP 研究

航海を 4航海、IODP 以外の研究航海を 4

航海、資源掘削 5航海を実施した。 

 

○「ちきゅう」における効率的な船舶運

用 

表層掘削プログラム（SCORE）の新設：

日本国内の地球科学掘削コミュニティ

に向け、科学掘削の機会を増やすことを

目的として開始したもの。平成 29 年度

に開始し、中期目標期間中に掘削提案書

が 9件提出され、1件の掘削を実施した。 

「ちきゅう」におけるドリルパイプサ

ポートシステム開発：IODP 第 365 次研究

航海では航海日数を8日間削減すること

に成功した。 

 

○外部資金獲得・技術蓄積・科学技術外

交を同時に実現する運用マネジメント 

運用技術蓄積を目的とした外部資金

掘削受託は前中期目標期間と比して収

入額は 17％増加。デイレート高値交渉を

維持したと同時に、ダウンタイムが少な

く稼働率 99％台といった運用の高効率

化がなされている。これらの外部資金掘

削は「ちきゅう」のみが有する技術の効

率的な運用により、以下に挙げるような

科学技術外交にも貢献している。 

日印科学技術協力の下、インド石油ガ

ス公社が実施するメタンハイドレート

掘削調査を「ちきゅう」で受託し、MEXT、

METI 資源エネルギー庁、JOGMEC、AIST 等

国内機関・企業を束ねた省庁横断プロジ

ェクトの中心となりこれを成功裏にマ

ネジメントした。また「ちきゅう」船上

において機構の研究者がインド共和国

の研究者・技術者の指導・支援を行い、

改善）を行ったのか、それに

よりどのような効果をもた

らしたのかについて、何ら

かの指標を設定して他機関

とも比較しつつ客観的に自

己評価するよう求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
・平成 30 年度後半に実施予定

の南海トラフ地震発生帯掘

削プロジェクトで期待され

る成果についての説明で

は、「世界初！」「世界一！」

などと強調されているが、

技術的難易度を誇るだけで

なく、社会への還元という

視点からの到達度や、海洋

地震発生帯研究開発との関

係も明確にしてほしい。 

・今後予定している活動は従

来の延長線上のものであ

り、特に顕著な成果が見込

まれるわけではないので

「Ｂ」評価が妥当であると

判断する。 

  

検討し、慎重に進めていく

必要がある。 

・本項目では、船舶・深海調査

システムを高効率に運用す

るために開発・運用部門と

して具体的にどのような取

組（工夫や改善）を行ったの

か、それによりどのような

効果をもたらしたのかにつ

いて、何らかの指標を設定

して他機関とも比較しつつ

客観的に自己評価するよう

求める。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
・南海トラフ地震発生帯にお

ける大深度ライザー掘削プ

ロジェクトでは目標に到達

できなかったが、その実施

過程で次につながる研究成

果やプロジェクト管理上の

教訓が得られていると思わ

れるので、それらを国内外

の関係機関等へアウトリー

チしていただきたい。 

・航海日数減の原因となる受

託分航海日数が、平成 30 年

度分で 438 日、ここ 5 年間

で最も少なくなったのは課

題である。船舶等の運航は

機構の主要な業務であり、

持続可能な体制をいかに築

くかについて、文部科学省

も関与して検討する必要が

あるのではないか。将来的

な調査観測システムの在り

方を含めて、10 年後、15 年

後も機構のミッションを遂

行できるような財政基盤、

体制の構築を検討していた

だきたい。 
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生件数が増加したため、安全の再教

育、リスクアセスメントを徹底し、30

年度はその効果が表れた。また、平成

30 年度は搭載機器の故障が 6 件発生

した。そのうち 4件が「かいめい」の

機器である。使用頻度が少ないために

使い慣れている機器のように異常の

発生を察知しにくいケースであり、想

定される不具合に対して作業手順の

見直しを行った。平成 29 年度からウ

インチ関連（含 ケーブル）の故障が増

加した。計 7 件のうち 5 件は「新青

丸」、「かいめい」建造の際に併せて製

作した常時船舶に搭載しない使用頻

度の少ない（可搬式）ウインチ又は機

器で発生したため、陸上保管時の定期

整備の回数を増やした。深海調査シス

テムは故障発生件数が少なく、船舶に

比べて整備箇所が少ないこと、使用頻

度が少ないことが要因と思われるが、

発生件数のほぼ半数が漏油・浸水であ

るため、油圧ホースやシール材の交換

時期の見直しを行った。当該中期目標

期間では、航海の中止を伴う故障・損

傷は 16 件（平成 26～30 年度）であっ

た。 

・研究航海において調査研究を効果的に

実施するため、マルチビーム音響測深

装置の換装等、研究船の機能向上を実

施。「よこすか」では、「しんかい 6500」

と「AUV『うらしま』」の同時搭載を可

能とするために格納庫の改修を実施

した。これにより、基地港である横須

賀本部に戻らずに「うらしま」で得ら

れたデータを船上で解析し、同海域に

おいてそのまま「しんかい 6500」によ

る調査を行うことが可能となった。従

来は複数回に分けて実施していた調

査航海を一航海で実施できるように

なるなどの運用効率化が図られてい

る。このように、研究船の機能向上を

図ることで研究船の効果的な運用・共

科学技術の面から日印外交に貢献した。 

Geoscience Australia と共同で豪州

東方沖ロードハウライズでの掘削を「ち

きゅう」で実現させるためのプロジェク

トを推進した。 
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用に取り組んだ。 

・期間中に最新鋭研究船として、海底広

域研究船「かいめい」を導入した。本

船は、我が国周辺海域に存在する海洋

資源の科学調査や地質構造探査など、

海洋の広域科学調査を加速させるこ

とを目的として建造された船である。

平成 27 年度末に竣工、1年間の慣熟訓

練を実施し、平成 29 年度から本格運

用を開始した。SIP「次世代海洋資源調

査技術」、地震関連調査に貢献した。平

成 28 年度以降、5船（「なつしま」、「か

いよう」、「よこすか」、「かいれい」及

び「みらい」）による運航体制から、「な

つしま」及び「かいよう」2 船の運用

を停止し、4船体制（「よこすか」、「か

いれい」、「みらい」及び「かいめい」）

に移行したが、「かいめい」の導入によ

って、「なつしま」及び「かいよう」の

調査観測能力を維持したことに加え

て、多様な研究ニーズに対応できる体

制が確立できた。 

本格運用を開始した平成 29 年度の総

運航日数は 245 日（うち、受託航海日数

118 日、所内利用課題等航海 127 日）、平

成 30 年度は 256 日（うち、受託航海日

数 132 日、所内利用課題等航海 124 日）

であり、他の研究調査船と同等の運航日

数をこなした。 

平成 29 年 4 月より、海洋工学センタ

ーの組織改編を行い、「技術研究」、「技術

開発・機能向上」及び「船舶運用」の仕

分けを明確にして所属する職員の専門

性を高め、機構内外の乗船研究者及び国

からの要求等への対応能力を強化し、観

測・調査の基盤であるファシリティを、

安定的に保守整備、機能向上及び新規開

発することで、安全かつ効果的に提供し

続けた。 

深海探査システムに関しては、効果的

に運用・共用するため、以下内容を実施。 

・「しんかい 6500」については、乗船研
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究者 2名、パイロット 1名で運用する

ワンマンパイロット化とするため、各

種装置の調整、オペレーション手法や

運用形態の確立などに向けて改良を

実施。平成 29 年度の試験潜航の実施

を経て、平成 30 年度、ワンマンパイ

ロット本格運用を開始した。運用の効

率化と研究者の乗船機会（海底目視観

測の機会）の増加が図られ、調査研究

の推進に貢献することが期待される。

平成 30 年度の実績は 2 潜航であり、

生物学者と地質学者の異分野の研究

者で潜航し、海底の岩石及び生物の状

況、生物、地質各々で必要となる環境

データを共有認識することで、効率よ

く質の高いサンプルを採取した 

・AUV においては、深海巡航探査機「う

らしま」では、「海洋資源利用促進技術

開発プログラム 海洋資源広域探査

システム開発」（以下、「新基盤ツール

プログラム」という。）の実証試験航海

に供用するため、機能向上を実施し、

新基盤ツールプログラムのセンサ開

発に貢献した。AUV「じんべい」は計画

より 1 年前倒しで平成 29 年度より研

究航海における本格運用を開始した

（運航業務委託を開始）。また、洋上中

継器（ASV）による AUV 複数機運用と

いう従来にない画期的な運用方法を

確立。SIP 研究航海において、AUV 複

数機による電気探査計測に成功。 

・ROV においては、ROV「かいこう」につ

いて、高性能カメラや大容量光伝送シ

ステムなどの高機能化が行われた。平

成 30 年度には AUV 複数機運用、ROV 機

能向上等により海洋資源の成因など

の科学的研究など研究者が実施する

研究活動へ貢献した。 

・西太平洋トライトンブイ網、インド洋

RAMA ブイ網については、海洋観測ブイ

ネットワークシステムによる海洋変

動のメカニズム把握と熱帯域での海
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洋の熱循環機構を解明することを目

的とし、平成 26 年度には、西太平洋

トライトンブイ 12 基、インド洋 RAMA

ブイ網 3 基で開始。平成 30 年度にお

いては、西太平洋トライトンブイ3基、

インド洋 RAMA ブイ網 3 基体制で観測

網を継続。当該中期目標期間に新たな

観測点 2点へブイを投入。 

こうした状況に対応するべく、海洋観

測ブイ網に替わり得る新たな観測シス

テム構築を目指し、海面フラックス計測

グライダーや観測フロートの技術開発

を実施。海洋フラックス計測グライダー

については、西太平洋トライトンブイ網

域において試験運用を開始（平成 29 年

度）。これにより、国際ブイ網の一員とし

て、全世界的な取組である IOC（政府間

海洋学委員会）及び WMO（世界気象機関）

による GOOS（全球海洋観測システム）に

おいて、ブイによる観測データに加え

て、グライダーによる観測データについ

ても正式なデータとして採用するとい

う新たな試みに貢献。 

 

「ちきゅう」について、ちきゅう IODP

運用委員会（CIB）の助言等を踏まえて平

成26年度から平成30年度の各年度で運

用計画を策定し、研究航海等を実施し

た。 

中期目標期間中、「ちきゅう」は IODP

研究航海を 4航海、IODP 以外の研究航海

を 4航海、資源掘削 5航海を実施した。 

本中期目標期間中、「ちきゅう」は IODP

第 365 次研究航海「南海トラフ地震発生

帯掘削計画」、IODP 第 370 次研究航海「室

戸沖限界生命圏掘削調査」及び IODP 第

380 次研究航海「南海トラフ地震発生帯

掘削計画」、IODP 第 358 次研究航海「南

海トラフ地震発生帯掘削計画」の計四つ

の IODP 航海を実施した。 

第 365 次研究航海では、新たに開発、

導入したドリルパイプサポートシステ
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ムにより、作業の安全性及び効率性を格

段に向上させることにより、第 332 次研

究航海「南海トラフ地震発生帯掘削計

画」（平成 22 年度）にて設置した簡易型

孔内観測装置（Genius Plug）の回収及び

新たな長期孔内観測システム（LTBMS）の

設置を当初予定より短期間で成功裏に

完了し、コア試料の採取が可能となっ

た。また、平成 16 年に発生した三重県

南東沖地震について、簡易型孔内観測装

置と、DONET を組み合わせた統合型高精

度観測により、海底下での地震発生から

地殻変動、地震波伝播、津波発生までの

連続的な過程を世界で初めて解明した。 

第 370 次研究航海では、初めて船上研

究と陸上研究チームの2チームが同時に

分析・研究を行う体制を構築し、船上で

迅速に処理された分析用コア試料をヘ

リコプターで高知コアセンターに輸送

し、高精度の最先端分析を実施した。ま

た当該航海では「ちきゅう」を用いた

IODP 科学掘削航海で一つの孔から採取

したコア試料として最多となる112本の

コア試料を採取するとともに、孔内に高

精度の温度センサを設置した。記録され

た温度のデータは、後日他の研究船にて

回収した。本航海で得られた掘削試料か

ら、海底下の微生物を直接分離し観察す

ることに成功するという科学成果に繋

がった。 

第 380 次航海では、安全かつ効率的な

オペレーションにより LTBMS を設置し、

当初予定より大幅に期間を短縮して、当

該航海における全作業を終了した。設置

した LTBMS は後日他の研究船によって

DONET への接続が行われ、初期チェック

によって全センサの健全性が確認され

ている。 

第 358 次研究航海では、南海トラフの

C0002 地点にてプレート境界断層掘削を

目指した大深度ライザー掘削を実施し

た。予測を上回る複雑な地質構造、孔内
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状況の不安定さ等により、プレート境界

断層までは到達せずに当該地点の掘削

を終了したが、科学掘削としては世界最

深の掘削深度記録を更新（海底下

3,262.5m）した。また海洋科学掘削とし

ては世界最深の海底下深度（2,836.5m～

2,848m）からのコア試料の採取に成功

し、さらに掘削同時検層（LWD）による地

層物性データの取得、カッティングスの

採取に成功した。その後、あらかじめ研

究者とともに予備プランとして検討し

ていた 2 地点（C0024 及び C0025）での

ライザーレス掘削を実施した。南海トラ

フの海溝軸付近に位置するC0024地点で

は、過去の掘削及び観測によってスロー

地震と高速滑りの両方が発生すること

がわかっており、近年のスロー地震の研

究進展と併せて、今回得られたデータ及

び試料により、スロー地震と巨大地震の

関係やその発生メカニズムについて更

に研究が進展することが期待される。ま

た、熊野海盆北縁に位置する KB-01C 地

点では、採取したコア試料により南海ト

ラフにおける付加体の地質構造発達史

を検証することで、柔らかい海底堆積物

が、地震の原因となるひずみエネルギー

を蓄積する硬い地質に変化する物理・化

学プロセスの解明に繋がると期待され

る。いずれも、これまでの「南海トラフ

地震発生帯掘削計画」によって進展した

最新の研究成果を更に補完・補強するデ

ータの取得及びコア試料の採取に成功

し、更なる成果創出を望めるものとなっ

ている。 

 

【我が国が推進するプロジェクト等に

活用】 

我が国が推進する科学掘削プロジェ

クトへの「ちきゅう」活用として、内閣

府の戦略的イノベーション創造プログ

ラム（SIP)の一つである「次世代海洋資

源調査技術」における海底熱水鉱床成因
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研究の遂行のため、「沖縄トラフ熱水性

堆積物掘削」を平成 26 年から平成 28 年

の間に計 3航海、沖縄トラフ伊平屋北海

丘、伊平屋小海嶺、伊是名海穴にて実施

した。上記 3航海では、海底の熱水鉱床

の成因解明を目的として、コア試料の採

取を 20 孔、孔内物理検層を 19 孔、モニ

タリング装置の設置を 3 孔にて実施し

た。 

 

【高度な運用技術をきっかけとした科

学技術外交の貢献】 

「ちきゅう」は運用技術蓄積を目的と

した外部資金による航海を実施してい

る。この外部資金掘削は、前中期目標期

間と比して収入額は 17％増加した。デイ

レート高値交渉を維持したと同時に、ダ

ウンタイムが少なく稼働率 99％台とい

った運用の高効率化が確立されたもの

である。世界で「ちきゅう」のみが有す

る技術を効率的に運用できることによ

り、科学技術外交への貢献にもつながっ

た。 

具体的には、IODP の下、豪州地球科学

研究所（GA：Geoscience Australia）と

共同で、世界で唯一のライザー式科学掘

削船である「ちきゅう」を用いた豪州東

方ロードハウライズでの掘削を実施す

るため、各種調整を進行中である。今期

は事前調査として、豪州政府の費用協力

（10,260,000 豪ドル）を得て「かいれい」

による掘削地点の地殻構造探査などを

実施した。「ちきゅう」は効率的な運用、

さらに、高度な研究設備を提供できるこ

とが強みであり、豪州政府から掘削の費

用協力を得られるよう GA を中心に各種

調整を進行中である。実現すれば、豪州

の費用及び頭脳並びに日本の高度な技

術を活用したプロジェクトとなり、両国

の海洋分野における科学技術協力の強

化につながる。 

平成 27 年度には、メタンハイドレー
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トの掘削調査技術を世界で唯一蓄積し、

効率的に運用した実績を有する「ちきゅ

う」に対し、インド共和国からの要請で

日印科学技術協力の下、インド石油天然

ガ ス 公 社 （ Oil and Natural Gas 

Corporation Limited：ONGC）が実施する

資源開発に関連した調査に「ちきゅう」

を供用した。インド共和国の研究者及び

技術者へメタンハイドレート分析技術

の指導及び支援を実施し、コアを用いた

共同研究を進展させた。 

その他外部資金による掘削としては、

平成 26 年度に下北半島東部において、

日本原燃株式会社からの受託業務とし

て、海上ボーリング調査を実施した。平

成 28 年度には資源エネルギー庁からの

委託により「第 2回メタンハイドレート

海洋産出試験事前掘削」を、平成 29 年

度には「第 2回メタンハイドレート海洋

産出試験」を、平成 30 年度には「第 2回

メタンハイドレート海洋産出試験廃坑

作業」を実施した。 

【その他「ちきゅう」の運航実績】 

予算制約もあり航海日数は前中期目

標期間より減少したものの、効率的な運

用を行った結果、できるだけ多くのサイ

エンス課題に応え、研究成果の最大化に

貢献した。前中期計画においてはコアリ

ング中心の掘削航海であり、LTBMS の設

置は 1基のみであったのに対して、本中

期計画では更に LTBMS を 2 基設置し、内

閣府中央防災会議においても提言され

ているリアルタイムモニタリングに貢

献した。前期とは違った切り口にてサイ

エンス及び国が求める国土強靭化に大

きく貢献した。 

燃料費節約については、前中期計画に

おける掘削航海時の平均燃料消費量約

50kl/日に対して、本中期計画では平均

燃料消費量約 45kl/日と効率的な運用に

向け改善を行った。 

運用委託会社へのガバナンス強化に
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より、「ちきゅう」乗組員の人件費軽減化

も進め、前中期計画比 5％軽減と改善を

行った。 

平成29年度より、「地球深部探査船『ち

きゅう』を用いた表層科学掘削プログラ

ム（SCORE）」を新設、開始した。「ちきゅ

う」が回航、掘削機器の試験等で海域に

出る機会を有効かつ効率的に活用し、海

底表層のコアを採取する機会を設けた。

水圧式ピストンコア採取システムによ

る表層（海底下 100m 程度まで）の科学

掘削を行う新しいプログラムで、日本国

内の地球科学掘削コミュニティに対し

て、科学掘削の機会を増やすことを目的

としている。平成 29 年 9 月には本プロ

グラム最初の研究航海として第910次研

究航海「えりも岬西方沖掘削」を実施し

た。平成 27 年度には 5 年ごとに実施さ

れる定期検査工事を実施し、各種修繕を

行うとともに掘削制御システム（DCIS）

等の換装、噴出防止装置（BOP）等の整備、

研究区画の改造などの機能向上工事を

行った。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(2) 「地球シミュレータ」 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

ノード使用率

(％) 
― 95.94 89.09 89.10 96.83 98.34 予算額（千円） 4,483,704 3,010,444 3,030,539 3,183,263 3,149,567 

課題数(件) ─ 49 65 65 63 57 決算額（千円） 4,447,309 2,954,537 3,047,405 3,170,189 3,187,940 

登 録 成 果 数

(件) 
─ 613 687 732 624 824 経常費用（千円） 5,057,504 3,678,070 3,425,290 3,526,769 3,722,515 

       経常利益（千円） ▲191,303 ▲283,476 ▲78,542 ▲27,853 1,193 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 8,920,607 6,793,823 4,361,512 8,077,912 9,135,511 

        従事人員数 76 52 32 36 31 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構は、海洋科学

技術分野における

国家基幹技術たる

世界最先端の研究

開発基盤を有する

世界トップレベル

の研究開発機関と

して、研究船、深海

調査システム、「地

球シミュレータ」等

の施設・設備を自ら

使用するとともに、

機構の研究開発業

務の遂行に支障が

ない範囲で、海洋科

「地球シミュレー

タ」を効率的に運用

し、システム運用環境

の改善を進めること

で利便性を向上させ、

円滑な利用環境を整

備するとともに、利用

者に対しては利用情

報及び技術情報を適

宜提供する。また、「地

球シミュレータ」を民

間企業、大学及び公的

機関等の利用に供し、

これらの利用者との

共同研究を推進する。 

・海洋科学技術

分野の基盤とな

る施設・設備等

が 効 率 的 に 運

用・共用された

か 
・「地球シミュレ

ータ」等の施設・

設備の利用者と

の共同研究が推

進されたか 
 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

「地球シミュレータ」（第 3 世代）の

導入に当たり、機構では、平成 24 年度

に外部有識者フォーラム（5 回）を開催

して基本構想への提言を得た。また、所

内委員会 4回、同 WG7 回を開催し、国内

外の科学技術動向、地球科学分野での将

来のニーズ、トップクラスの地球科学関

係他機関のシステムとの競合力維持、技

術的実現性の検討を綿密に行なった上

で、「10 倍以上」の理論的最高性能を要

件とするなど、半導体集積度の向上と同

レベルで要求水準を設定した。この要件

を基に、平成 25 年度より調達手続を開

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

中期目標期間の「地球シミュレータ」

については、想定を遥かに上回る非常に

質の高い運用をしていることから、Ａ評

定の基準に合致するものと考える。その

根拠として本項目における特筆すべき

取組を、以下に五つ紹介する。 

 

①第 3世代「地球シミュレータ」の導入・

稼働 

中期目標の「地球シミュレータの整

備」について、中期目標期間を通じ、組

織的、戦略的に高い目標を立て、それを

過達し成果に結びつけた。外部有識者フ

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 
＜評価すべき実績＞ 

・運用に携わる研究者、技術者

の多大な努力により、中期

目標期間を通して、良好な

運用実績（可用率含む）及び

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 

 
＜評価すべき実績＞ 

・運用に携わる研究者、技術者

の多大な努力により、中期

目標期間を通して、良好な

運用実績（可用率含む）及び
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学技術をはじめと

する科学技術の推

進のため外部の利

用に供する。また、

東京大学大気海洋

研究所等との緊密

な連携協力の下、学

術研究の特性に配

慮した運航計画に

基づいて研究船の

運航等を行い、大学

及び大学共同利用

機関における海洋

に関する学術研究

に関し協力を行う。 
地球深部探査船

「ちきゅう」につい

ては、IODP の枠組

みの下、ちきゅう

IODP 運用委員会

（CIB）を通じて国

際的な運用に供す

る。また、機構の業

務や同計画の円滑

な推進に支障がな

い範囲で、掘削技術

を蓄積するため、外

部機関からの要請

に基づく掘削のた

めに供用する。 

「地球シミュレ

ータ」については、

中期目標期間中に

更新時期となるこ

とから、国内外の地

球科学分野におけ

る科学技術動向や

大型計算機の整備

状況等を踏まえ整

備を進める。 
 
 

 
 

始し、平成 26 年 5 月に NEC 社製 SX-ACE

の導入が決まった。アプリケーション性

能を重視した競争的な調達を戦略的に

構築して手続を進めた結果、当初見積価

格の 66％で、理論的最高性能で 10 倍、

実アプリケーションを用いた性能評価

でも要求仕様（更新前の 8倍）を上回る

10 倍以上の性能を達成する構成を実現

した。「地球シミュレータ」（第 3世代）

は、性能試験、可用性検査などを経て、

当初予定どおり平成 27 年 3 月より稼動

開始した。 

また、「地球シミュレータ」（第 3世代）

では、水冷方式の導入と運転最適化によ

る削減効果で、年間電力使用量を約 30％

削減し、それを維持した。 

さらに、更新前に比べ、12.0 倍の演算

能力が実測され、他機関の更新の際の実

効性能向上（欧州中期予報センターの平

成 26 年更新時 2.9 倍、米国立大気研究

センターの平成 29 年更新時 3.0 倍）に

比べて格段の向上となった。 

「地球シミュレータ」の利用環境とし

て、平成 27 年度には大容量ストレージ

システム（MSS）との接続、平成 29 年度

にはストレージの増強、汎用高性能計算

機システム（DA システム）との接続や

SINET との広帯域（100Gbps×2）接続な

ど行い、システム全体の整備を計画的に

進めてきた。これらはシミュレーション

とデータ解析の連携、広帯域データ転送

による遠隔的なデータの交換などを実

現するものであり、必要な情報が必要な

時に、必要な人に提供される Scoety5.0 

の基盤としての機能を先取りしたもの

となっている。 

「地球シミュレータ」の運用について

は、平成 27 年度の、第 3 世代目の運用

に際し、「地球シミュレータ運営基本方

針」を制定し、利用規程、利用枠、課題

選定の見直しなどを行なった。また、計

算機システム運営委員会を中心に、運営

ォーラム及び所内委員会を組織し、国内

外の科学技術動向を踏まえ、実現可能性

の上限を追求した要求水準を設定した。

さらに、アプリケーション性能を重視し

た競争的な調達を戦略的に実施しシス

テムを選択した。その結果、当初見積価

格の 66％で、性能評価で要求仕様（更新

前の 8倍）を上回るシステムを導入する

ことができた。「地球シミュレータ」(第

3 世代)は、当初予定どおり平成 27 年 3

月より稼動開始し、実測された演算能力

で更新前の 12 倍の向上、電力は約 30％

の削減を実現し、実効性能でも国内外他

機関に比べ格段の向上となった。 

 

②「地球シミュレータ」の安定的な運用 

「地球シミュレータ」は可用率

98.86％～99.96％と世界のトップクラ

スであり、国内の他機関と比べても優れ

たものである。運用に係る努力の結果、

大規模なシステムを大きなトラブルな

く運用しているとともに、「FORA」、

「d4PDF」をはじめとする従来は実現で

きなかった超大規模データセット作成

のための大型計算が効率的に行なわれ

るなど、成果の創出に貢献した。地球海

洋科学技術分野の基盤として、効率的に

運用・共用された。 

 

③利用課題数・利用機関の増加と共同研

究の推進 

HPCI 公募課題への資源提供、「風と流

れのプラットフォーム」の推進を行なっ

た。「地球シミュレータ」の公募型の利用

課題は、平成 26 年度 41 課題から平成 30

年度 53 課題へと伸びを示したほか、利

用機関数は平成 27 年度の 124 機関から

平成 30 年度 142 機関に増加するなど、

幅広い利用者の確保と、共同研究の推進

が認められる。 

 

 

運用内容が得られており、

また、利用課題数の増加や

国際活動への貢献の面から

みても、目標を上回る成果

であると認められる。 

・平成 27 年度に運用を開始し

た第 3 世代地球シミュレー

タは、電力使用量を 30％削

減しつつ、利用機関数の増

加、産業利用件数の増加等

の成果が得られている。特

に、産業利用に関しては、利

用企業とのコミュニケーシ

ョンを強化し、ニーズに合

わせたサービスを実施する

など利用者支援を充実させ

ることで、これまで利用実

績のなかった異分野・異業

種の利用も増えており、高

く評価できる。 

・計算機運用は派手な成果を

上げにくいが、予防保守、空

き時間の有効活用のための

「低優先度ジョブ」等の運

用上の工夫に加えて、利用

者へのきめ細やかな技術サ

ポートの継続的実施など、

地道な取組を積み上げるこ

とにより、機構の研究活動

及び成果創出に大きく貢献

していると評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・「地球シミュレータ」につい

ては、第 3 世代の導入から

現在の稼働状況まで非常に

質の高い運用が実施されて

いる。機構にとって極めて

重要なファシリティであ

り、長期的な運用・更新の計

画の検討を早期から開始す

ることが重要である。 

運用内容が得られており、

また、利用課題数の増加や

国際活動への貢献の面から

みても、目標を上回る成果

であると認められる。 

・平成 27 年度に運用を開始し

た第 3 世代地球シミュレー

タは、電力使用量を 30％削

減しつつ、利用機関数の増

加、産業利用件数の増加等

の成果が得られている。特

に、産業利用に関しては、利

用企業とのコミュニケーシ

ョンを強化し、ニーズに合

わせたサービスを実施する

など利用者支援を充実させ

ることで、これまで利用実

績のなかった異分野・異業

種の利用も増えており、高

く評価できる。 

・計算機運用は派手な成果を

上げにくいが、予防保守、空

き時間の有効活用のための

「低優先度ジョブ」等の運

用上の工夫に加えて、利用

者へのきめ細やかな技術サ

ポートの継続的実施など、

地道な取組を積み上げるこ

とにより、機構の研究活動

及び成果創出に大きく貢献

していると評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・「地球シミュレータ」につい

ては、第 3 世代の導入から

現在の稼働状況まで非常に

質の高い運用が実施されて

いる。2021 年 2 月末に第 3

世代のリースアウトを迎え

るため、機構では平成 30 年

度より、最新の技術動向調

査、ユーザアンケート等に
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 方針等を決定するとともに、ユーザへの

アンケートを年 2回実施し、ユーザ会議

を開催する等、ユーザとの双方向のコミ

ュニケーションをとりつつ運用を行な

う等、公正、透明でオープンな運用体制

を確立した。課題募集は、機構の研究者

による利用である所内課題のほか、コミ

ュニティに開かれた公募課題、特別推進

課題を公募した。課題選定に当たって

は、公募課題は外部有識者で構成された

審査委員会、所内課題及び特別推進課題

については、所内の選定委員会により、

研究計画と過去の利用実績に基づき厳

正且つ公正に課題審査が行なわれた。平

成 27 年度より文科省が推進する共用計

算環境基盤「HPCI」公募利用枠への計算

資源提供を行ない、共同研究の基盤を構

築した。また、民間企業、大学及び公的

機関等の共用、共同研究の推進を行な

い、民間企業の利用、共同研究参加が増

え、利用機関数は平成 26 年度の 103 機

関から 142 機関に増加した。これらの利

用者への技術サポートを行ない、成果創

出を支援した。また、平成 28 年度より

文部科学省先端研究基盤共用促進事業

「風と流れのプラットフォーム」で、地

球情報基盤センターが代表機関として

活動を行ない、相補的なアナログ風洞と

「地球シミュレータ」（デジタル風洞）を

供用し、利用実績は平成 28 年度 12 件、 

平成 29 年度 16 件、平成 30 年度 29 件と

増加傾向にある。「地球シミュレータ」の

公募型の利用課題は、平成 26 年度 41 課

題から平成30年度53課題へと伸びを示

すなど、幅広い利用者が確保された。「地

球シミュレータ」の安定した運用と計算

資源の供用を行なった。中期目標期間を

通じ、システム（ハードウェア、ソフト

ウェア）状況モニタリングと計画的な予

防保守やソフトウェア更新、緊密な保守

体制により故障停止の非常に少ない安

定運用の指標である可用率は 98.86％～

④きめ細かく、ユーザフレンドリーな技

術支援の実現 

 成果創出に注力する「特別推進課題」

を設定し、各課題に対して専任サポート

要員を配し、進捗に合わせて必要なプロ

グラムの移植、動作確認、最適化、ジョ

ブスクリプト作成、プリポスト処理を支

援するなどのきめ細かいサポートを推

進したほか、一部課題には情報システム

部職員が課題に直接参画するなど、「地

球シミュレータ」による成果創出の加速

を強力に推し進め、国や地方自治体が進

める防災対策に資する研究成果などの

創出を実現した。また、特別推進課題へ

の技術支援についてまとめた論文が、平

成 28 年ハイパフォーマンスコンピュー

ティングと計算科学シンポジウム

(HPCS2016)で最優秀論文賞を受賞した。 

 

⑤産業利用分野の拡大と利用収入の増

加 

 成果専有型有償利用においてはアプ

リの充実を図り利用分野（業種）を拡げ

たほか、きめ細かい技術支援、利用者支

援を実施して、平成 26 年度 11 件から平

成 30 年度 17 件へと利用件数を伸ばし

た。平成 28 年度には、約 86.6 百万円の

収入を得た。 

 さらに、平成 28 年度からは、受託事

業「風と流れのプラットフォーム」でア

ナログ風洞と地球シミュレータを相補

的に供用しているほか、平成 29 年度か

ら特別推進課題に「イノベーション推

進」枠を設け、平成 29 年度は 2 課題、

平成 30 年度は 1 課題を実施するなど、

産業利用の拡大を行なった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─ 

 

  

着手し、次期システムの検

討を開始している。機構に

とって極めて重要なファシ

リティであることから、他

機関との新たな連携をも念

頭に、次期システムの具体

的な仕様や長期的な運用・

更新の計画の検討を着実に

進める必要がある。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─ 
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99.96％、また、計算資源の有効活用の指

標である使用率は、89.09％～98.34％

と、世界のトップクラスの米オークリッ

ジ国立研究所の「Titan」に並び、理化学

研究所の「京」など国内他機関のスパコ

ンと比べても優れたものである。運用に

おいては、利用状況に合わせ、資源分割

区分を「大型専用とする」・「小型も混在

させる」等調整し、ジョブの渋滞を回避

し、処理を効率化した。また利用者への

支援として、ユーザ会議での意見交換や

進捗の遅れている利用者へのヒアリン

グを行ない、ニーズに応えて技術支援や

資源配分をするなど、個別対応をして利

用を促進し、使用率向上を図った。シス

テム運用では、平成 28 年度より、計算

資源の消費が進んだ利用者に対し、資源

割当外で空き時間を使用できる「低優先

度ジョブ」を設定し、計算資源の有効活

用を図った。さらに、平成 29 年度は、半

期毎の資源割当てにより利用の平準化

を図った。成果創出に資するため、利用

高度化のための取組、特別推進課題の創

設し、推進した。利用高度化の取組とし

て、幅広い利用者に対して、利用者向け

講習会、技術資料配布、HP による情報発

信、研究用プログラムのスーパーコンピ

ュータへの移植支援、プログラム実行の

ジョブスクリプト作成支援、プログラム

実行時のトラブル相談、デバッグやジョ

ブ実行効率化の支援、プログラムの高度

化支援（最適化や高並列化など）の利用

者支援を行なった。これにより、平成 30

年度は、「地球シミュレータ」をピーク性

能で運用した場合の 8.56％の実効性能

効率を達成しており、これは米 NCAR の

平均的なプログラムの実効効率の約4倍

にあたる。また、「特別推進課題」は、平

成 27 年 3 月より、「地球シミュレータ」

での短期間での成果創出を目指して重

点的できめ細かい技術支援を行なうこ

とを特長に推進してきた。当該課題で
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は、プロジェクト体制（各課題に専任の

支援担当を配置）を取り、成果創出に必

要なプログラムの移植・動作確認・最適

化・ジョブスクリプト作成・プリポスト

処理など積極的な技術支援を行ない、

FORA（過去の海洋環境を精緻に再現する

高解像度の長期再解析データセット）や 

d4PDF（地球温暖化施策決定に資する気

候再現・予測実験データベース）をはじ

めとする成果創出に貢献した。FORA、

d4PDF のデータ作成では、従来のシステ

ムでは計算に数年以上を要するため研

究プロジェクトとしては実施不可能で

あったが、「地球シミュレータ」（第 3世

代）により性能が向上したことに加え、

特別推進課題枠を設定して徹底的な計

算効率向上を合せて実現したことから、

計算時間が数ヶ月～半年となり、実施可

能となったものである。FORA、d4PDF の

超大規模データセットは、気候変動適応

技術社会実装プログラム（SI-CAT）や国

土交通省などのプロジェクトで活用、展

開されている。また、JAGURS による「即

時津波浸水予測に向けた高分解能・量的

津波シミュレーション」は、従来使用し

ていた汎用大型計算機システム（SC シス

テム）の約 28 倍高速となったため、23

地域各 1500 シナリオの計算を 2 か月半

で行うことができた。JAGURS の結果は、

和歌山県が運用している津波浸水予測

システムに組み込まれている。特別推進

課題への技術支援についてまとめた論

文が、平成 28 年ハイパフォーマンスコ

ンピューティングと計算科学シンポジ

ウム（HPCS2016）で最優秀論文賞を受賞

した。 

産業利用については、成果専有（非公

開）型有償利用、平成 29 年度に新たに

設けた特別推進課題「イノベーション推

進」及び平成 28 年度より「風と流れの

プラットフォーム」（受託事業）による利

用を推進してきたほか、「地球シミュレ
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ータ」の公募課題、特別推進課題「成果

創出加速」においてもイノベーションに

繋がる課題を採択した。成果専有（非公

開）型有償利用においては、利用課題数、

収入の増加を指標に産業利用の拡大を

図った。アプリの充実で利用分野（業種）

を拡げたほか、きめ細かい技術支援、利

用者支援を実施し、企業訪問、出展など

の推進活動で利用者拡大を図った。これ

により、平成 26 年度 11 件から平成 30

年度 17 件へと利用件数を伸ばした。平

成 28 年度には、約 86.6 百万円の収入を

得た。平成 29 年度に新たに設けた特別

推進課題「イノベーション推進」では、

平成 29 年度に 2 課題、平成 30 年度に 1

課題を実施した。また、平成 28 年度か

らは、受託事業「風と流れのプラットフ

ォーム」で、アナログ風洞と「地球シミ

ュレータ」を相補的に供用している。国

内外の機関との連携では、SC14～SC17 の

国 際 会 議 へ の 出 展 、 Workshop on 

Sustained Simulation Performance 

（WSSP）の共催（東北大学との連携）の

ほか、海外機関（DKRZ、ECMWF、Kiel 大

学、NASAAmes、NCAR、NERSC）を訪問し、

意見交換などを行なった。 DKRZ とは平

成 28 年度から協定に基づく協力を行な

い、平成 29 年 3 月は Hamburg、平成 30

年 3 月は横浜で、共同ワークショップを

開催したほか、成果報告書をまとめた。

また、国内機関では、理化学研究所 計算

科学研究機構、国際核融合エネルギー研

究センター、大阪大学サイバーメディア

センター、東北大学サイバーサイエンス

センター、高度情報科学技術研究機構、

計算科学振興財団等との交流を進めた。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(3) その他の施設設備の運用 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282,0284 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

供用施設・設備

の 使 用 実 績

（回） 

― 385 490 462 628 424 予算額（千円） 552,642 511,584 5,427,106 4,725,252 868,420 

       決算額（千円） 549,642 598,122 788,961 4,396,034 501,550 

       経常費用（千円） 631,456 623,935 374,271 490,422 434,757 

       経常利益（千円） ▲3,119 4,296 6,862 ▲35,288 ▲1,339 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 734,074 645,086 355,863 921,431 809,210 

        従事人員数 19 16 36 31 18 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構は、海洋科学

技術分野における

国家基幹技術たる

世界最先端の研究

開発基盤を有する

世界トップレベル

の研究開発機関と

して、研究船、深海

調査システム、「地

球シミュレータ」等

の施設・設備を自ら

使用するとともに、

機構の研究開発業

務の遂行に支障が

ない範囲で、海洋科

学技術をはじめと

する科学技術の推

高圧実験水槽等の

施設・設備について、

自らの研究開発に効

率的に使用するとと

もに、研究開発等を行

う者の利用に供する。 
 

・海洋科学技術

分野の基盤とな

る施設・設備等

が 効 率 的 に 運

用・共用された

か 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
高圧実験水槽、中型実験水槽、多目的

実験水槽、超音波水槽及び多目的プー

ルについては、自主点検・整備並びに改

修を行い、主に機構内の研究に伴う海

洋観測機器等の試験・実験に利用して

いる。また、施設・設備を機構内で使用

していない期間は、外部の企業や大学

などの研究・機器開発の試験や安全教

育等の訓練等に共用している。 

高知コア研究所においては、IODP 掘

削航海15航海以上のコア試料を受け入

れ、機構船舶等による IODP 以外のコア

試料 69 航海分を収容したほか、内外の

研究者へコア試料約 15 万点を提供し

た。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

中期目標、評価軸等に照らし、総合的

に勘案した結果、成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認められるこ

とから、本項目の評定を Ｂとする。具

体的な理由については以下のとおりで

ある。 

高圧実験水槽、中型実験水槽、多目的

実験水槽、超音波水槽及び多目的プー

ルについては、自主点検・整備並びに改

修を計画的に行った、主に機構内の研

究に伴う海洋観測機器等の試験・実験

に利用した。また、施設・設備を機構内

で使用していない期間は外部の企業や

大学などの研究・機器開発の試験や安

全教育等の訓練等に共用したことも評

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 

 

＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 
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進のため外部の利

用に供する。また、

東京大学大気海洋

研究所等との緊密

な連携協力の下、学

術研究の特性に配

慮した運航計画に

基づいて研究船の

運航等を行い、大学

及び大学共同利用

機関における海洋

に関する学術研究

に関し協力を行う。 
地球深部探査船

「ちきゅう」につい

ては、IODP の枠組

みの下、ちきゅう

IODP 運用委員会

（CIB）を通じて国

際的な運用に供す

る。また、機構の業

務や同計画の円滑

な推進に支障がな

い範囲で、掘削技術

を蓄積するため、外

部機関からの要請

に基づく掘削のた

めに供用する。 

「地球シミュレ

ータ」については、

中期目標期間中に

更新時期となるこ

とから、国内外の地

球科学分野におけ

る科学技術動向や

大型計算機の整備

状況等を踏まえ整

備を進める。 

価できる。      

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(1) データ及びサンプルの提供・利用促進 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

DARWIN 公開デ

ータ数 
─ 6,424 7,073 8,129 8,940 9,838 予算額（千円） 947,561 1,015,023 942,428 874,771 717,851 

BISMaL で公開

している海洋

生物出現情報

数 

─ 351,190 354,821 445,993 454,211 567,230 決算額（千円） 940,752 1,044,471 875,410 740,027 753,332 

GODAC データベ

ースへのペー

ジビュー数 

─ 5,699,284 5,851,583 6,763,168 8,156,582 9,615,686 経常費用（千円） 992,834 1,015,680 962,962 853,225 776,629 

       経常利益（千円） 1,079 ▲4,849 ▲4,032 467 ▲357 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 1,192,645 1,144,132 1,004,523 1,254,393 1,002,037 

        従事人員数 74 49 52 52 30 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 研究活動を通じ

て得られたデータ

やサンプル等海洋

科学技術に関する

情報及び資料を収

集するとともに電

子化等を進めるこ

とにより、研究者を

はじめ一般国民が

利用しやすい形で

整理・保管し、提供

する。 
研究開発により

機構が取得した各

種データやサンプル

等に関する情報等を

国内外で実施されて

いる研究等の利用に

供するため、データ・

サンプル取扱基本方

針等に基づき体系的

な収集、整理、分析、

加工及び保管を行い、

円滑に情報等を公開

する。このため、研究

者や社会等のニーズ

・研究活動を通

じて得られたデ

ータ及びサンプ

ルについて、研

究者をはじめ一

般国民が利用し

や す い 形 で 整

理・保管・提供を

行ったか 

 

＜主要な業務実績＞ 
 
［データ管理と公開］ 

機構船舶による研究航海で取得した

海洋地球科学的データ・サンプルを、機

構のデータ・サンプルの取扱いに関する

基本方針(データポリシー)に基づき構

築した独自のデータベースにより管理

している。また、オープンサイエンス・

オープンデータの趨勢の中で研究デー

タのオープン・クローズを的確に判断

し、運用・公開する体制を確立した。平

成 30 年度末における公開済み機構船舶

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 

中期目標期間の「データ及びサンプル

の提供・利用促進」については、社会か

らの要請に応えること・社会へ研究開発

成果を還元することを強く意識し、研究

活動を通じて得られたデー及びやサン

プルを、適切に収集・整理・保管し、公

開活動に取り組んだ。また、オープンサ

イエンスに係る取組、国際取組への貢献

についても顕著な成果を得られ、計画を

大幅に上回ったため、本項目の評定をＡ

とする。 

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 

・データ・サンプルの収集から

保管・品質管理を経て公開

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 

・データ・サンプルの収集から

保管・品質管理を経て公開
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得られた成果につ

いては、論文の投

稿、研究集会におけ

る口頭発表等によ

り積極的に情報発

信を行い、我が国の

海洋科学技術の中

核機関として世界

を主導する。特に、

質の高い論文の投

稿により、投稿論文

の平均被引用率を

増加させる。また、

産業界や他の研究

機関への情報提供・

利用促進により、イ

ノベーションを創

出し、社会への貢献

を果たす。 
国民の海洋に関

する理解増進を図

るため、プレス発

表、広報誌、インタ

ーネット、施設・設

備公開等を通じて、

国民に向けた情報

発信・提供を積極的

に行う。機構の研究

活動、研究成果、社

会への還元等は、最

先端の科学技術に

関するものが多く、

内容・意義等につい

て十分に理解する

のが難しい場合も

あることから、具体

的なわかりやすい

情報発信によって、

国民に当該研究を

行う意義について

理解を深めていた

だき、支持を得るこ

に応じた目的別のデ

ータ公開システムを

構築し、運用するとと

もに、国内外の関係機

関との連携を強化す

る。 
上記の他、国民の海

洋に関する理解増進

等に資するため、海洋

科学技術の動向等に

関する情報を収集・整

理・保管し、提供する。 
 

 

航海は 1,950 航海、6,273 潜航となり、

観測メタデータ公開数 19,200 件以上、

サンプルメタデータ公開数は 70,400 件

以上となった。公開している映像は

38,800 時間、画像は 159 万ファイルとな

り、ファイル容量は 384TB となった。特

に画像は高解像度画質のダウンロード

を可能としたことにより、ダウンロード

数がサイト更新前と比べて 5 倍増加し

た。このように、研究者や社会等のニー

ズに対応したデータ提供システムの公

開によりアクセス数、利用者数が共に大

幅に増加した。公開したデータ・サンプ

ルについては、二次利用として提供した

生物サンプルから新種が報告される等

の科学的成果創出にも貢献している。ま

た、機構のデータポリシーの見直しを行

ない、公開を制限する場合の手続につい

て定めた。オープンサイエンスの取組と

してデジタルオブジェクト識別子

（Digital Object identifier：DOI）付

与を開始した。さらに、「GEOSS Portal」

システムとの間でシステム連携を行い、

Data Provider として機関登録を行な

った上でメタデータの提供を開始し、機

構のデータ利用の機会を拡大した。 

 

［データ公開システム構築］ 

津軽海峡東部海洋レーダデータサイ

ト及び深海デブリデータベースなど、社

会的ニーズに対応したデータベースを

公開しデータを提供した。深海デブリデ

ータベースにおいては、平成 29 年 4 月

の公開後、多くのアクセスがあり、SDGs

の voluntary commitment として登録し

た他、データベース内のデータを用いて

論文化したことにより、UNEP サイトで引

用されるなど、世界的に話題になった。 

 

［連携］ 

海洋生物の多様性や分布情報を扱う

情報システム BISMaL を中核的なシステ

その根拠として本項目における特筆

すべき取組を、以下に四つ挙げる。 

 

①データ・サンプルの戦略的な展開 

機構船舶により得られたデータ・サン

プルを機構のデータ・サンプル取扱基本

方針(データポリシー)に基づいて体系

的に管理公開し、研究データのオープ

ン・クローズを的確に運用する体制の確

立を図った。また、研究者をと中心とし

たメンバーで、データポリシー及びそれ

に連動する諸規程の改善点やその運用

上の課題を抽出し、内部委員会に報告書

として提出した。さらに、その課題の一

つであるデータ保管については、具体的

な課題・対策の抽出を行った。 

また、機構が公開するデータの将来的

な利用促進とオープンサイエンスの取

組として、データセットへのデジタルオ

ブジェクト識別子 (Digital Object 

identifier：DOI)の付与を開始した。こ

れにより、持続的なデータの利用・デー

タのアクセス保証が担保されるほか、デ

ータの引用状況をより正確に把握でき

るようになった。内閣府の「国際的動向

を踏まえたオープンサイエンスの推進

に関する検討会」で研究データ管理・利

活用ポリシー策定ガイドラインが策定

されたが、本取組はこれに先駆けての実

施。なお、当該ガイドライン策定に当た

り、当機構のデータポリシーが参考例と

して活用されている（国立環境研究所と

当機構の 2例が挙げられている。）。 

機構のデータ利用の機会を更に拡大

するため、日本海洋データセンター

(JODC)運用のデータベースなど、国内の

データサイトや、Global Change Master 

Directory(GCMD：NASA)など国際的なメ

タデータリポジトリへのデータ提供に

加え、「GEOSS Portal」とのシステム連携

を行い、Data Provider として機関登録

し、メタデータの提供を実施し、データ

に至るまでの重要な活動を

地道に積み重ねるととも

に、研究データへの DOI 付

与や津軽海峡東部海洋レー

ダデータサイトの公開、深

海デブリデータベースの構

築など、昨今の社会的ニー

ズに対応した新たな取組も

着実に進めている。また、

「深海デブリデータベー

ス」を含む高解像度の深海

調査画像のダウンロードを

可能としたことにより、ダ

ウンロード数がサイトリニ

ューアル前に比べ 5.2 倍へ

と飛躍的に増加した。さら

に、研究データへの DOI 付

与を伴う公開制度の整備な

どオープンサイエンスに向

けた新たな取組により、今

後、データ公開数の飛躍的

な拡大が図られるとの期待

も大きい。 

・いずれも、研究者及び一般国

民からの要請に応えるこ

と、社会へ研究開発成果を

還元することを強く意識し

て取り組んだ結果として、

目標及び計画を上回る成果

が得られたことを示してお

り、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・情報・データを扱う組織は情

報の重要性を十分把握して

管理しなければならない。

そのためのマネジメント体

制をしっかりと構築してい

くことを求める。 

に至るまでの重要な活動を

地道に積み重ねるととも

に、研究データへの DOI 付

与や津軽海峡東部海洋レー

ダデータサイトの公開、深

海デブリデータベースの構

築など、昨今の社会的ニー

ズに対応した新たな取組も

着実に進めている。また、

「深海デブリデータベー

ス」を含む高解像度の深海

調査画像のダウンロードを

可能としたことにより、ダ

ウンロード数がサイトリニ

ューアル前に比べ 5.2 倍へ

と飛躍的に増加した。さら

に、研究データへの DOI 付

与を伴う公開制度の整備な

どオープンサイエンスに向

けた新たな取組により、今

後、データ公開数の飛躍的

な拡大が図られるとの期待

も大きい。 

・いずれも、研究者及び一般国

民からの要請に応えるこ

と、社会へ研究開発成果を

還元することを強く意識し

て取り組んだ結果として、

目標及び計画を上回る成果

が得られたことを示してお

り、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・機構では、研究者と連携しな

がらデータポリシーのレビ

ューやデータ保管の在り方

の検討を進めるとともに、

データ・情報の種類や重要

性に応じて、オープン又は
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とが重要である。 
 

 

ムとしてOBISへのデータ連携を行ない、

日本ノード J-OBIS の運用を行なった。

海洋生物出現情報については、567,230 

件の情報を公開し、生物種情報登録総数

は 23,382 種となっている。また、デー

タ格納形式を Darwin Core1.2 から 2.0

へ変更した。これらにより OBIS への安

定的提供を実現したほか、平成 29 年度

には BISMaL が整備してきた生物和名情

報を、世界標準学名データベース

「WoRMS」と連携させることにより、日本

国内のユーザが様々な世界的生物多様

性情報システム上において和名を用い

た検索が可能となる環境を実現させた。

また、平成 28 年度には、OBIS 事務局か

らの要請により、通常ベルギーで行われ

る年 1 回の OBIS 運営会議を、機構がロ

ーカルホストとなり、国際海洋環境情報

センターで開催することで、アジアノー

ドが一堂に会する場を提供し、国内外の

機関との連携を強化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用促進に貢献した。 

 

②社会的ニーズを捉えたデータ提供 

津軽海峡東部海洋レーダデータサイ

ト(MORSETS)及び深海デブリデータベー

スなど、社会的ニーズに対応したデータ

ベースを公開しデータを提供した。 

MORSETS は、地域水産業、海運業、防

災減災、海難事故対応、及び海洋環境変

動研究に貢献することを目的としたデ

ータサイトであり、平成 27 年度より津

軽海峡東部の海表面流向・流速データの

準リアルタイム公開を行なっている。公

開後、利用者の要望に基づいてスマート

フォンに対応したデータ提供を進めた

結果、青森県の漁業関係者による利用が

定着した。 

深海デブリデータベースは、当初の計

画にはなかったが、社会等のニーズを踏

まえ、深海映像・画像データベースを基

に開発したものである。海底におけるご

みの様子や地質・地形、生態系との関係

の理解や、環境問題として教育現場等を

はじめとし、様々な分野で活用がされて

いる。社会からの関心が高く、公開後の

アクセス数は 10 万件近くとなった。ま

た、SDGs の voluntary commitment とし

て登録したほか、ドイツの機関がSDGsの

voluntary commitment として登録して

いる展示企画“Ocean Plastics Lab”へ

深海デブリデータを提供した。さらに、

このデータベースを基に国連環境計画

世界自然保全モニタリングセンター

(UNEP-WCMC)から各国へプラスチックご

みに関する警告を発することに繋がり、

社会的インパクトが高く、国際的な貢献

度も非常に高い取組であった。加えて、

このデブリデータベースに登録されて

いるレコードを基に記載した論文を

Marine Policy 誌に掲載したところ、

UNEP サイトで論文が引用された記事が

掲載され、国内外のニュース等で多く取

・データを蓄積し、使い勝手の

良いデータベース構築に取

り組んでほしい。 

  

クローズを的確に判断し、

運用・公開する体制を構築

してきたが、引き続き、デー

タの重要性を十分把握して

的確かつ柔軟な管理体制を

確立していくよう求める。 
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り上げられた。国際的に、大きな注目と

反響を得た。 

 

③国内外への貢献 

平成 27 年より、機構がこれまで構築・

運用してきた BISMaL を中核的なシステ

ムとして、OBIS の日本ノードである日本

海洋生物地理情報連携センター（J-

OBIS）を運用している。 

国連海洋法条約（UNCLOS）で議論され

ている国家管轄権外区域の海洋生物多

様性(BBNJ)の保全と持続可能な利用の

ための情報共有プラットフォームとし

て、関係諸国から OBIS を利用すべきと

推奨された。これは OBIS、ひいては J-

OBIS が高い信頼性を保持し運用されて

いることが国際的に認められているこ

とにほかならない。 

また、平成 28 年度は、OBIS 事務局か

らの要請により、OBIS 運営会議(SG-OBIS

会合)をアジアで初めて沖縄県名護市の

国際海洋環境情報センターで開催した。

（OBIS ではアジア地域における不活性

なノードの存在が問題となっており、日

本ノードに対して当該地域におけるネ

ットワーク形成を主導することを期

待。） 

その結果、OBIS のアジアノードが一堂

に会し17カ国35名の参加者が集まると

ともに、アジアノードが提出したアクシ

ョンプランが承諾された。 

海洋生物の多様性や分布情報を扱う

情報システム BISMaL を中核的なシステ

ムとして、J-OBIS 運用・他機関データの

拡充を行ない、OBIS へのデータ連携を実

施した。海洋に関するデータ拠点とし

て、国際的議論へ貢献できた。また、

BISMaL はシステムを刷新し、ユーザ利便

性・サービスレベルを向上させた。 

国民の海洋に関する理解増進に寄与

するため、機構の普及広報活動に連動す

る形で横浜図書館 2 階を積極的に開放
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し、地域図書館と連携したイベントの実

施、機構内の各部署と連携した特別展示

の充実などでより魅力ある図書館づく

りを行った。積極的な取材協力により周

知の機会を広げ、かつ、一般利用者の利

便性向上のため、平成 29 年度より、イ

ンターネット蔵書目録を公開した。  

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(2) 普及広報活動 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

各拠点の見学

者人数（人） 
35,000 48,323 40,862 43,331 46,797 47,403 予算額（千円） 492,374 496,407 353,185 397,440 340,583 

プ レ ス 発 表

（件） 
― 61 67 48 40 45 決算額（千円） 492,050 506,982 454,056 489,502 366,817 

ホームページ

アクセス数（万

件） 

― 1,123 1,251 1,370 2,365 1,537 経常費用（千円） 546,316 541,703 471,356 506,894 386,776 

       経常利益（千円） ▲7,510 ▲3,916 ▲16,396 ▲25,288 ▲2,337 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 599,053 529,185 423,352 512,733 366,267 

        従事人員数 37 31 30 29 28 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 研究活動を通じ

て得られたデータ

やサンプル等海洋

科学技術に関する

情報及び資料を収

集するとともに電

子化等を進めるこ

とにより、研究者を

はじめ一般国民が

利用しやすい形で

整理・保管し、提供

する。 
研究開発により

得られた成果につ

いては、論文の投

海洋科学技術の発

展と社会貢献におけ

る機構の役割につい

て、国民に広く周知す

ることを目的とした

普及広報活動を展開

するため、以下の事項

を実施する。 

 

 

a. 機構の研究開発事

業への理解増進及び

海洋科学リテラシー

の向上に貢献するた

め、各拠点の施設・設

・機構が実施し

た海洋科学技術

の発展と社会貢

献について、国

民に広く周知で

きているか 
 

＜主要な業務実績＞ 

 

各拠点の施設一般公開、見学者の常

時受入れを継続して行い、本中期目標

期間に渡って機構全体で毎年40,000人

以上の見学者を受け入れ、35,000 人／

年程度の目標を連続して達成してい

る。さらに、平成 28 年度からは国民の

海洋に対する更なる理解増進を目的に

自治体向け研究船等一般公開の開催要

望調査を実施し、自治体と機構が連携

して地域のイベントと併催で船舶を公

開する試みを開始した。平成 30 年度に

は年間で25,694名の訪船者に海洋研究

の現場を直接見学してもらうことがで

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 本項目について、中期目標期間を通

して、一般公開の開催数、広報誌の発行

数、見学者の受入数等の定量的指標全

てで中期計画の数値目標以上を達成す

ることができた。その上で、機構を取り

巻く状況や機運を捉え当初予定してい

なかった新たな取組についても積極的

に取り組んだ。これは中期目標等に照

らしても顕著な成果であると考えＡ評

定とした。以下にその具体的な理由を

記載する。 

 

 

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 

・今中期目標期間には、特別展

「深海 2017」、テレビやイン

ターネット等のメディアを

活用した情報発信、ゲーム

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 

・今中期目標期間には、国立科

学博物館特 別展「 深海

2017」、テレビやインターネ

ット等のメディアを活用し
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稿、研究集会におけ

る口頭発表等によ

り積極的に情報発

信を行い、我が国の

海洋科学技術の中

核機関として世界

を主導する。特に、

質の高い論文の投

稿により、投稿論文

の平均被引用率を

増加させる。また、

産業界や他の研究

機関への情報提供・

利用促進により、イ

ノベーションを創

出し、社会への貢献

を果たす。 
国民の海洋に関

する理解増進を図

るため、プレス発

表、広報誌、インタ

ーネット、施設・設

備公開等を通じて、

国民に向けた情報

発信・提供を積極的

に行う。機構の研究

活動、研究成果、社

会への還元等は、最

先端の科学技術に

関するものが多く、

内容・意義等につい

て十分に理解する

のが難しい場合も

あることから、具体

的なわかりやすい

情報発信によって、

国民に当該研究を

行う意義について

理解を深めていた

だき、支持を得るこ

とが重要である。 
 

 

備の一般公開（各年１

回）、見学者の常時受

入れ、保有する研究船

の一般公開、広報誌

（年６回）等の発行及

び出前授業・講師派遣

等を行う。研究船の一

般公開での見学者数

を除き、機構全体で１

年あたり 35,000 人程

度の見学者の受入れ

を維持する。 

 

 

b. 国民との直接かつ

双方向のコミュニケ

ーション活動を行う

ため、横須賀本部海洋

科学技術館、横浜研究

所地球情報館、国際海

洋環境情報センター

の展示施設等を活用

するとともに、各地域

で開催される展示会・

イベント等への協力

を行う。また、地域に

密着した普及広報活

動にも取り組む。 

 

 

c. 効果的及び効率的

な情報発信を目指し、

マスメディアに対し

て分かりやすい報道

発表や番組取材等へ

の柔軟な対応、取り上

げられやすいように

工夫した研究開発成

果の情報発信を行う。 
 
 
 
d. インターネットの

きた。JAMSTEC NEWS「なつしま」は年 6

回の発行、広報誌「Blue Earth」は日本

語版年間 6 巻の刊行のほか、特別版

（『TEAMS 合本号』、『みらい 20 周年記念

誌』）、抜き刷り版、英語版、特別合本版

等、適宜増刊号を発行し活字媒体なら

ではの分かりやすい情報を発信するこ

とに努めた。機構役職員による出前授

業・海洋教室、講師派遣を継続して実施

し、これら事業を通じて機構の研究開

発事業への理解増進及び海洋科学リテ

ラシーの向上に貢献した。 

 

機構の各拠点の展示施設を利用した

イベントを開催しており、毎月第三土

曜には「横浜研究所休日開館」を継続し

て開催している。横浜研究所で「キッズ

実験ひろば」、国際海洋環境情報センタ

ー（GODAC）において「ROV パイロット

トレーニング」、「うみの工作教室」等を

開催し、国民と双方向のコミュニケー

ションにより、海洋地球科学への興味

関心を高めることに尽力している。 

各拠点の地域で開催される展示会・

イベント等への協力として、「沖縄市サ

イエンスフェスタ」、ジオパーク活動

（室戸ジオパーク）、青森県立三沢航空

科学館等、地域に密着した普及広報活

動に継続して取り組み、国民の機構の

研究開発活動への認知を高め、海洋地

球科学への理解を広げることができ

た。 

本中期目標期間に渡って最新の研究

成果に関する機構主体のプレス発表を

毎年 25 件以上行い、web サイトでのプ

レス発表の解説記事「話題の研究 謎

解き解説」（高校生以上を対象）や注力

する研究テーマの記者向け説明会、科

学メディア意見交換会（勉強会）の開催

等、マスメディアに対して分かりやす

い情報発信に継続して取り組んでい

る。 

プレス発表等の情報発信をきっかけ

①マスメディアと連動した発信 

・NHK スペシャルでは 29 件の取材協力

を行い、試行的に実施した広告換算

値換算で「MEGA CRISIS 巨大危機～

脅威と戦う者たち～」（平成 28 年度）

では 46,246.6 千円相当、「DEEP OCEAN

～超深海 地球最深への挑戦～」（平

成 29 年度）では視聴率 10％を記録。 

・BS 朝日では、「遥かなる深海大冒険」

シリーズに取材協力し、深海をテー

マに 2 時間特集で年 7 回放送となっ

た（平成 29 年度）。また、南海トラフ

地震発生帯プロジェクトを踏まえ、

「特別編 南海トラフと巨大地震の

ナゾ」を放映（平成 30 年度)。 

・あらたなインターネットメディアの

AbemaTV で「ちきゅう」、「深海生物に

ついて」、「南海トラフ地震発生帯掘

削プロジェクト」の紹介 3件を実施。

（FY29、FY30） 

・その他の取組も含め、機構のメディア

露出件数は今中期目標期間初年度と

比較し倍増。 

 

②ドラマ「海に降る」や任天堂『スプラ

トゥーン 2』とのコラボレーション、

レバレッジを効かせた効果的な発信 

・女優 有村架純さんが「しんかい6500」

女性パイロットを熱演した小説『海

に降る』のドラマに全面協力(WOWOW

週間番組視聴率ランキングNo.1を獲

得）（FY27）、現在も Hulu などオンデ

マンド配信が継続。 

・平成 30 年 4 月 1 日より任天堂株式会

社と共同でNintendo SwitchTM専用

ソフト『スプラトゥーン 2』で

『Jamsteeec（ジャムステ～ック）海

と地球をカガクしなイカ？』コラボ

を実施。ゲームと連動した特設WEBサ

イトで海洋科学技術の知見や研究活

動を紹介。ゲーム内で海洋科学技術

を体現する研究船などが登場。 

・海洋地球・生命研究と海洋フロンティ

業界との初協働など、多様

な手段を用いて情報発信に

努めた。その結果、特別展

「深海 2017」では入場者数

歴代トップ（2001 年以降）

の成功を収めたこと、HP ア

クセス数が顕著に増加を続

けていることなど、海洋に

対する関心を高める上で、

機構の普及広報活動が十分

に機能し奏功していると認

められる。 

・また、広報活動のもたらす効

果（アウトカム）を詳細に把

握するために、新たに、SNS

を活用したアウトカム分析

とその結果に基づく広報業

務の優先順位付けなどの定

量的な手法も取り入れて、

広報活動の効果を計測し改

善を図っている点は評価に

値する。 

・さらに、自治体要望調査を実

施し、過去に開催実績のな

い自治体も含めて船舶の一

般公開を進めたことは、機

構特有のファシリティを有

効活用した双方向性を持つ

普及広報活動といえ、幅広

い層の国民が海洋への関心

を高める契機ともなり得る

ことから、高く評価できる。 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
・通常の広報活動に加え、ドラ

マ制作に協力したことは、

機構の認知度にも大きく貢

献するものといえ、高く評

価できる。 

た情報発信、ゲーム業界と

の初協働など、多様で斬新

な手段を用いて情報発信に

努めた。その結果、「深海

2017」の入場者数が 2001 年

以降では歴代トップの成功

を収めたこと、HP アクセス

数が顕著に増加を続けてい

ることなど、海洋に対する

関心を高める上で、機構の

普及広報活動が十分に機能

し奏功していると認められ

る。 

・また、広報活動のもたらす効

果（アウトカム）を詳細に把

握するために、新たに、SNS

を活用したアウトカム分析

とその結果に基づく広報業

務の優先順位付けなどの定

量的な手法も取り入れて、

広報活動の効果を計測し改

善を図っている点は評価に

値する。 

・さらに、自治体要望調査を実

施し、過去に開催実績のな

い自治体も含めて船舶の一

般公開を進めたことは、機

構特有のファシリティを有

効活用した双方向性を持つ

普及広報活動といえ、幅広

い層の国民が海洋への関心

を高める契機ともなり得る

ことから、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
・通常の広報活動に加え、ドラ

マ制作に協力したことは、

機構の認知度にも大きく貢

献するものといえ、高く評

価できる。 
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速報性・拡散性を重視

し、ホームページによ

る情報発信を強化す

る。また、ソーシャル・

ネットワーキング・サ

ービス及びインター

ネット放送等のツー

ルを活用し、幅広く情

報を発信する。 

 

 

e. 最新の研究開発成

果を取り入れた展示・

イベント等の企画、役

職員の科学技術コミ

ュニケーション力の

強化並びに全国の科

学館、博物館及び水族

館等との連携により、

効果的及び効率的な

普及広報活動を行う。 
 
 

 

に番組取材等にも柔軟に対応し、本中

期目標期間に渡って毎年 110 件以上の

テレビ番組露出が続いている。また、テ

レビによる幅広い年齢層への認知を狙

って番組取材に対応している。 

例えば、NHK スペシャルの巨大災害シ

リーズ、Deep Ocean シリーズ、ジオジ

ャパン～日本列島の成り立ち、黒潮～

世界最大 渦巻く不思議の海等の実績

があり、平均視聴率約 10％以上という

強い発信力を持つ NHK スペシャルへの

協力を継続している。また平成 27 年度

には WOWOW ドラマ「海に降る」の制作や

撮影に全面協力し、女優 有村架純さん

演じる「しんかい 6500」女性パイロッ

トが奮闘するドラマを通じて、科学技

術に関心の薄い層にも機構の活動を周

知することができた。 

平成 30年度第 3四半期に行った機構

の広報活動の効果測定調査では、機構

の認知経路はテレビがどの年代層でも

50％以上と最も高い結果となってお

り、これらの番組協力による大きな効

果が得られているものと考える。 

また、平成 30 年 4 月 1 日より任天堂

株式会社と共同で Nintendo SwitchTM

専用ソフト『スプラトゥーン 2』で

『Jamsteeec（ジャムステ～ック）海と

地球をカガクしなイカ？』コラボを実

施、ゲームと連動した特設 WEB サイト

で海洋科学技術の知見や研究活動を紹

介した。海洋科学技術を体現する研究

船などが登場しリーチしにくい小学生

～若い世代に高い人気のゲームを題材

に海洋科学技術を学ぶコンテンツを提

供、遊びの延長線で学べる分かりやす

い伝達手法の設計により、国民が親し

みやすく機構の取組を知るきっかけを

作り、機構の認知度向上や新たな海洋

科学技術への注目度アップに貢献し

た。 

海洋科学技術ファン拡大を目的に

Twitter、Facebook 等のソーシャル・ネ

ア探査技術の二つをテーマに『スプ

ラトゥーン 2』のゲーム内イベント

「フェス」を開催。特設ウェブサイト

の Twitter 月間インプレッション数

（閲覧数）は年間インプレッション

の約 6.6 倍に達するなど従来のコン

テンツより高い関心を得られた。 

⇒ リーチしにくい小学生～若い世代

に人気のゲーム、ドラマにより、国民

が親しみやすく機構の取組を知るき

っかけを作り、機構の認知度向上や

新たな海洋科学技術への注目度アッ

プに貢献。 

 

③国立科学博物館での「深海 2017」の

実施 約 60 万人が来場 

・国立科学博物館、海洋研究開発機構、

NHK、NHK プロモーション、読売新聞

社の共催で国立科学博物館において

平成 29年 7月 11 日から 10月 1日ま

で特別展「深海 2017」を開催。10 月

1 日会期終了までの総来場者数は

617,062 人となり、1日平均来場者数

は 7,811 人で科博特別展の歴代トッ

プを記録 ※。 

※ 2001 年科博の独立行政法人化以降 

・開催に当たっては、機構の研究成果・

プロジェクトの展示・紹介を横断的

に行えるよう働きかけ、深海といえ

ば“発光生物”、“巨大生物”といった

一般の方々の興味関心を踏まえつ

つ、機構の先駆的な研究開発を発信

する事に成功。 

・前回の「深海」とは異なり深海にすむ

不思議な生き物のみならず、海底資

源など探査の最前線を 6 ゾーンに分

けて紹介。深海域の生物の話題性だ

けではなく、深海を調査研究するこ

とで科学的・社会的課題を解決でき

る可能性と当機構の取組を国民に発

信。 

・「深海 2017」のアンケートの結果、年

齢が20代以下の来場者が全体の半数

・様々な手法で情報発信をし

ているが、同じ方法を繰り

返していては、いずれ飽き

られる。研究成果の科学的・

社会的意義をよりわかりや

すく説明するなど、情報発

信の方法に関して工夫を重

ねてほしい。 

  

・様々な手法で情報発信をし

ているが、同じ方法を繰り

返していては、いずれ飽き

られる。研究成果の科学的・

社会的意義をよりわかりや

すく説明するなど、情報発

信の方法に関して工夫を重

ねてほしい。 

  



145 

 

ットワーキング・サービスを活用し、研

究開発の紹介記事を継続して投稿して

いる。加えて YouTube では研究成果や

航海・潜航の映像をじっくりと見るこ

とができるコンテンツを提供し、コア

なファンへの情報発信として活用して

いる。 

web 配信による番組として、ニコニコ

生放送『JAMSTEC×niconico 深海研究

部』シリーズを株式会社ドワンゴと企

画制作するほか、ニコニコ超会議、東京

コミックコンベンション 2018（イベン

ト展示）への出展など、新しく台頭して

きたメディア等とも連携協力を強め、

新しい手法での情報発信に日々挑戦を

続けている。 

本中期目標期間に渡って、各地の科

学館・博物館・水族館等施設の常設展約

60 件、企画展（主催イベント、シンポ

ジウムに伴う展示を含む）に 464 件協

力し、連携を続けている。また、平成 29

年度には国立科学博物館での特別展

「深海 2017」を共催し、深海の神秘の

みならず、深海を調査研究することで

科学的・社会的課題を解決できる可能

性を持つ当機構の取組について、多く

の国民に理解を深めてもらうことがで

きた。さらに、平成 30 年度には、東京・

上野の国立科学博物館では NEWS 展示

「南海トラフ地震発生帯掘削に「ちき

ゅう」が挑む」を実施、約 13 万人が訪

れ、機構が平成 30 年度に注力して進め

た研究航海のミッションや成果を多く

の国民にニュースとして伝えた。全国

科学館連携協議会に加盟する科学館で

の巡回パネル展「潜水船が見た深海生

物」に協力するなど全国に広報ネット

ワークを拡大している。 

以上を占めており、若い層における

海洋科学の理解増進へ繋がった。 

・メディア掲載は総数 998 件（平成 29

年 3 月）、連動して 7件のイベント実

施に繋がった。 

 

④研究施設・船舶一般公開等、直接性の

高いイベントの実施 

・港湾を所有する自治体と船舶を所有

する機構の双方にメリットがある形

を実現すべく、平成 28 年度から自治

体要望調査を実施。 

・自治体においては港湾施設利用促進

やイベント等の集客アップ、機構と

しては実施エリアにおける海洋科学

への理解増進を実現。 

・船舶一般公開と合わせ、周辺地域での

セミナーや展示を実施し、国民が海

洋科学への理解を深めることに貢

献。 

・むつ研究所、高知コア研究所、GODAC

いずれの拠点においても、中期目標

期間に渡って地域に密着した広報活

動を行い、近隣の小学校への出前授

業や拠点施設での海洋教室、ローカ

ルなサイエンスフェスタ等への出展

を積極的に展開。 

 

以上のとおり、今中期目標期間は目

標以上の広報成果が得られたため、機

構が実施した海洋科学技術の発展と社

会貢献について効果的・効率的に普及

広報活動を行ったと考えるため本項目

の評定をＡとする。 

  

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(3) 成果の情報発信 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

論文数（査読付

き） 
― 658 620 561 603 613 予算額（千円） 10,543 24,762 

278,011 

の内数 

252,072 

の内数 

246,872 

の内数 

h-index(過去 5

年) 
─ 58 51 59 59 52 決算額（千円） 10,543 24,029 

328,408 

の内数 

341,662 

の内数 

404,756 

の内数 

       
経常費用（千円） 33,982 24,200 

355,816 

の内数 

372,620 

の内数 

419,686 

の内数 

       
経常利益（千円） ▲3,040 1,620 

▲2,390 

の内数 

▲1,991 

の内数 

▲256 

の内数 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 39,151 ▲6,062 
308,017 

の内数 

376,576 

の内数 

356,370 

の内数 

        従事人員数 15 16 37 の内数 37 の内数 33 の内数 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 研究活動を通じ

て得られたデータ

やサンプル等海洋

科学技術に関する

情報及び資料を収

集するとともに電

子化等を進めるこ

とにより、研究者を

はじめ一般国民が

利用しやすい形で

整理・保管し、提供

する。 
研究開発により

機構が実施する研

究開発分野の発展及

び科学技術を用いた

社会的課題の解決に

寄与するため、機構で

得られた研究開発成

果について、学術界も

含め広く社会に情報

発信し、普及を図る。

そのため、研究開発の

成果を論文や報告等

としてまとめ、国内外

の学術雑誌に発表す

・機構で得られ

た研究開発成果

について、学術

界を含め広く社

会に情報発信さ

れ、その利活用

が促進されてい

るか 

 

 

＜主要な業務実績＞ 
 
平成 26 年度、平成 27 年度の論文発表

数は、過去に論文集計方法の変化と間違

いがあったことが判明したことから、平

成 28 年度評価の際に論文集計の考え方

を整理し、正しい論文数を再集計した。

査読付き論文数は減少しているものの、

査読論文の割合（7 割以上）は上回って

いることから、質の高い論文を継続して

情報発信できている。 

研究開発成果の情報発信と機構研究

者/技術者の研究開発活動の普及を目的

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

本項目について、中期目標期間を通し

て、論文の投稿、研究集会における口頭

発表等により積極的に情報発信を行っ

た。これらの取組により、着実にその利

活用が促進されたと考えＢ評定とした。

以下にその具体的な理由を記載する。 

 

①質の高い論文を継続して発信 

査読付き論文数は減少しているもの

の、査読論文の割合（7 割以上）は上回

っていることから、質の高い論文を継続

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認め

られ、着実な業務運営がなさ

れているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・今中期目標期間に発覚した

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認め

られ、着実な業務運営がなさ

れているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・今中期目標期間に発覚した
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得られた成果につ

いては、論文の投

稿、研究集会におけ

る口頭発表等によ

り積極的に情報発

信を行い、我が国の

海洋科学技術の中

核機関として世界

を主導する。特に、

質の高い論文の投

稿により、投稿論文

の平均被引用率を

増加させる。また、

産業界や他の研究

機関への情報提供・

利用促進により、イ

ノベーションを創

出し、社会への貢献

を果たす。 
国民の海洋に関

する理解増進を図

るため、プレス発

表、広報誌、インタ

ーネット、施設・設

備公開等を通じて、

国民に向けた情報

発信・提供を積極的

に行う。機構の研究

活動、研究成果、社

会への還元等は、最

先端の科学技術に

関するものが多く、

内容・意義等につい

て十分に理解する

のが難しい場合も

あることから、具体

的なわかりやすい

情報発信によって、

国民に当該研究を

行う意義について

理解を深めていた

だき、支持を得るこ

る。なお、論文につい

ては発表数の目標値

を定め情報発信に努

めるとともに、研究開

発の水準を一定以上

に保つため、査読論文

の割合を７割以上と

し、論文の平均被引用

率を増加させる。ま

た、研究業績データベ

ースを活用した研究

者総覧を構築し、最新

の研究成果の外部へ

の発信を促進する。さ

らに、機構独自の査読

付き論文誌を年２回

発刊し、電子化してイ

ンターネットから閲

覧できる形で公開す

る。 
 
 

として、平成 27 年度より「JAMSTEC 研究

者総覧」を運用している。「研究業績デー

タベース（JDB）」と併せて日・英での入

出力に対応し、外部利用者及び機構職員

の利便性向上を図った。 

各年度にて研究活動を報告する研究

報告会を 1回実施した。各年度における

主な研究成果の報告とともに、話題性の

あるテーマを設定したパネルディスカ

ッションや活動状況を説明するポスタ

ーセッションを実施し、政策決定者、民

間企業、大学関係者等に対する活動報

告、意見交換の場として活用された。 

各年度における来場者数とパネルデ

ィスカッションテーマは以下のとおり。 

・平成 26 年度 397 名「次世代海洋科学

技術が拓くイノベーション」 

・平成 27 年度 439 名「さらなるフロン

ティアの追求～海洋科学技術の未来

とそのビジョン～」 

・平成 28 年度 455 名「イノベーション

時代のサイエンスとは」 

・平成 29 年度 425 名「地球をはかる」 

・平成 30 年度 449 名「海洋科学技術に

おける中核的機関の形成に向けて」 

 

機構の施設・設備を用いた研究成果に

ついて、機構独自の査読付き論文誌

「JAMSTEC Report of Research and 

Development」を予定どおり年 2 回発刊

した。 

情報発信・提供のため、電子化に積極

的に取り組んだ。PDF 版を冊子体の刊行

と同時に「JAMSTEC 文書カタログ」にて

公開したことに加え、掲載決定後の原稿

は冊子刊行を待たずにインターネット

公開するなど、研究開発成果を広く社会

に公開するに当たって即時性も重視し

た取組を継続的に実施した。 

なお、査読付き論文誌に刷新した第 8

巻（平成 20 年発行）以降は、科学技術振

興機構（JST）提供の電子ジャーナル公開

して情報発信できている。 

 

②研究成果情報アクセスの利便性向上 

研究開発成果の情報発信と機構研究

者/技術者の研究開発活動の普及を目的

として、平成 27 年度より「JAMSTEC 研究

者総覧」を運用している。「研究業績デー

タベース（JDB）」と併せて日・英での入

出力に対応し、外部利用者及び機構職員

の利便性向上を図った。 

 

③成果報告会の実施 

国会議員及び省庁の政策立案者並び

に賛助会会員企業等を含む広く一般に

向けて、当該年度の研究開発活動によっ

て得られた成果を報告し、当機構の取組

について参加者への理解増進を図った。 

 

④機構独自の査読付き論文誌発刊によ

る成果発信 

中期目標開始初年度より、「JAMSTEC 

Report of Research and Development」

を研究コミュニティにとってより価値

のあるジャーナルに発展させるため、

JAMSTEC-R 編集委員会を中心にジャーナ

ルの特徴づけを行い、様々な取組と周知

方法の工夫を行った。 

中でも、世界的なオープンサイエン

ス、オープンデータの潮流の中で、機構

の施設設備を利用して生産された研究

データが流通し、発見され、活用が進む

よう、新しく「データ論文」を投稿種別

に追加した。これらの結果として飛躍的

にジャーナルへのアクセス数を伸ばし

た実績は、研究開発成果の社会還元を実

現させた点において高評価に値するも

のと考えた。 

論文発表数の集計ミスに関

しては、その原因を特定し

再発防止策も講じられた。

また、本事案の内容と再集

計結果を公表し、事態は一

応の収束を迎えたといえ

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・本事案への個別の対策やマ

ニュアルの整備はもちろん

重要であるが、本事案が改

めて組織の信頼を大きく揺

るがしかねないものであっ

たとの認識や危機感を経営

陣と現場の双方で共有し、

組織における役職員の意識

改革も含め、根本的な業務

改善に不断に取り組んでい

くことを強く求める。あわ

せて、改善策が形骸化して

いないかについても、適宜、

点検することを求める。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・今中期目標期間には、論文数

や特許数を誤集計していた

という問題が発覚した。改

善策を講じたとしている

が、「意識改革」「組織体制・

機能の構築」「意思疎通の仕

組みの構築」といった抽象

的な内容になっている点が

気に掛かる。改善策が形骸

化していないかなどを、適

宜、点検する必要がある。 

  

論文発表数の集計ミスに関

しては、その原因を特定し

再発防止策も講じられた。

また、平成 29 年度には本事

案の内容と再集計結果を公

表し、事態は一応の収束を

迎えたといえる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・引き続き、論文・特許等の成

果指標の正確な把握に努め

るとともに、本事案が改め

て組織の信頼を大きく揺る

がしかねないものであった

との認識や危機感を経営陣

と現場の双方で共有し、組

織における役職員の意識改

革も含め、根本的な業務改

善に不断に取り組んでいく

ことを強く求める。あわせ

て、改善策が形骸化してい

ないかについても、適宜、点

検することを求める。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・講じられた改善策が、「意識

改革」「組織体制・機能の構

築」「意思疎通の仕組みの構

築」といった抽象的・形式的

な内容になっている点が気

に掛かる。今後とも、実効性

のある業務改善への取組を

徹底するとともに、改善策

が形骸化していないかなど

を、適宜、点検する必要があ

る。 
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とが重要である。 
 
 
 

システム「J-STAGE」でも公開し、平成 30

年度末までに 148 編が登載されている。

平成 24 年度からは PDF よりも可視性の

高い HTML 版をあわせて公開している。 

中期目標期間中においては、「JAMSTEC 

Report of Research and Development」

を研究コミュニティにとってより価値

のあるジャーナルに発展させるため、

JAMSTEC-R 編集委員会において継続的に

議論を重ねた。過去の投稿者に対しアン

ケート調査を行うなどの方法を用いて

要検討事項を丁寧に洗い出した上で、特

徴整理を行った。機構内でのみ使用され

ていた通称「JAMSTEC-R」を認知度とアク

セス性を高める目的で紙面に表記した

ほか、ホームページのリニューアル、投

稿規約の整理など多角的な取組を実施

した。なかでも、オープンデータ、オー

プンサイエンスへの取組を推進するた

め、平成 29 年度から投稿原稿の種類に

「データ論文」を新設したことは、J-

STAGE セミナー「データ出版の役割と現

状 」 と 国 際 ワ ー ク シ ョ ッ プ

「International Workshop on Sharing, 

Citation and Publication of 

Scientific Data across Disciplines」

において、編集委員長が依頼講演を行う

など、学術出版界の高い関心を呼んだ。 

JpGU やブルーアースシンポジウム、海

洋研究開発機構研究報告会の機会に、ブ

ース展示やポスター掲示等の広報活動

を積極的に行った。 

機構の研究開発成果を広く社会へ還

元することに貢献する目的でこれらの

取組を行った結果、平成 24 年度には

1,564 だった J-STAGE でのアクセス数

（PDF ダウンロード数含む）は、平成 30

年度時点で10倍以上の21,552と飛躍的

に伸びた。なお、広く国民に対する情報

提供を行う目的で、冊子体についても平

成 30 年度において国内 201 機関、海外

22 機関の研究機関や図書館等に送付し
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た。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４－(1) 国際連携、プロジェクトの推進 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

MOU（件） ― 23 26 29 27 29 予算額（千円） 528,018 476,967 431,602 398,688 379,131 

共同研究契約

（件） 
― 45 46 44 45 46 決算額（千円） 508,892 551,697 484,226 422,162 399,791 

       経常費用（千円） 1,076,187 1,015,870 880,935 802,902 436,194 

       経常利益（千円） ▲2,575 2,299 ▲36,395 ▲18,073 ▲524 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 1,914,577 1,837,676 1,089,509 1,691,947 469,068 

        従事人員数 26 26 31 53 27 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 我が国の海洋科

学技術の中核機関

として、国際的な枠

組みに対し積極的

に協力するととも

に、海外の主要な研

究機関との連携を

促進し、国際頭脳循

環の拠点として存

在感を示す。 

地球深部探査船

「ちきゅう」をはじ

めとする世界最先

端の研究開発基盤

を有する研究開発

機関として、世界中

から優秀な研究者

我が国の海洋科学

技術の中核機関とし

て国際協力を推進し、

機構及び我が国の国

際的プレゼンスの向

上を図るとともに、地

球規模課題の解決に

貢献するため、以下の

事項を実施する。 

 

 

 

a. 政府間海洋学委員

会（IOC）に関する我が

国の取組に貢献する

とともに、国連機関や

国際科学会議（ICSU）

・世界の頭脳循

環拠点として国

際連携、プロジ

ェクトを推進す

ることにより、

我が国の国際的

プレゼンスの向

上を図るととも

に、地球規模課

題の解決に貢献

したか 

・国際頭脳循環

の拠点として、

国内外の優秀な

研究者を惹きつ

けることができ

る研究環境の整

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 以下に示すとおり、国内における主

要な海洋研究機関として国際協力の分

野において貢献しており、国際的な重要

なポストでの活躍が増加した。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

本項目について、中期目標期間を通し

て、国際的な枠組みに対し積極的に協力

するとともに海外の主要な研究機関と

連携を促進した。これらの取組により、

機構及び我が国の国際的プレゼンスの

向上、国際頭脳循環の拠点として貢献を

果たした。特に、我が国を代表してハイ

レベルな国際会議や国連機関を通じた

国際的な議論に貢献を行った等、いくつ

かの成果で中期目標等に照らして顕著

な成果である考え、Ａ評定とした。以下

にその具体的な理由を記載する。 

 

（1）ハイレベルな国際会議における海

洋観測強化に向けた働きかけ 

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 

・生態系・生物多様性保全の視

点からプラスチックごみの

問題に対する深海デブリデ

ータベースでの貢献、IPBES

への専門家パネルメンバー

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 

・生態系・生物多様性保全の視

点からプラスチックごみの

問題に対する深海デブリデ

ータベースでの貢献、IPBES

への専門家パネルメンバー
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が集まる国際頭脳

循環の拠点となる

ための研究環境の

整備等を進める。ま

た、IODP について

は、我が国における

総合的な推進機関

として日本地球掘

削科学コンソーシ

アム（J-DESC）を通

じた研究者支援や

人材育成等をより

一層活性化させる。

これらの取組によ

り、海洋科学技術の

向上や社会への貢

献を果たすととも

に、我が国の国際的

なプレゼンスを示

す。 

大学や大学院等

と連携した若手研

究者の育成、女性研

究者比率を向上さ

せるための環境整

備、国内外からの優

秀な研究者等の積

極的な受入れ等を

実施し、海洋科学技

術に関連する幅広

い分野において将

来の海洋立国を担

う人材の育成を推

進する。 

 

 

が主導する国際的な

プログラム、全球地球

観測システム（GEOSS）

等の国際的取組、海洋

法に関する国際連合

条約（UNCLOS）、気候変

動に関する国際連合

枠組条約（UNFCCC）、生

物の多 

様性に関する条約

（CBD）等に適切に対

応する。また、海外の

主要な海洋研究機関

等と研究開発協力及

び交流を引き続き進

める。さらに、今後、

より一層世界に開か

れた研究機関となる

ため、機構の国際化を

促進する取組を進め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備・充実ができ

たか 
1. 政府間海洋学委員会（IOC）に関する

我が国の取組への貢献 

以下の（1）～（6）のとおり、機構か

ら IOC に対する貢献が強化された。 

（1）職員が日本ユネスコ国内委員会委

員となった。日本ユネスコ国内委員会自

然科学小委員会IOC分科会に計3名が委

員として参加し、我が国の IOC に対する

方針策定に参加した。文部科学省からの

依頼により、機構内に IOC 協力推進委員

会及び専門部会を設置・開催し、関係分

野の専門家による意見交換を実施した。 

（2）IOC 執行理事会及び総会に職員が継

続的に日本政府代表団の一員として出

席し専門的知見からIOCの意思決定に貢

献した。 

（3）IOC 西太平洋小委員会（WESTPAC）

の諮問グループ委員を務めた職員が、

WESTPAC 副議長（2017-2019 年）の一人に

選出され、WESTPAC の活動を主導した。 

（4）機構は IOC 国際海洋データ・情報

交換システム（IODE）の IODE 連携デー

タユニット（ADU）となり、海洋生物地理

情報システム（OBIS）の日本ノードとな

った。FY28 には IODE 傘下の海洋生物地

理情報システム（OBIS）の第 6回運営委

員会を国際海洋環境情報センター

（GODAC）で開催した。 

（5）IOC の主要事業の全球海洋観測シス

テム（GOOS）において、職員 1名が GOOS

執行委員会（GSSC）のメンバーとして継

続的に参加した。 

（6）中期目標期間中に IOC 事務局(フラ

ンス・パリ)に対する人的貢献として職

員の出向を実施した。 

 

2. 国連機関や国際科学会議（ICSU）が主

導する国際的なプログラムへの対応 

（1）社会経済的側面も含む海洋環境の

状況のアセスメントと報告のためのレ

ギュラープロセスへの対応として、第 2

期 World Ocean Assessment (WOA2)のた

・平成 28 年度の G7 茨城・つくば科学

技術大臣会合において「海洋の未来

（Future of the Seas and Oceans）」

がメインアジェンダに設定されるこ

とに機構は大きく貢献した。 この結

果、「つくばコミュニケ（共同宣言）」

に反映され海洋観測の強化、WOA2 への

貢献、データ共有の促進、人材育成・

技術移転及び政治的な協調の五つの

アクションを取ることが採択された。

2000 年以降に開催された首脳会議に

おいて「国際的な海洋観測の強化」が

明記されたのは初めてであり、海洋観

測の重要性がコミットされるという

目覚ましい成果に結実した。  

・また、それぞれの会合で「ちきゅう」

模型や地震・津波観測監視システム

（DONET）といった最先端技術／基盤

を諸外国に向けて発信するため展示

ブース出展を行い、「G7 つくば科学技

術大臣会合特別展」では島尻大臣、各

国大臣他政府要人のブース訪問が多

数あり、政策決定者に対し効果的に周

知活動を実施できた。 

・また、「海洋の未来」のフォローアップ

を行う WG が実施されているが、デー

タ共有の促進のアクションで当機構

の華房氏がCo-Leadとなり議論をリー

ドするとともに、具体的な取るべきア

クション提案の取りまとめに貢献し

ている。また、五つアクションのうち

政治的な協調を除く四つのアクショ

ンについて、機構の研究者が専門的な

知見を活用して意見を出す等貢献し

ている。 

・G7 つくば会合及びその後のフォロー

アップの流れは、日英間における海洋

研究分野での戦略的国際共同研究プ

ログラム（SICORP、日本側ファンディ

ングエージェンシー：JST、英国側：英

国自然環境研究会議）立ち上げという

アクションにもつながっている。 

等としての貢献、IPCC への

執筆者推薦（結果として平

成 30 年度に複数名選出）な

どは、計画以上の貢献であ

ったといえる。 

・ハイレベルな国際会議にお

ける機構役職員の専門的・

実務的見地からの働きかけ

が結実し、G7 茨城・つくば

科学技術大臣会合（平成 28 

年 5 月）の「つくばコミュ

ニケ」や G7 伊勢志摩サミッ

トの首脳宣言（平成 28 年 5 

月）に、国際的な海洋観測の

強化が明記された。このよ

うな国際的枠組みへのコミ

ットメントに加え、二国間

連携も積極的に推進してお

り、機構及び我が国の国際

的プレゼンスの向上に貢献

したと評価し得る。 

・IODP の枠組みの下での掘削

プロジェクトには若手を含

む国内外の優秀な研究者・

技術者が多数参画してお

り、機構の有するファシリ

ティ（ちきゅう）を核とした

国際頭脳循環の好例として

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・機構の有する船舶・深海探査

システムは国際的にも特筆

すべき性能を備えたファシ

リティであり、国際頭脳循

環の拠点として、国内外の

優秀な人材を惹きつけるこ

とができる重要なツールと

しての活用も期待できる。

これまでにもIODPの枠組み

の下での国際連携、インド

との国際共同調査など実績

等としての貢献、IPCC 第 6

次評価報告書の執筆者への

機構職員3名の選出などは、

計画以上の貢献であったと

いえる。 

・ハイレベルな国際会議にお

ける機構役職員の専門的・

実務的見地からの働きかけ

が結実し、G7 茨城・つくば

科学技術大臣会合（平成 28 

年 5 月）の「つくばコミュ

ニケ」や G7 伊勢志摩サミッ

トの首脳宣言（平成 28 年 5 

月）に、国際的な海洋観測の

強化が明記された。このよ

うな国際的枠組みへのコミ

ットメントに加え、二国間

連携も積極的に推進してお

り、機構及び我が国の国際

的プレゼンスの向上に貢献

したと評価し得る。 

・IODP の枠組みの下での掘削

プロジェクトには若手を含

む国内外の優秀な研究者・

技術者が多数参画してお

り、機構の有するファシリ

ティ（ちきゅう）を核とした

国際頭脳循環の好例として

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・機構の有する船舶・深海探査

システムは国際的にも特筆

すべき性能を備えたファシ

リティであり、国際頭脳循

環の拠点として、国内外の

優秀な人材を惹きつけるこ

とができる重要なツールと

しての活用も期待できる。

これまでにもIODPの枠組み

の下での国際連携、インド

との国際共同調査など実績
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めのレギュラープロセスを扱う専門家

グループに我が国からのメンバーとし

て、職員を登録・参加させ、WOA2 の推進

において日本のプレゼンスを示した。 

（2）国連気候変動に関する政府間パネ

ル（IPCC）の海洋・雪氷圏特別報告書の

作成に係る執筆陣に職員1名が執筆陣に

選出された。また、IPCC 第 6 次評価報告

書についてWG１とWG2の執筆陣に計3名

が選出された。その結果、執筆者数では

IPCC への貢献が増加した。（第 4 次評価

報告書では 2名、と第 5 次評価報告書で

は 0名であった。） 

（3）職員が国連環境計画世界自然保全

モニタリングセンター（UNEP-WCMC）に対

して出向し当該センターの業務を実施

した。 

 

3. 全球地球観測システム（GEOSS）等の

国際的取組への対応 

（1）GEOSS への対応について、職員が文

部科学省の地球観測推進部会の委員と

して我が国の地球観測の実施方策の検

討に貢献するとともに、地球観測に関す

る政府間会合（GEO）ワークプランシンポ

ジウムや毎年開催されるGEO本会合等に

参加して情報収集等を行った。また、GEO

本会合では文部科学省及び我が国地球

観測機関とともに展示ブースに出展参

加し、GEOSS 構築に関する機構の貢献を

示した。GEOSS のタスクに貢献機関とし

て登録を継続している。 

（2）G7 サミットへの対応について、G7

科技大臣会合（平成 28 年 5 月、於：つ

くば）で海洋観測の強化に関する問題が

取り上げられるよう国内外との調整を、

内閣府、文部科学省と連携して行った。

その結果、「Future of the seas and 

oceans」がアジェンダとして取り上げら

れることとなった。科技大臣会合では、

専門家として役員が発表を行ったほか、

サイドイベントへの出展を行った。科技

 

（2）国連を通じた国際議論のリード 

・国連の「社会経済側面も含む海洋環境

の状況のアセスメントと報告のため

のレギュラープロセス」の第 2 期

World Ocean Assessment（WOA2)のた

めの取組が新たに始まり、その専門家

グループメンバーとして、千葉早苗氏

（地球環境観測研究開発センター）が

参加している。我が国唯一の専門家グ

ループメンバーとして WOA2 のための

取組を専門的知見より推進する立場

にあり、WOA2 における我が国の貢献を

高めた。 

・ユネスコ IOC に関して、河野理事補佐

が日本ユネスコ国内委員会委員とな

り、国内における IOC に関する議論を

リードしており、また、安藤健太郎氏

（地球環境観測研究開発センター）が

IOC 西太平洋域小委員会（WESTPAC）副

議長の一人として、西太平洋域内の国

際的活動をリードしている。（日本が

副議長に選出されるのは 7 年ぶり）

WESTPAC は日本や ASEAN 主要国を含む

22 カ国が参加しており、西太平洋地域

における海洋の科学的調査プログラ

ム、海洋観測、海洋データ管理・交換、

途上国における能力開発・技術移転等

に貢献していく。 

・毎年の IOC 総会又は執行理事会に日本

政府代表団として参加し、IOC の意思

決定に貢献している。さらに、機構は

IOC 国際海洋データ・情報交換システ

ムの連携データユニット（ADU）とな

り、海洋生物地理情報システム（OBIS）

の日本ノードとなっている。 

・また、国連で議論されている国家管轄

権外区域の海洋生物多様性（BBNJ）の

保全と持続可能な利用に関する新協

定の検討については、代表団に科学的

知見を提供したり、準備会合や政府間

会議に日本政府代表団の一員として

はあるが、今後、機構が中心

となって、世界の研究者や

ファンドを呼び込むような

プロジェクトを模索してい

くことが求められる。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・レベルの高い国際的な活動

は認められるものの、組織

の人材多様性の強化など、

真の国際化は余り進んでい

ない。国内外の優秀な研究

者を惹きつけることができ

る国際頭脳循環拠点となる

ためには、現状の問題点の

分析と人事の改革が必要で

ある。 

  

はあるが、今後、機構が中心

となって、世界の研究者や

ファンドを呼び込むような

プロジェクトを模索してい

くことが求められる。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・レベルの高い国際的な活動

は認められるものの、組織

の人材多様性の強化など、

真の国際化は余り進んでい

ない。国内外の優秀な研究

者を惹きつけることができ

る国際頭脳循環拠点となる

ためには、現状の問題点の

分析と人事の改革が必要で

ある。 
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大臣会合の成果文書となる「つくばコミ

ュニケ」では、「Future of the seas and 

oceans」として、海洋観測の強化、WOA2

への貢献、データ共有の促進、人材育成・

技術移転、それらに関する政治的な協調

の五つのアクションをとることが採択

された。首脳会談の成果ステートメント

で、国際的な海洋の観測及び評価を強化

するための科学的取組を支持すること

とされた。また、G7 科技大臣会合後の各

アクションに関するフォローアップを

行っている「Future of the seas and 

oceans」作業部会にも職員 4名が参加し

て、各アクションのロードマップ作成等

に貢献している。特に、五つのアクショ

ンの中、アクション 3「データ共有・イ

ンフラ向上」については、我が国がコリ

ードとなっており、職員が我が国専門家

として当該アクション 3 を主導してい

る。 

 

4. 海洋法に関する国際連合条約

（UNCLOS）、気候変動に関する国際連合

枠組条約（UNFCCC）、生物の多様性に関す

る条約（CBD）等への対応 

（1）2014 年 10 月に発効した「生物の多

様性に関する条約の遺伝資源の取得の

機会及びその利用から生ずる利益の公

正かつ衡平な配分に関する名古屋議定

書」（名古屋議定書）に対応するため、

FY27 に「アクセスと利益配分」（ABS）対

応の実施方法を整備した。その後も継続

して、所内連絡会を実施し部署間で

UNCLOS や ABS に関する手続等の実施状

況を情報共有し、機構が海外で実施する

調査に関して必要な手続を適切に行っ

た。 

（2）国連海洋法条約（UNCLOS）により要

請される手続・義務に従い、機構による

沿岸国管轄水域での海洋の科学的調査

を実施した。 

（3）国家管轄権外区域の海洋生物多様

交渉に参加する等、我が国の主張が会

合で受け入れられるよう取組を行っ

た。加えて、国家管轄権外での環境影

響評価や技術移転等を主要議題とし

ている BBNJ 準備会合の場を適切な場

として捉え、サイドイベントを開催

し、参加国に対して新たに開発した技

術移転可能な環境影響評価手法等を

紹介した。 

・IPCC 第 6 次評価報告書の執筆陣に機

構より計 3名が選出され、WG１（科学

的根拠）、WG2（影響・適応・脆弱性）

において貢献していく。（参考：第 4次

報告書：2名選出、第 5次報告書：0名

選出） 

・さらに、平成 28 年 1 月より国連環境

計画世界自然保全モニタリングセン

ター（UNEP-WCMC）へ研究員を派遣して

おり、今後生物多様性や生態系保全に

関する国際科学計画を策定する際に

機構の科学的知見を活かすイニシア

チブを得ることが期待される。千葉氏

が UNEP において深海デブリ DB（デー

タ・サンプルの利用・提供促進にて説

明）のデータを用いて記載した論文が

UNEP のウェブサイト「Story」で公開。

各国へプラスチックごみに関する警

告を発することに繋がった。 

 

（3）2 国間連携による連携推進等 

・海外の主要な海洋研究開発機関等と研

究開発協力に関して包括協力協定

（MOU）を締結又は更新している。 

・平成 28 年 11 月にインド地球科学省

（Ministry of Earth Sciences、以下

「MoES」という。）との間で、海洋地球

科学技術分野における協力に関する

覚書を締結。首相官邸において、機構

の平理事長と MoES を代表してチノイ

駐日インド大使が日印両首相立会い

の下、覚書の交換を行った。 

・世界の主要海洋研究機関のフォーラム
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性（BBNJ）の保全と持続可能な利用に関

する新協定の検討への対応について、国

連 BBNJ アドホック非公式作業部会に職

員が参加し、議論の最新動向について情

報収集を行った。また、国連 BBNJ 準備

委員会に参加し、新しい法的枠組みの在

り方等について検討した。国連 BBNJ 準

備委員会でサイドイベントを主催ある

いは参加し、技術移転可能な海洋環境影

響手法として機構が開発に参画してい

る装置による手法等を示した。（国際標

準化を目指した。）また、国連 BBNJ 政府

間会合に役員が代表団の一員として参

加した。 

 

5. 我が国の二国間の取組への貢献 

関係国の二国間政府間協力の推進に

貢献した。具体的には、日諾（FY 27）、

日豪（FY 27）、日伯（FY 27）、日カナダ

（FY 28）、日インドネシア（FY 28）、日

インド（FY29）の科技合同委員会、及び

第 1 回日独海洋科学 WS（FY26）、日仏海

洋開発専門部会（FY28 及び FY30）、日ノ

ルウェー（FY30）に参加し、二国間の研

究協力の展開等について示した。平成 31

年3月末時点での協力協定等締結相手先

機関数は機関間協力覚書：27 機関＋2コ

ンソーシアム、機関間協力意図表明文

書：4機関となっている。 

 

6. 海外の主要な海洋研究機関等との研

究開発協力及び交流の推進 

（1）米国スクリプス海洋研究所との研

究協力の効果を高めるため、MOU 下での

協力課題を再設定した。また、米国海洋

大気庁（NOAA）及びフランス海洋開発研

究所（IFREMER）とは MOU に基づく定期

会合を実施し、協力課題を再設定した。

また、IFREMER からの客員研究員 1 名を

国際課に受け入れて機関間連携を促進

した。 

（2）海外の主要な海洋研究開発機関等

である全球海洋観測パートナーシッ

プ（Partnership for Observation of 

the Global Oceans: POGO）の第 17 回

年次総会を機構がローカルホストを

務め横浜市で開催し、機構の研究開発

を紹介するとともに海洋地球研究船

「みらい」の訪船を実施し、海外の主

要な海洋研究機関の要人に対して機

構の海洋研究の取組を示した。 

・平成 27 年度にミクロネシア連邦政府

から大陸棚延長に関する科学的根拠

を補填する調査依頼を受託した。ミク

ロネシアが抱える課題の解決に海洋

科学技術の面から協力し、科学技術外

交を飛躍的に進めた。なお本調査は豪

州地球科学研究所（GA）からの紹介が

きっかけであり、機構と各国機関との

良好な関係が目に見える形で結実し

た非常に特筆すべき成果である。 

・また、平成 27 年度にインド政府から

も ONGC 社（インド石油ガス公社）等

を介してメタンハイドレート掘削調

査を受託。大水深域での掘削技術やメ

タンハイドレート分析技術の経験と

蓄積に加えて、機構の研究者がインド

共和国の研究者・技術者に対して指

導・支援を行うことで、日印の科学技

術外交上においても貢献した。機構

は、国内推進体制の構築からインド

ONGC 社との全体計画実施調整まで、ほ

ぼ全てにおいて主たる役割を担った。 

 

（4）IODP 研究航海を通じた国際的研究

拠点の構築 

・第 3 期中期目標期間において、「ちき

ゅう」は IODP 第 365 次研究航海、IODP

第 370 次研究航海、IODP 第 380 次研究

航海、IODP 第 358 次研究航海の計四つ

の IODP 航海を実施し、11 か国延べ 96

名の研究者が参加した。 

・平成 28 年度には、J-DESC と初の国際

乗船スクールを共催し、国内外に「ち



155 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と研究開発協力に関して包括協力協定

（MOU）を締結又は更新した。 

（3）世界の主要海洋研究機関のフォー

ラムである全球海洋観測パートナーシ

ップ（POGO）の第 17 回年次総会（FY28）

を機構がローカルホストを務め横浜市

で開催し、機構の研究開発を紹介すると

ともに海洋地球研究船「みらい」の訪船

を実施し、海外の主要な海洋研究機関の

要人に対して機構の海洋研究の取組を

示した。役員が POGO の執行委員会のメ

ンバーとなり、POGO の運営及び実施プロ

グラムに関しての議論に参加するとと

もに、海洋にかかる新しい論文誌の創設

に向け、提案・調整等を行った。 

 

7. 機構の国際化を促進する取組 

以下のとおり実施した。 

・平成 27 年度に国際ポスドク制度を設

置。 

・在外派遣制度を継続。また、海外研究

機関との連携を推進。 

・IOC、GEOSS、WOA、PICES、IODP への支

援の継続。 

 

8. その他特記事項 

（1）FY27 にミクロネシア連邦政府から

大陸棚延長に関する科学的根拠を補填

する調査依頼を受託した。ミクロネシア

が抱える課題の解決に海洋科学技術の

面から協力し、科学技術外交を飛躍的に

進めた。また、FY27 にインド政府からも

ONGC 社（インド石油ガス公社）等を介し

てメタンハイドレート掘削調査を受託

した。 

（2）STS フォーラムに参加・協力した。

特に、FY30 に開催された附帯会合である

気候変動と地域適用の問題に着目した

RACC （ Regional Action on Climate 

Change）の第 10 回会合については、国

内関係機関の協議の下、機構が主に事務

局支援を行うことにより、当日の会場運

きゅう」の役割をアピールした。5 か

国 15 名の参加があり、国際的な人材

交流のハブとなるとともに人材育成

に大きく貢献した。 

・平成 29 年度には IODP 第 380 次航海と

並行して、CLSI＠Sea の国際研究ワー

クショップを実施した。当該ワークシ

ョップは研究推進と人材育成を目的

として、南海トラフ地震発生帯掘削計

画の PCT メンバーが講師を務め、IODP

との連携の高さも評価に値すると考

える。世界各国より計 7 か国、14 名

（国内 4 名、国外 10 名）の学生や若

手研究者が参加し、終了後には当該ワ

ークショップに関して高い評価を得

た。 
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b. IODP における主要

な実施機関として、

「ちきゅう」を運用す

る他、乗船研究者に対

する船上での科学的・

技術的な支援、「ちき

ゅう」により取得され

るデータ等の円滑な

提供を実施する。ま

た、高知大学と連携・

協力し、掘削コア試料

の保管・管理・提供等

を実施する。さらに、

我が国における IODP

の総合的な推進機関

として、IODP の研究活

動を主導し、日本地球

掘削科学コンソーシ

アム（J-DESC）を通じ

て国内の研究者に対

して IODP への参画に

向けた支援等を行い、

掘削科学に関わる研

究者コミュニティを

牽引する役割を果た

す。加えて、「ちきゅ

う」を用いた科学掘削

プロジェクトの進展

を図るため、「ちきゅ

う」の国際的な認知度

の向上及びプロジェ

クトへの参加国の増

加に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

営を含め実施した。 

 

b. 第 3 期中期目標期間、「ちきゅう」は

IODP 第 365 次研究航海「南海トラフ地震

発生帯掘削計画」、IODP 第 370 次研究航

海「室戸沖限界生命圏掘削調査」、IODP 第

380 次研究航海「南海トラフ地震発生帯

掘削計画」、IODP 第 358 次研究航海「南

海トラフ地震発生帯掘削計画」の計四つ

の IODP 研究航海を実施し、11 か国延べ

96 名の研究者が参加した。うち、第 365

次、第 370 次及び第 380 次研究航海では

計画した科学目的を達成し、第 358 次研

究航海においては第一目的であった震

源断層への到達はなしえなかったもの

の、国内外研究者とあらかじめ検討して

いた予備プランにより南海トラフ地震

発生帯に関して更なる科学成果の創出

に繋がるデータ及び試料を取得した。 

最大限の科学成果の創出を目指し、船

上での円滑な作業や研究ができるよう、

国内外から多数参加した研究者チーム

を統括した。また、研究者に対し乗船中

のみならず、乗船前の事前準備や下船後

のサポートや試料輸送を含めた科学的

及び技術的支援を実施した。 

日印科学技術協力の下、平成 26 年度

から平成 27 年度にかけて、外部資金に

よる掘削としてインド石油天然ガス公

社（Oil and Natural Gas Corporation 

Limited：ONGC）が実施する資源開発に関

連した調査に「ちきゅう」を供用した。

本プロジェクトにおいて、文部科学省、

経済産業省・資源エネルギー庁、独立行

政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機

構、産業技術総合研究所が一体となった

省庁横断プロジェクトを機構が中心と

なって推進した。 

J-DESC を通じた国内研究者の IODP 参

画支援としては、第 3期中期目標期間を

通じて、IODP の 29 航海に国内乗船研究

者を延べ 123 名派遣した。また、J-DESC
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との連携の下、IODP 掘削提案評価の

Science Evaluation Panel（SEP）及び

Environmental Protection and Safety 

Panel（EPSP）の委員等を延べ 74 名派遣

した。また、掘削ファシリティの運用計

画 策 定 の た め JOIDES Resolution 

Facility Board （ JRFB ）及び ECORD 

Facility Board（EFB）の委員を延べ 8名

派遣した。 

我が国のIODP研究活動の推進のため、

終了した航海の代表機関に対しては、第

3 期中期目標期間を通じて 32 課題の乗

船後研究委託を実施し、IODP 航海におけ

る研究活動の推進を行っている。また、

IODP において我が国主導の掘削提案を

促進する取組として、掘削提案のための

フィジビリティ研究課題を公募し、地球

掘削科学推進委員会の審査を経て選定

した 6件について研究委託を実施した。 

 「ちきゅう」の国際的な認知度の向上

及びプロジェクトへの参加国の増加の

ための取組として、地球科学分野の国際

学会（アメリカ地球物理連合（AGU）、欧

州地球科学連合（EGU）、日本地球惑星科

学 連 合 （ JpGU ）、日 本 地 質学 会 、

Goldschmidt 学会（国際地球化学会）等）

に参加し、またブース展示等で「ちきゅ

う」の活動について紹介することで、世

界の科学コミュニティに対しアピール

を行った。 

平成 28 年度に実施した第 365 次研究

航海及び第 370 次研究航海では、航海中

の動画を撮影し、世界に向けて発信した

（YouTube）。 

人材育成については、海洋科学掘削や

関連する研究などを行うことを目指す

世界中の若者の育成の一環とし、平成 28

年度に日本地球掘削科学コンソーシア

ム（J-DESC）と共催事業としての「ちき

ゅう」国際乗船スクールを実施した。当

該スクールには学生や若手研究者、教育

関係者らの参加があり、「ちきゅう」船上
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c. 気候、物質循環及

び生物多様性の変化・

変動について人間活

動の影響も含めて包

括的に理解するため、

分野・領域を超えた視

点から研究や国際協

働を行い、情報発信を

通して地球規模課題

の解決に貢献する。 

 

 

 
 

にて実際の研究設備を使用して乗船研

究・調査方法などについて学ぶ機会を提

供した。 

ちきゅう IODP 運用委員会（CIB）の助

言を受けて、IODP 活動の初の試みとし

て、平成 29 年度には「IODP 第 380 次研

究航海中に開催する『ちきゅう』船上に

おける南海トラフインプットサイトコ

アの統合的レビュープログラム」（CLSI

＠Sea）を実施した。この国際研究ワーク

ショップでは、新たな科学的知見の構築

を目的とし、過去の南海トラフ地震発生

帯掘削計画で得られたコア試料、ロギン

グデータ等を用い、より詳細・高精度な

分析やデータ統合などを行った。さらに

は次世代の人材育成の一環として実試

料を用いた講義や演習等をプログラム

参加研究者に対して行った。 

IODP の主要推進機関として、国際会議

へ積極的に参加するのみならず、その主

催、共催を行い、IODP の推進を主導する

とともに、推進に関する検討、調整など

を行った。 

「ちきゅう」への理解増進を図ること

を目的とし、一般向けシンポジウムや特

別・一般公開の実施、各種展示、パンフ

レット等の制作物の作成を行った。 

 

c. SATREPS「南部アフリカにおける気候

予測モデルを基にした感染症流行の早

期警戒システムの構築」課題において、

リンポポ州でのマラリア発生をその数

ヶ月前から予測するモデルを完成させ

た。この予測情報は、上記 SATREPS プロ

ジェクトを通じて、試験的に現地の保健

関係者と共有されている。 

また、東アジア・東南アジアの縁辺海

とその沿岸域の抱える問題を学術面か

ら総合的に捉える国際研究プログラム

“ Sustainability Initiative for 

Marginal Seas in East Asia（SIMSEA）

を国際科学会議アジア太平洋地域事務
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所（ICSU ROAP）の支援の下で発足させ、

平成 26 年 2 月に準備会合を横浜研究所

で実施した。その後、国内でのワークシ

ョップ（平成 26 年 10 月、平成 27 年 3

月）、国外でのワークショップ（平成 26

年 11 月フィリピン、平成 28 年 9 月フィ

リピン、平成 30 年 11 月フィリピン）を

開催し国際共同研究の推進をはかった。 

一方で、熱帯・亜熱帯域の海洋性気候

変動がオーストラリアの冬小麦やマレ

ーシアのアブラヤシの生産量に及ぼす

影響を明らかにし、その予測モデルを作

成した。 

上記の活動を基盤として、平成 30 年

度に、南アフリカでの SATREPS プロジェ

クトを拡大発展させる目的でモザンビ

ークを相手国とする新たな SATREPS 提

案、また SIMSEA の成果を実現する具体

的なプロジェクトを実施する目的でフ

ィリピンを相手国とするSATREPS提案を

行った。 

平成 30 年 11 月 16 日に、南京情報科

学 技 術 大 学 気 候 応 用 研 究 所

（ICAR/NUIST）と JAMSTEC アプリケーシ

ョンラボとの気候変動予測及び応用に

係る協力合意書（CA）を締結し、研究者

の相互交流、ワークショップや国際シン

ポジウムの共同開催、情報交換、施設の

相互利用等を通じて気候変動予測研究

と社会への応用研究を推進することを

合意した。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４－(2) 人材育成と資質の向上 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

講師派遣（件） ― 178 120 133 141 98 予算額（千円） 60,460 37,935 28,743 30,846 23,334 

出前授業（件） ― 21 30 63 79 80 決算額（千円） 47,291 30,448 32,753 35,822 30,751 

研究生受入れ

（人） 
― 140 135 150 160 173 経常費用（千円） 56,161 28,795 32,533 53,375 50,993 

インターンシ

ップ生受入れ

（人） 

― 25 39 45 152※ 28 経常利益（千円） ▲1,653 1,417 ▲2,287 1,337 ▲516 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 28,385 ▲10,689 ▲22,608 31,296 ▲13,875 

        従事人員数 34 14 36 29 39 

※ H29 年度は、従来の夏季インターンシップ(2 週間)に加え、冬季の 1day インターンシップも実施                   
 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 我が国の海洋科

学技術の中核機関

として、国際的な枠

組みに対し積極的

に協力するととも

に、海外の主要な研

究機関との連携を

促進し、国際頭脳循

環の拠点として存

在感を示す。 

地球深部探査船

「ちきゅう」をはじ

めとする世界最先

端の研究開発基盤

を有する研究開発

海洋立国の実現を

支える人材を育成す

るため、研究者等の養

成及び資質の向上に

関する取組を実施す

るとともに、国内外か

ら研究者等を受け入

れる。また、海洋科学

技術分野を担う女性

研究者の育成を意識

した取組を推進する。

これらの取組により、

我が国の海洋科学技

術水準の向上や発展

に貢献するため、以下

・我が国の海洋

科学技術水準の

向上や発展に貢

献するため、研

究者等の人材育

成とその資質の

向上に関する取

組が推進された

か 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

本項目について、中期目標期間を通

して、中期目標等に照らして着実な業

務運営を行ったと考え、Ｂ評定とした。

以下にその具体的な理由を記載する。 

将来の海洋科学技術を担う人材育成

に向け、「全国児童ハガキにかこう海洋

の夢コンテスト」をはじめとした機構

独自のイベントや、「日本・アジア青少

年サイエンス交流事業（さくらサイエ

ンスプラン）」や「日本財団オーシャン

イノベーションコンソーシアム」、海洋

都市横浜うみ協議会が開催した「海に

関わる企業・団体紹介セミナー」といっ

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 
 
＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

＜評定に至った理由＞ 
国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 
 
＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 
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機関として、世界中

から優秀な研究者

が集まる国際頭脳

循環の拠点となる

ための研究環境の

整備等を進める。ま

た、IODP について

は、我が国における

総合的な推進機関

として日本地球掘

削科学コンソーシ

アム（J-DESC）を通

じた研究者支援や

人材育成等をより

一層活性化させる。

これらの取組によ

り、海洋科学技術の

向上や社会への貢

献を果たすととも

に、我が国の国際的

なプレゼンスを示

す。 

大学や大学院等

と連携した若手研

究者の育成、女性研

究者比率を向上さ

せるための環境整

備、国内外からの優

秀な研究者等の積

極的な受入れ等を

実施し、海洋科学技

術に関連する幅広

い分野において将

来の海洋立国を担

う人材の育成を推

進する。 

 

 

の事項を実施する。 

 

 

a. 将来の海洋科学技

術を担う人材を育成

するための教育研修

プログラムを実施す

る。その際、国等が推

進する人材育成事業

等も活用し、効率的か

つ効果的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a．国等が実施する人材育成事業の活用 

科学技術振興機構（JST）の実施する

「日本・アジア青少年サイエンス交流

事業（さくらサイエンスプラン）」にお

いて、アジア 8か国から 68 名の若手研

究者を招聘し、研究技術交流を実施し

た。また、同事業における「高校生特別

コース」については、平成 27 年度から

平成 30 年度にかけて、2000 名以上の高

校生を受け入れ、海洋・地球化学技術に

関する研究成果や最先端設備の見学等

を実施した。 

日本学術振興会の人材育成事業や国

際交流事業を活用し、平成 26 年度から

平成 30 年度にかけて、国内外の研究者

計 43 名を受け入れ、人材育成を推進し

た。 

平成 28 年度から「日本財団オーシャ

ンイノベーションコンソーシアム」へ

参画し、海洋産業市場の成長に向け実

践的技術やノウハウをもった海洋開発

技術者の育成をオールジャパンで推進

した。大学生、大学院生を対象とし、船

舶や実験施設等を利用した現場実習を

行う体験セミナー「ライザー式科学掘

削船「ちきゅう」を知りつくそう！」と

いったイベントを実施した。「ちきゅ

う」一般公開に参加したことがある学

生が本イベントに参加するなど、広報

活動が人材育成に繋がっていることも

確認できた。 

子供たちの海洋に対する夢や憧れ、

海洋科学技術への興味を喚起すること

を目的として全国の小学生を対象とし

た「全国児童ハガキにかこう海洋の夢

コンテスト」を年 1回実施。応募数は例

年 1～2万件にのぼり、夏には上位入賞

者に対して体験乗船を実施した。 

また、機構の拠点が所在する青森県

た他機関の人材育成事業等も積極的に

活用し取組を推進した。 機構の広報活

動がきっかけとなり「日本財団オーシ

ャンイノベーションコンソーシアム」

に参加した学生もおり、有機的な連携

ができていたと評価した。 

また、大学等の関係機関との間で締

結している包括連携協定等も活用し、

研究生の受入れについては延べ758名、

外来研究員の受入れも延べ 483 名とな

り、着実に機構の研究開発活動への参

加を通じた人材の育成や交流に貢献し

た。国際ポスドク制度に関しても、着実

に制度の運用を実施しており、受け入

れた優秀な国際ポスドクが、既に機構

に在籍していた研究者の刺激にもなっ

ており、本人のみならず機構全体の人

材育成にも貢献している。 

さらに、女性研究者を若手研究者の

育成を意識した取組である「海への招

待状 for Girls」を平成 27 年度から開

催した。機構職員に限らず、他機関との

連携活動を適切に活用し、積極的に海

洋科学技術に係わる人材を育成した。 

  

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─ 

  

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・理事や参与等の役職員によ

る著名な国際会議等での活

躍も重要であるが、中堅ク

ラスの研究者が海洋、資源、

エネルギー、環境等に関わ

る国内外の政策提言にコミ

ットメントできている例が

あれば評価されるべきであ

り、また機構としてもその

ような道筋を積極的に後押

しする人材育成の仕組みの

構築や工夫が求められる。 
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b. 大学等の関係機関

との間で締結してい

る包括連携協定等も

活用し、若手研究者や

大学院生を国内外か

ら受け入れるととも

に、機構の研究開発活

動への参加を通じて

海洋科学技術に係わ

る人材を育成する。 

 

 

 

（むつ研究所）と沖縄県（GODAC）の小

学校間をインターネットで繋いだ合同

学習会を開催し、お互いの異なる気候

風土の学びを通じて海洋に対する理解

が深めた。このほか、拠点を利用したイ

ベントとして青森県むつ市において下

北海浜地域の生態観察を行う「沿岸観

察会」の実施や、横浜研究所における

「キッズ実験ひろば」、GODAC での ROV

パイロットトレーニング、うみの工作

教室など多数のイベントを開催した。 

 

 

b．国内外の若手研究者や大学院生の受

入れ 

本中期目標期間で、研究生 758 名（連

携大学院による 165 名を含む）、外来研

究員等 483 名を受け入れた。（第 2期中

期目標期間実績（5 年間）：研究生 658

名、外来研究員等 94 名） 

平成27年度より国際ポストドクトラ

ル研究員制度を開始。当初は海洋に関

わる分野に限定して募集していたが、

工学系などの優秀な人材を集めるべ

く、平成 29 年度からは専門分野を限定

せず、「全ての自然科学・工学分野」を

対象とした。なお、運用当初から世界

160 以上の研究関・著名学会等へ広く周

知している。 

また、平成 30 年度から研究人材採用

時の応募資料をe-mailでも受け付ける

こととしたほか、面接にインターネッ

トを通じた会議ツールを導入するなど

し、海外在住研究者からの、更なる応募

を促すための方策を実施している。 

その結果、毎年 30 か国程度から応募

があり、本中期目標期間で 19 名を受け

入れた。受け入れた国際ポストドクト

ラル研究員の半数は外国人である。 

連携大学院を通じた教員派遣は毎年

60 名以上を継続、海洋科学技術に関わ

る人材育成を推進した。 
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海洋科学技術分野を担う女性研究者

の育成を意識した取組として、男女共

同参画推進イベント「海への招待状 

for Girls」を平成 27 年度から開催。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(1) 共同研究及び機関連携による研究協力 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

共同研究（件） ― 93 114 109 104 109 予算額（千円） 145,752 

の内数 

145,520 

の内数 

278,011 

の内数 

252,072 

の内数 

246,872 

の内数 

機関間連携協

定（件） 
― 18 22 22 25 27 決算額（千円） 145,300 

の内数 

204,815 

の内数 

328,408 

の内数 

341,662 

の内数 

404,756 

の内数 

       
経常費用（千円） 159,462 

の内数 

204,933 

の内数 

355,816 

の内数 

372,620 

の内数 

419,686 

の内数 

       
経常利益（千円） ▲2,048 

の内数 

5,467 

の内数 

▲2,390 

の内数 

▲1,991 

の内数 

▲ 256 

の内数 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
168,047 

の内数 

102,339 

の内数 

308,017 

の内数 

376,576 

の内数 

356,370 

の内数 

        従事人員数 48 の内数 27 の内数 37 の内数 37 の内数 33 の内数 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 国民の生活を豊

かなものとし、ま

た、社会課題の解決

に対して新しいソ

リューションを提

供するため、研究開

発によるイノベー

ションの創出、社会

への成果還元を図

る。そのため、国内

外の大学、企業、研

究機関等との連携・

協力を戦略的に促

国内外の大学、企

業、研究機関等と共同

研究及び機関連携等

の適切な協力関係を

構築する。 
 
 

・共同研究及び

機関連携による

研究協力関係が

構築されたか 

 

 

＜主要な業務実績＞ 
 
平成 26 年度から平成 30 年度までに、

新たに 11 機関との機関間協定を締結し

た。連携協定の下で、学術交流や共同研

究等が推進されており、例えば神戸大学

との間では、五つの研究領域で 12 件の

共同研究テーマが立ち上がり、年 1回の

連携協議会にて双方の共同研究・事業の

進捗を確認しあっている。また、平成 28

年度には神戸大学と合同で包括連携シ

ンポジウムの開催や、東北大学と合同で

親子向けイベントを開催、さらに平成 29

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 

本項目について、中期目標期間を通し

て、国内外の大学、企業、研究機関等と

共同研究及び機関連携等の適切な協力

関係を構築することに努めた。連携協定

の下では学術交流や共同研究、イベント

共催等を実施した。また、地方自治体と

の連携では、むつ市、八戸市、横浜市、

静岡市等との連携を推進している。さら

に、以下の様な特筆すべき成果を鑑みる

に中期目標等に照らしても顕著な成果

であると考え、Ａ評定とした。 

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 

・多数の機関・民間企業と連携

して Team KUROSHIO を編成

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出の期待等

が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 

・多数の機関・民間企業と連携

して Team KUROSHIO を編成
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進するとともに、研

究開発成果の権利

化をはじめとした

適切な管理を行い、

実用化及び事業化

に向けた取組を推

進する。 
研究開発による

研究成果の社会還

元を進めるために、

国等が主体的に推

進するプロジェク

トに対応するため

の研究開発を積極

的に行う。 
海洋科学技術に

関する研究開発に

ついて、自らの研究

資源を投入して行

うと同時に、積極的

に競争的資金等の

外部資金を獲得し、

研究資金を有効に

活用する。 
 
 

年度には海上・港湾・航空技術研究所、

水産研究・教育機構と合同で女子中高生

向けイベント「海への招待状 for Girls」

を開催する等、研究開発以外でも協力関

係が構築されている。 

賛助会との意見交換・技術交流及び研

究成果シーズの案内等を行い、賛助会員

との連携強化及び協力体制の構築を行

ったことにより、平成 26 年度から平成

30 年度までに、退会や新規加入の変化は

あるものの会員数は 6 社増（平成 30 年

度末で会員数 173 社。賛助会収入は平成

26 年度から 281 万円の減額）となった。 

地方公共団体との連携について、むつ

市、八戸市、横浜市、静岡市等と連携を

推進した。各地方公共団体との連携内容

については以下のとおり。 

○むつ市 

むつ市も参画する「下北ジオパーク推

進協議会」との間で、「下北ジオパークに

関する包括連携協定」を締結した。 

○八戸市 

政府関係機関移転基本方針（平成28年

3 月 22 日まち・ひと・ しごと創生本部

決定）に基づき八戸工業大学との連携を

強化し、その機能を拡充 している。平成

27 年度には、八戸工業大学と連携協定を

締結（平成 27 年 9 月）に締結、大学 内

「JAMSTEC 連携連絡室」を開所した（平

成 27 年 10 月）。 

○横浜市 

横浜市とは、海洋都市横浜うみ協議会

を通じた協働を行っており、地方公共団

体と初の包括連携協定を締結した。ま

た、横浜市、海と産業革新コンベンショ

ン実行委員会による、海洋産業の振興・

活性化を図ること等を目的とした、「海

と産業革新コンベンション」の企画立案

や運用に協力するとともに参画した（平

成 29 年度は機構も共催）。2年連続して、

約 2000 名超が来場し、機構単独では達

成できない大規模なコンベンションと

 

○XPRIZE 挑戦を契機とした産学官連携

と SNS 等を活用したムーブメントの形

成 

・「Team KUROSHIO」を 8機関で編成し、

民間企業 24 機関からの支援を受ける

など、XPRIZE 挑戦を契機とした計 32

機関が結集した。 

・「Team KUROSHIO」の知名度向上として、

SNS（Twitter、Facebook）や動画配信

（YouTube）を用いた情報発信を精力

的に実施した。Twitter では新たに

3,000 名超のフォロワーを獲得した。 

・チーム主催のファンイベント、博物館

やパートナー企業とのコラボイベン

トの開催、各種イベント等での講演を

実施し、ファンを獲得した。これによ

り、「Team KUROSHIO」を応援するファ

ンサイト「深海女子」Instagram が立

ち上がり、5,000 名超のフォロワーが

登録されている。 

・クラウドファンディングを通じて、個

人からの支援（合計約 1,409 万円）を

集めるだけでなく、更なるファン層の

開拓を推進した。 

 

○賛助会企業との連携強化及び協力体

制の構築 

・意見交換・技術交流及び研究成果シー

ズの案内等を行い、会員との連携強化

及び協力体制の構築を行ったことに

より、平成 26 年度から平成 30 年度ま

でに、賛助会員は 6社増加した。 

・第 21 回全国児童「ハガキにかこう海

洋の夢コンテスト」の実施に当たり、

賛助会企業 9社（団体）の協賛（22 口、

2,200 千円）をいただいた。 

 

○機関間連携協定に基づく密な連携協

力関係の構築 

・神戸大学との間では、五つの研究領域

で 12 件の共同研究テーマが立ち上が

し、XPRIZE への挑戦を進め

てきたこと、その過程で SNS

を活用した情報発信や新た

な試みとしてクラウドファ

ンディングにも取り組んだ

こと、積極的にスポンサー

企業の募集を行ったことな

どにより、従来とは異なる

業種や規模の企業等との新

たな連携・協力関係が構築

されたことは高く評価でき

る。 

・国内外の大学や企業、研究機

関等と共同研究及び機関連

携等の適切な協力関係を築

いているほか、むつ市、八戸

市、横浜市、静岡市等の地方

自治体との連携も積極的に

推進している。特に、横浜市

とは地方自治体としては初

の包括連携協定を締結し、

「海と産業革新コンベンシ

ョン～ブルーアースとビジ

ネスの融合～（略称：うみコ

ン 2018）」を開催して、海洋

の研究開発やビジネスに関

わる幅広い層が一堂に会す

る新たな機会を創出したこ

とは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・多数の機関・民間企業と連携

して Team KUROSHIO 事業の

推進やXPRIZEへの挑戦を進

めており、中期計画にある

「国内外の大学、企業、研究

機関等と共同研究及び機関

連携等の適切な協力関係を

構築する」に沿って機構の

し、XPRIZE への挑戦を進め

てきたこと、その過程で SNS

を活用した情報発信や新た

な試みとしてクラウドファ

ンディングにも取り組んだ

こと、積極的にスポンサー

企業の募集を行ったことな

どにより、従来とは異なる

業種や規模の企業等との新

たな連携・協力関係が構築

されたことは高く評価でき

る。 

・国内外の大学や企業、研究機

関等と共同研究及び機関連

携等の適切な協力関係を築

いているほか、むつ市、八戸

市、横浜市、静岡市等の地方

自治体との連携も積極的に

推進している。特に、横浜市

とは地方自治体としては初

の包括連携協定を締結し、

「海と産業革新コンベンシ

ョン」を平成 29 年度及び 30

年度と 2 回開催して、海洋

の研究開発やビジネスに関

わる幅広い層が一堂に会す

る新たな機会を創出したこ

とは高く評価できる。 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・多数の機関・民間企業と連携

して Team KUROSHIO 事業の

推進やXPRIZEへの挑戦を進

めており、中期計画にある

「国内外の大学、企業、研究

機関等と共同研究及び機関

連携等の適切な協力関係を

構築する」に沿って機構の
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なった。海洋の研究開発やビジネスに関

わる幅広い層が一堂に会する新たな機

会を創出できた。 

○横須賀市 

横須賀市にある公的研究機関や民間

研究所等から成る横須賀地域研究機関

等連絡 協議会を中心として、情報交換、

イベント参加等を実施している。平成 29

年度には、横須賀市が企画する「ヨコス

カ×スマートモビリティ・チャレ ンジ」

にも参画することとなり、海洋における

ドローン技術や AI 技術を通した連携を

推進している。 

○静岡市 

静岡市については、海洋産業・水産業

分野における新たなビジネスの創造を

めざした「静岡市海洋産 業クラスター

協議会」（平成 28 年 5 月に設立）に参画

するとともに、静岡商工会議 所（海のみ

らい静岡友の会）を中心とした各種事業

に参加した。 

平成 29 年度には、清水港に展示施設

を開設（清水マリンターミナル「日の出

マリンギャラリー」）するとともに「ちき

ゅう」の入港に合わせて各種イベントを 

共催した。 

○函館市 

 函館市及び一般財団法人 函館国際水

産・海洋都市推進機構との間で包括連携

協定を締結し、研究船の一般公開や海洋

環境モニター報告会（平成 30 年 12 月 17

日）を開催した。 

 

本中期目標期間における大きな取組

として、XPRIZE 財団によるコンペティシ

ョンへの挑戦を契機とした 32 機関の産

学官連携があげられる。これは「Shell 

Ocean Discovery XPRIZE」への挑戦に当

たり、機構のほか、東京大学生産技術研

究所、九州工業大学、海上・港湾・航空

技術研究所海上技術安全研究所、三井

E&S 造船株式会社、日本海洋事業株式会

り、年 1回の連携協議会にて双方の共

同研究の進捗報告を行っている。ま

た、防衛装備庁との間では協定の下 3

件の共同研究が実施されている。ま

た、年 1回以上の連携協議会又は意見

交換会にて双方の共同研究の進捗や

今後の協力について情報共有が行わ

れており、外部機関との密な連携協力

関係が構築されている。 

・平成 28 年度には神戸大学と合同で包

括連携シンポジウムを開催、東北大学

と合同で親子向けイベントを開催、平

成 29 年度には海上・港湾・航空技術

研究所、水産研究・教育機構と合同で

女子中高生向けイベント「海への招待

状 for Girls」を開催する等、研究開

発以外でも協力関係が構築されてい

る。 

 

○地方自治体等との連携深化からなる

地方施策の伸展 

・横浜市とは海洋都市横浜うみ協議会を

通じた協働を行っており、地方自治体

と初の包括連携協定を締結した。同協

定に基づき、横浜市、海と産業革新コ

ンベンション実行委員会よる、海洋産

業の振興・活性化を図ること等を目的

とした、「海と産業革新コンベンショ

ン」を 2 回（平成 29・30 年度）開催

し、海洋の研究開発やビジネスに関わ

る幅広い層が一堂に会する新たな機

会を創出した。 

  

プレゼンス向上や社会への

還元を果たしている点は高

く評価される。 

  

プレゼンス向上や社会への

還元を果たしている点は高

く評価される。 

・シンポジウムなどを中心に

活動を展開してきたが、目

立った業績として Shell 

Ocean Discovery XPRIZE へ

の挑戦及び準優勝の獲得が

あった。複数の国内外の大

学及び日本企業との強い連

携を実現し、必要な予算は、

各研究機関の経費だけでな

く、民間企業からの出資及

び個人向けのクラウドファ

ンディングなどからも調達

した。産学連携の見本とな

る活動であり、高く評価で

きる。 
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社、KDDI 総合研究所、ヤマハ発動機によ

る産学官共同チーム「Team KUROSHIO」を

結成したものである。チームの活動経費

は各機関からの負担に加え、民間企業か

らの出資及び個人向けのクラウドファ

ンディングを実施し、約 9,401 万円（平

成 28-30 年度の通算）をご支援いただい

た。 Team KUROSHIO は Shell Ocean 

Discovery XPRIZE の Round1 技術評価試

験を突破し、平成 30 年 12 月に開催され

た決勝（Round2）へ進出した。全 32 チー

ム中 9チームが決勝に進出しているが、

アジアからは Team KUROSHIO のみとなっ

た。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(2) 研究開発成果の権利化及び適切な管理 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

保有知的財産

（件） 
― 222 222 245 261 266 予算額（千円） 104,849 

の内数 

91,415 

の内数 

158,898 

の内数 

164,416 

の内数 

152,374 

の内数 

特 許 出 願 数

（件） 
― 46 33 46 42 53 決算額（千円） 103,572 

の内数 

105,385 

の内数 

178,750 

の内数 

164,914 

の内数 

161,468 

の内数 

知的財産収入

（千円） 
― 15,026 20,189 16,647 17,046 14,410 経常費用（千円） 71,107 

の内数 

879,915 

の内数 

137,739 

の内数 

164,033 

の内数 

142,704 

の内数 

知的資産活用

契約（件） 
20 23 24 39 49 44 経常利益（千円） ▲2,427 

の内数 

1,292 

の内数 

▲6,013 

の内数 

3 

の内数 

▲ 372 

の内数 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 
80,026 

の内数 

31,003 

の内数 

27,110 

の内数 

142,058 

の内数 

98,397 

の内数 

        従事人員数 30 の内数 16 の内数 63 の内数 32 の内数 31 の内数 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 国民の生活を豊

かなものとし、ま

た、社会課題の解決

に対して新しいソ

リューションを提

供するため、研究開

発によるイノベー

ションの創出、社会

への成果還元を図

る。そのため、国内

外の大学、企業、研

究機関等との連携・

協力を戦略的に促

研究開発から獲得

される新しい知識を

社会に還元すること

を目的に、特許等を知

的財産権として保護

し、質の向上に努めつ

つ、適切に管理する。 
 

 

・知的財産権の

取得・管理・活用

など研究開発成

果の適切な管理

が行われたか 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

特許については、平成 27 年度から知

的財産権の出願・維持管理に関して「量

から質への転換」を推進してきた。平成

30 年度までに関連諸規程の改訂、新規出

願評価の基準及び手続の見直し、海外出

願や日本国審査請求等の評価基準の見

直しなどを行い、それに基づいて運用を

行った。 

平成 28 年度の論文数誤集計を受け、

類似の集計方法をとっている他の集計

値を確認したところ、知的財産等に関す

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

本項目について、中期目標期間を通し

て、研究開発から獲得される新しい知識

を社会に還元することを目的に、特許等

を知的財産権として保護し、質の向上に

努めつつ、適切に管理を行った。知的財

産等の誤集計事案に対しては再発防止

策を推進しており、特許等の知的財産が

適切に管理されたと考えるためＢ評定

とした。以下にその具体的な理由を記載

する。 

 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認め

られ、着実な業務運営がなさ

れているため。 

 
＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

＜評定に至った理由＞ 
 以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認め

られ、着実な業務運営がなさ

れているため。 

 
＜評価すべき実績＞ 

・今中期目標期間に発覚した
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進するとともに、研

究開発成果の権利

化をはじめとした

適切な管理を行い、

実用化及び事業化

に向けた取組を推

進する。 
研究開発による

研究成果の社会還

元を進めるために、

国等が主体的に推

進するプロジェク

トに対応するため

の研究開発を積極

的に行う。 
海洋科学技術に

関する研究開発に

ついて、自らの研究

資源を投入して行

うと同時に、積極的

に競争的資金等の

外部資金を獲得し、

研究資金を有効に

活用する。 
 

数値に誤りがあることが判明した。平成

29 年度に原因（集計に用いたデータの入

力漏れ等）を確認し、対策（データの入

力・集計方法のマニュアル化等）を講じ

て再発防止を図った。集計の基礎となる

特許管理データベースの入力データを

再確認し、必要な修正等を行った。また、

集計マニュアルを作成し集計対象のデ

ータ、集計方法等を定めた。 

出願までの手続で時間を要していた

点を見直し、会議体によらず出願を判断

できる体制に変更した。特許の維持につ

いては、実施見込みが低くなったと判断

された特許については放棄するなどの

見直しを進めた。特許料等の軽減措置を

直接申請したほか、年金管理の一部を専

門業者に委託するなどして維持負担の

権限に努めた。 

特許出願数は年間 40 件程度となって

おり、平成 30 年度末での保有特許数は

221 件である。 

知的財産収入は年間1,500万円程度で

あり、画像等の著作権とプログラム著作

権によるものが大部分を占めた。 

特許情報を管理するデータベースを

より使いやすいものに移行するととも

に、原本管理を併せて行い、登録情報の

高精度化に努めた。 

 

 

①知的財産権「量から質への転換」 

特許出願について、出願増に伴う出願

経費や維持費等の関連経費の支出が過

多になってきている現状を踏まえ、平成

27 年度から知的財産権の出願・維持管理

に関して「量から質への転換」を推進し

ている。 

具体的には機構として出願・維持の要

否を定期的に評価する方式に改めるこ

と、知的財産委員会専門部会の任務内容

を変更し出願・維持要否評価とし早い段

階で実用化可能性を評価すること等と

した。 

これに基づき新規出願評価基準、海外

出願や日本国審査請求等の評価基準の

見直しを行い、その運用を行ったほか、

社会ニーズ等を踏まえて実用化の見込

みが低くなった特許権を放棄した。 

 

②特許維持経費の効率化への取組 

経費効率化に向け特許庁に対する軽

減申請を直接行い、特許維持経費の軽減

を図ったほか、特許の維持年金の管理を

専門業者に委託することで管理事務と

経費の軽減を進めた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・論文と並んで研究機関にと

って重要な成果指標である

特許保有件数等にも誤集計

が判明した。論文・特許等の

成果指標を正確に把握する

ことの重要性を再認識する

とともに、これまでの業務

のやり方を正し、再発防止

策を確実に実行する必要が

ある。 

・あわせて、本件事案が組織の

信頼を大きく揺るがしかね

ない重大なものであるとの

認識や危機感を経営陣と現

場の双方で改めて共有し、

組織における役職員の意識

改革も含め、根本的な業務

改善に不断に取り組んでい

くことを強く求める。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─  

特許等の知的財産に係る誤

集計事案については、平成

30 年度中にその原因を特定

し再発防止策も講じられ

た。また、再集計結果を公表

し、事態は一応の収束を迎

えたといえる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・論文・特許等の成果指標を正

確に把握することの重要性

を再認識するとともに、こ

れまでの業務のやり方を正

し、引き続き、再発防止策を

徹底していくよう求める。 

・あわせて、本事案が改めて組

織の信頼を大きく揺るがし

かねないものであったとの

認識や危機感を経営陣と現

場の双方で共有し、組織に

おける役職員の意識改革も

含め、根本的な業務改善に

不断に取り組んでいくこと

を強く求める。加えて、改善

策が形骸化していないかに

ついても、適宜、点検してい

く必要がある。 

 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─ 

  
 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(3) 研究開発成果の実用化及び事業化 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

保有知的財産

（件） 
― 222 220 245 261 266 予算額（千円） 104,849 

の内数 

91,415 

の内数 

158,898 

の内数 

164,416 

の内数 

152,374 

の内数 

特 許 出 願 数

（件） 
― 46 33 46 42 53 決算額（千円） 103,572 

の内数 

105,385 

の内数 

178,750 

の内数 

164,914 

の内数 

161,468 

の内数 

知的財産収入

（千円） 
― 15,026 20,189 16,647 17,046 14,410 経常費用（千円） 71,107 

の内数 

879,915 

の内数 

137,739 

の内数 

164,033 

の内数 

142,704 

の内数 

知的資産活用

契約（件） 
20 23 24 39 49 44 経常利益（千円） ▲2,427 

の内数 

1,292 

の内数 

▲6,013 

の内数 

3 

の内数 

▲ 372 

の内数 

       
行政サービス実施コ

スト（千円） 
80,026 

の内数 

31,003 

の内数 

27,110 

の内数 

142,058 

の内数 

98,397 

の内数 

        従事人員数 30 の内数 16 の内数 63 の内数 32 の内数 31 の内数 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 国民の生活を豊

かなものとし、ま

た、社会課題の解決

に対して新しいソ

リューションを提

供するため、研究開

発によるイノベー

ションの創出、社会

への成果還元を図

る。そのため、国内

外の大学、企業、研

究機関等との連携・

協力を戦略的に促

国内外の大学、企

業、研究機関等との交

流を通じた研究成果

の社会還元等を促進

し、成果の技術移転及

び応用展開を効果的

に進める。特許やノウ

ハウ、技術力、人材等

の知的資産を活用し、

産業の育成につなげ

るため、以下の事項を 
実施する。 
 

・研究開発成果

の実用化及び事

業化は実施され

たか 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

本項目について、中期目標期間を通し

て、国内外機関等との交流を通じた研究

成果の社会還元等を促進し、成果の技術

移転及び応用展開を着実に進めている

ことから、Ｂ評定とした。以下にその具

体的な理由を記載する。 

 

①イノベーション創出の「場」を構築 

海洋科学技術イノベーション推進本

部を設置し、技術開発の成果及び保有・

運用する船舶等の様々な大型施設等を

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 
＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜評定に至った理由＞ 
国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 
＜評価すべき実績＞ 

 ─ 
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進するとともに、研

究開発成果の権利

化をはじめとした

適切な管理を行い、

実用化及び事業化

に向けた取組を推

進する。 
研究開発による

研究成果の社会還

元を進めるために、

国等が主体的に推

進するプロジェク

トに対応するため

の研究開発を積極

的に行う。 
海洋科学技術に

関する研究開発に

ついて、自らの研究

資源を投入して行

うと同時に、積極的

に競争的資金等の

外部資金を獲得し、

研究資金を有効に

活用する。 
 
 

 

a．機構が保有する知

的資産が産業界等に

おいて積極的に活用

されるよう、ポータル

サイトを整備すると

ともに、研究開発成果

の実用化及び事業化

に向け、企業等へのコ

ーディネート活動等

を行う。 
 
 
 
b．技術指導や技術交

流を実施する等技術

移転を推進する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a．海洋科学技術に関連するイノベーシ

ョン創出を推進し、研究開発成果の最大

化を図ることを目的に、理事長を本部長

とする「海洋科学技術イノベーション推

進本部」（平成 27 年 7 月 1 日付）を設置

した。「海洋科学技術イノベーション推

進本部」の下で、組織横断的に大型外部

資金獲得を強化するためのユニットチ

ームを設置するなどし、外部専門家も含

めたフォーラムやワークショップを計 7

回開催した。 

 

 

b．将来の実用化や事業化に繋げる所内

公募制度として「JAMSTEC イノベーショ

ンアウォード（平成 28 年 2 月～平成 29

年 3 月）」を創設し、11 件の課題を採択

した。採択された課題のうち、JST 戦略

的創造研究推進事業「さきがけ」（平成 28

年度～平成 31 年度、計 30,000 千円）の

ほか3件の外部資金獲得や3件の特許出

願へと繋がった。また、4 件の課題が実

用化に向けた外部機関との連携へと結

び付いた。さらに、第 2 回 JAMSTEC イノ

ベーションアウォード（平成 29 年 12 月

～平成 31 年 3 月）を開始し、11 件の課

題を採択した。採択課題より、民間企業

からの受託研究（総額 30,456 千円）の

ほか、18 件の外部資金応募や 2件の特許

出願へと繋がった。なお、採択課題につ

いて、内部で課題交流会を開催し、外部

に対しては研究報告会において講演及

びポスターセッションを実施し、外部へ

の周知を行った。 

保有特許を分かりやすくまとめた

「JAMSTEC シーズ集」をオンラインカタ

ログとして公開した。冊子化するととも

に、インターネットで公開した。コンベ

ンションやビジネスマッチング等のイ

ベントにおいてこれらの情報を利用し

てシーズ集等を利用して機構のシーズ

活用し、海洋科学技術に関連する共創促

進の「場」となるようイノベーションハ

ブ機能を創出・強化した。 

 

②イノベーションアウォードによるシ

ーズ発掘及び橋渡し 

第 1回 JAMSTECイノベーションアウォ

ードで採択された 11 件の課題のうち、

JST 戦略的創造研究推進事業「さきがけ」

（平成 28 年度～平成 31 年度、計 30,000

千円）のほか 3件の外部資金獲得や 3件

の特許出願へと繋がった。また、4 件の

課題が実用化に向けた外部機関との連

携へと結び付いた。さらに、第 1回の公

募を通じて、採択された課題のような多

様な取組に対する機構内外からの期待

も高まっていることを認識したため、第

2回を開始し、11 件の課題を採択した。

採択課題のうち、民間企業からの受託研

究（総額 30,456 千円）のほか、18 件の

外部資金応募や2件の特許出願へと繋が

った。 

 

③ベンチャー創出を支援 

多目的小型観測フロート等に関する

知的財産権を用いた機構職員によるベ

ンチャー「合同会社オフショアテクノロ

ジーズ」の設立に際し、申請を受けた

JAMSTEC ベンチャー認定の承認手続を関

連諸規程に基づき行った。 

 

④保有特許の実用化に向けた協力 

機構の保有する特許情報を分かりや

すくまとめたシーズ集を冊子としてま

とめたほか、ウェブサイトでの公開やシ

ンポジウムでの配布等を進めた。 

企業との協力による特許の製品化が

着実に進展しているほか、映像・画像等

のコンテンツの利用・商品化も進めた。  

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─ 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─ 
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c．研究成果を社会へ

還元するための手段

として、ベンチャー創

出を支援するための

取組を推進する。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 特許、データ・サ

ンプル及び技術指導

等の知的資産の活用

に関する契約を中期

目標期間中に延べ 100

件以上締結する。 
 

 

 

紹介を行った。 

国立科学博物館で開催された「特別展 

深海 2017」等の深海ブームを活かし、特

許の商品化やコンテンツの利用・商品化

への協力を進めた。 

 

 

c．ベンチャー創出の更なる推進を目指

して、機構がベンチャーに対し行う支援

措置の考え方を整理し、機構の関連規程

を改正して機構の知的財産権や施設設

備の使用に係る基本料金の無償化を可

能とすることを新たに定めるとともに、

諸費用の取扱いの明確化、利益相反マネ

ジメントの観点に基づく使用制限、ベン

チャーの活動状況に応じた支援措置の

見直し等についても併せ規定した。 

上記の関連規程の改正においては、科

学技術・イノベーション創出の活性化に

関する法律の内容と照らし現在可能な

範囲での支援措置を設定した。 

合同会社オフショアテクノロジーズ

に対し、JAMSTEC ベンチャーの認定を行

うとともに、支援契約及び貸付等個別の

契約締結を行った。 

新規ベンチャーの認定に向け、該当の

機構職員に対し支援措置の内容紹介等

を行うとともに、認定申請書の作成に係

るアドバイスを行った。 

 

 

d．平成 26 年度から平成 30 年度までの

特許、データ・サンプル及び技術指導等

の知的資産の活用に関する契約締結件

数(各年度の契約締結件数の累計)は 179

件であった。 

特許実用化の事例としては、「粒子シ

ミュレーション装置及び粒子シミュレ

ーション方法」等のプログラム著作物の

活用による知財収入が得られたほか、

「Sr90 迅速分析法」、「水中レーザー」、

「乳化物製造装置」等の製品化、「江戸っ
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子 1号 365 型」の開発への協力があげら

れる。 

「特別展 深海 2017」が開催され深海

ブームが継続したことなどの影響もあ

り深海に関するコンテンツの利用や商

品化協力が進んだ。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(4) 外部資金による研究の推進 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応 

施策目標９―５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人海洋研究開発機構法第十七条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

外部研究資金

獲得課題（件） 
― 375 416 424 424 488 

予算額（千円） 145,752 

の内数 

145,520 

の内数 

278,011 

の内数 

252,072 

の内数 

246,872 

の内数 

外部研究資金

獲得額（億円） 
― 109.1 102.8 86.0 82.4 106.5 

決算額（千円） 145,300 

の内数 

204,815 

の内数 

328,408 

の内数 

341,662 

の内数 

404,756 

の内数 

       経常費用（千円） 159,462 

の内数 

204,933 

の内数 

355,816 

の内数 

372,620 

の内数 

419,686 

の内数 

       経常利益（千円） ▲2,048 

の内数 

5,467 

の内数 

▲2,390 

の内数 

▲1,991 

の内数 

▲ 256 

の内数 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
168,047 

の内数 

102,339 

の内数 

308,017 

の内数 

376,576 

の内数 

356,370 

の内数 

        従事人員数 48 の内数 27 の内数 37 の内数 37 の内数 33 の内数 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 国民の生活を豊

かなものとし、ま

た、社会課題の解決

に対して新しいソ

リューションを提

供するため、研究開

発によるイノベー

ションの創出、社会

への成果還元を図

る。そのため、国内

外の大学、企業、研

究機関等との連携・

協力を戦略的に促

進するとともに、研

国や独立行政法人

及び民間企業等が実

施する各種公募型研

究等に応募し、委託

費、補助金及び助成金

等の外部資金の獲得

に取り組む。具体的に

は、公募情報、応募状

況及び獲得状況に関

する情報等の機構内

への周知、個人申請に

よる外部資金につい

て制度内容の周知と

獲得に向けた申請支

・外部資金の獲

得に取り組み、

研究成果の社会

還元に向けて効

果的に研究を実

施したか 

 

 

＜主要な業務実績＞ 
 
文部科学省等の国や独立行政法人及

び民間企業等が実施する競争的資金を

はじめとする各種公募型研究への応募

を積極的に行い、第 3 期中期目標期間

開始当初に対し課題数は 130％に増加

した。獲得額は年度ごとに増減がある

ものの、競争的資金は 127％に増加して

いる。 

科研費については、研究者の応募マ

インドの醸成及び採択率向上を目指

し、審査員経験者等によるセミナーや

相談員制度の拡充のほか、本中期計画

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 

本項目については、第 3 期中期目標

期間は外部資金の獲得課題数・獲得額

が大幅に増加したことや、その推進に

向けて支援施策を実施したこと、さら

に機構全体として大型プロジェクトの

推進、獲得を実施したことがあげられ

る。これは評価軸に照らしても顕著な

成果であると考え、Ａ評定とした。 

 

○外部資金の獲得状況 

外部資金の課題数は第 3 期中期目標

期間開始当初に対し 130％。中期目標期

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認め

られ、着実な業務運営がなさ

れているため。 
なお、自己評価ではＡ評定

であるが、今後の課題・指摘事

項に記載のとおり、必ずしも

中長期目標上のアウトカム創
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究開発成果の権利

化をはじめとした

適切な管理を行い、

実用化及び事業化

に向けた取組を推

進する。 
研究開発による

研究成果の社会還

元を進めるために、

国等が主体的に推

進するプロジェク

トに対応するため

の研究開発を積極

的に行う。 
海洋科学技術に

関する研究開発に

ついて、自らの研究

資源を投入して行

うと同時に、積極的

に競争的資金等の

外部資金を獲得し、

研究資金を有効に

活用する。 
 
 
 

援の推進等、外部資金

の獲得に取り組みや

すい環境の整備を行

い、全体として前年度

を上回る獲得を目指

す。また、外部資金の

適正な執行を確保す

るよう必要に応じて

適切な方策を講じる。 
さらに、国等が主体

的に推進するプロジ

ェクトである、地震・

津波に関する防災・減

災に資する研究開発、

気候変動予測とリス

ク評価に資する研究

開発及び東日本大震

災からの復興に関す

る研究開発等を実施

するとともに、機構が

有する基盤を最大限

に活用し、新たな大型

プロジェクトの獲得

を目指す。 
 
 

より新たに開始した取組として、過去

に採択された課題の応募書類閲覧会、

これまでに蓄積したポイントをまとめ

た所内限りの応募マニュアルの公開等

を効果的に実施した。その結果、課題数

は第 3 期中期目標期間開始当初に対し

131％に、獲得額は 137％に増加した。 

引き続き関係部署間の情報共有を行

うとともに、外部資金システムを活用

して外部資金の適正な執行を行った。

また、研究機関における公的研究費の

管理・監査のガイドライン（実施基準）

の改正に合わせて、規程類の見直し、整

備を行った。 

 

国等が主体的に推進するプロジェク

トとして、東日本大震災からの復興を

図るための東北マリンサイエンス拠点

形成事業を引き続き実施するととも

に、平成 26 年度からは「戦略的イノベ

ーション創造プログラム（SIP）次世代

海洋資源調査技術」を開始した。また、

平成 27 年度には文部科学省の「気候変

動適応技術社会実装プログラム」（SI-

CAT）及び「北極域研究推進プロジェク

ト」（ArCS）、平成 28 年度には「先端研

究基盤共用促進事業（共用プラットフ

ォーム形成支援プログラム、新たな共

用システム導入支援プログラム）」、「ポ

スト『京』で重点的に取り組むべき社会

的・科学的 課題に関するアプリケーシ

ョン開発・研究開発」、平成 29 年度には

「統合的気候モデル高度化研究プログ

ラム」及び「高性能汎用計算機高度利用

事業」、平成 30 年度には「海洋資源利用

促進技術開発プログラム」、SIP 第 2 期

「革新的深海資源調査技術」等、機構が

有する基盤を最大限に活用した新たな

大型プロジェクトを開始した。 

 

間平均としては第 2 期と比較し課題数

は 144％、獲得額は 132％となった 

国や独立行政法人及び民間企業等が

実施する競争的資金をはじめとする各

種公募型研究への応募を積極的に実施

した。文部科学省に限らず、環境省の環

境研究総合推進費を引き続き実施する

とともに、防衛装備庁の安全保障技術

推進制度を新たに獲得するなど、省庁

や分野を越えた多様な資金を獲得して

研究を実施した。 

科研費は相談員制度等効果的な取組

の結果、課題数は第 3 期中期目標期間

開始当初に対し 131％、獲得額も 137％

に増加した。中期目標期間平均として

は第 2期と比較し課題数は 149％、獲得

額は 107％となった。 

研究者一人当たりの代表課題数は第

3 期中期目標期間中に約 0.9 課題／人

から約 1.3 課題／人に増加した。  

 

○大型プロジェクトの推進・獲得 

第3期中期目標期間中に実施したSIP

第 1 期や気候変動適応研究推進プログ

ラム（RECCA）による成果が高く評価さ

れ、SIP 第 2 期や気候変動適応技術社会

実装プログラム（SI-CAT）の獲得に繋が

るなど、顕著な成果の創出により継続

的な外部資金の獲得を可能としてい

る。 

その他、北極域研究推進プロジェク

ト（ArCS）(平成 27 年度開始)、統合的

気候モデル高度化研究プログラム(平

成 29 年度開始)、高性能汎用計算機高

度利用事業(平成 29 年度開始)、といっ

た文部科学省の新たなプログラムを開

始するなど、国等が主体的に推進する

プロジェクトについても積極的に実施

した。 

東日本大震災からの復興に関する研

究開発等として、引き続き東北マリン

サイエンス拠点形成事業を実施した。 

海外の政府機関からの大型プロジェ

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
 ─ 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出に向けて顕著な成果の創出

等が認められるとはいえない

ため、Ｂ評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・競争的資金獲得のための相

談員制度の拡充や、審査員

経験者等によるセミナーの

実施等により、競争的資金

の獲得額や採択課題数が第

3 期中期目標期間の初年度

に比べて増加した点は評価

できる。 

・部門間連携を緊密化するな

ど外部資金の獲得に取り組

みやすい環境の整備を行っ

た結果、本期間を通して継

続的に、SIP や ArCS 等の国

が主導する政策対応型プロ

ジェクトや社会実装を想定

した課題を獲得できたこと

は評価に値する。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・当期間における外部研究資

金の獲得実績のうち、SIP の

占める部分が極めて大き

く、これ以外の外部資金獲

得額は横ばい又は減少して

いる。 

・政府主導の大規模プロジェ

クトを獲得し、政策目標達

成に貢献すること自体は評

価に値するが、次期中長期

目標期間においては、ボト

ムアップによる自由な発想

に基づく研究や民間企業と

の連携模索など、より柔軟

かつ多様な外部資金の獲得

に向けた取組を強化する必

要がある。 
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クトとして、インド政府が進めるメタ

ンハイドレード掘削調査への協力（約

58 億円）やミクロネシア連邦政府から

の依頼に基づく大陸棚延長に関する科

学的根拠を補填する調査（約 9百万円）

を実施した。 

  

＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─ 

  

＜審議会及び部会からの意見＞ 
・外部研究資金の獲得実績の

うち、SIP の占める部分が極

めて大きかった。このこと

自体否定的に評価されるべ

きではないが、このような

トップダウン型の大規模プ

ロジェクトの実施が負担と

なることで、研究者の自由

な発想に基づく研究や未開

拓分野の民間企業との連携

模索など、より柔軟な外部

資金の獲得が抑制されてし

まった可能性は否定できな

い。またこのことがトップ

ダウンの大型プロジェクト

（SIP）終了時の後遺症とし

て影響を及ぼす可能性も懸

念される。外部研究資金の

獲得額のその内訳の推移に

ついてはこの様な観点から

も十分な分析を行っていた

だきたい。 

・平成 30 年度は SIP によって

多額の資金を獲得したが、

それを除くと減少又は横ば

い状態に見える。政府がい

つまで SIP のような枠組み

を続けるかは不明なため、

民間資金、他の競争資金な

ど外部資金源をより広げる

必要があると思う。平成 30

年度をのぞくと、当期間中

はＢ評価が続いていること

もあり、今回の期間実績評

価はＢが妥当と思われる。 
  

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１ 柔軟かつ効率的な組織の運営 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 研究開発事業の成

果が最大限得られる

よう、理事長のリー

ダーシップの下、責

任と裁量権を明確に

しつつ、機動的・効率

的な業務運営を行

う。また、機構におけ

る経営戦略について

の専門的かつ国際的

な視点からの助言・

提言を採り入れられ

るような仕組み作り

を進める。 

中期目標の達成に

向けた業務運営や危

機管理が適切に実施

されるよう、ガバナ

ンスを強化し内部統

制の充実を図る取組

及び組織整備を継続

することとする。 

研究開発業務につ

(１) 内部統制及びガ

バナンスの強化 

理事長のリーダー

シップの下、研究開発

能力及び経営管理能

力の強化に取り組み、

事業の成果の最大化

を図る。その際、責任

と裁量権を明確にし

つつ、柔軟かつ機動的

に業務を執行すると

ともに、効率的な業務

運営を行う。また、内

部監査を活用すると

ともに監事監査によ

る指摘事項を踏まえ、

モニタリング等を充

実させる。 

中期目標の達成を

阻害するリスクを把

握し、組織として取り

組むべき重要なリス

クの把握と対応を行

・内部統制及び

ガバナンスの強

化をはかり、組

織 運 営 の 柔 軟

化、効率化に努

めたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

中期目標達成の阻害リスク把握 

○リスクマネジメント 

中期目標の達成を阻害する原因となるリ

スク把握として、リスク評価の見直しを実施

した。 

理事長を委員長とするリスクマネジメン

ト委員会を年 2回開催し、機構におけるリス

クの把握とその対応策、予防策等について議

論を行った。同委員会で特に重要と認識した

リスクについて「優先対応リスク」として選

定し、対応を実施した。（中期目標期間中に

対応した「優先対応リスク」は 9件） 

管理職職員を対象にディスカッション形

式の研修を実施し、リスクマネジメントに対

する意識醸成を図った。 

全所的な意識向上のため、全職員向けにリ

スクマネジメントニュースを発信した。 

 

○内部統制 

機構における内部統制を更に向上させる

ため、「内部統制推進規程」や関連諸規程を

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

本項目について、第 3期中期目標

期間においては、期間を通じて理

事長のリーダーシップの下、研究

開発能力及び経営管理能力の強化

に取り組み、事業の成果の最大化

を図った。経営に関しては国際的

な視点から助言及び提言を行う

JAMSTEC アドバイザリー・ボードを

開催したほか、経営諮問会議を開

催し重要事項に関して審議、助言

をいただき、その参考とした。ま

た、期間中に発生した諸事案に対

しては、機構を挙げてガバナンス・

マネジメントの強化に向けた取組

を行い、第 4 期中長期計画に向け

て具体的な体制に繋げていくこと

となった。 

その他の柔軟かつ効率的な組織

の運営に係る取組に関しても着実

な業務運営を行い、本項目を総合

的に勘案するにＢ評定とした。具

評定 Ｃ 評定 Ｃ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、より一層の工夫、改善

等が期待されるため。 

なお、自己評価ではＢ評定

であるが、今後の課題・指摘事

項に記載のとおり、中期目標

期間に判明した論文数や特許

保有数等の誤集計事案、デー

タの公開申請漏れ事案、個人

情報を含むメールの誤送信事

案など、多数の組織運営管理

上の問題に対して、実効性の

ある再発防止策を組織全体に

浸透・定着させるよう、より一

層の改善を求めるため、Ｃ評

定とした。 

 
 

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、より一層の工夫、改善

等が期待されるため。 

なお、自己評価ではＢ評定

であるが、今後の課題・指摘事

項に記載のとおり、中期目標

期間に判明した論文数や特許

保有数等の誤集計事案、デー

タの公開申請漏れ事案、個人

情報を含むメールの誤送信事

案など、多数の組織運営管理

上の問題に対して、引き続き

実効性のある再発防止策を組

織全体に浸透・定着させるよ

う、より一層の改善を求める

ため、Ｃ評定とした。 
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いては、適切に資源

が配分されるよう、

明確な責任分担のも

と、経営陣が研究計

画の実施状況を適切

に把握するととも

に、機構における研

究活動や運営につい

て、定期的に評価を

行い、その結果を公

表するとともに研究

開発等の活性化・効

率化に積極的に活用

する。評価にあたっ

ては、研究開発等の

進捗を把握する上で

適切な指標を設定す

ることで、客観的か

つ効率的な評価を行

う。 

機構の適切な運営

を確保し、かつその

活動を広く知らしめ

ることで、国民の信

頼を確保する観点か

ら、業務・人員の合理

化・効率化に関する

情報をはじめ、積極

的に情報公開を行

う。その際は、個人情

報の取扱いに留意す

る。 

業務の遂行に当た

っては、法令を遵守

し、安全の確保に努

めて行う。 

業務運営のために必

要な情報セキュリテ

ィ対策を適切に推進

するため、政府方針

を踏まえ、情報シス

テム環境を整備す

う。法令遵守等、内部

統制の実効性を高め

るため、日頃より職員

の意識醸成を行う等

の取組を継続する。 

経営の参考とする

ため、機構の研究開発

活動及び研究開発管

理等について、国際的

な視点から議論し、理

事長に助言及び提言

を行う、海洋研究開発

機構アドバイザリー・

ボード（JAB；JAMSTEC 

Advisory Board）を開

催する。また、JAB の

開催に先立ち、各研究

開発分野における世

界的な専門家から成

る委員会を開催し、機

構における研究開発

活動について専門的

かつ国際的な視点か

らの助言及び提言を

得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備した。 

理事長を委員長とする内部統制委員会を

年 2回開催し、業務方法書に定められた内部

統制の基本的事項に関する諸規程の整備・運

用状況の確認や、内部統制推進状況に関する

議論を実施した。 

委員及び推進責任者の内部統制に関する

意識醸成を図るため、研修を実施した。 

 

○内部統制の実効性向上 

期間中に発生したインシデントは「経営の

課題」として捉えて、ガバナンス強化に向け

て、マネジメントシステムの見直しを実施し

た。 

次期中長期計画に向けて、「意思決定の在

り方」、「組織・業務体制」、「職員の意識」の

三つの視点から見直し、以下の改革に着手し

た。 

①経営者による監督機能の強化 

②責任の所在明確化による事業の効率化か

つスピード化 

③経営者が先頭に立ったリスク感度向上研

修 

④経営と職員のコミュニケーション強化 

期間中に発生したインシデントを未然に

防ぐことができなかったことを重く受け

止め、平成 30 年度は、理事長が筆頭とな

り、理事長参加型の理事及び管理職職員

を対象としたリスクマネジメント研修

（潜在的なリスクの洗い出し及び検討

等）を実施し、その結果を活かして次年度

に優先的に対応するリスクを「健全な職

場環境・組織風土を阻害するリスク対策」

に決定した。 

 

○JAMSTEC アドバイザリー・ボード等の助言

を踏まえたマネジメント強化 

マネジメントに関しては理事長のリーダ

ーシップの下、JAMSTEC アドバイザリー・ボ

ード等の外部からの助言をいただくことで

強化を図り、第 4期中長期計画の立案に向け

取組を推進した。 

体的な理由は以下のとおり。 

 

（1）JAMSTEC アドバイザリー・ボ

ードの開催等による経営強化 

経営諮問会議や海洋研究開発機

構アドバイザリー・ボード（JAB）

等を開催し、研究開発活動や研究

開発管理等に関して助言や提言を

受けた。特に JAB では世界各国の海

洋研究所等のエグゼクティブか

ら、前回提言からの 5 年間で大き

な進歩を遂げたことについて評価

された。これは理事長のリーダー

シップの下、機動的・効率的な業務

運営を行い研究開発事業の成果が

最大限得られるように尽力したこ

とが認められたと評価できる。 

また、経営諮問会議では第 4期中

長期計画に係る検討の方向性や、

国際動向として重要な SDGs に関す

る機構への期待、評価結果を踏ま

えた経営、内部統制に関する対応

状況など、機構の運営に関する重

要事項について審議、助言をいた

だいた。 

上記のとおり、JAMSTEC アドバイ

ザリー・ボード等の外部からの助

言をいただきつつマネジメント強

化を図り、第 4 期中長期計画の立

案に向けその取組を推進した。 

 

（2）内部統制の実効性向上 

平成 29 年度業務実績、見込業務

実績に係る文部科学大臣評価にお

いて、ガバナンスについて厳しい

指摘がなされた。これを重く受け

止め、内部統制委員会や、その下に

設置した共通的問題改善ワーキン

ググループにおいて議論を重ね、

機構全体で事案への対応、再発防

止策の徹底を行った。 

これらの会合では共通的問題を

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・今中期目標期間には、論文・

特許等成果指標に係る誤集

計事案、データの公開・利用

に係る手続漏れ事案、個人

情報誤送信事案など、組織

の信頼性に関わる重大なイ

ンシデントが判明した。事

案発生の主な原因は、ヒュ

ーマンエラー、ルールやシ

ステムの不備・形骸化など

にあることは間違いなく、

個別に改善策を講じること

ももちろん重要であるが、

個々の事案の根底にある原

因を突き止め、実効性のあ

る再発防止策を講じること

がより重要である。 

・既に機構では、組織に共通す

る問題やリスクの検証に取

り組み始めている。改善に

向けた取組が実効性のある

ものになるためにも、これ

らの事案が組織の信頼を大

きく揺るがしかねないもの

であったとの認識や危機感

を経営陣と現場の双方で共

有し、組織における役職員

の意識改革も含め、根本的

な業務改善に取り組んでい

くことを強く求める。 

・あわせて、再発防止策が機能

し適切に業務改善が図られ

ているかを適時に点検し、

更なる業務改善に反映して

いくというPDCAサイクルを

自ら確立し、組織内部にし

っかりと根付かせていくこ

とを期待する。 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・今中期目標期間には、論文・

特許等成果指標に係る誤集

計事案、データの公開・利用

に係る手続漏れ事案、個人

情報誤送信事案など、組織

の信頼性に関わる重大なイ

ンシデントが判明した。事

案発生の主な原因は、ヒュ

ーマンエラー、ルールやシ

ステムの不備・形骸化など

にあることは間違いなく、

個別に改善策を講じること

ももちろん重要であるが、

個々の事案の根底にある原

因を突き止め、実効性のあ

る再発防止策を講じること

がより重要である。 

・本インシデントの発生を受

けて、機構では、組織に共通

する問題やリスクの検証に

取り組み始め、組織・システ

ム・制度等の見直しや役職

員の意識改革を図るための

施策など多様な改善策に着

手している。これらの改善

に向けた取組が実効性のあ

るものになるためにも、本

件事案が組織の信頼を大き

く揺るがしかねないもので

あったとの認識や危機感を

改めて経営陣と現場の双方

で共有し、組織における役

職員の意識改革も含め、根

本的な業務改善に継続的に

取り組んでいくことを強く

求める。 

・あわせて、再発防止策が機能

し適切に業務改善が図られ
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る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 合理的・効率的

な資源配分 

事業の開始に際し

ては、事業の目的、意

義、研究開発の内容、

リスクの低減策、コス

トの最適化及びスケ

ジュール等について、

総合的に勘案し、適切

な資源配分を行う。 

事業の開始後も、定

期的に進捗状況を確

認することにより、コ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・合理的、効率的

な資金配分を行

い、研究開発成

果の最大化に努

めたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年より準備を進めていた第 2 回海

洋研究開発機構アドバイザリー・ボードを平

成 29 年度に開催（第 1回は平成 25 年 3 月に

開催）した。そこでは、機構の研究開発活動

及び研究開発機構管理等について、国際的な

視点から議論し、理事長に助言及び提言を得

た。平成 25 年 3 月に開催した第 1 回当時と

比較して「研究戦略目標の達成や前回提言で

なされた取組に関し、過去 5年間で大きな進

歩を遂げたことは称賛に値する」等のレビュ

ーを受けた。提言等は、第 4期中長期計画の

取組として活用していく予定である。 

また、経営諮問会議を計 4 回（平成 29 年

2 月、11 月、平成 30 年 5 月、11 月）開催し、

SDGs に関して機構への期待を述べていただ

いたことや、平成 29 年度の大臣評価、第 3

期中期目標期間の見込業務実績評価での結

果を踏まえた経営、内部統制に関する助言を

いただき、機構の運営に関する重要事項につ

いて審議、助言をいただいた。 

平成 31 年度から開始となる第 4 期中長期

計画に関しては上記の外部有識者からのご

意見も踏まえつつ、理事長をトップとした経

営戦略会議を中心にして検討を行った。課題

とされた事項や評価された事項の双方を勘

案しつつ検討を行っており、第 4期中長期計

画期間においても引き続きマネジメントの

強化に取り組んでいく。 

 

運営費交付金を有効に活用するため、平成

27 年度、今中期計画中の運営費交付金の推

移予測を踏まえて各事業への資源配分案を

定めた「新たな経営計画」を策定した。 

上記経営計画及び各年度の状況を勘案し

た予算編成方針を策定し、これに基づき各事

業のヒアリングを実施し、適切な予算配分を

行った。 

○進捗状況管理 

平成 27 年度には、文部科学大臣による評

価結果を経営及び経営資源配分に反映させ

ること等を明記した「経営管理規程」を制定

し、合理的・効率的な資源配分を行った。 

見出して改善策を検討するのみな

らず、その根本原因についても探

り、業務遂行上のルールの不備や

形骸化、業務の適正性評価の不足、

職員にあるべき意識の希薄化が組

織に共通する根本的な原因と整理

した。さらにこれらを「組織の問

題」「個人の問題」そしてこれらを

包含する「経営の問題」と位置付

け、経営陣が取り組むべき本質的

問題と認識するに至った。 

これを踏まえ、第 4 期中長期目

標・計画に向けた重点研究分野の

見直しに伴い研究体制及び経営管

理部門の組織改編や会議体の見直

し等を行った。組織編成について

は、研究部門を大括りにし、部門長

の権限と責任の下に迅速に執行で

きる体制を整えるとともに、事務

管理部門においても業務の適正な

配分による再編を行った。併せて、

役員の監督強化の一環として、理

事の所掌を組織ではなく業務内容

で分けることにより、必要に応じ

複数の理事によるチェックする体

制とした。 

このような施策を通じて、個別

事案及び共通的な問題の両方につ

いて、経営のリーダーシップの下、

役職員が一丸となり、業務への取

組方等根本を見直し、改善するこ

とで、改めて国立研究開発法人と

しての信頼を回復し、再発防止に

努めていく。これらの取組につい

ては第 4 期中長期計画期間におい

ても適時点検を行い、必要に応じ

て見直すとともに組織運営に反映

していく。 

 

（3）中期目標達成の阻害リスク把

握 

内部統制に係る責任者を対象と

 
 
 
 
 
 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・論文数の誤集計、データの公

開・利用に係る手続漏れ、ボ

ヤ発生など、問題が幾つも

起きているので、それらの

真因（Root Causes）を突き

止め、表層にとどまらない

抜本的な再発防止策を講じ

ていただきたい（例えば、現

場職員のモチベーション、

あるいは職場の文化などを

改善できないか、など）。 
・論文数誤集計、個人情報誤送

信などの事案を受け、業務

に取り組む上での意識の問

題について取り組み始めて

いる。この機会に、論文数や

誤送信に関連する業務以外

に対しても、意識の在り方

やチェック体制の不備によ

って、業務の適正性が阻害

される要因が生じることの

ないよう、引き続き意識の

改革と業務の改善を進める

必要があると思われる。 
・論文誤集計、特許数誤集計、

データの公開に当たっての

手続漏れなど、研究開発法

人としての根幹に関わる部

分でミスが判明した。組織

の信頼性に大きく関わるこ

となので、今後、組織として

対策・防止策を徹底し、厳格

に取り組むことが必要であ

る。また、個人情報を含むメ

ているかを適時に点検し、

更なる業務改善に反映して

いくというPDCAサイクルを

自ら確立し、組織内部にし

っかりと根付かせていくこ

とを期待する。 

 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
・論文数の誤集計、データの公

開・利用に係る手続漏れ、ボ

ヤ発生など、問題が幾つも

起きているので、それらの

真因（Root Causes）を突き

止め、表層にとどまらない

抜本的な再発防止策を講じ

ていただきたい（例えば、現

場職員のモチベーション、

あるいは職場の文化などを

改善できないか、など）。 
・論文数誤集計、個人情報誤送

信などの事案を受け、業務

に取り組む上での意識の問

題について取り組み始めて

いる。この機会に、論文数や

誤送信に関連する業務以外

に対しても、意識の在り方

やチェック体制の不備によ

って、業務の適正性が阻害

される要因が生じることの

ないよう、引き続き意識の

改革と業務の改善を進める

必要があると思われる。 
・論文誤集計、特許数誤集計、

データの公開に当たっての

手続漏れなど、研究開発法

人としての根幹に関わる部

分でミスが判明した。組織

の信頼性に大きく関わるこ

となので、今後、組織として

対策・防止策を徹底し、厳格

に取り組むことが必要であ

る。また、個人情報を含むメ
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ストを適切に管理し、

計画の見直しや中止

を含めた適切な評価

を行うとともに、その

進捗状況や成果等を

国民に分かりやすい

形で示す。その際、想

定以上の進捗等のあ

った研究開発につい

ては重点的に資源を

配分する等、国家的・

社会的ニーズを踏ま

えた研究開発を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度から適用となった新しい会計

基準に対応したより精緻な執行管理を目的

として、事業ごとに執行ルールを定めた。 

事業開始後も定期的に各事業の進捗状況

をヒアリング等により確認し、必要に応じて

予算の再配分を行った。 

 

○執行状況の把握精度の向上 

平成 28 年度より新たな会計システムを導

入し、業務の効率化が図られたほか各予算執

行管理担当者がよりリアルタイムで執行状

況等の予算情報を把握できるようになった。

これにより、執行状況に応じて余剰予算の再

配分を行うなど、限られた資源の有効活用に

貢献した。 

 

○経営判断による事業の実施にかかる資源

の確保 

経営判断により実施する事業のための資

金を確保し、状況に応じて措置を行った。理

事長の裁量による所内競争的資金事業を設

立し、その資金とした。課題の選定に当たっ

ては、イノベーションの推進に資する研究開

発課題、萌芽的研究開発課題を重視し、社会

的ニーズに対応しうる研究開発活動の活性

化につながった。 

 

○運営費交付金収益化基準への対応 

平成 28 年度より独立行政法人会計基準の

変更に伴う運営費交付金の収益化基準が業

務達成基準に変更された。これを受け、同年

度に第 3 四半期を予算配分の最終期限とし

た全体スケジュールの見直し等により適切

に運営費交付金の執行に係る配分調整を行

うことで対応した。 

平成 28 年 9 月の国立研究開発法人審議会

運営課題分科会タスクフォース及び平成 30

年 11 月の国研協運営課題分科会にて当機構

の取組、対応状況などを紹介した。 

 

○新たな仕組みの検討（アクションプランの

検討） 

した研修、管理職職員を対象とし

たリスクマネジメント研修及びリ

スクマネジメントニュースの配信

について、本中期計画中に継続し

て実施したことは、内部統制やリ

スクマネジメントに対する職員の

意識醸成を図ることができた有用

な取組といえる。 

さらに、平成 30 年度には理事長

が筆頭となり、理事長参加型の理

事及び管理職職員を対象としたリ

スクマネジメント研修を実施し、

機構全部署で考えられるリスクの

洗出しを行い議論するだけでな

く、その結果を活かし、機構を挙げ

て今後優先的に取り組む課題の選

定を行ったことは、機構のリスク

感度向上に資する取組として評価

できる。 

本中期計画中リスクマネジメン

ト委員会で進捗管理をした「優先

対応リスク」は 9件あり、想定され

るリスクや顕在化したリスクへの

対応を実施することができたこと

は、機構のリスクの低減に貢献し

たと評価できる。 

リスクマネジメント研修の実施

を通じて役職員のリスク感度向上

に資するとともに、各部署で抱え

るリスクを共通認識とすることが

できた。 

 

（4）情報公開、及び個人情報の適

切な取扱い 

情報公開法に基づき適切に開示

決定等を行ったほか、機構ホーム

ページにおける情報の公開等、国

民が利用しやすい方法による情報

提供に寄与している。 

制定・改正された法令等に従い、

個人情報の取扱いに係る安全管理

措置、関係諸規程の整備・運用に取

ール誤送信問題も発覚し

た。これらに対する防止策

が機能しているかどうか、

組織として適切なタイミン

グで点検する必要がある。 
  

ール誤送信問題も発覚し

た。これらに対する防止策

が機能しているかどうか、

組織として適切なタイミン

グで点検する必要がある。 
・平成 30 年度に、組織業務運

営の抜本的見直しの一環と

して、役員の所掌を見直し

て現場責任者に執行権限を

移譲し、マイクロマネジメ

ントを防止する体制とした

のは、高く評価できる。 

・平成 30 年度には、組織・シ

ステム・制度等の見直しか

ら役職員の意識改革を図る

ための施策など多様な取組

が検討・実施され、次期中期

目標期間では業務運営全般

の大きな改善への期待がう

かがえる。しかしながら、第

3 期中期目標期間中に複数

の重大インシデントが発生

した事実は重く、改善措置

も当該中期目標期間末まで

に顕著な成果が現れている

とは言い難く、見込評価の

とおり「Ｃ」と判定される。 
・組織の信頼を揺るがす様々

な問題が発生したことを受

けて、「意思決定の在り方」

「組織・業務体制」「職員の

意識」の切り口で制度改革

を検討し、新たな枠組みを

作った。ただ、それが実際に

奏功するかどうかはこれか

らのことになる。今回はと

りあえず枠組み作りをした

ということなので、見込評

価どおり「Ｃ」が妥当だと思

う。 
・期間評価は「Ｃ」が適切と考

えられる。平成 30 年度にデ
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 (３) 評価の実施 

柔軟かつ競争的で

開かれた研究開発環

境の実現及び経営資

源の重点的・効率的配

分に資するため、機構

の研究開発課題及び

運営全般について定

期的に評価を実施す

る。研究開発に係る評

価については、「国の

研究開発評価に関す

る大綱的指針」（平成

20 年 10 月 31 日内閣

総理大臣決定）を踏ま

え、研究の直接の結果

とともに、研究開発成

果の社会的貢献等に

ついても留意する。評

価結果は公表すると

ともに、研究開発組織

や施設・設備の改廃を

含めた予算や人材の

資源配分に反映させ

ること等により、研究

開発活動等の活性化

及び効率化に活用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価を行い、研

究開発課題の活

性化や効率化に

活用したか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 期中長期計画に向けては、業務運営に

関する PDCA サイクルを回し、着実な業務実

施、適切な進捗管理、明確な評価、継続的な

改善等につなげていくことを目的として、中

長期計画をブレークダウンしたアクション

プランを作成することとした。 

第 4 期の中長期計画策定と並行してこの

枠組みを検討し、関連する部署からのヒアリ

ングなどを通じて策定を進めた。 

 

○業務実績評価の実施 

第 3期中期目標期間においては各種法令、

指針を遵守し適切に各事業年度の評価、及び

見込評価を実施。 

各年度の文部科学大臣による評価結果は、

部門に関わらず機構内の予算の配分に関す

るヒアリング等でも評価結果や指摘事項に

係る対応について説明を求めるなど、実施し

た評価が評価結果を受け取るだけで終わる

ことのないよう有効活用しており、研究開発

活動等の活性化、効率化に努めている。 

 

○評価体制の構築 

第 3 期中期目標期間の開始に伴う組織体

制の見直しや、独立行政法人通則法の改正を

受け、平成 26 年度業務実績の評価を実施す

る際に自己評価体制を新たに整備。自己評価

決定に係る役員の関与を強化するため自己

評価会議を新たに設置した。 

期間中（平成 28 年 4 月）に中期目標フロ

ーチャートが文部科学省より示され、これを

用いた自己評価を行う事が求められた。その

ため、平成 28 年度業務実績評価を実施する

際に規程改正を行い、この中期目標フローチ

ャートやロードマップを活用した自己評価

を行うよう見直しを行った。 

また、独立行政法人通則法改正に伴う業務

方法書の改正により、平成 27 年度に「経営

管理規程」を制定した。ここで評価結果を経

営及び経営資源配分に反映させることを再

度明記し、評価結果を活用することをより強

く位置付けた。 

り組んだ。 

特定個人情報の適正な取扱いを

確保する為に安全管理措置を整備

した。 

非識別加工情報を提供するため

の仕組みを整備した。 

個人情報の紛失・漏えいを未然

に防ぐ取組として個人情報保護に

関する研修を実施し、過去に機構

内で発生した漏えい事案も取り上

げる等、注意喚起を行った。 

 

（5）情報セキュリティ対策の推進 

第 2期中期目標期間に引き続き、

情報セキュリティシステムの強化

にも取り組んだ結果、実現したシ

ステムは、独法等の情報システム

のセキュリティ監視を行う政府関

係機関監視・即応調整チームであ

る第二 GSOC が提供する機能を上回

るものとなっている。 

また、平成 27 年度より標的型メ

ール攻撃訓練を実施し、平成 28 年

度からは全役職員を対象として実

施した。過去 3回の開封率は、1.5％

～2.3％に低下していることから、

情報セキュリティ教育についても

成果を上げている。 

このほか、年々深刻化するサイ

バー攻撃に対応した実地訓練やメ

ールシステム、ファイルサーバ設

置の外部サービス利用等、新たな

対策にも取り組み、情報セキュリ

ティシステムが破られる重大イン

シデント生じていない。これらに

より地道ではあるが顕著な成果を

上げていると判断できる。 

国立研究開発法人協議会(国研

協)を基盤にした情報交換を密に

とり、迅速対応に備えた。 

さらに、国研協では情報セキュ

リティタスクフォースを立ち上

ータの公開・利用に係る手

続漏れをはじめとする事案

の原因を探り、再発防止に

向けた業務改善に取り組ん

だことは着実な業務運営で

あったと認められるが、こ

れらの事案が平成29年度ま

で発見されず、複数の問題

として発見されて初めて本

格的な業務改善の取組に至

ったことを勘案すると、中

期目標期間中の期間実績評

価としては、より一層の工

夫・改善が期待されると指

摘せざるを得ない。 

・組織の信頼性に関わる複数

のインシデントが判明した

以上、Ｃ評定が妥当。 
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(４) 情報セキュリテ

ィ対策の推進 

政府の情報セキュ

リティ対策における

方針を踏まえ、情報シ

ステム環境の整備を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・適切な情報セ

キュリティ対策

の推進はなされ

たか 

 

 

上記の様な体制を整備し、各年度の業務実

績及び自己評価を業務実績等報告書として

主務大臣へ提出するとともに公表を行った。 

 

○評価方法の改善（中期目標フローチャー

ト、ロードマップ等の導入） 

第 3期中期計画より、研究開発課題につい

ては各年度のアクションやアウトプットな

どを記載したロードマップを策定しており、

その進捗状況を管理している。各年度の評価

に当たっては期間全体を見越したうえで判

断することが必要であるため、ロードマップ

を用いて評価する取組を開始。 

さらに、上記のとおり、文部科学省が策定

した中期目標フローチャートが平成 27 年度

業務実績評価より導入され、これを機として

平成 28 年度業務実績評価から自己評価プロ

セスにおいても中期目標フローチャートを

活用している（平成 27 年度業務実績評価の

際には既に自己評価プロセスが進んでいた

ことから、中期目標フローチャートは主務大

臣評価に際して実施する海洋機構部会ヒア

リングでのみ活用）。 

加えて、研究開発等の進捗を把握する上で

適切な指標を研究開発課題を中心として平

成 27 年度業務実績評価の際より設定した。 

上記のように中期目標の達成状況や中期

計画の進捗状況を意識、明確化した評価を行

うため各年度改善を試みてきたところ。他

方、各年度で都度変更を行ってきたことから

評価業務における業務量がなかなか削減で

きていないことが課題とも認識。第 4期中長

期目標期間の評価に向けては引き続き事業

の適切な評価を実施しつつ、改善を図るよう

スキームの検討を行いたい。 

 

○情報セキュリティの構築・維持 

優先対応リスクとして平成 25 年度より情

報セキュリティ強化のための対策に取り組

み、3カ年計画で以下を実現した。 

①機構における情報セキュリティポリシー

の策定 

げ、平成 30 年度当初まで主宰し、

内閣サイバーセキュリティセンタ

ーや情報通信研究機構と連携して

TF の議論を主導した。 

また、メール添付ファイルリン

ク変換システム等セキュリティシ

ステム強化等を実施し、機構保有

の情報機器の管理強化を加速的に

実現した。 

 

（6）業務の安全確保 

海域及び海外陸域における調査

研究、科学掘削、化学物質、放射線、

バイオセーフティに係るリスクの

高い研究開発活動については、こ

れまでどおり定例の専門委員会に

よる安全性の事前審査を行い、不

安全因子の未然抽出により事故・

トラブルの防止を図った。 

期間を通じて、化学物質や放射

線関連施設、高圧ガス管理、その他

危険物管理に関しては、新たに実

地検査を取り入れたほか、施設・設

備の更新、除却や廃棄を行いリス

ク低減に努めたほか、マニュアル

等を制定・改定し体制整備も適切

に行った。 

各規範の整備については、法令

改正等の情報の収集や安全管理に

関わる機構特有の状況、訓練結果

等を把握・考慮し、法定義務を確実

に履行し、且つ統括的に安全管理

が行えるよう体制を整備。 

ヒヤリハット事例の収集のため

の取組としては「安全相談会」を開

催し、ヒヤリハット事例の投稿方

法を役職員に周知するとともに、

優れたヒヤリハット事例の投稿者

や改善活動を行った者に対しては

「安全改善活動促進賞」として表

彰し、ヒヤリハット事例の収集の

重要性の理解の増進及び事故・ト
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行うとともに、適切な

情報セキュリティ対

策を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (５) 情報公開及び

個人情報保護 

独立行政法人等の

保有する情報の公開

に関する法律（「平成

13 年法律第 145 号）

に則り、情報提供を行

う。また、独立行政法

人等の保有する個人

情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律

第 59 号）に則り、個

人情報を適切に取り

扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報公開及び

個人情報保護に

ついて適切に取

り扱われたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②情報セキュリティ委員会の設置による機

構全体のセキュリティリスク管理 

③情報セキュリティ緊急対応体制の構築 

これにより、機構の情報セキュリティシス

テムは、政府の定めた技術基準を十分に満た

しているだけでなく、内閣サイバーセキュリ

ティセンター（NISC）が独立行政法人等を対

象に運用を開始予定のシステム（第二 GSOC）

を、現時点において機能的に上回るものとな

っている。 

平成 30 年度に、NISC によるマネジメント

監査及びペネトレーションテストを受け、情

報の格付け、取扱制限、要保護情報管理台帳

整備の不足等が指摘されたが、年度内に規程

改正を含め対応した。 

標的型メール攻撃訓練、重大セキュリティ

インシデント伝達訓練を行なっているほか、

「ワークアウト」を含む研修を行ない、役職

員の情報セキュリティ意識の向上を図って

きた。 

本中期目標期間において、情報セキュリテ

ィシステムが破られる重大漏えい事故はゼ

ロ件であった。 

 

○情報公開 

情報公開開示請求及び他の行政機関、法人

等による第三者意見照会に対応した。 

公文書管理法の定めに沿って適切に法人

文書ファイル管理簿の整備・公表を実施し

た。 

法令に定められた整備・公表のほか、法人

文書管理に関する自己点検及び監査を実施

した。 

 

○個人情報の適切な取扱い 

期間中に制定・改正された法令に従い、関

係諸規程を整備、運用した。 

個人情報の取扱いに係る業務の委託先と

の個人情報保護契約については、個人情報保

護に係る特約条項を含む標準約款を適用す

る方法を標準とし、委託先における安全管理

水準の確保を図った。 

ラブルを未然に防止するという意

識の向上が図られた。 

安全講演会については経営層が

直接職員に対して安全に対する思

いや考え方を伝えることで、極め

て実効性のあるセミナーとして開

催することができ、安全意識の深

化が図られた。 

安全点検については、それまで

リスクの高い部署を選定して実施

していたところを全部署を対象に

行うよう方針を変更したものであ

り、これにより安全管理のより確

実な履行を推進した。 

期間中に発生した焼損事案を受

け行った配線器具の実地検査につ

いては、今後同様の事案が発生す

ることを防ぐ上でも重要な取組で

あった。  
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(６) 業務の安全の確

保 

業務の遂行に当た

っては、法令を遵守

し、安全の確保に十分

留意する。そのため、

安全に関する規程類

及びマニュアル等の

周知徹底を図り、事故

トラブル情報や安全

確保に必要な技術情

報・ノウハウを共有す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務の遂行に

当たって、安全

の確保に十分留

意されたか 

 

 

 

個人情報漏洩・紛失・誤送信事案（中期目

標期間中 6件発生）については個人情報保護

管理委員会を開催して対応策及び再発防止

策を協議し、委託先管理の強化、ヒューマン

エラーを未然に防ぐ取組及び適切な情報シ

ステム環境の整備等の再発防止措置を進め

ることで改善に努めた。 

個人情報保護に関する研修を毎年度実施

し、職員の理解増進、意識向上に注力した。 

特定個人情報の適正な取扱いを確保する

ための安全管理措置を整備した。 

非識別加工情報を提供するための仕組み

を整備した。 

 

○安全管理全般 

各規範については、法令改正等の安全管理

に関わる諸々の状況を把握・考慮し、各規範

の制定・改廃を行った。また、説明会の開催

やホームページへの掲載により、法令等の遵

守を図り、役職員に対し周知徹底した。 

ヒヤリハット事例の収集促進のため「安全

相談会」を開催。また、優れたヒヤリハット

事例の投稿者や改善活動を行った者に対し

ては「安全改善活動促進賞」として表彰する

制度を整え、事故・トラブルの未然防止の意

識を高める取組を行った。 

教育訓練の実施方法を見直し、講習内容の

細分化や開催頻度を増やすなどして受講者

へ利便性を向上させることで受講率の増加

を図った。また、安全講演会については機構

がこれまで経験した失敗など身近な現実味

のある事例を取り上げること、また経営層が

直接講演を行うことにより、事故・トラブル

防止のための更なる意識向上を図る取組を

行った。 

安全に関する情報は、ホームページ、メー

ルニュース、掲示物、労働安全衛生委員会等

あらゆる媒体・場を活用して行い、役職員に

いち早く周知できるよう取り組んだ。また、

これらの編集の際は、容易に理解できるよう

な表現形式にすることを心掛けた。 

安全点検については、全部署を対象に行う
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よう方針を変更して実施し、安全管理の確実

な履行を推進した。全拠点におけるコンセン

ト、電線プラグ等の配線器具の自主点検を行

うとともに横須賀本部では全ての配線器具

の実地検査を行った。 
 

○委員会活動 

海域及び海外陸域における調査研究、科学

掘削、化学物質、放射線、バイオセーフティ

に係るリスクの高い研究開発活動について

は定例の専門委員会による安全性の事前審

査を行い、不安全因子の未然抽出により事

故・トラブルの防止を図った。 
 

○化学物質安全管理 

試薬をはじめとする薬品の管理について

は、新たに薬品実地検査を定期的に行うこと

とし、薬品管理の徹底を促進した。 

化学物質のリスクアセスメントについて

は、業務マニュアルを制定するとともに、そ

の実施方法について講習会を開催し、化学物

資に起因する災害発生リスクの低減を図っ

た。 

横須賀本部の薬品管理システムについて

は、より操作性が向上するよう、改修し、又

は改修を担当部署宛に要望した。 
 

○放射線管理 

放射線関連施設については、老朽化が著し

い諸施設・設備の更新や、不要資産・物品の

除却や廃棄を行った。 
 

○バイオセーフティ 

遺伝子組換え実験及び微生物等実験に係

る統一的な指針を業務マニュアルとして再

構成した。 
 

○高圧ガス管理 

高圧ガス管理については規程を制定し、よ

り統括的に管理が行えるよう体制を整備し

た。 

高圧ガスを安全に取り扱うため、シリンダ

ーキャビネットなど所定の設備を整備した。 
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○危険物管理 

危険物管理については規程を制定し、より

統括的に管理が行えるよう体制を整備した。 

危険物を安全に取り扱うため、危険物屋内

貯蔵所など所定の施設を整備した。 
 

○訓練 

船舶事故及び人身事故等を想定した研修

及び訓練（緊急対策本部の立ち上げ等の初動

含め、より現実に即したもの）を実施。各訓

練について評価を行い、緊急時対応の練度の

向上に努めた。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(1) (2) 業務の合理化・効率化、給与水準の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 研究開発能力を損

なわないよう配慮し

た上で、管理部門の

スリム化をはじめと

した経費削減や事務

の効率化及び合理化

を行うことで、機構

の業務を効率的に実

施する。 

業務の見直し、効

率的な運営体制の確

保等により、一般管

理費（人件費を含み、

公租公課を除く。）に

ついて、法人運営を

行う上で各種法令等

の定めにより義務的

に行う必要があるも

のに係る経費を除

き、中期目標期間中

の初年度に比べ10％

以上、その他の事業

費については、中期

(１) 業務の合理化・

効率化 

研究開発能力を損

なわないよう配慮し

た上で、管理部門のス

リム化をはじめとし

た経費削減や事務の

効率化及び合理化を

行うことで、機構の業

務を効率的に実施す

る。 

業務運営全般に係

る経費の見直しに努

め、一般管理費（人件

費を含み、公租公課を

除く。）については、法

人運営を行う上で各

種法令等の定めによ

り義務的に行う必要

があるものに係る経

費を除き、中期目標期

間中の初年度に比べ

10％以上、その他の事

・業務の合理化・

効率化を行い、

機構業務を効率

的に実施したか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

(１) 

○業務効率化推進活動 

第 3 期中期目標期間においては業務効率

化委員会において機構全体の業務の効率的

かつ円滑な遂行と質の向上を図るため、毎

年度における業務改革への取組について、

その計画の作成、遂行状況の把握、その他

業務効率化の推進に必要な事項に関する審

議を行ってきた。その結果、下記に記すよ

うな対応を取り入れてきた。 

・課長級ミーティング実施によるマネジメ

ント能力向上及び機構の経費削減検討 

・ジョブノートの作成（業務ノウハウの蓄

積、業務の「見える化」） 

・印刷複合機の契約見直し及び会議資料の

ペーパーレス化 

・複数拠点間を TV 会議接続し、情報共有と

同時開催による省力化 

・平成 31 年 4 月以降の理事会等の開催頻

度・出席者・付議事項等の更なる合理化

の検討 

・庶務に関する規模の大きい契約（複合機

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｃ 

本項目について、中期目標、中

期計画に照らし総合的に勘案した

結果、改善を要すると考え評定を

Ｃとした。具体的な理由は以下の

とおり。 

業務効率化推進活動として、印

刷複合機の契約見直しをはじめ大

幅な経費節減と資源節約を図った

ほか、会議運営の改善等を行うこ

とで事務系業務を削減した。また、

第 4 期中長期目標期間に向けて

は、会議の開催頻度や出席者、付

議事項等について、大幅な合理化

を図った。 

業務の合理化・効率化について

は、目標である「中期目標期間の

初年度と比較して一般管理費

10％、その他の事業費については

5％以上の効率化」を達成すべく取

組を実施してきた。しかし一般管

理費においては物件費の大幅な削

評定 Ｂ 評定 Ｃ 
＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研

究開発法人の中長期目標等に

照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、より一層の工夫、改善

等が期待されるため。 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
・一般管理費（人件費を含み、

公租公課を除く。）に係る削

減目標「中期目標期間中の

初年度に比べ 10％以上の効

率化を図る」が達せられな

かったことを踏まえると、

人件費を含む一般管理費の

削減が計画どおりに行われ

なかったと判断せざるを得
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目標期間中の初年度

に比べ 5％以上の効

率化を図る。なお、新

たに追加又は拡充さ

れた業務については

翌年度以降同様の効

率化を図るものとす

る。 

給与水準について

は、国家公務員の給

与水準を十分考慮

し、手当を含め役職

員給与の在り方につ

いて検証した上で、

業務の特殊性を踏ま

えた適正な水準を確

保するとともに、そ

の検証結果や取組状

況を公表する。総人

件費については、政

府の方針を踏まえ、

厳しく見直しをする

ものとする。 

 

業費については、中期

目標期間中の初年度

に比べ 5％以上の効率

化を図る。新たに追加

又は拡充された業務

については翌年度以

降同様の効率化を図

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リース、銀行手数料、受付業務、警備業

務、清掃業務）の見直し 

 

○一般管理費、事業費の削減 

一般管理費（人件費を含み、公租公課を

除く。）については、法人運営を行う上で各

種法令等の定めにより義務的に行う必要が

あるものに係る経費を除き、中期目標期間

中の初年度（平成 26 年度）に比べ 10％以上

の削減を実施することとなっている。一般

管理費のうち、物件費については十分な削

減努力を行い平成 26 年度に比べ 80 百万円

（▲16.8％）の削減となったが、人件費に

ついては退職手当等による増要因もあり、

目標達成には至らなかった。その他の事業

費については、中期目標期間中の初年度に

比べ 5％以上の効率化を達成した。 

一般管理費における物件費については予

算配分の際に一律で効率化した額を基準と

して配賦し、真に必要な事項については再

配分するようにしている。下記例に記す様

な合理化・効率化を推進したことで削減さ

れた。他方、人件費については中期目標期

間中にフレックスタイム制及び時差勤務制

の導入を進め、超過勤務手当支給額などの

人件費削減に努めた。しかし給与や雇用に

係る制度等の変更に伴う増加要因もあり、

抑制方向にばかり進められなかった。さら

に、平成 30 年度には退職手当が例年より多

く発生したこともあり、結果として削減が

未達成となってしまった。 

このような経緯を踏まえ、第 4 期中長期

目標においては人件費は一律の効率化対象

ではなくなるものの、引き続き人事制度の

見直し等の取組により適正な水準を維持で

きるよう努めて参りたい。また、物件費に

関しては職員宿舎の見直しをはじめとした

管理費削減、第 3 期に引き続き予算配分の

際に一律で効率化した額を基準として配賦

する手法の継続等により、一層の削減努力

を推進していく。 

＜第 3 期中期目標期間中に合理化・効率化

減を行ってきたが、退職手当の増

加や中期目標期間の切り替わりに

関連する業務の増加などの要因に

よる人件費増もあり全体としては

達成とはならなかった。第 4 期中

長期計画においても引き続き合理

化・効率化を推進して参りたい。 

給与水準について、大きくなる

ことはなく、ほぼ横ばいあること

から、業務の合理化・効率化は中

期計画のとおり着実に進んでいる

と評価できる。 

現在のラスパイレス指数の比較

対象となっている職員を分析した

場合、世界をリードする研究開発

を推進するため、極めて高度な知

識を持つ研究者、並びにその専門

性の高い事業を理解し、企画立案

や折衝、国際調整にあたる優れた

能力を有する事務・技術職員が必

要となり、職員の学歴が高いもの

となっている。 

法人の実態としては、任期制職

員を積極的に活用しており、とり

わけ、国家公務員と比較するなら

ば、行政職（一）俸給表でいうと

ころの 1 級から 3 級相当の業務に

ついて、その多くを給与体系が完

全職務給である年俸制支援職職員

の担当業務として位置付けること

で、効率的な人員配置を行い、以

て年功序列的に人件費が上昇して

いくことを抑制してきた。これら

職員がラスパイレス指数に反映さ

れておらずそのため、管理職割合

についても月給制基幹職員のみを

比較しての比率となり、高い割合

となっている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 
  

ない。今後、執行管理を一層

強化し、経費の削減・抑制が

適切に行われることを期待

する。 

・次期中長期目標においては、

一般管理費の削減対象から

人件費が除かれることとな

ったが、人件費についても、

適正な給与水準となるよ

う、引き続き、人件費の削減

と人事制度の見直し等に取

り組んでいくことを求め

る。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
・「一般管理費（人件費を含み、

公租公課を除く。）につい

て、中期目標期間中の初年

度に比べ 10％以上の効率化

を図る」という中期目標を

鑑みると、いずれの年度も

目標達成に至らなかった点

を勘案した結果、より一層

の工夫、改善等が期待され

ると考えＣ評定が妥当であ

ると判断した。しかし、詳細

を見ると、一般管理費のう

ち物件費に関しては初年度

に対し最終年度で▲16.8％

の削減を達成しており、人

件費についても給与水準、

人員等に不適切な運営はな

いことから、今後の改善の

環境は十分に醸成されてい

るものと期待できる。 

・事前に織り込み可能であっ

た人件費の変動が中長期目

標の未達の主要因となった

ことは、長期的な視点での

合理化・効率化対策の検討

が不十分であったことに加

えて、設定された目標の妥
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(２) 給与水準の適正

化 

給与水準について

は、国家公務員の給与

水準を十分考慮し、手

当を含め役職員給与

の在り方について検

証した上で、業務の特

殊性を踏まえた適正

な水準を確保すると

ともに、検証結果や取

組状況を公表するも

のとする。総人件費に

ついては、政府の方針

を踏まえ、厳しく見直

しをするものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・給与水準の適

正化は行われた

か 

 

 

 

を行った例＞ 

銀行手数料の無償化（8百万円/年） 

複合機リース契約の見直し（54 百万円/年） 

 

(２) 

人事院勧告等を踏まえた国家公務員の給

与改訂及び給与制度の総合的見直しについ

て、適切に対応。 

【ラスパイレス指数】 

事務・技術職員  研究職員 

平成 26 年度  114.8       100.7 

平成 27 年度  114.6            99.0 

平成 28 年度  111.4           99.1 

平成 29 年度  109.4        98.8 

平成 30 年度  110.3        97.7 

 

現在のラスパイレス指数の比較対象とな

っている職員を分析した場合、世界をリー

ドする研究開発を推進するため、極めて高

度な知識を持つ研究者、並びにその専門性

の高い事業を理解し、企画立案や折衝、国

際調整にあたる優れた能力を有する事務・

技術職員が必要となり、職員の学歴が高い

ものとなっている。 

法人の実態としては、任期制職員を積極

的に活用しており、とりわけ、国家公務員

と比較するならば、行政職（一）俸給表でい

うところの 1 級から 3 級相当の業務につい

ては、その業務を担う支援職の制度を設け

ており、任期制支援職員及び無期雇用支援

職員の担当業務として位置付けている。こ

れら職員がラスパイレス指数に反映されて

おらずそのため、管理職割合についても月

給制基幹職員のみを比較しての比率とな

り、高い割合となっている。 

当性事態も問われかねない

問題として、国立研究開発

法人の中長期目標の在り

方、特に業務の合理化・効率

化については慎重な議論が

必要である。 

  

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(3) 事務事業の見直し等 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 既往の閣議決定等

に示された政府方針

を踏まえ、以下の取

組を着実に実施する

とともに、業務及び

組織の合理化・効率

化に向けた必要な措

置を講ずる。 

a. 研究拠点等につ

いては、研究内容の

重点化及び組織の再

編に合わせて整理・

統合し、業務運営の

効率化及び経費の削

減に努めるものとす

る。 

b. 南海トラフ海域

において整備を進め

ている地震・津波観

測 監 視 シ ス テ ム

（DONET）について、

その整備が終了した

際には、同システム

事務事業の見直し

等については既往の

閣議決定等に示され

た政府方針に基づき、

以下の内容について

着実に実施する。 

 

 

a. 研究拠点等につい

ては、研究内容の重点

化及び組織の再編に

合わせて整理・統合

し、業務運営の効率化

及び経費の削減に努

めるものとする。 

 

b. 南海トラフ海域に

おいて平成 27 年度末

を目途に整備を進め

ている DONET につい

て、その整備が終了し

た際には、同システム

を独立行政法人防災

・適切に事務事

業の見直しを実

施したか 

 

＜主要な業務実績＞ 
 

 

 

 

 

 

 

a. 第 3 期中期目標期間の開始に合わせて、

組織を再編、研究内容を中期研究開発課題

に整理・統合した。 

 

 

 

 

 

b. 平成 27 年度末に DONET2 が完成したた

め、平成 28 年 4 月 1 日に紀伊半島沖の

DONET1 とともに、同システムを防災科学技

術研究所に移管、同研究所とは防災・減災

分野における協定を締結、クロスアポイン

トによる人材交流も実施し、同システムの

円滑な移管に努めた。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

本項目について、中期目標期間

を通して、中期目標等に照らして

着実な業務運営を行ったと考え、

Ｂ評定とした。 

 

  

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 
 
  

＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 
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を独立行政法人防災

科学技術研究所に移

管する。併せて、同研

究所との防災・減災

分野における人材交

流を促進するなど、

同研究所との連携を

より一層強化する。 

c. DONET の運用開始

を踏まえ、室戸岬沖

海底ネットワークシ

ステムを廃止する。 

d. 学術研究課題の

審査等の一元化につ

いては、引き続き検

討を進め、中期目標

期間中、早期に結論

を得るものとする。

得られた結論に基づ

き、機構の予算及び

要員も含め関係組織

を見直し、業務全体

の効率化を図る。 

e. 学術研究船の運

航業務に係る外部委

託化については、引

き続き検討を進め、

中期目標期間中、早

期に結論を得るもの

とする。 

f. 研究活動を効率

的に行う観点から、

海底広域研究船の運

用開始を踏まえ、必

要性が低くなった研

究船を廃止する。 

科学技術研究所に移

管する。併せて、同研

究所との防災・減災分

野における人材交流

を促進する等、同研究

所との連携をより一

層強化する。 

 

c. DONET の運用開始

を踏まえ、室戸岬沖海

底ネットワークシス

テムを廃止する。 

d. 学術研究課題の審

査等の一元化につい

ては、引き続き検討を

進め、中期目標期間

中、早期に結論を得る

ものとする。得られた

結論に基づき、機構の

予算及び要員も含め

関係組織を見直し、業

務全体の効率化を図

る。 

e. 学術研究船の運航

業務に係る外部委託

化については、引き続

き検討を進め、中期目

標期間中、早期に結論

を得るものとする。 

 

f. 研究活動を効率的

に行う観点から、海底

広域研究船の運用開

始を踏まえ、必要性が

低くなった研究船を

廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 平成 30 年度中に室戸岬沖海底ネットワ

ークシステムを停止する方向で地元自治体

等と交渉を行い、平成 31 年 2 月 28 日にデ

ータ配信を停止し廃止した。 

d. 東京大学大気海洋研究所（AORI）と協議

を行い、平成 31 年度からの航海に係る公募

を一元化することで合意し、実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

e. 国立研究開発法人海洋研究開発機構法、

同法制定時の附帯決議及び独立行政法人化

（学術研究船の移管）時の東京大学大気海

洋研究所との協議内容等を総合的に勘案し

て検討を行った結果、船舶運用に係る技術

と知識を蓄積するために、学術研究船は自

主運航することとした。 

f. 平成 28 年 3 月末の海底広域研究船「か

いめい」の引き渡しに先立ち、平成 28 年 2

月に老朽化が進んでいた海洋調査船「なつ

しま」及び「かいよう」を廃船、処分を実施

した。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(4) 契約の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 契約については、

原則として一般競争

入札等の競争性のあ

る契約方式によるこ

ととし、随意契約に

よった場合は、公正

性、透明性を高める

ためその結果を公表

する。加えて、「独立

行政法人における調

達等合理化計画の取

組の推進について」

（平成 27 年 5 月 25 

日総務大臣決定）に

基づく取組を着実に

実施することとす

る。 

一者応札・応募と

なった契約について

は、実質的な競争性

が確保されるよう、

公告方法、入札参加

条件、発注規模の見

a. 契約については、

原則として一般競争

入札等の競争性のあ

る契約方式によるこ

ととし、随意契約によ

った場合は、公正性、

透明性を高めるため

にその結果を公表す

る。加えて、「独立行政

法人における調達等

合理化の取組の推進

について」（平成 27 年

5 月 25 日総務大臣決

定）に基づく取組を着

実に実施することと

する。また、他の機関

との情報交換や連携

によって購入実績や

調達方法を確認し、合

理的な調達手法の導

入や入札参加者の拡

大に向けた方策を実

施する。 

・契約の適正化

を行い、業務の

合理化・効率化

に努めたか 

 

 

＜主要な業務実績＞ 
 

（１）随意契約の適正化に関する取組 

平成 28 年 6 月に契約審査チームを新設

し、概算金額が随契限度額から 3 千万円を

超える案件について契約の適正性について

審査することした。また、従来どおり概算

金額が 3 千万円を超える案件については、

契約審査委員会で審査を継続して行った。 

・「公共調達の適正化について（平成 18 年

8 月 25 日付財計第 2017 号）に基づく情報

の公開」に対応し、公共工事、物品役務等の

随意契約情報、落札情報を機構ホームペー

ジに継続して公表を行った。 

 

（２）随意契約に関する内部統制の確立 

随契限度額以上の随意契約を締結するこ

ととなる案件については、調達部門内に設

置された契約審査チームにより、会計規程

における「随意契約を締結することができ

る事由」との整合性やより競争性のある調

達手続の実施の可否について、チェックリ

ストを用いた事前審査を全件について実施

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

本項目について、中期目標達成

のため、調達等合理化計画の実行

及び調達業務のガバナンス確保、

一者応札・応募改善については継

続的に取組を行った。これにより、

調達業務の PDCA サイクル確立に

よるによるガバンス強化、調達等

合理化計画を実行した。これは中

期目標等に照らし着実な業務運営

を行ったと考え、Ｂ評定とした。 

契約については、原則として一

般競争入札等の競争性のある契約

方式によることとした。 

平成 28 年 6 月に契約審査チー

ムを新設し、概算金額が随契限度

額を超える案件について契約の適

正性について、全件審査すること

した。また、従来どおり概算金額

が 3 千万円を超える案件について

は、契約審査委員会で審査を継続

して行った。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 
  

＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 
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直し等を行い、その

状況を公表するもの

とする。 

内部監査及び第三

者により、適切なチ

ェックを受けること

で、契約の改善を図

る。 

 

 

 

b. 一者応札・応募と

なった契約について

は、実質的な競争性が

確保されるよう、公告

方法、入札参加条件及

び発注規模の見直し

等を行い、その状況を

公表するものとする。 

 

c. 内部監査及び第三

者により、適切なチェ

ックを受けることで、

契約の改善を図る。 

 

 

 

している。さらに、契約金額 3 千万円を超

える随意契約については、契約審査委員会

が、会計規程との整合性やより競争性のあ

る調達手続の実施の可否の観点等から、随

意契約の適用の適否や随意契約の相手方の

適否について審査する体制を適切に運用し

ている。 

長年にわたり一者応札・応募となってい

た、機構が所有する船舶等の運航委託契約

の調達に関して、実質的な競争性が確保さ

れるよう、公告方法、入札参加条件及び発

注規模の見直し等を重点的に行い、「研究船

の運航支援及び調査支援等に関する業務委

託」のみではあるが、長年一者応札又は随

意契約となっていた業務について、複数者

による入札を実現し、競争性を確保するこ

とができた。 

 

（３）調達合理化の取組 

「独立行政法人における調達等合理化の

取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日

総務大臣決定）に基づき、事務・事業の特性

を踏まえ、PDCA サイクルにより、公正性・

透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に

調達等の合理化に取り組むため、平成 27 年

度以降、各年度において調達等合理化計画

を定めた。 

平成 27 年度から国立大学法人との共同

調達の実施に向け調整を進め、協定を締結

するとともに、液体窒素、コピー用紙、ガソ

リンについて共同調達を実施した。また平

成 30 年度から近隣の他省庁所管法人とコ

ピー用紙の共同調達を実施した。 

継続的に契約の複数年契約化等について

着目し、契約内容や契約形態等を見直すこ

とにより、契約金額の引き下げや契約事務

の合理化を行った。 

 

（４）一者応札・応募の低減に向けた取組 

長年にわたり一者応札・応募となった、

機構が所有する船舶等の運航委託契約の調

達に関して、実質的な競争性が確保される

「独立行政法人における調達等

合理化計画の取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月 25 日総務大

臣決定）に基づく取組について推

進し、業務の合理化・効率化を着

実に実行した。 

機構が所有する船舶等の運航委

託契約について改善策を検討する

ため、外部有識者で構成する船舶

運航委託契約検討委員会を新たに

設置し、平成 29 年 7 月以降全 3回

の議論を行い、船舶等の運航委託

契約の次期契約（平成 31 年度～）

に向けた調達の改善方策の提言を

まとめた。また、外部有識者を含

めた船舶運航委託契約改善実行委

員会を設置し、機構が実施する改

善策について平成30年 3月以降4

回の審査を行った。長年にわたり

一者応札・応募となっていた、機

構が所有する船舶等の運航委託契

約の調達に関して、実質的な競争

性が確保されるよう、公告方法、

入札参加条件及び発注規模の見直

し等を重点的に行い、調達業務ガ

バナンス確保及び調達等合理化計

画の取組などを実行した。 
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よう、公告方法、入札参加条件及び発注規

模の見直し等を重点的に行い、「研究船の運

航支援及び調査支援等に関する業務委託」

のみではあるが、長年一者応札又は随意契

約となっていた業務について、複数者によ

る入札を実現し、競争性を確保することが

できた。（再掲） 

継続的に仕様書や要求事項が過度の内容

となっていないか、公告時期の見直しや業

務実施時期を点検し、必要に応じて引き続

き改善した。 

競争性を高めるための取組として、入札

公告後に応札が期待できる者への個別の周

知、調達情報をメールマガジンにて配信、

機構ホームページに年間調達予定情報を掲

載した。 

平成 27 年度から応札者や応募者を増や

すための取組として、入札説明書の電子交

付を新たに導入した。 

 

（５）不祥事の発生の未然防止のための取

組 

外部資金を扱う職員を対象とした研究不

正及び研究不正使用防止に係る e ラーニン

グについて受講した。また、新たに着任し

た職員を対象とした外部講習の活用、外部

講師を招き「財務諸表の基礎講座」の開設

などを行い、経理部職員としてのスキル向

上を図った。 

研究費不正使用防止のため、取引業者に

対して、いかなる不正にも関与しないこと

等を誓約する書面の提出を求めた。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ～Ⅵ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 自己収入の確

保、予算の効率的

な執行に努め、適

切な財務内容の

実現を図る。 

毎年度の運営

費交付金額の算

定については、運

営費交付金債務

残高の発生状況

にも留意した上

で、厳格に行うこ

ととする。 

 

１  自己収入の

増加 

外部研究資金

として国、他の独

立行政法人、企業

等多様な機関か

らの競争的研究

資金をはじめと

する資金を導入

Ⅲ 予算（人件費の

見積り等を含む。）、

収支計画及び資金計

画 

自己収入の確保、

予算の効率的な執行

に努め、適切な財務

内容の実現を図る。 

また、毎年度の運営

費交付金額の算定に

ついては、運営費交

付金債務残高の発生

状況にも留意した上

で、厳格に行う。 

（表省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・予算を適切に

執行し、財務内

容の改善がはか

られたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 
（＊）詳細なデータについては法人の業務実績等報告書を参照 

 

Ⅲ１ 予算 

Ⅲ２ 収支計画 

・平成 26 年度～平成 30 年度に計上された利益剰余金はいずれ

も独立行政法人会計基準に則って会計処理を行った結果であ

り、中期目標期間終了時点で未使用だった運営費交付金

42,093,766 円の収益化による利益以外は、全て収益と費用の

計上年度のずれによって一時的に損益が計上されたものであ

り、通常の業務運営により発生した損益である。 

・平成 26 年度～平成 30 年度を通算した総利益は 859,812,116

円である。このうち、現金を伴うものは 42,093,766 円で、当

該現金を伴う利益剰余金については、今後、法令の定めに則

って手続をした上で、国庫納付する予定である。 

・ （公租公課を除いた一般管理費）は初年度（平成 26 年度）

に比べ 10％以上の効率化を図ることとなっている。一般管理

費の削減を含めた業務の合理化・効率化については、別途、

「業務の合理化・効率化」の項目にも記載のとおり、第 3 期

を通じて様々な取組により削減努力を行い、その結果、物件

費については十分な経費削減を行ったものの、一方で平成 30

年度に管理部門における退職手当が計上されたこと等に伴っ

て人件費は増加した。その結果、中期目標期間終了年度であ

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

本項目につい

て、中期目標期間

を通して、中期目

標等に照らして

着実な業務運営

を行ったと考え、

Ｂ評定とした。 

  

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 
  

＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 
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する。また、国、

他の独立行政法

人、企業等からの

受託収入、特許実

施料収入、施設・

設備の供用によ

る対価収入等に

より自己収入の

増加に向けた積

極的な取組を実

施する。 

自己収入額の

取扱いにおいて

は、各事業年度に

計画的な収支計

画を作成し、当該

収支計画による

運営を行う。 

 

２  固定的経費

の節減 

管理業務の節

減を行うととも

に、効率的な施設

運営を行うこと

等により、固定的

経費を節減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 短期借入金の限

度額 

短期借入金の限度

額は 122 億円とす

る。短期借入金が想

定される事態として

は、運営費交付金の

受入れの遅延、受託

業務に係る経費の暫

時立替え等がある。 

 

Ⅴ 重要な財産の処

分又は担保の計画 

 なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・短期借入金が

必要な事由は適

切か 

 

 

 

 

 

 

 

 

・重要な財産の

処分又は担保の

計画どおり処理

されているか 

 

 

 

 

 

る平成 30 年度の実績額は 897,771 千円となり、平成 26 年度

実績額946,317千円より10％効率化した851,685千円には届

かなかった。 

 

Ⅲ３ 資金計画 

平成 26 年度～平成 30 年度における金融資産の保有実績は以

下のとおりであった。（定期預金を含む） 

・平成 26 年度・・・現金及び預金 7,534,763,796 円 

・平成 27 年度・・・現金及び預金 10,205,829,668 円 

・平成 28 年度・・・現金及び預金 8,705,375,265 円 

・平成 29 年度・・・現金及び預金 15,447,920,533 円 

・平成 30 年度・・・現金及び預金 3,895,468,295 円 

当該現金及び預金は未払金や預り金などの契約相手方等への

債務返済の原資であり、業務の遂行に必要な適切な規模の資金

であった。期中も資金繰り計画に基づいて運営費交付金の交付

を受けており、常に業務の進捗に応じた適切な規模の資金を保

有していた。 

金庫で保管する必要最小限の現金を除き、全て銀行預金へ預

け入れを行っていた。 

平成 26 年度～平成 30 年度において貸し倒れの恐れのある債

権はなかった。 

 

Ⅳ 短期借入金 

(なし) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 重要な財産の処分 

海洋調査船「なつしま」及び「かいよう」について、予算状

況、船舶の老朽化度合い及び船検時期等を総合的に勘案した結

果、平成 27 年度中に運用停止することが平成 27 年 4 月の理事

会で了承された。 

これを受けて、平成 27 年度の運用終了後に売却処分を行い、

独立行政法人通則法第 46 条の 2 第 2 項に基づき、国庫納付の

手続を適正に行った。（平成 28 年 6 月 10 日国庫納付） 
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Ⅵ 剰余金の使途 

決算において剰余金

が生じたときは、重

点研究開発その他の

研究開発、設備整備、

広報・情報提供の充

実の使途に充てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・決算において

生 じ た 剰 余 金

は、計画どおり

使用されている

か 

 

 
 なつしま かいよう 
帳簿価額（船舶
及び搭載機器） 

26,751,292 円 42,580,483 円 

譲渡収入額（a） 216,108,000 円 648,000 円 
譲渡に要した費
用（控除額）
（b） 

16,201,630 円 22,575,232 円 

国庫納付額（a-
b） 

177,979,138 円 

 

Ⅵ 剰余金 

（なし） 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－１ 施設・設備等に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282,0283,0284 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 研究の推

進に必要な

施設・設備等

の更新・整備

を重点的・計

画的に実施

する。 

 

平成 26 年度から平成 30 年度に取得・整備す

る施設・設備等は次のとおりである。 

 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

研究船及び深海調査

システムの整備・改良 

3,844 船舶建造費

補助金 

研究所用地取得・施設

整備 

513 施設整備費

補助金 

[注] 金額については見込みである。 

 

なお、上記のほか、中期目標を達成するために

必要な施設・設備等の整備、改修等が追加される

ことがあり得る。 

 

 

・中期目標達成

のため必要な施

設・設備等の整

備・改修等は適

切に行われたか 

 

＜主要な業務実績＞ 
 

海底広域研究船「かいめい」の建造を開

始し、当初予定どおり平成 27 年度に引き

渡しを受けた。 

海洋地球研究船「みらい」のドップラー

レーダ等、観測機器の更新、搭載工事を実

施した。 

横須賀本部本館の空調管理設備及び照

明設備について整備を実施するなど、既存

施設の老朽化対策を行い、災害対応能力の

強化を図った。 

横浜研究所のシミュレータ棟の機能強

化を行うため、電気及び冷却関連施設等の

インフラの更新・増設を実施した。 

深海底生物・微生物サンプルに対するニ

ーズの高度化・多様化に対応するため、深

海底生物・微生物サンプルの代謝経路情

報、ナノ微細構造情報等について、高度に

分析可能な機器を導入した。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

本項目につい

て、「施設費整備

費補助金」、「船

舶 建 造 費 補 助

金」が適切に執

行されており、

必要な施設、設

備等の整備が適

切に実施されて

いると評価でき

る。 

以上より、中

期目標期間を通

じて着実な業務

運営がなされて

いることから本

項目の評定をＢ

とした。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─ 

＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─ 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビュー番号 0282 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 業務運営を効率

的、効果的に進める

ため、優秀な人材の

確保、適切な配置、適

切な評価・処遇、職員

の能力向上に努める

とともに、魅力のあ

る職場環境の整備や

育児支援に関する取

組を行う。 

 

(１) 業務運営を効率

的、効果的に実施する

ため、優秀な人材の確

保、適切な職員の配

置、職員の資質の向上

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人事に関する

計画は進捗して

いるか 

 

＜主要な業務実績＞ 
 

(１) 優秀な人材の確保、資質の向上 

優秀な人材の長期的な就業を目的に、任期

制職員が定年制職員に移行できる制度を定

め、平成 26 年度から着実に運用を実施した。

これにより、常勤職員のうち無期雇用の割合

は、平成 26 年度末の 32.6％から平成 30 年

度末に 67.7％まで増加した。 

研究系職種の採用活動においては、国内外

から優秀な人材を確保すべく平成 28 年度か

ら Nature 誌、Science 誌に公募情報を掲載

した。 

平成 29 年 4 月からは、障害者の継続雇用

に対応するためアビリティスタッフ制度を、

保健師又は看護師の継続雇用に対応するた

め、産業保健スタッフ制度を設置した。 

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和

35 年法律第 123 号）に定める障害者の継続

雇用に対応するため、平成 29 年に設置した

アビリティスタッフ制度に基づき、平成 30

年度も採用を実施した。 

平成 26 年度から運用してきた支援職の

「雇用期間に定めのない雇用への移行制度」

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

本項目について、今中期目標期

間は当初予定のとおり業務を実施

することができた。さらに支援職

種の無期雇用移行制度の見直しに

も短期間で対応したが、これにつ

いては、人事に関する計画を効率

的に進めたと考え、Ｂ評定とした。 

 

(１) 優秀な人材の確保、資質の向

上 

定年制・無期雇用移行制度の着

実な実施、注目度の高い学術雑誌

への公募情報掲載、外国人研究者

の着任時のサポート体制整備、事

務専門職制度導入等により、優秀

な人材の確保及び長期的就業を促

進できた。 

平成 29年 4月のアビリティスタ

ッフ制度、産業保健スタッフ制度

設置に伴い、障害者及び保健師・看

護師の継続雇用に対応した。同時

に、障害を持つ職員や傷病の治療

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─  

＜評定に至った理由＞ 

 国立研究開発法人の中長期

目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業務運

営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
 ─  



200 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 職員のモチベー

ションを高めるため、

人事評価制度等を活

用し、適切な評価と、

結果の処遇への反映

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 職員の資質向上

を目的とし、職員に要

求される能力や専門

性の習得及び職員

個々の意識改革を進

めるため、人材育成の

研修・計画・支援・管

理を体系的かつ戦略

的に定め、計画的に実

施する。また、研究者

等を国内外の研究機

関、大学等に一定期間

派遣し、在外研究等を

を、平成 30 年 2 月に一部見直し。この見直

しにより、平成 30 年 4 月に新たに約 40 名が

無期雇用に転換。 

人件費管理のため、各職種において厳格な

人件費管理を行ってきた。併せて、他機関か

らの出向者受入れ抑制や機構から他機関へ

の人事交流（出向）促進にも取組んでいる。

フレックスタイム制及び時差勤務制の導入

を進め、超過勤務手当支給総額は平成 30 年

度に 319 百万円（平成 27 年度：339 百万円）

に減少した。 

人件費の効果的な配分を図るため、再雇用

者に適用される人事制度を見直しした。 

一定の専門性を蓄積した人材を育成し、業務

効率を高めるため、新たな職種として事務専

門職を設置した。 

 

(２) 評価制度の活用 

従来の処遇への反映に加え、引き続き定年

制職員への移行に係る選考にも活用した。平

成 29 年度からは産業保健スタッフ及びアビ

リティスタッフの評価も開始した。技術職・

事務職において、更なる人事評価の適正化、

より能力を発揮し実績をあげた人が報われ

る仕組みとして人事評価制度を見直しした。

昇格は年功的要素を改め、高い評価を獲得で

きた人材が早くに昇格できる仕組みを導入

した。 

 

 

 

(３) 職員の育成 

職員育成について、「職員育成基本計画」

に基づき、新規採用者向けの研修のほか、階

層別研修や専門的スキル習得支援を継続し

た。特に階層別研修では、実施を重ね、自ら

リードして物事を進める主体性が弱いとい

う点に加え、上司（管理職）の育成への関与

を課題として認識。具体的な対応策は今後検

討した。 

研究倫理教育については、e-ラーニングを

活用し全職員に対して研修を実施した。 

在外研究員等派遣制度等により、継続的に職

員を海外機関に派遣し、平成 26 年度～30 年

を受けながら就業する職員の支援

体制を改善した。 

平成 26年度から運用してきた支

援職の「雇用期間に定めのない雇

用への移行制度」を、平成 30 年 2

月に一部見直した。2 月上旬に厚生

労働省労働基準局長からの事務連

絡を受けた後、2月下旬には制度改

正を行う等、迅速に対応した。 

職員数の適切な管理、他機関か

らの出向者受入れ抑制、機構から

他機関への人事交流（出向）促進、

再雇用者の人事制度見直し等の人

件費管理施策に取組んだ。 

 

 

 

(２) 評価制度の活用 

人事評価の結果については、従

来の処遇への反映だけではなく定

年制への移行制度における選考に

も活用し、業務への意欲の向上な

どに結び付くよう着実に運用し

た。 

技術職・事務職においては適正

な人事評価を促し、年功的ではな

く発揮能力や実績の高い人材が活

躍できる人事評価制度及び昇格制

度を導入し、職員の意欲向上、更な

る活躍が期待できる。 

 

(３) 職員の育成 

階層別研修の実績を重ねること

により、機構職員の弱みについて

分析を進め、その原因となる課題

が明らかになったことは十分に評

価される。 

今後は上記課題を見極めなが

ら、上司（管理職）の育成への関与

を含め、今後改善措置を図ってい

く必要がある。 

在外研究員等制度等による海外

派遣を着実に継続し、職員の能力

向上に寄与したと考える。 
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行わせる。 

 

 

 

 

(４) 男女共同参画の

意味する仕事と家庭

の両立や、多様化した

働き方に対応するた

めの職場環境の整備

や育児支援等を行う。 

 

 

 

 

 

 

度で計 22 名を派遣した。 

平成 30 年度は、人事評価制度見直しに合

わせて評価者研修を実施し、合計 59 名が参

加した。 

 

(４) ダイバーシティの推進 

女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律（平 27 法律第 64 条）に基づき公開

している一般事業主行動計画のフォローア

ップを着実に実施した。 

ワーク・ライフ・バランス意識の高まり、

働き方に対するニーズの多様化を踏まえ、育

児又は介護を行う職員のみに対象を限定し

ていたフレックスタイム制を全職員対象と

すべく、就業規程等の改正及び利用環境を整

備した。 

女性管理職の登用については、平成 32 年

度末の 30％という目標に向け、女性管理職

候補者への研修を通じ登用に向けた取組を

実施した。 

「ダイバーシティ」（労働者と働き方の多

様性をいい、男女共同参画、障害者支援、外

国人支援等を含む。）や、「ワーク・ライフ・

バランス」の推進等、職員の働き方や育成な

どより高度化しつつある課題に対応するた

め、人事部の体制を見直し、新たに人事企画・

ダイバーシティ推進課を設置した。 

次世代育成支援対策推進法に基づき公開

している第 3 期一般事業主行動計画の一環

として、未来の女性研究者の育成を目標とし

た女子中高生向け理系進路選択支援イベン

ト「海への招待状 for Girls」を平成 27 年

度より継続実施（参加者数 平成 27 年：25

名、平成 28 年：62 名、平成 29 年：52 名、

平成 30 年：25 名）した。 

外国籍の職員を対象とした日本語教室の

講師数を 2人から 4人に増やし、今後より多

くの受講希望者に対応できる体制を構築し

た。 

評価者研修実施により、管理職

の客観的な評価スキルの向上、人

材育成スキルの向上に寄与した。 

 

 

(４) ダイバーシティの推進 

フレックスタイム制の対象拡大

だけではなく、育児休業取得要件

の緩和、 「イクボス」セミナー実

施など、ワーク・ライフ・バランス

の推進、仕事と育児の両立の実現

に向けた制度整備や取組が着実に

なされた。 

人事部の組織改編により、「ダイ

バーシティ」、「ワーク・ライフ・バ

ランス」の推進等の観点から、多様

な働き方に関する課題への対応を

促進する体制が整った。 

外国籍の職員を対象とした日本

語教室の講師数を増やし、受講者

数の増加に対応できることで、異

文化の交流、日常のコミュニケー

ションの活性化、研究活動の円滑

化にも寄与した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－３ 中期目標期間を超える債務負担 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ─ 中期目標期間を超

える債務負担につい

ては、海洋科学技術等

の研究開発に係る業

務の期間が中期目標

期間を超える場合で、

当該債務負担行為の

必要性及び資金計画

への影響を勘案し、合

理的と判断されるも

のについて行う。 

・中期目標期間

を超える債務負

担がある場合、

その理由は適切

か 

 

＜主要な業務実績＞ 
（なし） 

 

 

＜評定と根拠＞ 
（なし） 
 

  

評定 ─ 評定 ─ 
（該当なし） 

＜評定に至った理由＞ 

 ─ 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 

  

（該当なし） 

＜評定に至った理由＞ 

 ─ 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 

  
 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－４ 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

         
         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ─ 前中期目標期間中

の繰越積立金は、前中

期目標期間中に自己

収入財源等で取得し、

当期へ繰り越した固

定資産の減価償却等

に要する費用に充当

する。 

・積立金は適切

に取り扱われて

いるか 

 

＜主要な業務実績＞ 
（なし） 

 

 

＜評定と根拠＞ 
（なし） 
  

評定 ─ 評定 ─ 
（該当なし） 

＜評定に至った理由＞ 

 ─ 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 

  

（該当なし） 

＜評定に至った理由＞ 

 ─ 

＜評価すべき実績＞ 

 ─ 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 ─ 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

 ─ 

  
 
４．その他参考情報 
特になし 
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